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1章
研究の視座

1 章　研究の視座

1-1　研究の背景

1-1-1　「田園回帰」「向村離都」の高まりと人的支援の台頭

　バブル経済の崩壊以降の経済変動は、右肩上がりの成長を前提とした社会システムの機能矛盾を引
き起こすと共に、それに紐付いた都市生活者の価値観やライフスタイルの在り方に一石を投じる転機
となり、とりわけ若年層の現代社会に対する問題意識の引き金となった注1-1）。彼らの一部はモラトリ
アムの獲得のみに留まることなく、各々の主観や経験に基づいた自己実現の舞台を農山村に求めてい
く注1-2）。1990 年代半ばから高まりを見せるこの潮流は、今日では「田園回帰」や「向村離都」等と
呼称され注1-3）注 1-4）、社会的関心を集めている。
　他方で中山間地域における地域づくりは転換期を迎えつつある。地域住民の主体的な関与、及び地
域の固有価値の発見・再評価を通した、新たな手法や仕組みに基づく内発的な取り組みを実直に重ね
ていくこと注1-5）がこれまで以上に求められるようになり、それを支える為の国の支援も、ハードの支
援からソフトの支援へ、カネによる支援からヒトによる支援へと舵が切られつつある注1-6）。
　こうした今日の状況にあって、地域外の人間を外部人材として登用する人的支援による地域づくり
が着目されつつある。例えば総務省によるまち・ひと・しごと創生総合戦略の施策方針においても、
同省による人的支援「地域おこし協力隊」の拡充（2016 年に 3,000 人、2020 年に 4,000 人を目処）
が謳われており、外部人材の活用が中山間地域における地域づくりの主たる手法として位置づけられ
ていることが窺える。しかしながら、元来は「地域外の人間」であり「一定の任期を有する」という
特徴を持つ外部人材を、地域の裁量で効果的に活用していくことは容易ではなく、多くの地域で試行
錯誤している状況にある注1-7）。

1-1-2　ネオ内発的発展に向けた地域づくりの必要性

　1960 年代以降に急速に進められた規模拡大と集約化の理念に基づく一連の開発が、結果として地
域に少なからざる悪影響を及ぼしたことは論を待たない。こうした「外発的発展」に対するアンチテー
ゼとして「内発的発展」を鶴見が論じたのは 1970 年中葉のことである注1-8）。
　しかしながら近年、現実味の無い理想論であるという見方や、外発的な力の排除に対する批判といっ
た観点から、「内発的発展」の限界を主張する声も散見されるようになっている。後藤（2007）は「現
在は、その二項対立では問題は解けなくなっている。今後は、両者のハイブリッドに位置づけられる「共

発」がまちづくりの発展モデルを考える際のヒントになるのではないかと思われる。」注1-9）とした上で、
内発的な力のみならず、地域に必ず存在する外発的な力との相互作用に焦点を当て、他都市や他地域
との協調・連携の下に地域の自律を図る「共発的まちづくり」の概念を提唱している注1-10）。
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　他方で国外に目を転じると、英国では農村地域政策に関する議論の高まりに伴い、内発的発展の新
たな段階として「ネオ内発的発展」が提唱され、議論の蓄積がなされてきた注1-11）。N. ウォードら（2012）
が「いかなる地域も外来的な力と内発的な力は併存しており、地元と外部の相互作用は地域レベルで
は必然だからである。そこで重要となるのが、こうした広範なプロセス、資源、行動を自分たちで操

縦することができるように、どのようにして地域自ら能力を高めていくかにある。これがネオ内発的

発展という考え方である。」注1-12）（下線著者）と述べているように、「ネオ内発的発展」においては、
外発力の的確な認識・活用と併せ、とりわけ地域の能力の向上を図ることが強調されている。
　こうした議論の系譜に鑑みると、今日の地域づくりにあっては、共発的な取り組みを起点としなが
らも、その段階的な継続を通し、地域の経験蓄積を図りながら自治能力を高めていくことが重要であ
ると考えられる。今後人間に限らず、モノや情報の流動が更に活発化していく中、ネオ内発的発展の
素地を整えていくことが、地域の健全な維持存続を実現する上で求められている。

1-1-3　縮減社会における国土保全の在り方

　先に述べた経済成長の終焉、及び 2000 年代半ばに始まった人口減少を契機に、わが国は縮減社会
に差し掛かったといわれている注1-13）。
　これに伴い、徐々に立ち行かなくなる経済・社会システムを変革し、成熟した社会を形成していく
為のソフトランディングが求められるようになり注1-14）、その方向性は基本的に「選択と集中」を推進
する向きにある注1-15）。加えて「限界集落」や「地方消滅」といったセンセーショナルなキーワードが
国民的関心を集め、政策エネルギーの効率的投入をリードすると共に、中山間地域の現場に諦観をも
たらし、脆弱化を促進している実情がある注1-16）。
　一方で、東日本大震災の発生から復興への流れの中で、国土レベルにおけるリダンダンシー（冗長性）
の確保が課題として浮かび上がっている。リダンダンシーの本質は多義的なものであり、社会資本の
整備によってだけではなく、多様性ある国土の持続に向けた、広域的な社会関係資本の構築も併せて
実現されなければならない注1-17）。
　縮減社会における課題の根底を成すのは人的資源の減少であり、今後の国土保全を考える上で避け
られない前提となる。言い換えると「より少数の人的資源によって」「より多くの地域を」持続させ
ていく為の方法論が求められているといえる。これまでの地域づくりの主目的に据えられてきた「定
住人口の獲得」というスタンスのみでは、縮減社会においては、次第に縮小する人的資源のパイを奪
い合う構図を生み、複数地域が互いに疲弊していく恐れがある注1-18）。
　今後の国土保全に際して一定程度の「選択と集中」が止むを得ないとされている現状に対し、人的
資源の減少とリダンダンシーの確保の両面に対応し得る、地域づくりのマネジメント手法が求められ
ているのではないだろうか。
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1-2　研究の目的

　以上を踏まえ、本論文は人的資源が不足しつつある中山間地域を対象とした、地域マネジメントの
ための外部人材の活用における要点を明らかにすることを目的とする。
　なお本論文では、冒頭で述べた縮減社会への対応という観点から「地域マネジメントのための外部
人材の活用」にあたって 2つの前提を設定している。これらは 1-4にて具陳しているが、研究の細目
的を述べるにあたり本節で簡潔に整理しておく。
　1点目は外部人材の地域への関与の促進である。今日、中山間地域の地域づくりに求められる地域
外の人間による関与の形態が交流から協働へとシフトしつつあるが、本論文ではその先を見据え、外
部人材を「交流・協働」の担い手としてのみならず、「自治」の一端を担う存在としても位置づけて
いくべきであるとの認識に立っている。従って「地域マネジメントのための外部人材の活用」では、
地域づくりの継続に伴い、外部人材による地域への関与を深化・促進させていくことを想定している。
　2点目は外部人材の転出の許容である。当然ながら定住人口の獲得は中山間地域が持続する為には
重要であるが、前述の通り、本論文では定住人口の獲得のみを目標とした地域づくりの姿勢は、国土
スケールで人的資源の減少が進む今日においては一定のリスクを孕むものであるとの認識に立ってい
る。従って「地域マネジメントのための外部人材の活用」では、当該地域及び転出先となる複数地域
間の人的資源のシェアを見据え、外部人材の転出を許容することを想定している。
　本論文では以上を踏まえ、外部人材の活用による地域づくりの事例分析を行い、各章で以下の点を
明らかにする。

1-2-1　地域づくり活動の担い手としての外部人材の活用（3章・4章）
　
　地域づくり活動の担い手としての外部人材の活用事例の概括を通し、3章では「地域内組織による
外部人材の活用」として、一貫性ある地域づくり活動プロセスの推進、転出した外部人材を伴う社会
関係資本の広域化の 2点からみた、地域マネジメントのための外部人材の活用における要点を明らか
にする。また 4章では「地域外コーディネート組織による外部人材の活用」として、転出した外部人
材を伴う社会関係資本の広域化、コーディネート組織による活用体制の成熟化の 2点からみた、地域
マネジメントのための外部人材の活用における要点を明らかにする。

1-2-2　財源・意思決定の担い手としての外部人材の活用（5章）

　財源・意思決定の担い手としての外部人材の活用事例の概括を通し、転出した外部人材を伴う社会
関係資本の広域化、地域の自治能力の向上の 2点からみた、地域マネジメントのための外部人材の活
用における要点を明らかにする。
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1-3　用語の定義

1-3-1　中山間地域

　「中山間地域」という語は、「平野の周辺部から山間部に至る、まとまった耕地が少ない地域」として、
農業行政における用語として使われ始めたものである注1-19）が、国の地域振興政策における条件不利
地域としての指定や、自治体の条例等における指定のように、現在におけるその定義は多様かつ曖昧
なものとなっている注1-20）。
　藤山（2009）は、「中山間地域の定義の多様さは、時として対象範囲の拡散を招き、地域現場にお
いて実効ある中山間地域対策の展開を妨げる要因にもなってきた。…（中略）…中山間地域の定義や

地域指定を再設定することも必要となろう。」注1-21）としつつも、そうした新たな地域指定に基づく集
計や分析は現状では非現実的であるとし、「「農業統計区分としての中山間地域」、「国の地域振興政策
における条件不利地域としての中山間地域」、「県の地域政策の重点地域」に共通する、「都市と比較し、

居住の分散性と社会経済的な条件不利性を有する山がちな地域」」注1-22）として、中山間地域を定義付
けている。本論文では、以上の藤山の定義に基づき「中山間地域」という語を用いることとする。
　なお「地域」とは、「区画された土地の区域」「一定の範囲の土地」とされており注1-23）、一定の空間
的範域を示す語として用いられているものの、そのスケールについては明確な規定がなされている訳
ではない。本論文では、後述する研究対象の人的支援「地域づくりインターン」及び「緑のふるさと
協力隊」、ならびに人的支援に関わる現行制度における外部人材の活動の多くが、合併前の旧市町村
を単位としている注1-24）ことに考慮し、「地域」を概ね旧市町村の範域として定義し、研究を進めるこ
ととする。

1-3-2　地域づくりと地域マネジメント

1）地域づくり活動と地域づくり体制

　宮口（2007）によると、「地域づくり」という語が多用されるようになったのは 20 世紀の終わり
頃とされており、地域の身の丈に合った価値を追い求める姿勢であると評している注1-25）。また小田切
（2014）は、リゾート開発に代表される「地域活性化」を旗幟とした一連の取り組みに対する反省の中で、
「地域づくり」が論じられるようになったとしている注1-26）。1-1において既に触れているが、いずれ
の見解も、「地域づくり」が 1990 年代初頭に生まれた概念である点、従前の開発志向の手法に対す
るアンチテーゼを内包しているとする点で概ね一致しており、1950 年代における社協の設立や町村
合併促進法の制定、及び新生活運動、住民運動といった新社会の創出への期待を契機として生まれた
「まちづくり」注1-27）、沖縄県読谷村の「島おこし運動」や大分県下市町村の「一村一品運動」に代表
される、1970 年代末葉の農山村における産業開発に端を発する「むらおこし」注1-28）と比べても、比
較的新しい概念であることが窺える。
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　本論文では、宮口、小田切の著述に基づき「地域づくり」という語を用いると共に、「地域住民の
主体的な関与を前提とした、当該地域の持続的運営及び振興に関わる行為」を「地域づくり活動」と
して、またそれに係る財源、意思決定機関を併せた「地域づくり活動」を進める為の仕組みを「地域
づくり体制」として定義する（図 1-1）。

2）地域マネジメント

　経済発展・人口増加が終焉を迎えた近年、まちづくり・地域づくりの分野において、制度設計をは
じめ成長を前提とした「計画」概念に対する問題意識から、「計画」に対するオルタナティブな概念
として「マネジメント」という言葉が用いられるようになり、それに伴い、政策的な誘導によってで
はなく地域社会に根差した姿勢・方法によって地域を少しずつ動かしていくという含意に基づき、「都
市計画」に対置させるかたちで「地域マネジメント」が論じられるようになった注1-29）。佐藤（2010）
は、これまでの各地で一定の成果を挙げてきた各地のまちづくり・地域づくり活動の次なる段階とし
て、テーマ別に展開されてきた活動の連携による「地域運営のまちづくり」を次世代のまちづくりの
目標として挙げた上で注1-30）、「地域マネジメント」を「個々の自律的なまちづくり主体が活発に活動
する状況で、これらの関係性を整理し連携を組み立て、個性ある地域の資源を顕在化し、その相互作

用や全体の動きから成果を上げ、さらに、その成果を個々の活動主体にフィードバックさせることを

意味している。」注1-31）と規定している。
　佐藤の主張に倣うと、「地域マネジメント」とは、一般的なマネジメントが意味する物的・人的・
知的資源の管理・活用注1-32）のみならず、それらの組み合わせとして立ち現れるまちづくり・地域づ
くり活動、及びその体制を一定の方向性の下に統合していく行為として、また地域が歩むべき筋道や
その為の方途を予め「計画」するのではなく、地域づくりの成果や体制を常に見直し続けながら、地
域の持続的運営を動的に図っていく行為として解釈することができるだろう。
　以上を踏まえ、本論文では「地域づくり体制を一定の方向性に導く為の行為」として「地域マネジ
メント」という語を用いることとする。

図 1-1　地域づくり活動と地域づくり体制

意思決定機関

地域づくり体制

意思決定に基づく
財源の活用

財源

地域づくり活動
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1-3-3　人的支援と外部人材、活用体制
　
　1-1で既に述べたが、本論文では「地域外の人間を、外部人材として登用する事業」を「人的支援」
として定義すると共に、「地域づくり活動への参画を前提とし、一定期間当該地域に滞在、または居
住する地域外の人間」を「外部人材」として定義する（図 1-2）。また「地域づくり活動を進めるにあ
たっての外部人材の役割や動員を決定する為の仕組み」を外部人材の「活用体制」として定義する。

図 1-2　外部人材

外部人材地域外の人間 外部人材

他の地域 当該地域

地域づくり活動
への参画

活動終了後
定住又は転出

外部人材

他の地域
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1-4　研究の視座

1-4-1　地域づくりのプロセスと地域マネジメント

　本論文では、地域マネジメントを後述する 2つの前提（1-4-2、1-4-3）に基づいたものとして想定
している。その上で地域づくりのプロセスを把握し、4つの論点（1-4-5）に沿って整理することで外
部人材の活用の具体的手法を導くこととしている。
　2つの前提は文字通り、言わば地域マネジメントを導く上での出発点であるが、対して 4つの論点
は地域マネジメントにおける里程標であり、突発的に発生・実現し得るものではなく、あくまで地域
づくりのプロセスの中で生まれ、実を結んでいくものであることは言うまでもない。従って、地域マ
ネジメントのための外部人材の活用における要点を明らかにする為には、その時々の地域内・地域外
の状況に対し、各主体が動的に応じていく為の知見を、地域づくりのプロセスを詳細に読み取りなが
ら蓄積していく手続が必要となるだろう。多主体協働によるまちづくりのプロセスデザインについて
論じた真野（2005）は、一定の期間を想定した時間軸の中で成果や課題を整理・集約していく行為
の総体を「プロセス運営」とし、「これまでの多くの協働まちづくりのプロセスを振り返ってみると、
転機となるポイントや役立った資源・ツール、支援などが後から見えてくる場合が多い。後付けで意

味や流れを抽出することが「協働まちづくりをデザインする」ことではないが、このような視点で区

切りごとに整理を行って運営に還元することは必要である。」と述べている注1-33）。またその上で、プ
ロセス運営を進める上での要点に「（ⅰ）一連の活動を適度なまとまりで区切り、その中で遡ってポ
イントや成果を分析し、共有できるかたちにストックすること」「（ⅱ）このような作業コストを意識し、
適切な人材配置を行うこと」の 2点を挙げている注1-34）。
　本論文における「地域マネジメントのための外部人材の活用」を導く過程は、地域づくりのプロセ
スの把握から、中長期にわたる地域づくり体制の適切な方向付けの為の方策を導こうとしている点、
また多主体の関与を前提とした人材配置を想定している点において、真野の唱えるプロセス運営と同
様の視点を有するものであるが、その上で今日の中山間地域の置かれた状況に依拠した前提の下、「多
主体」の枠組みを地域外へと拡大させた試みであるといえる。

1-4-2　地域マネジメントのための外部人材の活用における前提①：外部人材の地域への関与の促進

1）地域外の人間による地域への関与の度合い

　これまでに述べてきたように、本論文では外部人材を地域づくりの主たる担い手として位置づけて
いる。では具体的に外部人材に対しどのような役割が想定され得るのか、S.R. アーンスタインの「参
加の梯子」を下敷きに読み解いてみたい。
　図 1-3 は「参加の梯子」における官・民の関係性を、地域内・地域外の人間の関係性に置き換え、
地域外の人間による関与の度合いを住民参加になぞらえて整理したものである。この図に従って中山
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間地域の住民と地域外の人間との関わりを分類すると、まず、世論操作（1：Manipulation）や緊張
緩和（2：Therapy）の「参加不在」の領域や、一方通行的な情報提供（3：Informing）といった関
係性は、かつての自然休養村整備事業やリゾート法等の理念にみる、余暇活動の場としての地域外の
人間の関与であるといえる。都市部生活者の消費材として位置づけられた中山間地域においては地域
づくりという概念は存在せず、地域外の人間の関与を基本的に前提としないままに地域の「活性化」
が進められていた注1-35）。
　次に、近年展開されている都市農村交流や、その先の段階としての協働は、意見聴取（4：
Consultation）から懐柔（5：Placation）、パートナーシップ（6：Partnership）の流れの中に位置
づけることができるだろう。しかしながら意見聴取や懐柔については、例えば都市住民や学生との意
見交換や、地域住民の企画や運営によって行われる体験事業等、地域内外の関係性からみた意義が少
なからず見出すことができる場合であっても、地域づくりの道筋に沿って的確にそれらを推進してい
くことは容易ではなく、住民参加論の俎上に載せた場合と同様に「形式だけの参加」としてカテゴラ
イズされてしまう恐れがあることも忘れてはならない注1-36）。また交流・協働とは少し意味合いが異な
るが、戦後間もなく設置された生活改良普及員や農業改良普及員による地域への関与も、情報共有や
参加といった点でこの範囲に含まれるだろう。両普及員の取り組みについては 2章で詳述するが、中
山間地域を含む農山漁村の近代化に少なからざる貢献を果たしたものの、いずれも生活や一次産業の
量的・質的向上を図ることを目的とした住民の指導ならびに育成を中心としたものである為、同カテ
ゴリーの位置づけを越えているとは言い難い。

2）外部人材の地域への関与の促進

　このようにしてみると、中山間地域の地域づくりの歴史は、地域外の人間が、余暇活動の場から交
流の場、そして協働の場として中山間地域を捉え直しながら、「参加の梯子」を登っていくプロセス

図 1-3　「参加の梯子」に基づく地域外の人間による関与の度合いの整理
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として描くことができる。これを本論文における、地域づくりに際する外部人材の役割として捉える
と、余暇での関与を除いた「交流・協働での関与」は地域づくり体制における地域づくり活動の担い手、
「自治での関与」は地域づくり体制における財源・意思決定の担い手としての役割が考えられる。今日、
人的資源がますます枯渇していく中山間地域を持続させていく為には、外部人材が地域との関わりを
更に強めながら地域の「自治」に参画していくことが必要であり、「参加の梯子」の高みへ向けて、交流・
協働での関与を越えていくことが求められるだろう。
　以上に基づき、本論文で論じる「地域マネジメントのための外部人材の活用」においては、外部人
材の地域への関与を促進していくことで、外部人材の役割を「交流・協働」としての地域づくり活動
の担い手としてのみならず、「自治」の一端としての財源・意思決定の担い手にまで拡張させていく
べきであるとの認識に立つ。

1-4-3　地域マネジメントのための外部人材の活用における前提②：外部人材の転出の許容

1）担い手の空間的密度と時間的密度

　人間や人口の尺度的性質から都市の在り方を論じた戸沼（1978）は、著書「人間尺度論」において
以下のように述べている。「一定の空間に人がふえ、ある限度を越すとそのスペースは人でいっぱい
となりいわゆる過密となる。その先そのスペースの容量を増すためには時間差を利用する以外にはな

くなってしまう。…（中略）…これを増せば延人数を回転分だけ何倍にも増すことができるわけであ

る。」注1-37）　

　ここで述べられている「時間差を利用する」行為とは、空間的過密、つまり空間に対して人間が多く、
人間が空間を求める状況下において、全ての人間に空間を行き渡らせる為の方法である。「頻度とは
いわば時間に対する密度である」注1-38）とする彼の指摘に倣うと、この例は人間の空間的密度（の増大）
から生じる問題を、時間的密度のコントロールによって解決する行為であり、言い換えれば、人間の
入れ替わりによって空間の利用頻度を高めるという、空間的密度（過密）に対応するアプローチであ
ると規定することができる（図 1-4：①）。
　本論文で対象とする、人的資源の不足する中山間地域は、空間的過疎、つまり人間（地域づくりの
担い手）に対して空間（地域）が多い、いわば空間が人間を求める状況下であることから、この例も
人間の空間的密度（の減少）から生じる問題であると見做すことができる。これに対し、前述のロジッ
クに従って時間的密度のコントロールによる対応を仮定すると、空間による人間の利用頻度を増大さ
せる、つまり空間の入れ替わりによって人間の利用頻度を高めるという方法が導き出される。しかし
ながら空間（地域）は不動である為、空間の入れ替わりは人間の相対的な入れ替わりとして描かれる。
従って見かけ上はこの例も、前述の例と同様に人間（地域づくりの担い手）の入れ替わりによって、
空間的密度（過疎）に対応するアプローチであると規定できる。以上のように、地域づくりの担い手
が入れ替わっていくことは、担い手の空間的密度の減少を、時間的密度の増大によって、複数地域に
わたりカバーする方法論として解釈することができる（図 1-4：②）。
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　冒頭の戸沼による著述は、「空間の中にある時間を使い切ってしまおうとするのは具体的に危険な
ことで、二十四時間都市などはある頽廃の現象である。」注1-39）と続けているように、その実質的な論
旨は巨大化した都市に対する批判的見解であるが、縮減社会を迎え、ますます人的資源が減少に向か
う今日の中山間地域は、いわば消費されるべき「空間の中にある時間」が消費されないまま残存して
いる状態であり、多様性ある国土を保っていく上で、担い手の入れ替わりを伴う地域づくりを進めて
いく上記のアプローチは、積極的に押し進められていくべきであると考える。

2）外部人材の転出の許容

　中山間地域の課題解決に関するこれまでの政策は（1）不利条件の改善、そして（2）定住人口の獲
得の 2つを主たる目的とした注1-40）ものであり、とりわけ（2）に関していえば、人間の転入を図ると

図 1-4　時間的密度のコントロールによる空間的密度への対応

人間（担い手）

空間（地域）

②：空間的過疎（中山間地域）におけるアプローチ①：空間的過密（都市）におけるアプローチ

他の空間（地域）
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共に転出を留める方法論であった。こうした方針によって進められてきた政策やそれに基づいた取り
組みの下では、例えば移住制度において賃貸住宅が一時的な仮住まいと見做され、財的補助の対象と
ならない例や、一定年数の居住見込みのない場合は補助金や奨励金の交付金が受けられない例注1-41）等、
人間の転出はいわば「例外」として、その負の側面のみに関心が払われ、ネガティブな論調を以て語
られてきた。人的支援における事業評価も同様の傾向が強い注1-42）。
　しかし、国土スケールで人口減少の進む今後のわが国において、全ての地域が定住人口の獲得を第
一義とした、増大余地の無い人的資源のゼロサムゲームに身を投じ続けることのみが、少しでも多く
の地域を持続させることに、果たして繋がるのだろうか。本論文で論じる「地域マネジメントのため
の外部人材の活用」においては、人的資源の不足する中山間地域を持続させていく上で、担い手の入
れ替わりによる地域づくりを積極的に進めていくべきであるという前述の仮説に基づき、外部人材の
当該地域外への転出を一定程度許容すべきであるという認識に立つ。

1-4-4　外部人材が担うべき役割

　1-4-2、1-4-3で述べてきた 2つの前提を整理したものが図 1-5 である。1点目の前提である「外部
人材の地域への関与の促進」は、地域スケールにおける人的資源の減少に対応する為の、外部人材の
役割を捉えることであり、2点目の前提である「外部人材の転出の許容」は、国土スケールにおける
人的資源の減少に対応する為の、関与する外部人材の居住地を捉えることであるとして、それぞれ置
き換えることができる。
　人的資源の不足する中山間地域において、地域外の人間が外部人材として当該地域に登用され、交
流・協働への関与を通じて定住に至ること（図 1-5：a → b）、また任期を終えて転出した外部人材

図 1-5　2つの前提に基づく外部人材の活用の方向性

登用された

転出した

定住した

転出した

（a）

（c）

（b）

（d）

外部人材の活用

外部人材の役割

外部人材の活用

外部人材の活用 外部人材の活用

地域づくり活動
（交流・協働）

財源・意思決定
（自治）

外部人材の活用の方向性

前提②　外部人材の転出の許容
　　　　（国土スケールにおける人的資源の減少への対応）

前提①
外部人材の地域への関与の促進

　　　　（地域スケールにおける人的資源の減少への対応）

外
部
人
材
の
居
住
地

（
居
住
・
定
住
）

地
域
内

（
転
出
）

地
域
外
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が、継続的に当該地域との交流・協働に関与すること（同：a→ c）は勿論重要であるが、1-1で述べ
たような「より少数の人的資源によって」「より多くの地域を」持続させていく地域づくりを実現す
る為には、冒頭で述べた 2つの前提を両立させることが重要であり、外部人材との交流・協働による
地域づくりを進めながらも、外部人材の転出を許容した上で、彼らの当該地域への関与を促進し、地
域づくり活動の担い手から財源・意思決定の担い手へと位置づけていくマネジメントの方法論（同：
a→ d）を、地域が備えていかなければならないと考える。
　以上の整理に基づき、本論文では地域づくり活動の担い手としての外部人材の活用（同：a）、及び
財源・意思決定の担い手としての転出した外部人材の活用（同：d）を事例として取り上げることとする。

1-4-5　研究の論点

　以上の 2つの前提を踏まえ、本論文で述べる地域マネジメントのための外部人材の活用の要点を明
確にする為に、各章の事例分析において着目する論点を示す。

1）論点 1：一貫性ある地域づくり活動プロセスの推進
　
　1点目は外部人材の入れ替わりを見据えた、一貫性ある地域づくり活動プロセスの推進である。
　前述の通り、本論文における地域づくりの主要な担い手は、地域への転入後、一定の期間を経て転
出する可能性を有する外部人材である。従って地域づくり活動の継続にあたっては、1-4-3で述べた
ように、外部人材の入れ替わりを促しながら、地域づくり活動の担い手を一定人数に保ち続けること
を想定している。
　一方でこのような、地域づくりの担い手が短期的かつ恒常的に入れ替わっていく状況は、受け入れ
る地域側の負担を生み、地域づくりの方向性や地域の将来像の継承を妨げる危険性を孕んでいる。そ
の為、ノウハウや情報を地域に蓄積していくと共に、その時々の成果や課題を反映したマネジメント
によって、地域づくり活動の方針やその際の外部人材の活用体制に反映させ、一定の方向性に基づい
た地域づくり活動プロセスを進めていくことが重要となる。

3）論点 2：転出した外部人材を伴う社会関係資本の広域化

　2点目は地域づくりの継続に伴って生じる、転出した外部人材を伴う地域内外にわたる社会関係資
本の広域化である。
　人的支援の本質的意義を、外部人材の定住では無く、当該地域と外部人材との間に距離をも越え得
る社会関係が構築され、またそれが持続していくことに見出すならば注1-43）、外部人材の転出の許容と
は、地域内外にわたる広域的な社会関係資本を構築していくことに他ならない。またそれは同時に、
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当該地域と転出先となる地域との間での人的資源のシェアを必然的に生むこととなり、人的資源のリ
スク分散という観点から、国土のリダンダンシーを担保する可能性注1-44）をも意味しているといえる。
その為には、地域は転出した外部人材の当該地域に対する潜在的意向を理解した上で、ネットワーク
の構築及び維持に務めることが重要となる。
　本論文で述べる「地域マネジメントのための外部人材の活用」は、こうした「社会空間の拡大に向
けた地域づくり」を進める為の手法として、人間の転入のみならず転出までをストラテジックに認識
した上で、限りある人的資源を活かしていく為の方法論として位置づけられる。

2）論点 3：コーディネート組織による活用体制の成熟化

　3点目は地域外コーディネート組織（以下、コーディネート組織）のマッチングとサポートによる
活用体制の成熟化である。
　冒頭で触れた通り、地域づくりを中長期的に進めていく上で、その時々に応じて外部人材を的確に
登用し、また効果的に活用していくことは容易ではない。地域運営の補填目的に留まることなく、地
域振興に向けて多様な取り組みへ繋げること、またその過程で発生するニーズに応えうる外部人材を、
自らの裁量によって的確に登用していくことが求められる。
　そうした場合、例えば世古（2009）が、異なる複数の主体が互いを理解し合いながら共通の目的を
達成していく「協働」の取り組みにおいて、互いの「静的な」ネットワークを活性化させ、「動的な」
ネットワーキングを築くことの重要性を挙げた上で、そのハブとなる主体の重要性を挙げている注1-45）

ように、地域内の主体と外部人材との間を取り持つ主体の存在が、外部人材を効果的に活用していく
為には不可欠であるといえる。
　本論文ではその可能性をコーディネート組織に求めようとしている。コーディネート組織が、その
時々の地域の状況に応じ、外部人材の獲得にあたっての「マッチング」、及び地域づくり活動を進め
ていくにあたっての活用体制への「サポート」を行っていくことで、より円滑に外部人材の活用を進
めるものができると考える。

4）論点 4：地域の自治能力の向上
　
　4点目は以上の実現による到達点としての、地域の自治能力の向上である。
　今日の地域づくりにおいて、共発的な取り組みを足掛かりとした、段階的な地域の自治能力の向上
が求められてることは 1-1-2で既に述べた通りである。従って「外部人材の活用」とは、地域づくり
の担い手としての活用に主眼を置きつつも、地域づくりの継続の中で地域住民の自覚と責任を培い、
更には地域内の新たな担い手を育てていく為の呼び水としての活用をも見据えたものでなければなら
ないと考える。
　本論文では、そうした地域の自治能力の高まりを「地域づくり体制の内発化」に見出すこととしたい。
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自治能力とは文字通り「自らで治める」能力であり、地域づくりの内発化は、入れ替わっていく外部
人材を含めた、地域内外の人間によって構成される地域づくり体制が、地域住民の主体性を基軸とし
た、地域内の体制として変移していく過程として描くことができるだろう注1-46）。また既に定義したよ
うに、地域づくり活動、及びそれを支える財源、意思決定機関からなる地域づくり体制が内発的性格
を帯びていくことは、農山漁村の地域自立への接近に向けた「あるべき姿」注1-47）として小田切（2006）
が説いた、「小さな自治」注1-48）の確立としても捉えることができる。
　平成の大合併以降、2004 年の地方自治法改正に伴い、地域自治組織の重要性に対する認識はます
ます高まっている。「地域マネジメントのための外部人材の活用」では、担い手の不足する中山間地
域が、こうした自治能力を備えることを到達点として位置づける。
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1-5　研究の枠組みと論文の構成

1-5-1　対象とする人的支援

　本論文では、外部人材の活用による地域づくりの事例として、人的支援「地域づくりインターン」
及び「緑のふるさと協力隊」の導入による取り組み（3・4章）、及びその延長上にある取り組み（5章）
をそれぞれ研究対象としている。
　人的支援に関わる現行制度については 2章に譲るが、「地域づくりインターン」及び「緑のふるさ
と協力隊」は、国による現行制度の代表格である「地域おこし協力隊」等と比して数的規模こそ劣る
ものの、人的支援としての来歴は長く、中山間地域の地域づくりが人的支援の台頭に伴い「交流」か
ら「協働」へとその軸足を移しつある現状において、その端緒にあたる事業として位置づけられてお
り注1-49）、複数年にわたる地域づくりのプロセスを扱う本論文の研究対象として適切であると考えた。

1-5-2　各章の事例の位置づけ

　3～ 5章で扱う事例の概要、及びその位置づけを以下に示す（表 1-1）。

　3章では人的支援を初めて導入する地域を想定する。その上で、一貫性ある地域づくり活動の推進（論
点 1）、及び転出した外部人材を伴う社会関係資本の広域化（論点 2）に着目し、研究を進める。
　本章で扱う宮崎県西臼杵郡高千穂町は、「地域づくりインターン」の継続的な受入を通じ、転出し
た外部人材の助力を受けながら実直な地域づくりを進めてきた地域である。同町の取り組みは、人的
支援導入の初年度から複数年にわたる地域づくりの典型的な事例として位置づけられる。

　4章では人的支援を初めて導入する地域、及び人的支援を導入して複数年を経過した地域の両方を

表 1-1　各章の事例の位置づけと枠組み

扱
う
論
点

人的支援導入複数年の
（転出した外部人材を一定数有する）地域を想定

［福井県今立郡池田町］
人的支援導入 1年目～複数年の地域を想定
［「緑のふるさと協力隊」導入 6地域］

人的支援導入 1年目の地域を想定
［宮崎県西臼杵郡高千穂町］

5 章
財源・意思決定機関の担い手としての

外部人材の活用
4 章

地域外コーディネート組織による
外部人材の活用

3 章
地域内組織による
外部人材の活用

外部人材との協働による地域づくり活動の
実態
外部人材の活用方針及びネットワークの
変化

3-3

3-5
　

転出した外部人材の地域との関わりと
スタンス
外部人材の活用方針及びネットワークの
変化

3-4

3-5
　

自治委員会の人員構成とその変遷5-4

自治委員会の人員構成とその変遷
人員構成の変化に伴う自治委員会の方針の
変遷

5-4
5-5
　

緑化センターによるマッチングの実態
緑化センターによるサポートの実態
緑化センターの潜在的な有用性と課題

4-4
4-5
4-6

緑化センターの潜在的な有用性と課題4-6

地域づくり活動の担い手としての外部人材の活用

【論点 4】
地域の自治能力の

向上

【論点 3】
コーディネート組織による

活用体制の成熟化

【論点 2】
転出した外部人材を伴う
社会関係資本の広域化

【論点 1】
一貫性ある地域づくり
活動プロセスの推進

想定する地域の状況
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想定する。その上で、転出した外部人材を伴う社会関係資本の広域化（論点 2）、及びコーディネート
組織による活用体制の成熟化（論点 3）に着目し、研究を進める。
　本章で扱う特定非営利活動法人地球緑化センターは、「緑のふるさと協力隊」におけるコーディネー
ト組織であり、現行制度で唯一のコーディネート組織を伴う人的支援の事例として位置づけられる。
またコーディネート組織の役割をより包括的に把握する為、本章では同事業導入 1年目、2～ 4年目、
5年目以降の地域を個別に取り上げ注1-50）、各段階の地域における外部人材の活用体制をそれぞれ把握
することとしている。

　5章では人的支援の導入複数年を経て、転出した外部人材が一定数存在している地域を想定する。
その上で、転出した外部人材を伴う社会関係資本の広域化（論点 2）、及び地域の自治能力の向上（論
点 4）に着目し、研究を進める。
　本章で扱う福井県今立郡池田町は、「緑のふるさと協力隊」を複数年導入した経験を有しており、
同事業の廃止後は、ふるさと納税制度の活用ならびに転出した外部人材の関与によって、住民自治の
素地を構築してきた地域である。同町の取り組みは、人的支援の複数年の導入を経て、地域づくり体
制の内発化を図ってきた先進的事例として位置づけられる。

1-5-3　論文の構成

　本論文は 7章で構成される（図 1-6）。まず 1章「研究の視座」では、研究の背景と目的、用語の定義、
研究の視座と枠組み等、研究の前提整理を行うと共に、中山間地域の課題解決及び縮減社会における
国土保全を図る為の「地域マネジメントのための外部人材の活用」の仮説的枠組みを示す。次に2章「議
論の系譜と研究の意義」で、国土利用計画における中山間地域の位置づけと中山間地域における政策
を概括し、中山間地域における地域外の人間による関与の系譜を整理すると共に、関連研究の潮流に
本論文を位置づけ、本論文の意義を示す。

　3章では、「地域内組織による外部人材の活用」として、宮崎県西臼杵郡高千穂町の取り組みを対象
に、外部人材及び行政担当者へのヒアリング調査に基づき、人的支援の導入による地域づくりを概括
すると共に、転出した外部人材の地域との関わりの実態と関わり方を決定付けるスタンスの構造、及
び活動を通じた地域内外のネットワークの構築状況を併せて整理する。以上より、地域づくりのプロ
セスを整理し、外部人材の活用における要点を示す。

　4章では、「地域外コーディネート組織による外部人材の活用」として、人的支援「緑のふるさと協
力隊」の導入自治体、及びコーディネート組織である特定非営利活動法人地球緑化センターによる取
り組みを対象に、行政担当者へのアンケート調査、ならびに外部人材、行政担当者及びコーディネー
ト組織へのヒアリング調査に基づき、コーディネート組織によるマッチングとサポートの実態、及び
コーディネート組織が地域と恒常的に関わることによる有用性と課題を整理する。以上より、地域づ
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くりのプロセスを整理し、外部人材の活用における要点を示す。

　次に 5章では、「財源・意思決定の担い手としての外部人材の活用」として、任意の自治体に寄付
を行うことで、寄付額に相当する税額控除が受けられるふるさと納税制度、及び当制度による寄付金
を財源とした、寄付者と住民からなる意思決定機関「池田町まちづくり自治委員会」を対象に、同委
員会及び行政担当者へのヒアリング調査に基づき、主要事業である「小っちゃな幸せ実現事業」の成
果と課題、及び同委員会の人員構成と方針の変遷を整理する。以上より、地域づくりのプロセスを整
理し、外部人材の活用における要点を示す。

　6章では「地域マネジメントのための外部人材の活用」として、3～ 5章で得られた知見を整理す
ると共に、地域マネジメントのための外部人材の活用における要点を 4つの論点に沿って示した上で、
外部人材の活用をより円滑に進める為の提言を行う。

　最後に 7章「研究の総括」で、各章の要約と今後の課題を示す。
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図 1-6　研究のフロー
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注釈

参考文献 1-1（pp.152-155）参照。
参考文献 1-2 において、村澤は「二〇〇〇年代になると、入学時から学生の就職へのモチベーションを高める工夫
が施されるようになり、大学教育はあからさまに就職と結びつけて語られるようになった。そして不況や雇用の流
動化の進行とあいまって、大学教育においてモラトリアムは保証されなくなり、代わって就職という目的を達成す
るための訓練期間としてのポストモラトリアムが積極的に保証されるようになっていく。」（pp.154）と述べており、
経済低迷によって、結果的に大学教育の場から「自分が何を目的に大学に来ているのか、自分が将来何の役に立つ
のか、自分の存在意義はどこにあるのか、といった問いに直面し、悩むようなモラトリアムの姿」（pp.155）が喪
失したとしている。一方、参考文献 1-3 において、古市は現代の若年層について「何かをしたい。このままじゃい
けない。だけど、どうしたら良いかわからない。そんな若者たちをムラムラさせるような、わかりやすい「出口」
があれば、喜んで若者たちはその扉を開けるのだ。」（p.113）と評している。また「例えば「お金持ち」を目指そ
うと思ったら、ゴールはほぼ永遠にやってこない。この資本主義社会で買えないものはほとんどないからだ。そう
いった「ナンバーワン」を目指すレースから早々と降りてしまうのは、省エネで幸せになる方法でもある。」（pp.257）
と述べている。更に参考文献 1-4 において、結城は「確かに団塊の世代は競争社会を生き、勝ち取った。しかしそ
の陰で環境を破壊し、資源を浪費し、他国や弱者の上に豊かさを築いてしまった。競争社会の勝者たちからはフリー
ターやニートはもどかしく、ときに無気力にみえるかもしれない。だが勝者の後ろ姿をじーっとみてきた彼らから
すれば、あくなき競争社会の果てに未来を展望することはできないのである。それゆえ彼らは勝者たちとは別の道
を歩みはじめる。その行く先のひとつが農山村である。」（pp.23-24）と述べている。
具体的事例については、例えば参考文献 1-4、1-5、1-6 参照。
例えば参考文献 1-7、1-8 では、主として若年世代による都市から農山漁村への移住が増加している現象を「田園
回帰」と呼称している。また参考文献 1-9 において大森は「農山漁村からの人口流出が続き、「限界集落」が話題
に上り、農山村は瀕死の状態であり、山村に至ってはもう死にかかっているではないかという声が出るほどである。
しかし、人口減少社会の到来が強調される中で、衰亡のイメージの強い農山漁村へ移り住もうとする動きが出てき
たのである。依然として都市の吸引力は強いが、少なからざる人びとが積極的に「村」へ向い始めた。「村」は、「志
を果たして、いつの日にか帰らん」とする望郷の地ではなく、自分のやりたいことに挑みうる希望の地として価値
づけられ始めた。森里海の水の循環系を基本とする生き方が魅力的であるからであろう。これを「向都離村」から

「向村離都」への転回と呼ぶことができる。」（pp.19）と述べている。
参考文献 1-10 において、小田切は「「地域活性化」が多用される一九八〇年代後半から九〇年代前半は、端的に
言えばバブル経済の時代である。…（中略）…つまり、「地域活性化」という言葉が盛んに使われたこの時代には、
①地域振興が経済開発に著しく偏って認識され、②そのためにはリゾート開発という外部資本導入・誘致こそが近
道だと意識されていた。…（中略）…このような一九九〇年代初頭までのリゾート開発を中心とする「地域活性化」
の反省の中で論じられたのが、「地域づくり」である。」（pp.50-52）とした上で、地域活性化との対比から、地域
づくりの含意として地域振興の「内発性」（pp.53）、「総合性・多様性」（同）、「革新性」（pp.54）の 3 点を挙げて
いる。
参考文献 1-11（pp.32-34）参照。
例えば参考文献 1-12 における「受け入れ体制の不備」「思うような成果が得られなかった」ことによる人的支援
の廃止（pp.117-120）や、参考文献 1-5 における失敗事例（pp.193-200）等、人的支援の導入・活用に苦心して
いる自治体も散見される。
参考文献 1-13（pp.4）参照。
参考文献 1-14（pp.110）参照。
参考文献 1-14 において後藤は「ここで提唱する「共発的まちづくり」とは…（中略）…従来の地域主義を優先し、
生産の三要素とも呼ばれる土地と資本と労働をすべて地域の中で賄おうとする「内発的発展論」とも一線を画すも
のである。すなわち、地域内に閉じた発展のモデルではなく、他都市や他地域との協調・連携のもとで地域の自律
を探るものであり、市民がこれまで地域を育んできた実績やその社会的記憶、さらには市民独自の問題解決能力を
もとに、多元多発的なガバナンスをめざすものである。」（pp.110）と述べている。
参考文献1-15において小田切は「CREが提唱する「ネオ内発的発展論」は、新たな理論というよりも、グローバリゼー
ションが本格化する段階の内発的発展論の新しいステージを強調した議論として、日本でも受け入れられているの
である。」（pp.330）と述べている。
参考文献 1-16（pp.193）参照。
総務省の国勢調査、及び遡及補正後の推計人口によると、2004 年 10 月 1 日では 1 億 2778 万人、2005 年 10 月
1 日では 1 億 2776 万人であり、江戸末期以降、約 150 年にわたって増加し続けてきた日本の総人口は、初めて
減少に転じることとなった（併せて参考文献 1-17 参照）。また参考文献 1-14 において後藤は「2005 年の「平成
の大合併」は縮減社会の幕開けを告げるものとなった。」（pp.104）と述べている。
例えば参考文献 1-18 において広井は「人口減少社会への転換は、…（中略）…“ 上昇への強迫観念 ” から脱出し、
本当に豊かで幸せを感じられる社会をつくっていく格好のチャンスあるいは入り口と考えられるのではないか。」

注 1-1）
注 1-2）

注 1-3）
注 1-4）

注 1-5）

注 1-6）
注 1-7）

注 1-8）
注 1-9）
注 1-10）

注 1-11）

注 1-12）
注 1-13）

注 1-14）
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（pp.6）とした上で、ポスト成長時代に求められる社会の方向性を「人口カーブがピークを過ぎ、人口減少社会に
入る中で、あたかも飛行機が “ 着陸 ” の方向に向かい、かつての「土台」に再び接近していく」（pp.15）と表現し
ている。
参考文献 1-19 において、松谷は「持てるリソースは核となる集落、中継的な集落へ集中して投下せざるを得ない。
それはある集落の消滅を速めることになるかもしれない。苦しい決断とはそれである。」（pp.170）と述べている。
また、参考文献 1-20 において林は「「消極的な撤退」は望んでいない。」（pp.53）としながらも、「これからは「人
手が足りない（人口が減る）」、「お金が足りない（財政は厳しい）」の 2 点を強く意識する必要がある。」（pp.79）とし、

「引くべき（条件が厳しい場合）は少し引いて確実に守る。」（同）ことを根底においた「積極的な撤退」計画を提
言している。

「限界集落」については参考文献 1-21、「地方消滅」については参考文献 1-22 参照。また参考文献 1-10 において
小田切は、「地方消滅」の論意、及び社会に及ぼした影響として、「第一に、将来の「市町村消滅」を必然のものと
して、そのことから農山漁村を「たたむ」必要があるとする「農村たたみ論」」（pp.10）、「第二は、…（中略）…「制
度リセット論」と呼んでおこう。…（中略）…従前からの社会的仕組みや制度を新たにセットし直すという発想か
らの議論である。」（pp.11）、「第三に、それに対して、「地方消滅」という名指しを受けた地域再度に生まれている「ど
うせ消滅するなら、諦めよう」という雰囲気である。このような対応を「諦め論」と読んでおこう。」（pp.12）の
3 点を挙げた上で、「要するに、「市町村消滅」、「地方消滅」が言われることにより、乱暴な「農村たたみ論」が協
力に立ち上がり、他方では「諦め論」が農村の一部で生じている。そして、それに乗ずるように狡猾な「制度リセッ
ト論」が紛れ込むという三者が入り乱れた状況が、今、各所で進んでいるのである。」（pp.14）と述べている。
例えば参考文献 1-23 において進士は「①一定の国内自給を含む国民食料の量的・質的安定供給という食料保障機
能　②土砂災害、土壌流出、洪水防止など国土保全機能　③水資源の涵養、大気浄化、温暖化抑制などの環境保全
機能　④安らぎ空間となる景観形成機能　⑤生物多様性の保全機能　⑥社会的・文化的価値の継承機能」（pp.209）
の 6 点を「農と林」の多面的機能として挙げている。また参考文献 1-24 において糸長は「災害当事者とボランティ
アを含めた多様なステークホルダーが一同に介して、あるいは、WEB ネットワークでつながり的確で迅速な災害
対応のためのコミュニティの構築である。このコミュニティの基準は、経済ではない。助け合いであり、相互扶助
であり、悲しみと喜びの共鳴である。…（中略）…そこには経済効率性や経済思考はない。災害時という非常時で
の、脱経済成長の農村計画の主体構築であり、今後の脱経済成長の農村計画の主体構築論を考える上でも大きなヒ
ントがある。」（pp.58-59）と述べており、広域的な社会関係資本の形成による震災復興に、脱成長時代の農村計
画における主体の構築を見出している。
例えば参考文献 1-25 において谷本は「人口が減らないようにするには、人口を増やす策を講じればよいというの
が従来の考え方であった。…（中略）…全国的に人口が減少傾向を呈している中で、過疎地域で人口を増やすのは
容易ではない。このため、人口が減少する、また、減少の結果として人口が少ない状態を前提とした上で、それに
適応した地域づくり、社会の仕組みに再構築することが現実的かつ有効である。」（pp.15）と述べている。
参考文献 1-26（pp.2）参照。
広義の中山間地域に該当するものとしては、例えば農林統計における都市的地域・平地農業地域・中間農業地域・
山間農業地域のうち後者 2 つを併せた地域、過疎地域活性化特別措置法による過疎地域に該当する地域、山村振
興法における振興山村に該当する地域、特定農山村法における特定農山村地域に該当する地域、半島振興法におけ
る半島地域に該当する地域、離島振興法における離島地域に該当する地域等が挙げられる（併せて参考文献 1-27
参照）。
参考文献 1-26（pp.3）参照。
前掲注 1-21 参照。
例えば、参考文献 1-28 においては「区切られた土地。土地の区域。」（pp.1784）とされている。
2015 年現在の人的支援に関わる現行制度の代表的なものとしては、総務省による「地域おこし協力隊」「集落支
援員」「復興支援員」、特定非営利活動法人地球緑化センターによる「緑のふるさと協力隊」、地域づくりインター
ンの会による「地域づくりインターン」があるが、いずれの制度も行政が受入窓口となっているものの、公共機能
や地域自治の補完といった主たる活動内容の性質上、実質的な活動範囲としては地区や大字といったような旧市町
村単位が設定されていることが多い（併せて参考文献 1-5、1-12 参照）。
参考文献 1-29 において、宮口は「＜地域づくり＞という言葉が多用されるようになったのは 20 世紀の終わりで
ある。…（中略）…それぞれの地域の身の丈にあった価値とか良さがあるはずで、それをじっくりと追い求めよう
とする発想がようやく各地で生まれてきたのである。」（pp.42）と述べている。
前掲注 1-5 参照。
参考文献 1-30 において、渡辺は「「まち」も「つくり」も一般的な用語であるので、その組み合わせである「ま
ちづくり」という用語が、深い意味を込めることなく、偶発的またはスローガン的に使用される可能性は高い。…

（中略）…用語「まちづくり」は明治期の全新聞の全頁を検索すれば、あるいはどこかに発見できるかもしれない。
しかし「住民」や「参加」と深く結びついて連想される現代の「まちづくり」は、やはり戦後民主主義の中から生
まれた、と考えるのが普通であろう。」（pp.43）と述べている。
例えば、参考文献 1-31 において宮林は「「村おこし運動」のきっかけとなったのは、70 年代の沖縄県読谷村の「島

注 1-15）

注 1-16）

注 1-17）

注 1-18）

注 1-19）
注 1-20）

注 1-21）
注 1-22）
注 1-23）
注 1-24）

注 1-25）

注 1-26）
注 1-27）

注 1-28）
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注 1-29）

注 1-30）

注 1-31）
注 1-32）

注 1-33）
注 1-34）
注 1-35）
注 1-36）

注 1-37）
注 1-38）
注 1-39）
注 1-40）

注 1-41）

注 1-42）

注 1-43）

おこし運動」から始まったといわれている。…（中略）…この運動が 79 年に大分県の平松知事によってとり入れ
られることとなり、それが「一村一品運動 - 自分の町や村の顔となるような特産品を育成、開発して村づくりを進
めよう-」という形で県下の市町村長との懇談会で提唱された。それが、全国的に広がるきっかけとなったのである。」

（pp.36）と述べている。また参考文献 1-32 において沢畑は「七十年代末期から、苦しい状況の中で、農・山村部
では自助努力を重視して、新しい産物を開発したり、新しい産業を起こしたりする地域が出てきた。こうした動き
は「むらおこし」と総称されている。七十九年に、大分県の平松知事が「一村一品運動」を提唱して以来、このよ
うな「むらおこし」の動きが全国的にブームとなった。」（pp.26）と述べている。
例えば参考文献 1-33 において広原は「これからの時代に都市計画という概念がどれだけ有効性を持っているのか、
ということを考えなければいけない。計画に対するオルタナティブな概念としてマネジメントという言葉が出てき
て、都市計画に対し地域マネジメントがあるよといわれている。…（中略）…近代都市計画がセットにしてきた経
済と都市と人口の成長を背景として都市計画という概念が出、それによって制度化され、専門家も活動してきたと
いう時代的な背景は認めるけれども、そのコンセプトや手法で、これからいくら制度設計やっても機能しないんじゃ
ないのか。地域や都市の問題の質が違ってる。成長期と衰退期の問題はまるっきり違うのに、衰退型の問題に対し
ても成長型の計画で対応しようとしている、という時代錯誤があるんじゃないですか。」（pp.11-12）と述べている。
参考文献 1-34 において佐藤は「確かに、地域における様々な「まちづくり・地域づくり」の動きはまさに多様で、
成功例を数え上げたらきりがないし、現実に地域に入れば多様な担い手が様々な「まちづくり・地域づくり」活動
を展開している。そしてそれら、テーマ別に展開してきた活動が連携して「地域マネジメント」の実をあげる段階
に来ていると考えるのは当然であろう。筆者も、まちづくりの第 3 世代「地域運営のまちづくり」の時代が始ま
りつつあり、これを次世代まちづくりの目標であると、考えている。」（pp.16）と述べている。
参考文献 1-34（pp.18）参照。
参考文献 1-35 において、P.F. ドラッガーはマネジメントの役割として「①自らの組織に特有の使命を果たす。」

（pp.9）、「②仕事を通じて人を生かす。」（同）、「③自らが社会に与える影響を処理するとともに、社会の問題につ
いて貢献する。」（同）の 3 点を挙げている。また企業が業績をあげる上で「土地つまり物的資源、労働つまり人材、
資本つまり明日のための資金である。これら三つの経営資源を確保しなければならない。…（中略）…経営資源を
手に入れ、それを利用することは第一歩にすぎない。それらの経営資源を生産的なものにすることが課題である。
…（中略）…企業間のマネジメントを比較するうえで、最良の尺度が生産性である。入手する経営資源はほぼ同じ
である。独占というまれな状況を別にすれば、いかなる分野においても、企業間に差をつけるのはマネジメントの
質の違いである。」（pp.32-34）としている。
参考文献 1-36（pp.171）参照。
前掲注 1-33 参照。
前掲注 1-5 参照。
例えば参考文献 1-12 において筒井らは「インターンを活かすためのもっとも重要なポイントは、農山村の側が受
け入れに際してインターン生の資質と活動可能な分野を的確に捉えるとともに、自らの地域づくりの状況を客観的
に把握し、その地域づくりのステージにマッチしたインターン生の受け入れを行うことである。」（pp.184）と述
べている。
参考文献 1-37（pp.36）参照。
参考文献 1-37（pp.36）参照。
参考文献 1-37（pp.37）参照。
中山間地域をとりまく政策を概括し、その課題について論じた田代は、参考文献 1-38 において「固有の「中山間
地域問題」あるいは「中山間地域政策」が登場するのは 1980 年代末であり、…（中略）…他方、農林統計上の中
山間地域においては、そのはるか以前から問題が発生している。いうまでもなく過疎問題である。かくして固有の「中
山間地域問題」と「中山間地域の問題」とはひとまず区別されねばならない。」（pp.175）とした上で、「あらかじ
め結論的にいえば、固有の「中山間地域問題」とは、価格政策の線上に浮かび上がった生産条件不利（マイナスの
差額地代）の問題であり、そこで求められる政策は産業政策としての生産条件不利の是正あるいは補償である。そ
れに対して過疎問題は地域の人口減に伴う問題であり、そこで求められる政策は定住促進である。前者は後者の一
環でもあるが、その全てではない。後者は前者の前提条件の一つであるが、その全てではない。」（同）と述べている。
北海道から東海地方までの 24 都道県 1068 市町村を対象に、ホームページ検索による悉皆調査に基づいて移住促
進の取り組みの現状把握と傾向分析を行った参考文献 1-39 では「条件としては、5 年以上の居住見込みであるこ
とや、（地域内ではなく）地域外からの移住であることがあった。住宅の購入や修繕費の補助を名目にしたものが
大多数だった。また、少数だが、移住者に対し一律で祝い金を交付している例もみられた。」（pp.229-230）とあり、
少数の例を除き、移住促進の取り組みが基本的に永住を前提としたものであることが窺える。
例えば、参考文献 1-40 では人的支援「地域おこし協力隊」を「都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票
を移動し、生活の拠点を移した者を、地方公共団体が「地域おこし協力隊員」として委嘱。隊員は、一定期間、地
域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR 等の地域おこしの支援や、農林水産業への従事、住民
の生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組。」としている。
例えば、参考文献 1-41 において著者は「地域づくりの主役が「恒星」であることは言うまでもないが、人的支援



24

中山間地域における地域マネジメントのための
外部人材の活用に関する研究

の導入による取り組みの中で、隊員と住民との間に「万有引力」となる繋がりが生まれるかどうか。協働の本質的
意義はここにある。…（中略）…地域づくりにおいても、定住／非定住という指標のみでそのプロセスや成果を語
ることは、全体としてパイの奪い合いに他ならず、複数地域が互いに疲弊する危険性を孕んでいる。…（中略）…
今後の地域づくりにあっては、「風と土」のみならず、その間で揺れ動くプラネテスのような主体との関係づくり
と活用を、サブシステムとして備えていかなければならない。」（pp.5）とし、地域を越えた社会関係資本の構築に、
人的支援の本質的意義を見出している。
2011 月 3 月 11 日に発生した東日本大震災において、ボランティアや行政職員等の人材派遣による被災地支援が
行われ、復興に際し多大な貢献を果たしたことは記憶に新しい。参考文献 1-42 ではこうした実情を受け、今後の
まちづくりに際する災害への備えのひとつとして、被災地への人的支援を円滑に進める為の体制、制度づくりを掲
げている（pp.62-70）。ここで挙げられている「人的支援」とは主として自治体職員や専門家の派遣を指し、「人
的支援を要した自治体の数は多数にのぼり、支援先自治体と支援元自治体のマッチングをどう調整を図り決定する
のかという問題も浮上した。」（pp.64）、「派遣者をどのように支援するかも、職員派遣において十分な配慮・支援
が求められる重要な事案と考えられる。」（pp.65）、「中長期の職員派遣に応じた自治体の多くは、まず先遣隊を派
遣し現地で求められる業務内容を調査、それに応えられる職員のスキル・経験などを勘案して選出にあたっていた。」

（同）、「派遣された職員の多くは年度替わりに交代となる。これだけ多くの人の入れ替わりは業務の継続性を考え
るととても大変である。」（pp.66）といった指摘がなされているが、こうしたシステムを地域が自前で備えていく
為には、地域の関わりを有する地域外の人間を増やしていくこと、そしてそれを的確にマネジメントしていくこと
が必要となる。
参考文献 1-43 において世古は、協働によるまちづくりを進めていく為に必要なものの一つとしてネットワークを
挙げており、その上で「ネットワークは、網の目のような組織をつくることであり、それ自身とても大切といわれ
るが、つながりをつくり、仲良くし、相互の交流や情報の交換を行うだけでは、市民社会を活力のあるものにして
いくには不十分だ。そこで、それを活性化（＝ネットワーキング）することによって、ネットワークという静的な
状態から、ネットワーキングという動的な状況へ転換させていくことが必要である。そのためにはネットワークの
メンバー（個人間、組織間に関わらず）がそれぞれの違いを認識した上で、パートナーシップを結び、共通のテー
マ・目標に向けて力を出し合うことである。ネットワーキングを形にするためには、共通のテーマ・目標、ネット
ワークングを運営する公正でわかりやすいルール、仕組みとその要となる人材＝協働コーディネーターが不可欠と
なる。」（pp.52）と述べている。
例えば参考文献 1-44 において、住民の主体性・創造性を引き出す為のまちづくりのマネジメントシステムとして、
独自の財源を持つ意思決定機関の重要性が述べられている。
参考文献 1-45（pp.203-204）参照。
参考文献 1-45 において、小田切は「総合性、革新性を農山漁村の地域づくりのあるべき姿と考えると、実はこれ
らの活動は「地域づくり」という言葉の守備範囲からもはみ出す部分が出てくるように思われる。…（中略）…「地
域自治」の確立とそれによる地域自立への接近と解釈することが可能であろう。…（中略）…その点で注目される
のが、「小さな自治」「小さな役場」「地域自治組織」と称され、とくに農山村地域で、近年急速に注目されている
取り組みである。」（pp.203-204）と述べている。
例えば参考文献 1-46 において佐久間らは「近年では農山村住民と都市住民が良好な関係を築き、都市住民自らの
知識・技術を提供して企画段階から地域づくり活動に参画し、これらの活動を支援することを目指した「協働の段階」
での展開がみられはじめている。90 年代半ばに始まった「緑のふるさと協力隊」（NPO 法人地球緑化センター主催）
や「地域づくりインターン」（国土交通省などが主催）は、その端緒にあたる事業であり、その延長上に 2000 年
代後半に始まった「地域おこし協力隊」や「集落支援員」などの展開が位置づけられる。」（pp.38）と述べている。
導入年数による分類については、4-2 及び 4-3 で詳しく述べる。

注 1-44）

注 1-45）

注 1-46）

注 1-47）
注 1-48）

注 1-49）

注 1-50）
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2 章　議論の系譜と研究の意義

2-1　本章の目的と構成

　中山間地域はわが国の国土の約 7割を占めながらも、そこに居住する人口はわが国の総人口のわず
か 10数 %であり、今日もなお減少の一途を辿っている。このような状況の中、今後の中山間地域の
持続に向けた策を講じていくにあたっては、「昭和ひとけた世代」の引退を踏まえ、根本的な転換を
余儀なくされることが予想される。他方で 1章にも述べた通り、中山間地域のみに限らず、都市部・
非都市部の両方を含めた、国土レベルでの縮減社会への対応は喫緊の課題となっている。
　本章では、まず国土利用計画における中山間地域の位置づけを追うと共に、わが国における中山間
地域に関連する政策を併せて概観する。その上で、中山間地域における地域外の人間による関与の系
譜を示し、本論文で対象とする人的支援の台頭に至るまでの来歴を整理する。その上で関連研究の潮
流に本論文を位置づけ、研究の意義を示す。
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2-2　国土利用計画における中山間地域の位置づけ
　
　1950 年の国土総合開発法の制定以降、2015 年度現在に至るまでに五次にわたる全国総合開発計画
（以下、全総）が策定されている文2-1 ～ 2-5）。以降、わが国の地域政策の象徴である各全総について、そ
の概要を中山間地域の位置づけと併せて整理する。なお各全総原本の引用部分については『』表記と
している。

2-2-1　第一次全国総合開発計画（一全総）：1960-1970

　前述の通り、全総の根拠法である国土総合開発法が制定されたのは 1950 年であるが、国土開発の
前提となる経済計画が無かった為に、全総そのものの策定は 1960 年の所得倍増計画を待つこととな
る。1962 年に制定された一全総は、「過密地域」「整備地域」「開発地域」という 3つの「政策地域」
を設定しており、既存の四大工業地帯である「過密地域」の外部経済効果の受け皿として、太平洋ベ
ルト地帯を拠点とした「整備地域」を設定することで過密の分散をはかること、併行して札幌、仙台、
広島、福岡を拠点とした「開発地域」を育成することが構想されている。
　本計画において中山間地域に関する言及は多くはなく、また中山間地域を具体的対象とした計画方
針に関する記述もみられないが、『農村においては、最近における雇用需要の急激な増大にともない
若年労働力の流出傾向が強まり、これとともに農業労働力の中高年令化、女性化が進展する一方、優

良な質の労働力の確保が問題となりつつある。』との見解を示しつつも、『かかる労働力需給の産業間
地域間不均衡を解消するために、極力労働力流動の円滑化をはかるとともに工業等の分散誘導および

農業の近代化により労働力の調和ある地域的配置をはかることが必要である。』（下線著者、以下同様）
としていることから、中山間地域における担い手の減少を危惧しながらも、実質的には工業化を基軸
とする地域開発に向けた、労働力の生産のための地域として中山間地域が認識されていたことは否定
できない。
　拠点開発主義の開発手法をそのまま受け継いだ本計画は、大小様々な拠点を設けることで、大都市
の外部経済効果を享受しながらも、拠点自らが外部経済効果を及ぼしていくことを想定したものであ
り、結果として周辺地域からの人口吸収による過密過疎を極端に進行させることとなった。

2-2-2　新全国総合開発計画（新全総）：1969-1985

　一全総による過密過疎の拡大に対応する為、交通や通信のネットワークの拡充を図ると共に、ナショ
ナルミニマムの担保による生活環境水準の格差是正が提起されたのが 1969 年に制定された新全総で
ある。
　本計画では『農山漁村地域人口の減少およびこれら地域住民の生活水準の向上と生活欲求の多様化
に対応して、農山漁村に関し、そのいわば生活圏の中核となる都市の機能を高め、あわせて、これ
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ら中核都市等を農林漁業生産活動についての集出荷および加工、機械、資材、情報等のサービス、技

術の習得と交換等に関する総合的拠点として整備するとともに、各農林漁業地域が、これら中核都市

のサービスを十分に享受しうるよう、交通施設等の整備を進める。』とし、広域生活圏構想の名の下、
地方都市に付随させるかたちで農林漁業の効率化を図ることとしている。
　本計画は、それまでの拠点開発主義を批判しながらも、実質的には一全総と同様に外部経済効果を
前提とした手法であり、交通インフラの量的水準の確保に際しては一定程度の貢献を果たしたものの、
企業の立地選択との齟齬による更なる地域格差の拡大を引き起こしている。また中山間地域の過疎問
題に対しては、『農林水産業の発展を積極的に期待する地域については、生活水準の向上と生産の新
たな展開に対応しつつ、集落および集落施設その他環境条件の整備を図り、日常生活権を広域化し、

地域住民の開発意欲を醸成する魅力的な生活の場を形成して行くことが重要である。…（中略）…産

業の新しい展開の可能性に乏しく、都市から遠隔な地域では、人口の減少あるいは高年齢人口の滞留

の傾向が今後さらに持続し、…（中略）…生活の場としての条件が悪化して行く地域が広がって行く

おそれがある。…（中略）…人口が激減し、き薄化する地域については、地域住民の意向に応じ、よ

り高い生活環境施設水準の享受を可能とする集落の移転統合、離村者のための職業訓練等の円滑な実

施を図る。』としているように、効率主義に基づく集落再編成が提起され、集落の撤収が図られている。

2-2-3　第三次全国総合開発計画（三全総）：1977-1987注 2-1）

　オイルショックによる経済成長の破綻によって新全総が現実味を失っていく中、その計画期間満了
を待つこと無く、1977 年に策定されたのが三全総である。工業立地自体は概ね新全総を継承したも
のであるが、生活面においては広域生活圏構想を踏まえた「定住圏構想」が打ち出されている。
　『人口が激減し、地域社会の維持が困難な地域にあっては、地域住民の意向に応じ集落の移転統合
を行うなどにより、山村の定住区の中心的集落の育成を図り、山村地域住民の生活環境の向上を図る。』
としているように、新全総と同様、集落の再編成を押し進める姿勢は明文化されたままであるが、『農
山漁村地域は、国民の食料や木材の供給、国土の保全、管理された自然の維持培養などの機能を有し

ていると同時に、定住圏の大部分を占め、国民の約 30% にのぼる人口の居住空間としても重要な役

割を担う空間である。』としているように、これまでの全総と異なり、中山間地域を積極的に居住地
域として位置づけている点が特徴である。
　地方から三大都市圏への人口流出が沈静化しつつあった状況を踏まえ、若年層を中心とした人口の
地方定住の促進が図られた本計画は、高度成長による都市の人口吸収力の破綻の結果であるとの指摘
もなされている注2-2）ものの、1970 年代の地方における人口増も相まって、まちづくりや村おこしの
呼び水ともなったとされている注2-3）。
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2-2-4　第四次全国総合開発計画（四全総）：1986-2000

　1980 年代に入ると、再び強まった過疎地域の人口減少に伴い地方の人口増が止まり、東京圏への
人口の一極集中が激化していく。1987 年に策定された四全総はこうした状況に対し、東京圏の世界
都市機能集積を促しながらも、地方に対しては多極分散の実現に向けた交流ネットワークの構築を
図った計画である。とりわけ交流ネットワークの構築に際しては、人口減少による過疎化に歯止めが
利かない状況の中で交流人口に重きを置いたものであり、それに併せ、三全総までに推進してきた工
業立地政策ではなく、ソフト事業やサービス産業の充実、地域間の相互補完や都市農村交流の促進等
が謳われている。
　『農山漁村は、農林漁業者等の生活の場、食料、木材の生産活動の場であるとともに、国土管理と
自然環境保全の場、国民と自然とのふれあいの場としての要請が高まること等から、これらの視点も

踏まえつつ、地域の活性化を図る必要がある。』との認識の下、『青少年に対する教育や都市住民の保
養等国民の交流空間としての役割を担っている。』と述べられているように、本計画における中山間
地域は、自然環境を活かした国民の保養や学習、交流のための地域として位置づけられている他、『新
たな住まい方や広域的交流を前提とした退転職者、創作活動家等の農山漁村での居住 - マルチハビテー

ション - に対応する住宅の整備を促進する。』といった、新たな価値観に基づいた住まい方の受け皿と
しての解釈が加えられている。
　本計画は明らかに地方を重視した方針が認められるものであり、全国一日交通圏の構築推進による
地方新幹線や高速道路等の交通網の発展にその成果をみることができるが、不採算路線や各地で半ば
乱立気味に進められたリゾート開発の破綻の増加が引き起こされることとなり、他方で東京一極集中
は更なる強まりを見せていく。

2-2-5　21 世紀の国土のグランドデザイン（五全総）：2000-2015（目標年次）

　このような一極一軸の国土構造を是正するべく、西日本国土軸（太平洋ベルト）に加え、北東国土軸、
日本海国土軸、太平洋新国土軸からなる 4つの「国土軸」が相互に連携することにより形成される多
軸型の国土構造を目指す計画として、1998 年に 21世紀の国土のグランドデザインが策定された。
　本計画では、『中小都市と中山間地域等を含む農山漁村等の豊かな自然環境に恵まれた地域を、21
世紀の新たな生活様式を可能とする国土のフロンティアとして位置付けるとともに、地域内外の連携

を進め、都市的なサービスとゆとりある居住環境、豊かな自然を併せて享受できる誇りの持てる自立

的な圏域として、「多自然居住地域」を創造する。』とされているように、中山間地域は新たなライフ
スタイルの実現のための地域として位置づけられており、『交流人口の拡大やUJIターンの促進を図り、
マルチハビテーション（複数地域居住）、テレワーク（情報通信を活用した遠隔勤務）を進め、地域

の活性化を図る。 また、我が国を代表する国際観光地となり得る地区やルートの形成等を進めること

により、「小さな世界都市」等世界に誇り得る地域の整備を進める。』等、条件不利を逆手に取る試み
が多く掲げられている。
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　足掛け 55年、五次にわたる全総の策定の中で、中山間地域は外部依存による発展を余儀なくされ、
労働力の生産の場から交流の場、更には新たな人間の生き方を顕示する場へと読み替えられながら、
立ち位置の改変を強いられてきた。とりわけ三全総から四全総、五全総にかけての大幅な発想の転換
は、今後のわが国における中山間地域の多面的意義が見出されつつあると読み取れる一方、政府の厳
しい財政事情、並びに「国土の均衡ある発展」の限界による実効性の不明瞭さを如実に表したもので
あるとする見方も強い注2-4）注 2-5）。以上を踏まえつつ、やや穿った捉え方をするならば、国土利用計画
の変遷は、時の中央権力によって中山間地域が翻弄されてきた歴史であるといえるのではないだろう
か（表 2-1）。

第四次全国総合開発計画
（四全総）

87

00
第三次全国総合開発計画

（三全総）
77

87
新全国総合開発計画

（新全総）
69

85
全国総合開発計画

（全総）
60

70

概
要

中
山
間
地
域
の
位
置
づ
け

中
山
間
地
域
の
具
体
的
な
計
画
方
針

多極分散型国土の構築

21 世紀の国土のグランドデザイン
（五全総）

00

15
多軸型国土形成の基礎づくり人間居住の総合的環境の整備豊かな環境の創造地域間の均衡ある発展基本目標

名称

交流ネットワーク構想 参加と連携定住構想大規模プロジェクト構想拠点開発構想開発方式

●人口・諸機能の東京一極集中
●産業構造変化に伴う地方の雇用問題
●国際化の進展

●地球環境問題、国際交流
●人口減少・高齢化時代
●高度情報化時代

●安定成長経済
●人口・産業の地方分散
●国土資源・エネルギー等の有限性

●高度成長経済
●人口・産業の大都市集中
●情報化・国際化・技術革新の進展

●高度成長経済への移行
●過大都市問題、所得格差の拡大
●所得倍増計画（太平洋ベルト地帯構想）

■農山漁村地域人口の減少およびこれら地域住民の生
活水準の向上と生活欲求の多様化に対応して、農山
漁村に関し、そのいわば生活圏の中核となる都市の
機能を高め、あわせて、これら中核都市等を農林漁
業生産活動についての集出荷および加工、機械、資
材、情報等のサービス、技術の習得と交換等に関す
る総合的拠点として整備するとともに、各農林漁業
地域が、これら中核都市のサービスを十分に享受し
うるよう、交通施設等の整備を進める。［1-4：pp.25］

地方都市への付随を前提とした
食料の生産のための地域

工業化を基軸とする地域開発に向けた
労働力の生産のための地域

新たな生活圏の一端を担う
居住のための地域

自然環境を活かした
国民の保養や学習、交流のための地域

多様な歴史や文化を有する
新たなライフスタイルの実現のための地域

■おおむね 10 年の労働力の確保に関してまず考慮す
べきことは、今後引き続いて予想される産業構造の
急激な変化にともなう労働力需給の問題である。…
（中略）…農村においては、最近における雇用需要
の急激な増大にともない若年労働力の流出傾向が強
まり、これとともに農業労働力の中高年令化、女性
化が進展する一方、優良な質の労働力の確保が問題
となりつつある。かかる労働力需給の産業間地域間
不均衡を解消するために、極力労働力流動の円滑化
をはかるとともに工業等の分散誘導および農業の近
代化により労働力の調和ある地域的配置をはかるこ
とが必要である。［8：pp.40］

具体的な計画方針なし（農業の近代化の推進）
■なお、地域別開発政策の推進にあたつて、農業近代
化、中小企業振興等の諸施策は、地域開発上きわめ
て有効であるので、それぞれの地域の特性に応じて
適時適切に実施するものとする。［1-5：pp.10］

効率主義に基づく再編成の推進 ハード整備による地方都市との連携の推進

■農山漁村地域は、国民の食料や木材の供給、国土の
保全、管理された自然の維持培養などの機能を有し
ていると同時に、定住圏の大部分を占め、国民の約
30% にのぼる人口の居住空間としても重要な役割
を担う空間である。［4-4：pp.80］

■農山漁村人口の減少およびこれら地域住民の生活水
準の向上と生活欲求の多様化に対応して、農山漁村
に関し、そのいわば生活圏の中核となる都市の機能
を高め、…（中略）…集落のレベルにおいては、集
落内道路、上下水道、集落総合生活施設等生活環境
施設を充実するほか、今後の推移により、散在し、
衰退する小規模集落の集中統合により、集落の若返
りと機能の充実を図る。［1-4：pp.25］
■人口の流出、集落の再編成等に伴う土地利用の変化
に対応して、山地地域を保全するためには、防災施
設の整備および管理について新たな観点から検討す
る必要がある。［1-4：pp.31］
■農林水産業の発展を積極的に期待する地域について
は、生活水準の向上と生産の新たな展開に対応しつ
つ、集落および集落施設その他環境条件の整備を図
り、日常生活権を広域化し、地域住民の開発意欲を
醸成する魅力的な生活の場を形成して行くことが重
要である。…（中略）…産業の新しい展開の可能性
に乏しく、都市から遠隔な地域では、人口の減少あ
るいは高年齢人口の滞留の傾向が今後さらに持続
し、…（中略）…生活の場としての条件が悪化して
行く地域が広がって行くおそれがある。…（中略）
…人口が激減し、き薄化する地域については、地域
住民の意向に応じ、より高い生活環境施設水準の享
受を可能とする集落の移転統合、離村者のための職
業訓練等の円滑な実施を図る。［1-4：pp.37］

■新しい生活圏の確立のための仕組みとして、自然環
境をはじめとした国土の保全と利用及び管理、生活
環境施設の整備と管理並びに生産施設の設置と管理
等が一体となって行われ、住民の意向が十分反映さ
れ得る計画上の圏域を定住圏として構想する必要が
ある。…（中略）…この定住圏は、都市、農山漁村
を一体として、山地、平野部、海の広がりを持つ圏
域であり、全国は、およそ 200～300 の定住圏で構
成される。［3-2：pp.27］
■地方都市、農山漁村を一体として、地方における定
住圏の確立を図る。…（中略）…農山漁村においては、
地方都市と農山漁村の中心的集落とその周辺の集落
との連携が可能となるよう道路網等の交通体系の整
備を図るほか、集落内における道路整備を進める。
［4-4：pp.74-75］

効率主義に基づく再編成の推進
■山村地域は、農林産物の供給、水資源のかん養、国
土の保全等重要な機能を持っている地域であるが、
経済の発展から立ち遅れ、人口の減少が続いている。
この地域がこれらの機能を発揮していくためには、
山村住民が定住し得る条件を総合的に整備し、過疎
化を防止していくことが重要である。…（中略）…
なお、人口が激減し、地域社会の維持が困難な地域
にあっては、地域住民の意向に応じ集落の移転統合
を行うなどにより、山村の定住区の中心的集落の育
成を図り、山村地域住民の生活環境の向上を図る。
［4-4：pp.82-83］

ハード・ソフト整備による都市との連携の推進
■国民の生活様式の都市化を背景とする農山漁村を含
めた地域住民の都市的サービスに対するニーズ、都
市住民の自然やゆとりへの志向など高度かつ多様な
ニーズにこたえるためには、都市の有する諸機能と
農山漁村のゆとりとうるおいの相互の便益享受の円
滑化を図る必要がある。このため、定住圏の一体的
な整備を引き続き推進することとし、都市における
都市機能の充実及び市街地環境の改善、農山漁村に
おける地域資源の活用、生活環境及び生産環境の整
備等を推進するとともに、圏域内の交通、情報・通
信基盤の整備を計画的に進める。…（中略）…農山
漁村の住民が都市の有する研究開発機能、情報機能
等の集積を遠隔地からでも活用できるよう、また、
ふるさと情報の都市住民への伝達も行いやすくなる
よう、交通、情報・通信基盤の整備やソフトなネッ
トワークづくりを進める。都市住民が農山漁村の自
然と親しめる長期滞在型のリゾート地域の整備や、
都市、農山漁村の相互理解を図る機会となる小中学
校児童生徒の自然体験学習、農山漁村での滞在学習、
上下流の地域間交流活動を、地域社会との調和を図
りつつ促進する。［4-2：pp.50］

定住人口の獲得に向けた活性化の推進
■また、都市居住者の農山漁村における新たな住まい
方や広域的交流を前提とした退転職者、創作活動家
等の農山漁村での居住 - マルチハビテーション - に
対応する住宅の整備を促進する。［4-2：pp.50］
■山村は交通の便に恵まれず、可住地率も低く、過疎
化、高齢化が進行していることから、若年層の定住
を促進し地域を活性化するため、山村の特性を生か
した産業振興を図り、就業機会を拡大することとあ
わせて、生活環境の整備が必要である。このため、
特に山村内の拠点となる集落等において、魅力ある
地域づくりを進めるための施設等の重点的整備を図
る。また、緊急に振興が必要な山村における生産・
生活環境施設の整備の促進を図る。なお、山間部に
存在する農地については、国土及び自然環境の保全
の観点からも、管理の粗放化が生じないよう、地域
の実情に応じ、その有効利用を図るための適切な対
処を図る。［4-2：pp.63-64］

都市との連携及び新たな住まい方の導入
■質の高い生活と就業を可能とするため、農林水産業
や地域の持つ自然や文化等資源を総合的に活用した
新しい産業システムの構築、高度な情報通信の活用
による立地自由度の高い産業の育成を図るととも
に、生活基盤等の暮らしの条件の整備を行う。また、
田園、森林、河川、沿岸等における自然環境が適切
に保全、管理された美しくアメニティに満ちた地域
づくりを進める。さらに、交通、情報通信基盤の整
備を進めることにより、多自然居住地域は、大都市
や中枢・中核都市等と交流、 連携し、 これらの都市
地域から高度な医療、文化等の高次都市機能を享受
する一方、交流人口の拡大や UJI ターンの促進を図
り、マルチハビテーション（複数地域居住）、テレワー
ク（情報通信を活用した遠隔勤務）を進め、地域の
活性化を図る。 また、我が国を代表する国際観光地
となり得る地区やルートの形成等を進めることによ
り、「小さな世界都市」等世界に誇り得る地域の整
備を進める。［Ⅰ-2-2： pp.14-15］

地域資源の認識と活用
■農山漁村等においては、長年の管理により美しく維
持され、景観としても価値のある農山漁村や森林の
保全と活用を進めつつ、生活環境の整備、地域の美
しい居住空間の形成等を図り、あわせて中小都市と
の連携により都市機能を享受できる環境を整備する
施策を展開する。［Ⅱ-2-1：pp.49］
■農山漁村を始めとする地方圏においては、豊かな自
然環境等を生かして国内外の芸術家等が滞在して創
作活動を行ったり、農山漁村の生活文化に触れる機
会を拡充するなど、個性豊かな文化風土の醸成を図
る。［Ⅱ-2-2：pp.51］
■また、起業家的な姿勢を持って地域資源を活用した
独創的な地域づくりを目指す場合や農山漁村の大宗
を占める森林や農地を整備する場合、さらに、河川
や海岸を整備する場合にも、農山漁村環境の保全と
創造による「美しさ」「アメニティ」の存在は重要
な基本的条件である。このような地域創造の意欲と
能力を備えた先進的な農山漁村空間の整備に対して
積極的に支援していく。［Ⅱ-3-2：pp.66］

■農山漁村は、農林漁業者等の生活の場、食料、木材
の生産活動の場であるとともに、国土管理と自然環
境保全の場、国民と自然とのふれあいの場としての
要請が高まること等から、これらの視点も踏まえつ
つ、地域の活性化を図る必要がある。［22：pp.14］
■農山漁村は農林漁業者等地域住民の居住空間であ
り、食料や木材の供給、国土や自然環境の保全など
の重要な機能を有しているが、同時に、青少年に対
する教育や都市住民の保養等国民の交流空間として
の役割を担っている。［4-2：pp.61］

■中小都市と中山間地域等を含む農山漁村等の豊かな
自然環境に恵まれた地域を、21 世紀の新たな生活
様式を可能とする国土のフロンティアとして位置付
けるとともに、地域内外の連携を進め、都市的なサー
ビスとゆとりある居住環境、豊かな自然を併せて享
受できる誇りの持てる自立的な圏域として、「多自
然居住地域」を創造する。［Ⅰ-2-2： pp.14］
■これまでの経済成長と都市化の進展の中で、生活空
間のゆとりが失われるとともに、地域の歴史、文化
を物語る街並みや農山漁村の風景が崩れ、長年にわ
たり地域に保存、伝承されてきた伝統芸能や風俗慣
習等の伝統文化も生活とのかかわりを失いつつあ
る。［Ⅱ-2-2：pp.52］

背景

表 2-1　全国総合開発計画の沿革と中山間地域の位置づけの変遷注 2-6）
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2-3　中山間地域を対象とした政策の系譜

　国土利用計画において中山間地域が様々に読み取られ、また取り残されていく中、依然として抱え
てきた中山間地域の諸問題に対しては、当該地域を個別対象とした地域立法による対応が図られてき
た。本項では「中山間地域問題」の核心部分である（1）過疎問題への対応、（2）条件不利問題への
対応の 2点注2-7）から、諸政策の系譜を整理する。

2-3-1　過疎問題への対応：過疎法（1970-）

　「過疎」が社会問題として認識されたのは、戦後の高度経済成長の展開に伴う、1950 ～ 60 年代の
都市部への労働力の流出が発端であったとされている注2-8）。以降、過疎地域を個別対象とした対応
政策として、過疎地域対策緊急措置法（1970-1979、以下過疎 70 年法）、過疎地域振興特別措置法
（1980-1989、以下過疎 80 年法）、過疎地域活性化特別措置法（1990-1999、以下過疎 90 年法）、過
疎地域自立促進特別措置法（2000-2010、その後延長、以下過疎 00年法）と、4次にわたる過疎法の下、
40年間以上に及ぶ取り組みが続けられ、現在に至っている（表 2-2）。
　それぞれの年代においての基本目標を概観すると、『人口の過度の減少の防止』の為の、住民生活
のナショナルミニマムの確保に向けた『地域社会の基盤の強化』を目的とした過疎 70 年法以降、一
貫して『住民福祉の向上』『地域格差の是正』『雇用の増大』を掲げながらも、緊急的な目的は一応達
成されたとした上での『過疎地域の振興』（過疎 80 年法）、東京一極集中に対する、地域の自助努力
による『過疎地域の活性化』（過疎 90年法）、21世紀に入り時代の潮流が大きく変化する中で、過疎
地域がそれぞれの個性を自律的に発揮していく為の『過疎地域の自立促進』（過疎 00年法）と徐々に

表 2-2　過疎法の沿革注 2-9）

過疎地域自立促進特別措置法 [※1]

（過疎 00 年法）
過疎地域活性化特別措置法

（過疎 90 年法）
過疎地域振興特別措置法
（過疎 80 年法）

過疎地域対策緊急措置法
（過疎 70 年法）

0090

99

80

89

70

79

過
疎
地
域
の
要
件

事
業
実
績

人
口
要
件

財
政
力
要
件

名称

基本目標

公示自治体数

過疎対策
事業債

産業振興

産業振興：
交通通信体系整備：

生活環境整備：

農業経営近代化事業、港湾、企業誘致対策、地場産業振興対策、商店街振興対策等
市町村道、住民の交通利便の確保、テレビ放送中継施設、ブロードバンド・携帯電話等エリア整備等
水道（上水道、簡易水道）、下水（公共下水道、農業集落排水、地域屎尿処理）、ごみ処理、消防等

保健福祉増進：
医療確保：
教育振興：

高齢者福祉施設、児童福祉施設、認定子ども園、母子福祉施設等
無医地区対策、僻地医療確保、巡回診察、保健指導等
学校教育関連施設（校舎、屋内運動場、教職員住宅、給食施設）、幼稚園、公民館、集会所、体育館等

文化振興：
集落整備：
その他：

文化財保存、人材育成等
UJI ターン推進、定住団地整備等
太陽光その他エネルギーを利用をする為の施設等

交通通信体系整備

生活環境整備

保健福祉増進

医療確保

教育振興

文化振興

集落整備

その他

48,257（27.8%）

86,711（49.9%）

17,983（10.4%）

2,457（1.4%）

17,085（9.8%）

412（0.2%）

1,534（0.9%）

106,604（29.3%）

145,15（40.0%）

64,057（17.6%）

11,308（3.1%）

6,211（1.7%）

24,864（6.8%）

1,186（0.3%）

6,384（1.8%）

95,943（28.2%）

125,881（37.0%）

63,757（18.7%）

15,901（4.7%）

9,594（2.8%）

21,137（6.2%）

3,044（0.9%）

1,593（0.4%）

3,602（1.1%）

■過疎地域の自立促進
■住民福祉の向上　　　　　
■地域格差の是正
■雇用の増大
■美しく風格ある国土の形成

■過疎地域の活性化
■住民福祉の向上　　　　　
■地域格差の是正
■雇用の増大

■過疎地域の振興
■住民福祉の向上　　　　　
■地域格差の是正
■雇用の増大

■人口の過度の減少の防止
■地域社会の基盤強化
■住民福祉の向上　
■地域格差の是正

・人口減少率 30%以上（60～95 の 35 年間）
・人口減少率 25%以上（60～95 の 35 年間）
　かつ 95 年時点の高齢者比率 24%以上
・人口減少率 25%以上（60～95 の 35 年間）
　かつ 95 年時点の若年者比率 15%以下
・人口減少率 19%以上（70～95 の 25 年間）

・人口減少率 25%以上（60～85 の 25 年間）
・人口減少率 20%以上（60～85 の 25 年間）
　かつ 85 年時点の高齢者比率 [※3]16%以上
・人口減少率 20%以上（60～85 の 25 年間）
　かつ 85 年時点の若年者比率 [※4]16%以下

・人口減少率 20%以上（60～75 の 15 年間）・人口減少率 10%以上（60～65 の 5年間）

・財政力指数 0.44 以下（96～98 の 3年間平均）
・公営競技収益 13 億円以下

・財政力指数 0.44 以下（86～88 の 3年間平均）
・公営競技収益 10 億円以下

・財政力指数 0.37 以下（76～78 の 3年間平均）
・公営競技収益 10 億円以下

・財政力指数 [※5]0.4 未満（66～68 の 3年間平均）

[※2]

[※6]

[※7] [※7]

[※8] [※8][※8]

・1171 自治体（00.04.01 時点）
・730 自治体（09.04.01 時点：合併後）

・1143 自治体（90.04.01 時点）
・1230 自治体（最終）

・1119 自治体（80.04.01 時点）
・1157 自治体（最終）

・776 自治体（70.04.01 時点）
・1093 自治体（最終）

[※3]高齢者比率：65 歳以上の人口の比率
[※4]若年者比率：15 歳以上 30 歳未満の人口の比率

[※1]過疎 00 年法に関する数値は 2013 年度末時点のもの
[※2]過疎 90 年法、00 年法の人口要件は複数要件のうちいずれかに該当する地域

[※5]財政力指数：基準財政収入額 /基準財政需要額
[※6]分野ごとの事業額及び比率表記。各分野の具体的な事業の例は下表の通り

[※7]過疎 70 年法、過疎 80 年法は「生活環境整備」「保健福祉増進」の事業合計額
[※8]過疎 70 年法、過疎 80 年法、過疎 90 年法は「教育振興」「文化振興」の事業合計額

17,524（22.2%）

39,353（49.8%）

8,945（11.3%）

953（1.2%）

9,470（12.0%）

190（0.2%）

2,739（3.5%）

65,500 164,300 315,190
383,243
うちソフト
事業：20,183）（

50 100

Σ79,018 億円 Σ173,669 億円 Σ363,286 億円 Σ333,160 億円

（億円）

10 20 30（百億円）



35

2章
議論の系譜と研究の意義

その役割をシフトさせている。とりわけ過疎 00 年法においては、同時期に策定された五全総の姿勢
を受け、過疎地域の新たな価値や意義を、過疎問題への対応と関連付けたかたちで『美しく風格ある
国土の形成』が謳われている。
　事業分野別にみると、過疎 70年法、過疎 80年法までは「交通通信体系整備」が総事業額の半分近
くを占めている。こうした「交通通信体系整備」の突出的な先行は、前述の「地域社会の基盤強化」
に一定程度寄与したものであるといえるが、実質的には三全総までの大規模開発を補完する意味合い
が強く、末端の過疎地域から交通網を拡げた結果として、ストロー現象による地域間格差をより際立
たせたという側面注2-10）も否定できない。以降は「交通通信体系整備」はやや割合を下げ、「生活環境
整備」「保健福祉増進」の割合が増加傾向にあり、過疎 00 年法では「医療確保」「教育振興」の割合
が高まっていることが見て取れる。
　また過疎法に固有の手法として、過疎債の起債が挙げられる。2010 年の改正によって、新たにソ
フト事業も過疎債の対象となり、総合的かつよりきめ細やかな対策を講じられることが期待されるが、
現状ではハード中心の政策である否めず、安易な利用から自治体財政を圧迫するリスクも有している。

2-3-2　条件不利問題への対応：山村振興法、特定農山村法

1）山村振興法（1950-）

　全総の根拠法として 1950 年に制定された国土総合開発法は、戦後疲弊した国土の状況に鑑み、新
たなエネルギー源の確保に乗り出すべく、ダム建設を公共事業の重点配分の一環として位置づけてお
り、結果として交通インフラや公共施設の整備が進んだ一方、多くの水没集落を生み出すに至った。
こうした国の姿勢に対する中山間地域市町村による振興連盟の運動の結果として、1965 年に制定さ
れたのが山村振興法である。
　同法における「山村」の定義は『林野面積の占める比率が高く、交通条件および経済的、文化的諸
条件にめぐまれず、産業の開発の程度が低く、かつ、住民の生活文化水準が劣っている山間地』とさ
れており、その具体的要件として林野率（75%以上）及び人口密度（1.16 人 /ha 未満）を満たす地
域としている。全総ならびに新全総において統廃合の対象となった、或いは置き去りにされてきた地
域を対象に産業基盤及び生活環境整備を推進するものであり、この法律に基づき、国や都道府県、市
町村レベルにおける振興施策が実施され、中山間地域の条件改善が図られてきた。
　10年間の時限法として制定された同法は、これまでに 4度（1975 年、1985 年、1995 年、2005 年）
の期限延長が行われているが、はじめの延長である 1975 年の改正においては『国土の保全、水源の
かん養、自然環境の保全等に重要な役割を担っている山村』とあるように、1977 年策定の三全総に
先立って「山村」の多面的役割が明文化されている他、1991 年の改正においては第 3セクターの活
用を規定している等、国土利用計画に先駆けた中山間地域の実情への対応が見受けられる。具体的な
成果としては、交通インフラに代表される社会資本整備のウェイトが高いが、期を追うにつれて観光
施策や都市との交流促進が強調されるようになっている注2-11）。
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2）特定農山村法（1993-）

　具体的に「中山間」という用語を使い、固有の対象地域として制定されたのが、1993 年に制定さ
れた特定農山村法（特定農山村地域における農林業の活性化のための基盤整備の促進に関する法律）
である。
　同法の「特定農山村」の定義は『地勢等の地理的条件が悪く、農業の生産条件が不利な地域であり、
かつ、土地利用の状況、農林業従事者数からみて農林業が重要事業である地域』とされており、その
具体的要件としては、山村振興法と同様の林野率（75%以上）または急傾斜耕地面積比率（傾斜度
1/20以上の田または傾斜度15度以上 の畑の面積が50%以上）を満たし、かつ農林業従事者割合（10%
以上）または農林地率（81%以上）を満たす地域としている。中山間地域の条件不利問題に対し、文
字通り農林業の振興という観点から、①高付加価値の農業、及び加工業、観光業の推進による稲作か
らの脱却、②農協及び自治体による農地の適正管理、及び農協、森林組合等の業務の相互乗り入れ、
③多様な就業の場の創出を掲げた同法は、中山間地域の優位性の探求に基づいた、いわば農政の「回答」
であったとされている注2-12）。
　しかしながらハード事業を過疎法及び山村振興法に割譲するかたちとした上、中山間地域の条件不
利性に対する直接的な政策論理を持たず注2-13）、地域の実情から著しく乖離した同法は、田代（1999）
が「「青い鳥」としての新規作物探しの支援というソフト事業に矮小化していかざるをえなかった。」
注2-14）と指摘するように、中山間地域の、とりわけ市場競争力を担保するには遠く及んでいないとの
見方が強い。
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2-4　中山間地域における地域外の人間による関与の系譜

　他方、中山間地域の現場では、過疎問題、条件不利問題を抱えながらも、農林業の近代化を皮切りに、
地域資源の再価値化とその活用、交流人口や定住人口の獲得といった、地域を持続させる為の取り組
みが進められてきた。本論文で対象とする人的支援も、その延長上にある。
　本論文における外部人材とは元来は地域外の人間であり、わが国の人口減少、そしてその総体とし
て立ち表れる縮減社会の到来、ならびに近年の人的支援の台頭に鑑み、中山間地域の地域づくりの主
たる担い手として想定するものである。しかしながら、こうした種々の問題が顕在化する以前から、
地域外の人間による当該地域への関与は少なからず存在していた。関与のかたちや主たる目的はその
時々の社会背景によって異なる為、1-3-3で定義した「地域づくり活動への参画を前提とし」た外部
人材の定義と必ずしもその性質は一致しないが、当該地域の持続や振興において一定の役割を果たし
てきた地域外の人間の存在は、本論文における外部人材の概念を規定する上で無視できないものであ
ろう。
　本項では、地域づくりの担い手として外部人材が位置づけられるまでの、中山間地域における地域
外の人間の関与の系譜を読み解く。

2-4-1　流動する漂泊者による地域の活力の賦活（中世～戦後）

　かつてのわが国では、地域間を流動する「漂泊者」が地域社会における多様な役割を担っていた。
漂泊者の概念とその役割については民俗学者である柳田の一連の研究、ならびに内発的発展論を通し
て柳田に着目した鶴見による研究に詳しい。
　鶴見（1977）によると、柳田は農民を除いた、支配像に属さない全ての職業の人間を漂泊者として
位置づけた注2-15）とし、一定の土地に定住する「常民」と漂泊者との関係性を、（1）定住者の漂泊者
に対する差別と蔑視、（2）交易の対象、（3）定住者の漂泊者への渇仰の 3点に整理している。またそ
の上で、漂泊者の具体的人格に①毛坊主や巫女等の「信仰の伝播者」としての姿、②鍛冶屋や木地屋、
箕づくり等の「技術者（集団）」としての姿、③座頭や遊女、猿回し等の「芸能者（集団）」としての
姿、④新来の征服者への非暴力抵抗の結果である「山人」としての姿注2-16）、⑤生涯を漂泊のうちに送
る「旅人」としての姿、⑥出稼ぎや移民等の「職業としての /職業を求めての一時漂泊者」としての
姿を見出している注2-17）。柳田によるこれらの識見は、漂泊者と常民とを区別した上で両者の関係性を
明らかにし、それによって相対的に常民を社会変化の担い手として位置づけようとした試みであるが、
こうした柳田の姿勢に対し、鶴見は漂泊者との交易交流が常民の活力の賦活に寄与していたとし、漂
泊者との出会いそのものが、常民が社会変動の担い手となり得る条件であるとする解釈を後に加えて
いる注2-18）。
　以上の見解は、近代の地域社会を豊かにする上で、流動する人間が一定の役割を果たしていたとい
う点で示唆的であるが、一方で今日ではこのような性質を持った人間像は一般的にはイメージされに
くい。定住する人間と流動する人間の関係性にあっても、前述の（1）定住者の漂泊者による差別と
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蔑視は住民の世代交代や混在化によってその論拠を次第に失い、（2）交易の対象としては、商業及び
娯楽機能の発達によって必要性を失い、（3）定住者の漂泊者に対する渇仰も、例えば姉妹都市交流等
に異種交流の一側面を見出せなくはないものの、国内全域にわたる現代生活様式の浸透に伴い徐々に
その意義を失っていった。これら全ての点において共通するのは、高度経済成長に伴う交通・情報イ
ンフラの拡充であり、現代社会が充足させてきた高速化・情報化の為の「手段」が、近代地域社会が
必要としていた定住する人間との関係性に基づく流動の目的を喪失させ、流動する人間像及び彼らに
よる地域への関与を消滅させていったといえる。

2-4-2　生活改良普及員、農業改良普及員による近代化・民主化の推進（戦後～高度成長期）

　戦後の中山間地域における地域外の人間の関与については、生活改良普及員（以下、生改普及員）
ならびに農業改良普及員（以下、農改普及員）が代表的なものとして挙げられるだろう。これら 2つ
の普及員は、農地改革、農業協同組合事業と共にGHQによる農村民主化の三大改革とされる共同農
業普及事業の下、1948 年に制定された農業改良助長法（以下、助長法）に基づき農水省によって設
置されたものであり、同事業における農家の生活改善を生改普及員が、農業技術の向上を農改普及員
がそれぞれ担うこととしていた注2-19）。

1）生活改良普及員

　生改普及員は、農山漁村民が自ら問題を発見・解決できるよう、生活の改善に必要な知識や技術の
指導を行う為の人材である注2-20）。「生活をよりよくする」為の「生活技術の改善」、「考える農民を育てる」
為の「生活改善（研究）グループの育成」注2-21）の 2 つを主たる役割としており、とりわけ後者に関
しては、民主化への逆行と見做されていた婦人会の存在が強く意識され、生活改善グループを「個人
の意思に基づく意欲ある同志の集まり」としてその位置づけを強調している注2-22）。生改普及員は農村
出身の女性が中心であったが、学歴基準を満たした者が試験及び研修を経て赴任するものであり、か
つ省庁の理念をそのまま展開するのではなく、地域の実情に応じた対応が必要であった為、実質的に
は彼女らは一定以上の社会階層に属し、高等教育機関で家政学を学んだエリートであった注2-23）。
　後述する農改普及員と異なり、既存の関連制度が全く存在していなかった生改普及員は、人材の育
成方法や具体的な活動内容が不明瞭なまま設置・運用がなされることとなった注2-24）。その為、有識者
として同事業に関わった今（1977）が、当初の「外科的な」生活改善の在り方に対し、家族関係にお
ける封建制の解消といった「内科的な」近代化を先行させるべきであると後に指摘した注2-25）ように、
同事業は当時の農山漁村に根強く残る因習や迷信による強い抵抗を受けた注2-26）とされており、設置
初期の生改普及員の取り組みは農家の「御用聞き」「相談役」としての意味合いが強く、講習会や座談会、
展示会等を通した同事業の意義や重要性の啓発や、婦人会への会合や農家への訪問を中心としていた
注2-27）。1950 年代からは効率化を進めるべく、担当地区や個別農家を巡回して均一な取り組みを行う
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方法から、意欲のある地域に対して生活改善グループの育成を中心とした取り組みを重点的に行う方
法が取られることとなり、それに伴い生改普及員の主たる役割は、グループ・ダイナミクス的なプロ
セスを通した生活改善の支援へと移っていくこととなる注2-28）。高度経済成長に差し掛かり、農山漁村
における耐久消費財の普及や兼業化の進展、更に都市部への人口流出が進んでいく中で、生活改善の
方向性は家庭生活から地域生活へと拡張され注2-29）、具体的な取り組み内容も共同施設の導入やむらお
こし活動への展開、リーダーの育成等にみられるように多様化、広域化していく注2-30）。
　生改普及員は生活技術の向上ならびに農村女性の地位向上に一定の成果を挙げたとする見解が多
く、とりわけ渡辺（2003）は「これら生活改善運動に利用された素材、従事した人材は、現在の開発
途上国における農業・農村開発に有効活用し得るものが少なくなく、…（中略）…関連資料の収集・

整理等の調査研究も現在行われ始めている。」注2-31）とし、応用可能性を高く評している。
　またこうした本来の目的のみならず、生改普及員の取り組みが研究・計画分野においても大きな影
響を及ぼしたことを忘れてはならない。若手の建築計画学者によって農村建築研究会（以下、農建）
が発足したのは 1950 年であるが、その代表を務めたのが生活改善普及事業に関わっていた前述の今
であったことから、農建の活動に全国各地の生活普及員が参加していた注2-32）ことは注目に値する。
玉（2002）によると、1971 年の会員名簿には 146 名の会員のうち 41 名の生活普及員が名を連ねて
いた注2-33）とされており、増産中心の戦後農政に一石を投じ、むらづくりの推進に始まった現在の農
村計画・地域計画の礎を築く上で、彼女らによる現場での指導や実践報告に基づいた議論の蓄積が多
大な貢献を果たしたことは想像に難くない。

2）農業改良普及員

　農改普及員は、農業技能や経営に関する科学的技術及び知識の普及を行う為の人材である。農業技
術指導を担う人材自体は戦前より農会技術員等が存在していたが注2-34）、農村民主化の三大改革である
農地改革が地主小作制の、農業協同組合事業が農業会の否定に起因したことと同様、共同農業普及事
業は系統農会の否定から始まったものであり、従来の技術育成の組織や体制を抜本的に改め、アメリ
カ式の普及事業を導入する意向が強く働いている注2-35）。
　内山（1953）が「学校での教育は…（中略）…先生はその待っている生徒たちの前に表れればよい。
ところが農業普及事業の場合は、…（中略）…学校という柵の中に入っていないで野放しのままの生

徒たちを相手に教育する、というのが農業普及事業のそもそもの始まりであった。こういう意味で、

まことに＜ out of school ＞である。」注2-36）と述べているように、慣行的技術を遅れたものと見做す価
値観の下に進められた普及事業は、技術的なギャップの存在や慣行的技術の否定に対する反発、また
主たる指導対象が経済的上層の農家に偏っていたこと等の理由から、生改普及員と同様にその取り組
みが直ちに受け入れられた訳では無く、1950 ～ 60 年代の取り組みは限定的なものであった注2-37）。
　1970 年代以降、農業従事者及びその後継者が減少の一途を辿り、農業や農村を巡る諸情勢が悪化
していく中、助長法は改正を重ね、後継者への研修教育の拡充や教育施設との連携の強化、普及事業
の補強が図られている注2-38）。
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2-4-3　地域づくりに向けた普及員の役割の転換と人的支援の台頭（高度成長期～現在）

　前述の 2つの普及員は、1991 年には農業と生活の普及指導の一体的な推進を図る為、改良普及員
として一本化される。更に 2004 年の助長法の改正に伴い、効率的な普及指導の推進、及び資格の高
度化による人材の資質向上を目的に、専門技術員との統合により普及指導員として呼称が統一された
注2-39）。農村及び農業の民主化・近代化という目標を一定程度達成した統合以降の改良普及員は、行財
政改革や地方分権への対応、輸入農産物の増大、食の安全性に対する消費者の関心等、外部環境の著
しい変化への対応を余儀なくされる注2-40）。農水省による「普及事業の在り方に関する検討会報告書」
（2003）では、食育・農業体験学習が取り組み内容の一つとして掲げられている注2-41）他、人材の職能
として「地域農業の実態に幅広い知見を併せ持ち、産地づくりや地域リーダーの育成等の地域の農業
経営・技術課題の解決のために、スペシャリストや関係機関等との連携の下に推進する地域農業のコー

ディネート機能」が求められている注2-42）等、これまでの多様化・広域化から、いわば総合化ともとれる、
地域づくりへの転換が少なからず意識されたものとなっている。
　他方でリゾートブームが去った後、改めて草の根的な取り組みが求められることとなった中山間地
域では、行政のみならず地域住民や各種団体との連携による地域づくりが目立つようになり、各種の
体験事業やグリーンツーリズムの取り組みが推進されるようになる注2-43）。これらの動きは、かねてよ
り進められてきた都市農村交流の流れを受けたものであるが、とりわけ高度経済成長を通じて拡充さ
れてきた交通・情報インフラの発達、及び経済成長そのものの終焉による、都市住民に対する中山間
地域への自然回帰的な欲求の高まりと、そうしたニーズや刺激を受け入れる為の中山間地域の環境・
体制づくりとの呼応として進められてきた。こうした流れの中、「田園回帰」「向村離都」として先述
したように、余暇行動の場のみに留まることなく、自身の生き方を実践する場としての中山間地域へ
の認識が若年層を中心とした都市住民の中で高まっていき、それに応じること、或いは更に促進させ
ることを意図しつつ、中山間地域の実情に噛み合わせた支援策が、国や自治体によって講じられるこ
ととなる。
　本論文で対象とする人的支援は、こうした潮流の中で生まれたものであるといえる。都市に住まう
若年層や学生層を対象に、一定期間の農山漁村での滞在・居住を通し、地域住民との交流や地域づく
り活動を行う事業として、1994 年に創設された「緑のふるさと協力隊」や 1996 年に創設された「地
域づくりインターン」はその先駆けとして位置づけられるだろう。これらの先行事例の後塵を拝する
かたちで、国による人的支援「集落支援員」「地域おこし協力隊」が設置され、現在に至っている（表
2-3）。とりわけ「地域おこし協力隊」は、2009 年の設置以降多くの外部人材を各地へ輩出すること
となり、わが国における中山間地域の「政策」として重要な位置づけがなされていることは、本論文
の冒頭で言及した通りである。

1511（名）97861741325789
858741694597500449199
505753443326262724192226161813
3040425454463624384447383527231716172316 15

地域づくりインタ－ン
緑のふるさと協力隊

集落支援員
地域おこし協力隊

1410050095

表 2-3　外部人材の人数の推移
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2-5　小結：今後の中山間地域の地域づくりの方向性と外部人材の位置づけ

　以上、中山間地域をとりまくわが国の政策の変遷、及び中山間地域における地域外の人間による関
与の系譜を追った。

　各全総は、変わりゆく社会背景に応じるかたちで、徐々に都市から地方へと射程を移し、「国土の
均衡ある発展」という一貫した至上命題を掲げてきた。しかしながら、全総そのものが長期的・広域
的であるが故に一定の不確実性を有することは詮方無い注2-44）とはいえ、「国土の均衡ある発展」の最
たる要点として捉え続けてきた過疎過密問題については、適切な是正に至ったとは言い難い状況にあ
る。また中山間地域そのものを政策対象として、過疎法や山村振興法による生活・産業基盤のハード
整備や、特定農山村法による新規作目の探求が現在に至るまでに図られてきた。各法はそれぞれの段
階で一定の成果を挙げながらも、前者は中心地域への依存体質を助長し、後者は限定的な政策手法に
よる地域の実情との隔離を引き起すこととなり、結果としては地域間の格差是正には至っていない。
近年に限っていえば、観光や都市農村交流といったソフト事業への活路が見出せなくはないものの、
五全総が掲げる「多自然居住地域」を実現させる為の「参加と連携」には、少なくとも国政スケール
による対応では程遠い段階にあると言わざるを得ないだろう。
　そうした中で、中山間地域の現場における取り組みは、紆余曲折を経ながらも徐々に実直な地域づ
くりへと展開されてきた。国土利用計画との解釈の差はあるものの、新たな価値観に基づいた「都市
との格差是正」に向けた地域づくりがようやく端緒に就いたといえる。中山間地域の人口動態は社会
減から自然減へとその様相を変えつつあり、今まさに大きな転機を迎えている。小田切（2009）が前
者を「人の空洞化」「土地の空洞化」「むらの空洞化」とし、後者を「誇りの空洞化」と表現した注2-45）

ように、高度成長期から続く中山間地域の人口減少の要因は根深いものであり、その根深さに対する
関心が払われないままに、縮減社会に応じる為の「選択と集中」を第一義とした政策が進められつつ
あることもまた事実であろう。先の小田切は「この場合の「内発的発展」とは、真の地域主導ではな
く「小さな政府の下での政策支援なき自力更正の強制」に他ならない。」注2-46）と指摘する。

　戦後間もなく設置された 2つの普及員も、1990 年代以降急速に拡充されてきた人的支援も、本質
的には住民の自主性を尊重し、住民自らによる自発的な行動を支援するものである点で共通している
が、とりわけ後者は、当該人材に専門的な職能が必ずしも必要とはされない点、次世代を生きる人間
の新たな自己実現の場として中山間地域が位置づけられている点、また地域での取り組みや住民との
関係構築を通した定住人口の増加が意図されたものである点において、普及員とは明確に区別される
ものであるといえるだろう。またこうした新たな流動の発生の契機ともいえる人的支援の創設の背景
に、かつての漂泊者の存在意義を失わせる要因となった高度経済成長に伴う交通・情報インフラの拡
充や現代生活様式の浸透が強く影響している点においても示唆的である。
　人的支援の台頭によって、中山間地域がライフステージあるいは個々の目的の為に流動する人間を
地域づくりの担い手として獲得・活用する為の機会は相応に整いつつあり、過疎問題を直接的に解決
する為の「定住人口の獲得」は地域づくりの目標としてより現実味を帯びたものともなった。しかし
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ながら、今後本格的な縮減社会を迎えるにあたっては、地域スケールと国土スケールの両面における
人的資源の減少を念頭に置く必要がある。今後の中山間地域の地域づくりは、公的支援のみならず民
間による、地域に根差した取り組みが重要であることは言うまでもないが、その上で、流動する人間
をダムのように限られた地域で留めるのではなく、外部人材を、地域間を流動しながら各地の活力の
賦活に貢献してきたかつての漂泊者の姿にいま一度重ね、一定程度の転出を容認することによって人
的資源のシェアを図りながら、各地で自前の永続的な地域づくり体制を興し、共存共栄していくこと
が求められているといえるだろう。
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2-6　関連研究の分類とその動向

　前節での整理と課題を踏まえ、既往研究注2-47）の系譜を追う（図 2-1）。
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図 2-1　関連研究の一覧
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2-6-1　人間の流動及び人口変動の様態を扱った既往研究（A-1 ～ A-3）

　人間の流動や人口変動に関する研究については、当該地域への移住誘致や地域の集約化といった観
点から、多くの研究蓄積がなされてきた。これらの研究は、若年層をはじめとした人口流出及び帰還
の実態に関する研究（A-1）、都市農村交流の文脈上に流動を位置づけた研究（A-2）、居住地の集約に
向けた流動の潜在的可能性に関する研究（A-3）の 3つに大別される。
　また、災害等を契機とした受動的な流動は、2004 年 10 月の新潟県中越地震、2007 年 3月の能登
半島地震、2011 年 3月の東日本大震災等における防災集落移転事業を中心に一定の研究蓄積がなさ
れているが、ここで扱う人間の流動は能動的なものに限定することとし、ここでは参照対象に含めな
いものとする。

1）若年層をはじめとした人口流出及び帰還の実態に関する研究（A-1：1982-1995）

　過疎問題の発端である、わが国最初の流動は 1950 ～ 1970 年代の若年層の流出であることは先に
述べた通りであるが、その実態を追うかたちで、1980 ～ 1990 年代にかけて過疎地域における人口
流出の構造化や帰還の可能性に関する議論が蓄積されてきた。およそ 1980 ～ 1990 年代中葉までの
これらの研究蓄積の殆どで、「若年層のUターン」を意図した「就業機会ならびに労働環境の整備」
の重要性が主張されている。

　滋賀県高島郡朽木村の青少年層を対象に、居住環境に対する評価と併せ、転出意向の類型化とその
要因を明らかにした森川らは、生活の利便性及び就労機会が主たる転出要因として存在すること、ま
た農山村環境への評価はライフステージによって変わり得るとした上で、帰還志向を有する一定層に
向けた環境整備が必要であることを述べている（A-1-1：都 1982）。また還流する中高齢者を潜在的
な担い手として位置づけ、家からの通勤をやめる「在宅還流」、及び他所から離職転入する「Uター
ン還流」の 2つの還流形態を設定した上で実態把握を行い、地域社会に及ぼす影響を分析した三橋ら
は、還流が実質的には「在宅還流」に限定されることと併せて、若齢者層の還流が起こりにくくなっ
ていることを明らかにしている（A-1-2：農 1986）。更に新潟県長岡市内の高校出身の若青年層を対
象に、高校卒業時及びその後の移動の実態を、性別や進路、学校との関連性から分析した木本らは、
UJ ターン者が半数近くに及んでいながらも、進学移動は一時的であり就職移動は定住的であること
から、高学歴者の就業機会を地域に設けることによる人口の地方分散の必要性を指摘している（A-1-
3：都 1987）。愛知県南設楽郡鳳来町を対象に、町内外居住者の居住地の変遷、及び各時点での生活水
準の満足度の把握から、農山村における転出及び帰還行動の行動メカニズムを導いた片田らは、町内
の生活環境への不満意識が転出をもたらし、また農山村特有の「行動制限（家産の継承、親の扶養）」
が、従業地ならびに世帯構成の変化を伴う帰還をもたらしている実態を明らかにしている（A-1-4：
都 1989）。また岡山県津山市を対象に、転出時期別にみた地方都市出身者のふるさと回帰意識の構造
分析を通じ、地方都市におけるUターン世帯向け住宅施策の在り方を考察した尹らは、生活安定層の
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殆どは帰還意向が無いとしつつも、「住宅があれば帰りたい」とする層が一定数存在し、彼らが定年
後に帰郷しやすい条件を整えることが重要であるとしている（A-1-5：都 1990）。更に新潟県栃尾市
を対象に、高校卒業者の職業選択モデルの作成及び転出入者の実態の把握を通し、生活環境と労働環
境の要因を組み込んだ居住地選択モデルを構築した湯沢らは、高校卒業生の転出行動が人口減少に拍
車を掛けていることを指摘し、当該過疎地域やその周辺における就業多様性及び労働環境の質的向上
を担保することの必要性を述べている（A-1-6：都 1993）。
　冒頭で述べた通り、これらの既往研究において指摘されてきた点は若年層の帰還を意図した労働環
境の整備であるが、島根県の過疎指定市町村を対象に、1970 ～ 1990 年の人口変動からみた集落類
型とその特徴を明らかにした藍澤らは、集落人口の安定化の為には集落内のアクセス性や便益性の向
上が重要であるとしながらも、農業を中心とした集落内部活力の維持によって立地の不利を補うこと
も可能であるとしている（A-1-7：農 1995）。

2）都市農村交流の文脈上に流動を位置づけた研究（A-2：1995-2004）

　一方で 1990 年代中葉以降は、転出に至る要因や転入に向けた要件の把握を通し、都市農村交流の
潮流に流動を位置づけた研究がみられるようになる。これまで第一義としてきた「就業機会ならびに
労働環境の整備」だけではなく地域の特性を活かした方策によって、また「若年層のUターン」だけ
ではなく多様な人間層の流入を促すべきであるとした 1990 ～ 2000 年代の研究蓄積に共通する知見
は、現在の地域づくりの実践の場においても重要な視点として位置づけられている。

　栃木県内の 3町村を対象に、当該町村に実家を持つ自治体外居住者の帰郷頻度及び帰郷時の活動に
影響を及ぼす要因から類型化を行い、行動指標との関連性を分析した吉迫らは、ライフステージの進

森川稔：農山村青少年の居住環境評価と転出・帰還志向 - 滋賀県朽木村を事例として -、日本都市計画学会
学術研究発表会論文集、第 17 巻、pp.163-168、1982.10

三橋伸夫、岡村純、荒樋豊：農村地域における中高齢還流者の地域社会活動に関する研究 - その 1　中高齢
還流の動向について -、農村計画学会誌、第 5 巻（第 3 号）、pp.34-47、1986.12

木本広光、大西隆、中島尚志：若年層の居住地移動に関する研究 - 長岡市内高校出身者のケーススタディ -、
日本都市計画学会学術研究論文集、第 22 巻、pp.175-180、1987.10

片田敏孝、廣畠康裕、青島縮次郎：農山村住民の転出・帰還行動における意思決定の構造に関する研究、日
本都市計画学会学術研究論文集、第 24 巻、pp.37-42、1989.10

尹孝鎮、三村浩史、リムボン：転出時期別に類型化された地方都市出身者の “ ふるさと回帰意識 ” 構造 - 津
山市地域住宅計画にみる U ターン世帯向け住宅施策の課題 -、日本都市計画学会学術研究論文集、第 25 巻、
pp.745-750、1990.10

湯沢昭、須田熈：過疎地域における社会的人口動態の構造分析 - 新潟県栃尾市を事例として -、日本都市計
画学会学術研究論文集、第 28 巻、pp.649-654、1993.10

藍澤宏、有泉龍之：過疎地域における集落人口変容からみた集落類型に関する研究、農村計画学会誌、第
14 巻（第 3 号）、pp.18-29、1995.12

A-1-1）

A-1-2）

A-1-3）

A-1-4）

A-1-5）

A-1-6）

A-1-7）
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行に伴い帰郷の形態が変化すること、また単身世帯や高齢者世帯が多くを占める観光活動と比較して、
帰郷活動はその中間である子育て世帯によるものが多いことを指摘している（A-2-1：都 1995）。また、
とりわけ流入に着目したものとして、自然特性、生活環境、産業形態、アピールポイントという独自
の指標に基づいて離島を類型化し、人口増減との関連性を分析した湯本らは、前述の 4指標のうち自
然特性が人口増加に大きな影響を及ぼしており、「熱帯型離島」では観光振興及び自立的生活基盤の
整備によって、「温帯型離島」では漁業への新規就業によって、それぞれ人口増加を遂げていると結
論付けている（A-2-2：都 2002）ほか、栫らは地域の魅力やコミュニティを賦活する人的資源として
の視点から芸術家を対象とし、居住地選択及び転入理由、定住・転出意向の把握から、芸術家は主と
して自然環境の良さや静かさ、原材料入手のしやすさを理由に居住地を選定しており、概ね居住継続
意向は高いことを明らかにしている（A-2-3：都 2003）。また京都府内の農村地域 44市町村を対象に、
若年層男性の人口移動と産業構造との関係を分析した林らは、転出防止の対策と転入促進の対策とを
個別に扱う必要があるとした上で、とりわけ後者に対し、都市農村交流の活性化に伴う第 3次産業の
就業機会を創出していくべきであるとしている（A-2-4：農2003）。更に宮崎県西米良村におけるUター
ン者を対象に、転入理由及び転入に影響を与えた地域資源の把握を通し、当該地域におけるUターン
者増加の要因と変遷を明らかにした岡崎らは、Uターン者誘致の推進に際しては、「就職口」の創出
のみならず「村民の交流・活動」や「伝統文化」といった地域に根差した資源を見直し、地域内外で
共有を図っていくべきであるとしている（A-2-5：都 2004）。
　

3）居住地の集約に向けた流動の潜在的可能性に関する研究（A-3：2010-2014）

　しかしながら近年では、縮減社会の進展に応じるかたちで、住民合意に基づき居住地を集約してい
くべきとの見方から流動の潜在的可能性を探る試みもなされつつある。生活基盤の弱体化や、地場産
業・地域社会の衰退によって、今後住まい続けることが困難となる集落は確実に存在するものの、以
下で言及する既往研究の知見によると、実際に居住地を集約していく上では、集落の実情を十分に整

吉迫武、永井護：農山村への帰郷行動に関する実証的研究、日本都市計画学会学術研究論文集、第 30 巻、
pp.373-378、1995.10

湯本能章、十代田朗、津々見崇：離島の類型と人口増減要因に関する基礎的分析、日本都市計画学会都市計
画論文集、第 37 巻（3）、pp.793-798、2002.10
［離島 /主成分分析 /数量化理論Ⅲ類］

栫恵利香、吉武哲信、出口近士：芸術家の居住地選択および居住環境評価に関する基礎調査、日本都市計画
学会都市計画論文集、第 38 巻（3）、pp.79-84、2003.10
［芸術家 /居住地選択 /居住環境評価 /アンケート調査］

林直樹、齋藤晋、高橋強：農村地域における若年層男性の人口移動と産業構造、農村計画学会誌、第 22 巻（論
文特集号）、pp.31-36、2003.11

岡崎京子、後藤春彦、山崎義人：U ターン者増加の過程における転入要因の変遷 - 宮崎県西米良村を事例と
して -、日本都市計画学会都市計画論文集、第 39 巻（3）、pp.25-30、2004.10
［Uターン者 /転入要因 /家族・親戚 /村民の交流・活動 /就職口 /伝統文化］

A-2-1）

A-2-2）

A-2-3）

A-2-4）

A-2-5）
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理した上で、住民の意向の把握や転出先の諸条件の整備等多くの障壁が存在していることが伺える。

　広島県三次市内の旧町村 4地区を対象に、中山間地域住民の居住の実態及び移住検討の契機の把握
を通し、住民の移住条件と移住意向の関係を明らかにした塚井らは、移住施策において考慮すべき点
として、費用や家屋の確保及び移住後の家屋維持への補助といった短期的な要素に加え、所有家屋や
土地管理方法に関する懸念の払拭を長期的な勘案事項として挙げている（A-3-1：都 2010）。また群
馬県六合村を対象に、住民の居住意向とその要因の把握を行った森田らは、集落の諸状況より拠点集
落、共生集落、縮退集落からなる分類を行った上で、当該村域の集約の実現に向けた具体的内容とそ
のプロセスを具体的に提示している（A-3-2：都 2010）。一方で、同じく都市の縮退を前提とし、福
島県いわき市を対象に公共交通や商業・医療施設等の撤退といった都市構造リスクに対する都市住民
の認識の把握を通し、潜在的な転居意向を持つ層の存在とその地域内分布を示した森らによる研究で
は、中山間地域においては潜在的に転居意向が低いことが明らかになっている（A-3-3：都 2014）。

　

4）関連研究のまとめ（1）：人間の流動及び人口変動の様態を扱った研究の動向

　以上、人間の流動及び人口変動の様態を扱った研究による知見を概括すると、人的資源が枯渇する
地方や過疎地域における人間流動のコントロールのスタンスは、就業機会や労働環境の整備によって
流出した若年層を取り戻すという姿勢から、地域資源の活用や交流を通して多様な層の人間を誘致す
るという姿勢へと変化していることが確認できる。「都市的条件の担保」から「農山漁村的条件の活用」
への転換とも換言できるこうした流れは、後に述べる定住促進や都市農村交流の議論へと引継がれて
いく。一方で生活機能の水準を保つ為にインフラや居住地を効率的に集約していく、いわゆる「むら
たたみ」に関する議論も活発化しつつあることが窺える。

塚井誠人、桑野将司：中山間地域住民の移住意向と移住要件に関する分析、日本都市計画学会都市計画論文
集、第 45 巻（3）、pp.277-282、2010.10
［居住地再編 /世帯移住要件 /オーダード・ログリニア・モデル］

森田哲夫、塚田伸也、佐野可寸志：過疎・高齢地域における集約型居住に向けた人口動向・居住意向の分析
- 群馬県六合村におけるケーススタディ -、日本都市計画学会都市計画論文集、第 45 巻（3）、pp.511-516、
2010.10
［過疎地域 /高齢者 /集約型地域 /居住意向］

森英高、谷口守：潜在的な転居意向の実態とその要因に関する調査報告 - 居住地の都市構造リスク認識とい
う観点から -、日本都市計画学会都市計画論文集、第 49 巻（3）、pp.405-410、2014.10
［転居意向 /都市構造リスク /リスク認識］

A-3-1）

A-3-2）

A-3-3）
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2-6-2　広域ネットワークの実態及び活用を扱った既往研究（B-1 ～ B-3）

　前述の人口変動の研究動向と歩調を合わせるように、当該地域への移住を前提としないかたちで地
域活動や産業を維持していく為の広域ネットワークの実態を追った研究も、概ね 2000 年代から蓄積
されてきている。これらの研究は、ネットワーク居住の基礎的事項及び実態に関する研究（B-1）、地
域外の家族による地域活動や産業支援に関する研究（B-2）、地場産業の振興に向けた広域ネットワー
クの構築に関する研究（B-3）の 3つに大別される。

1）ネットワーク居住の基礎的事項及び実態に関する研究（B-1：1995-2008）

　広域ネットワークの活用の代表的なものとしては、生活機能の補完に向けたネットワーク居住が挙
げられる。地域外に及ぶ広域ネットワークの活用の先駆けとして、その成立条件や基礎的性格に関す
る研究が 1990 年代より蓄積されてきた。

　ネットワーク居住に関する研究の代表的なものとして、近江、金、赤木らによる一連の研究がある。
これらの研究蓄積からは、居住の多拠点化に伴うネットワークの構成員としての「世帯」と「単身
者」の役割の違いが存在すること、農山村地域と都市地域における家族意識には差異があり、とりわ
け前者では住機能の地域的分散といえる段階には達していないこと、ネットワーク居住の構築に際す
るイニシャルコスト及びランニングコストの発生によって消費が加速する傾向にあること、結婚や親
の死去をはじめとするライフステージの段階によって家族意識の範域が拡縮すること、ネットワーク
の広がりが地理的要因の影響を受けつつも徐々に脱地域化傾向がみられること等が明らかになってい
る（B-1-1：建 1995、B-1-2：建 2000、B-1-3：建 2003、B-1-4：建 2003、B-1-5：建 2005、B-1-
6：建 2007、B-1-7：建 2008）。また京都府下の旧小学校区を対象に、日常生活を支える個人及び地縁
ネットワークから独居高齢者の社会環境を明らかにした室崎らは、独居高齢者が活動領域を縮小させ
つつも近隣住民や家族の支援によるコンパクトな生活を送る中で、地縁ネットワークの空間的要素が
市場経済の中で減少しつつあることを指摘している（B-1-8：建 2008）。

近江隆、金貞均、小倉啓太：ネットワーク居住の成立形態と住機能の変化、日本建築学会計画系論文集、第
468 号、pp.161-169、1995.02
［ネットワーク居住 /家族 /マルチハビテーション /単身者 /住機能の変化］

金貞均、近江隆：地方中小都市及び農山村地域におけるネットワーク居住の成立とその役割、日本建築学会
計画系論文集、第 528 号、pp.195-202、2000.02
［分散居住 /ネットワーク居住 /家族意識範囲 /高齢者世帯 /地域性 /中間拠点］

赤木美苗、近江隆：ネットワーク居住における子他出世帯の住生活関係費、日本建築学会計画系論文集、第
564 号、pp.271-278、2003.02
［ネットワーク居住 /ライフステージ /世帯 /住生活関係費］

近江隆、赤木美苗、伏見沙和子：地域別ネットワーク居住実態の調査分析の枠組み - 仙台市を事例として -、
日本建築学会計画系論文集、第 566 号、pp.119-125、2003.04

B-1-1）

B-1-2）

B-1-3）

B-1-4）
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2）地域外の家族による地域活動や産業支援に関する研究（B-2：2003-2006）

　ネットワーク居住の関連研究とほぼ時を同じくして、当該地域外の家族による地域活動や産業支援
に焦点を当てた研究がなされている。同時期に展開されてきた都市農村交流等の先進事例と比して即
効性に劣る為に政策的な支援も難しく、近年では関連研究は殆どみられないが、地元への愛着や個人
的な繋がりによって、住まずしても地域を支えるという方法論は、長期的視座に基づいた地域の持続
の在り方に多くの示唆を与えている。

　農作業への支援の観点から、長野県信更地区赤田区を対象に、地域外家族の帰省時の農作業労働力
について農家の年齢分類ごとの特徴を明らかにした細田らは、地域外家族を含めた都市と農村とを跨
ぐ新たな家族像を提示している（B-2-1：建 2003）ほか、農山村における他出子弟による地域への関
与、及び農業への支援の実態を把握し、直系・傍系を問わず他出子弟が地域社会及び産業の維持に一
定程度貢献していること、帰省頻度のピークが 30歳代前半、農作業支援頻度のピークが 40歳代であ
ること、結婚がふるさとへの関与を強める契機となっていることを明らかにした芦田らは、当該農山
村から一定距離の居住エリアを設定し、他出子弟の転出をその範囲に留める為の定住条件を整えるこ
との重要性を指摘している（2-2-2：農 2006）。地域社会や地域活動への関与については、埼玉県秩
父市中宮地町を対象に、転出者の帰属性や帰省時の行動の特徴及び地域活動への参加意欲を明らかに
した根岸らは、転出者が故郷に対する関心を抱き、地域活動への意欲を育むには時間が必要であるこ
と、また転出者と地域の繋がりを生む場として祭事の存在が重要であること、更に地域の情報を積極
的に発信し、地域活動への参加の機会を設けることが重要であるとしており（B-2-3：都 2005）、愛
媛県松山市在住の農山村出身者を対象に、離村者の地域社会に対する関心の特徴の把握を通し、離村
者の関心が段階性を持つことを明らかにした菅原らは、個々人の離村時の社会背景やライフステージ
を踏まえたふるさとからの働きかけを検討することを提言している（B-2-4：農 2006）。

B-1-5）

B-1-6）

B-1-7）

B-1-8）

［ネットワーク居住 /家族意識 /世帯 /住宅建て方 /住宅所有関係］

近江隆、赤木美苗、鈴木洋伸、佐々木美紀：ネットワーク居住における親族的広がりの地域性 - 東北地方を
事例として -、日本建築学会計画系論文集、第 594 号、pp.139-146、2005.08
［ネットワーク居住 /家族意識 /地域性 /世帯 /家族形態］

近江隆、赤木美苗、佐々木美紀、武内麻子：ネットワーク居住の基本的特性およびライフサイクルでみるネッ
トワーク居住構造分析、日本建築学会計画系論文集、第 619 号、pp.149-156、2007.09
［世帯 /家族 /ライフサイクル］

赤木美苗、石坂公一、武内麻子：ネットワーク居住における世帯属性別の交流特性、日本建築学会計画系論
文集、第 624 号、pp.401-406、2008.02
［ネットワーク居住 /世帯 /家族 /ライフサイクル /交流目的］

室崎千重、重村力、山崎義人：一人暮らし高齢者の居住継続を支える近隣環境に関する研究 - 京都市都心部
の旧富有小学校区を事例として -、日本建築学会計画系論文集、第 631 号、pp.1907-1914、2008.09
［高齢者 /居住継続 /1人暮らし /ネットワーク居住 /地域生活］
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3）地域振興に向けた広域ネットワークの構築に関する研究（B-3：2002-2012）

　以上の広域ネットワークによる生活及び産業や祭事の補完事例が蓄積される中で、研究蓄積は少な

いものの、産業をはじめとする地域振興に向けた広域ネットワークの構築を扱った研究もみられる。
地域振興という同一の目的を有しつつも、ネットワーク構築の為の多様な手段の事例が報告されてい
る。

　広島県世羅高原における 6次産業化の取り組みを対象に、生産者ネットワーク形成の成果と課題を
明らかにした植田らは、行政と生産者の新たな役割分担の構築と連携の強化を今後の課題として挙げ
ている（C-3-1：農 2002）。広島県内に居住する人や広島県と何らかの関わりを持つ人間によるウェ
ブログ「広島ブログ」を対象に、ブログの作者間および作者と読者間の結合関係を明らかにした和田は、
地理的制約を越えた社会関係資本の形成・維持の場として、またそれらを通じた実社会での活動を創
出する場としてのウェブログ・ポータルの有用性を指摘している（B-3-2：2010）。また材木産業の集
積地である静岡県下の天竜川流域を対象に、産業地域の再構築に向けた条件を明らかにした津倉らは、
かつての産業集積地においては、インフォーマルな個人的ネットワークに基づく内発的な動きによっ
て、自然的地形条件に即した圏域が再構築される可能性を見出している（B-3-3：建 2012）。

植田幸子、星野敏、佐藤豊信：広域的な生産者ネットワーク形成の効果と今後の課題 - 広島県世羅高原 6 次
産業ネットワークの事例 -、農村計画学会誌、第 21巻（第 2号）、pp.153-162、2002.09

和田崇：ウェブログ・ポータル「広島ブログ」を介した社会的ネットワークの形成と活用、経済地理学年報、
第 56 巻（第 2 号）、pp.69-87、2010.06
［インターネット /ウェブログ /広島県 /社会的ネットワーク］

津倉真優子、後藤春彦、佐藤宏亮、山村崇：社会的ネットワークによる流域圏の再構築 - 天竜川流域圏の材
木産業を事例として -、日本建築学会計画系論文集、第 673 号、pp.593-600、2012.03
［流域圏 /天竜材 /家族 /社会的ネットワーク /越境地域政策］

細田祥子、後藤春彦、山崎義人：中山間地域における地域外家族による農作業の労働力の特徴と意義 - 長野
県信更地区赤田区を事例として -、日本建築学会計画系論文集、第 574 号、pp.69-76、2003.12
［耕作放棄 /地域外家族 /年齢分類 /農作業 /労働力 /平均日数］

芦田敏文：他出子弟のふるさとへの関与実態と地域農業維持に果たす役割 - 北関東中山間地域農村を対象と
して -、農村計画学会誌、第 25巻（論文特集号）、pp.473-478、2006.12

根岸亮太、後藤春彦、田口太郎、井上由梨：転出者の故郷における地域活動支援への参加意識に関する研
究 - 埼玉県秩父市中宮地町からの転出者を対象として -、日本都市計画学会都市計画論文集、第 40 巻（3）、
pp.973-978、2005.10
［高齢者 /居住継続 /1人暮らし /ネットワーク居住 /地域生活］

菅原麻衣子、藍澤宏、井橋朋子、富士宗一郎：離村者の出身地の地域社会に対する関心と参画 - 高齢化した
農山村地域における地域社会の新たな運営方法 -、農村計画学会誌、第 25巻（論文特集号）、pp.461-466、
2006.12

B-3-1）

B-3-2）

B-3-3）

B-2-1）

B-2-2）

B-2-3）

B-2-4）
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4）関連研究のまとめ（2）：広域ネットワークの実態及び活用を扱った研究の動向

　以上、広域ネットワークの実態及び活用を扱った研究による知見を概括すると、まず地域外の担い
手による当該地域への関与のかたちが徐々に多様化していることが窺える。一方で彼らのライフス
テージの移行によるタイムラグへの考慮や、情報発信をはじめとする当該地域側からの積極的な働き
かけが必要であることがわかる。またこうした動きは都市化や交通インフラの進展に大きく左右され
るものであり、広域ネットワークを効果的に活用していく上では地理的条件に基づいた一定の範域を
設定すべきであるとする見解が多くみられるが、今後更なる情報インフラの拡充を踏まえ、より広域
的・長期的な視座に基づいた地域づくりの展開可能性が見出されつつあることが分かる。

2-6-3　都市農村交流を扱った既往研究（C-1 ～ C-4）

　都市農村交流に関する研究は、全国で取り組みが活発化し始めた 1990 年代末葉以降、農村計画分
野を中心に多くの研究蓄積がなされてきた。これらの研究は、都市農村交流の関係主体による評価や
意向に着目した研究（C-1）、都市農村交流の成果や実態に着目した研究（C-2）、都市農村交流の実施
及び展開のプロセスを扱った研究（C-3）、都市農村交流の運営体制に着目した研究（C-4）の 4つに
大別される。

1）都市農村交流の関係主体による評価や意向に着目した研究（C-1：1996-2009）

　都市農村交流は経済効果のみならず交流を介した多様な副次的効果に意義を見出される傾向にある
為、関係主体による評価や意向に着目した研究は当該分野の当初から取り組まれており、とりわけ蓄
積が多い。大別すると、参加者・利用者側となる都市住民の意向やニーズに着目したもの、受け入れ
側となる地域住民や地場産業従事者の意向に着目したもの、　参加者・利用者側と受け入れ側の意向
の差異や対応関係に着目したものの 3分類がある。

　参加者・利用者側となる都市住民の意向に着目したもののうち、都市農村交流プログラムの改善等
の為の都市住民のニーズを分析した研究として、大阪府下の住民を対象に、グリーンツーリズムに対
する需要を分析した富樫らは、都市住民が潜在的に農山村にの自然や文化に魅力を感じ、農山村で休
暇を過ごすことに興味を抱く一方で、欧米のような長期滞在はすぐには期待出来ないと結論付けてい
る（C-1-1：建 1997）ほか、神戸市内の住民を対象に、都市農村交流に関するニーズを調査した星野
は、村づくり計画の多くが農村側の意向だけで交流事業が組み込まれていることを背景に、農村側の
思惑と都市側のニーズに大きな隔たりが生じていることを指摘した上で、交流事業を計画する際の、
特定の階層やグループを対象として絞り込んだ上で、満足度の高い交流内容を設定すべきであるとし
ている（C-1-2：農 2003）。また岡山県吉永町の宿泊施設に設置された落書き帳のメッセージにテキ
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ストマイニング手法を適用し、来訪者のニーズを分析した石川らは、来訪者の年齢層ごとに感じる魅
力に差異があることに着目し、各年代のニーズに対応した新たな魅力の創出の方向性を導き出してい
る（C-1-3：農 2004）。更に新潟県魚沼市で実施されている病院と温泉街を活用した都市農村交流事
業を対象に、利用者による事業評価を分析した熊野らは、都市農村交流事業が近い将来直面する課題
として、事業拡大に伴う都市民の多様なニーズへの対応、過疎化が進む中での受け入れ体制の確立の
2点を挙げている（C-1-4：農 2005）。
　次に、都市農村交流の体制や人材育成の為の利用者の意向や行動を分析した研究として、奈良県明
日香村の滞在型ボランティアプログラムを対象に、参加者の意向を踏まえた活動の維持・継続につい
て考察した佐々木らは、地元住民がボランティアの重要性を認識しながらも、地元を主体とした地域
への積極的な意識の形成を図る必要があること、またその為には地域内外を繋ぐ中間組織及び活動を
支援する公的セクターの役割が重要となることを主張している（C-1-5：農 2009）。またD-2-5 と同
様の事例である茨城県八千代町のクラインガルテンを対象に、地元住民との交流に対する利用者の意
識と行動を分析した井上らは、利用者との交流による地元住民の活性化という観点から、募集の段階
から交流への積極的な意識を持った利用者を集めること、利用者の交流への意識を育てることの 2点
が重要であるとし、イベントへの参加、または実施への参画を促していくべきであるとしている（C-
1-6：農 2009）。
　受け入れ側となる地域住民や地場産業従事者の意向に着目したものとしては、新潟県小国町を対象
に、都市農村交流における住民の関わり及び意識を分析した本庄らは、営利活動と非営利活動、不特
定多数対象と特定少数対象という性格の異なる活動が地域内で相補的かつ複合的に連携しつつバラン
ス良く展開していくことが重要であるとした上で、住民が主導する交流活動機会の拡充、またその過
程での行政内部の密接な連携、集落の地域条件に応じた計画・構想策定の必要性を指摘している（C-
1-7：農 2000）ほか、新潟県刈羽郡高柳町荻ノ島集落を対象に、交流観光による茅葺き民家保全の取
り組みに対する住民意識を分析した前田らは、住民の世代間で意識の差異が生じていること、及び地
域の負担が大きいことを踏まえ、地域内外の交流機会の確保による世代間の意識格差の克服及び財的・
人的支援の充実化が必要であると結論付けている（C-1-8：都 2001）。また都市農村交流を 20年以上
にわたり実施してきた群馬県新治村を対象に、住民による生活環境への影響及び参加に関する姿勢に
関する評価を明らかにした中島らは、来訪者の増加による生活環境の悪化、若年層の参加機会の少な
さ、参加意向の低さ及び行政との意見交換の不足を課題として挙げており、事業の計画段階からこう
した課題を考慮すべきであるとしている（C-1-9：農 2001）。更に長崎県波佐見町における創作家受
け入れ事業を対象に、受け入れ側となる窯業従事者の意向及び交流形態を分析した澤田らは、安定し
た事業継続の仕組みづくりが必要としながらも、窯業従事者が交流事業の成果を自身の仕事に活用す
るという副次的・長期的な成果を見出している（C-1-10：都 2005）。兵庫県神戸市の事例を対象に、
地区レベルの計画に位置づけられた交流活動の効果と課題を、住民の意向から明らかにした二神らは、
都市農村交流が当該地区の抱える課題を解決するだけの効果を及ぼしていないもののコミュニティの
活性化に大きく寄与したとし、コミュニティの活力を維持しながらより幅広い取り組みへと展開させ
ていくことが重要であるとの展望を述べている（C-1-11：都 2007）。宮城県加美町における中学生を
対象とした農作業体験受け入れ事業を取り上げ、住民意識の把握を試みた田村らは、潜在的な受け入



53

2章
議論の系譜と研究の意義

れ農家が一定数存在していることを踏まえ、受け入れ水準の維持との両立を図る為の情報提供やガイ
ドラインの策定が必要であるとしている（C-1-12：農 2007）。
　参加者・利用者側と受け入れ側の意向の差異や対応関係に着目したものとして、京都府美山町にお
けるグリーンツーリズムを対象に、地元住民の参加意向と利用者の余暇活動ニーズとの比較から取り
組みの課題を明らかにした神吉は、グリーンツーリズムの推進初期においては、多数の通過型観光客
のもてなしを重視しながら、滞在、交流参加、定住へと段階的に利用者を定着させていくことが重要
であると述べている（C-1-13：都 1996）ほか、都市住民及び農家への意識調査を通して農家民宿の
定着可能性を検証した去石らは、農家民宿の利用希望者及び農家民宿の改行希望者が共に一定数存在
していることを明らかにし、開業に向けた情報提供及び財的支援が急務であると結論付けている（C-
1-14：農 2000）。また住民の定住意識向上という都市農村交流の副次的効果に焦点を当て、集落内の
住民の日常・非日常の集落外との関係を分析した斎尾は、日常生活や普段持つ意識とかけ離れない範
囲での「構えない交流」が重要であると主張している（C-1-15：農 2001）。更に 4府県の棚田オーナー
制度を対象に、都市住民及び地域住民の事業への認識を分析した前田らは、都市住民と地域住民との
交流が、農村地域の活性化だけではなく周辺地域や都市の生活環境、住民のライフスタイルにまで波
及効果を及ぼすこと、また棚田オーナー制度の運営方針と地域住民の参加状況には関連があることを
明らかにしている（C-1-16：建 2002、C-1-17：建 2002）。後述するC-3-1 及び C-2-2 の続報として、
都市住民及び地域住民の評価や意向を明らかにした山下らは、農村側が都市側の視点からの地域の評
価をよく理解し、地域外へアピールできる地域づくりを進めていくことが重要であるとし、農村地域
の経済効果を求めるビジネスとしての側面のみならず、地域住民の意識の向上と生活の利便性向上に
資するものとすべきと主張している（C-1-18：建 2002）。兵庫県における交流・体験型ツーリズムを
対象に、都市住民及び地域住民双方の意識やその背景を明らかにした坂井らは、両者を繋ぐコーディ
ネーターを公的支援によって設置する必要性を指摘している（C-1-19：農 2003）。

富樫穎、米原慶子：都市住民のグリーンツーリズム需要に関する研究 - 大阪府下都市近郊農山村に対するグ
リーンツーリズム需要 -、日本建築学会計画系論文集、第 497 号、pp.117-122、1997.07
［農村計画 /都市近郊農村 /グリーンツーリズム /都市農村交流］

星野敏：都市住民の都市農村交流ニーズに関する研究 - 神戸市北区 Ka 地区での村づくりを事例として -、農
村計画学会誌、第 5集、pp.229-234、2003.11

石川修、星野敏：テキストマイニングを用いた都市農村交流ニーズの把握 - 岡山県吉永町ふるさと村の八塔
寺山荘の落書き帳を対象として -、農村計画学会誌、第 6集、pp.181-186、2004.11

熊野稔、亀野辰三：病院と温泉街を活用した都市農村交流事業の評価と方向性 - 新潟県魚沼市「健康やまと
ぴあ事業」を事例として -、農村計画学会誌、第 7集、pp.205-210、2005.11

佐々木孝子、大澤啓志：地域景観保全における滞在型ボランティアプログラムの活用 -「景観ボランティア
明日香」を事例に -、農村計画学会誌、第 27巻（論文特集号）、pp.197-202、2009.02

井上真美、牧山正男：滞在型市民農園利用者の地元住民との交流に対する意識と行動 - クラインガルテン
八千代を事例として -、農村計画学会誌、第 27巻（論文特集号）、pp.221-226、2009.02

本庄宏行、三橋伸夫、藤本信義：都市農村交流活動の展開と住民意識 - 新潟県小国町を事例として -、農村
計画学会誌、第 2集、pp.277-282、2000.12

前田直之、後藤春彦、佐久間康富：交流観光における茅葺き民家集落保全の住民意識から見る課題と展望 -

C-1-1）

C-1-2）

C-1-3）

C-1-4）

C-1-5）

C-1-6）

C-1-7）

C-1-8）
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2）都市農村交流の成果や実態に着目した研究（C-2：1996-2011）

　都市農村交流の成果や実態を扱った研究は、前節と同じく当該分野の当初から進められてきている
ものの、一般的に都市農村交流は長期的な視野の下に進めるべきものであるとされている為、既往研
究は多くはない。関連する研究を大別すると、都市農村交流が地域へ及ぼした影響や成果に着目した
研究、地域内外の交流の実態に着目した研究の 2分類がある。

　都市農村交流が地域へ及ぼした影響や成果に着目したものとして、新潟県高柳町を対象に、町の行

新潟県刈羽郡高柳町荻ノ島集落を事例にして -、日本都市計画学会学術研究論文集、第 36 巻、pp.361-366、
2001.10
［茅葺き民家 /保全 /交流観光 /住民意識 /ボランティア］

中島正裕、千賀裕太郎、齋藤雪彦：都市農村交流活動に対する住民の評価に関する研究 - 群馬新治村を事例
として -、農村計画学会誌、第 3集、pp.25-30、2001.12

澤田章、後藤春彦、田口太郎、井上由梨：地場産業に依拠した交流事業の現状と課題 、- 長崎県波佐見町に
おける産業振興を目的とした創作家受け入れを事例として-、日本都市計画学会都市計画論文集、第40巻（3）、
pp.967-972、2005.10
［交流活動 /地場産業 /地域住民］

二神茉莉子、柴田祐、澤木昌典：地区レベルの計画に位置づけられた都市農村交流の効果と課題に関する
研究 - 神戸市共生ゾーン条約を事例に -、日本都市計画学会都市計画論文集、第 42 巻（3）、pp.877-882、
2007.10
［都市農村交流 /里づくり計画 /地区レベル計画 /神戸市］

田村孝浩、石田憲治：生徒の農作業体験学習の受け入れに対する住民意識の把握 - 宮城県加美町における都
市農村交流活動を事例として -、農村計画学会誌、第 26巻（論文特集号）、pp.383-388、2007.12

神吉紀世子：グリーン・ツーリズムの取り組みと都市民の余暇行動ニーズの対応に関する研究 - 京都府美山
町における入込み客と地元住民の意向比較 -、日本都市計画学会学術研究論文集、第 31 巻、pp.109-114、
1996.10
［グリーン・ツーリズム /余暇行動ニーズ /入り込み客］

去石真佐子、藤崎浩幸：農家民宿に対する意識調査 - 仙台市民と岩手県浄法寺町・花泉町農家への調査 -、
農村計画学会誌、第 2集、pp.283-288、2000.12

斎尾尚子、長尾樹偉、藍澤宏：都市地域における住民の「集落外への外向きの姿勢」と「都市住民との交流効果」
との関連 - 集落活性化と住民の定住意識向上につながる交流効果を視点として -、農村計画学会誌、第 3集、
pp.31-36、2001.12

前田真子、西村一朗：棚田管理事業における参加者の実態と都市住民・地域住民の生活環境に対する意識の
変化 - 都市・農村交流における都市住民・地域住民の生活環境への効果と課題に関する研究　その 1-、日本
建築学会計画系論文集、第 552 号、pp.185-190、2002.02
［棚田オーナー制度 /都市・農村交流 /参加者実態 /生活環境 /景観保全 /空間整備］

前田真子、西村一朗：棚田オーナー制度参加者の事業に対する意識と今後の課題 - 都市・農村交流における
都市住民・地域住民の生活環境への効果と課題に関する研究　その2-、日本建築学会計画系論文集、第556号、
pp.213-218、2002.06
［棚田オーナー制度 /都市・農村交流 /参加者意識 /生活環境 /景観保全 /空間整備］

林賢一、山下仁、鎌田元弘：交流参加者による農村生活環境の評価と整備指向に関する事例研究、- 都市・
農村交流における生活環境整備に関する研究　その 3-、日本建築学会計画系論文集、第 553 号、pp.171-
175、2002.03
［都市・農村交流 /生活環境 /伝統的資源 /文化的資源 /自然環境 /利便性］

坂井謙介、林まゆみ、平田富士男：兵庫県における交流・体験型ツーリズムの研究、農村計画学会誌、第 5集、
pp.217-222、2003.11
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C-1-10）

C-1-11）

C-1-12）

C-1-13）

C-1-14）

C-1-15）

C-1-16）

C-1-17）

C-1-18）

C-1-19）
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財政や人口、産業、及び住民や関係者の意向といった観点からグリーンツーリズム型観光開発が過疎
地域に及ぼす影響について明らかにした高橋らは、過疎化の歯止めとしては機能していないものの交
流人口や雇用の増加に一定程度寄与している一方で、高齢者の活用と農業との連携が課題となってい
ることを実証している（C-2-1：都 1998）。また全国 525 市町村を対象とした C-3-1 の続報として、
都市農村交流の展開過程における生活環境への影響を明らかにした山下らは、経済的効果における貢
献がみられる一方で自然環境には悪影響を及ぼしてる現状を鑑み、今後の交流推進にあたり自然環境
資源の積極的な活用と保全への配慮が必要であると述べている（C-2-2：建 2001）。更に全国 133 事
例を対象に、グリーンツーリズムの取り組みが農地管理及び共同空間管理に果たす役割を明らかにし
た全らは、グリーンツーリズムの実施を契機として生まれた住民組織による共同空間管理及び耕作放
棄地活用の事例を見出している（C-2-3：農 2003）。
　地域内外の交流の実態に着目したものとして、大都市圏のアンテナショップ事例を対象に、展開さ
れる都市住民との交流の実態及び問題点について考察を行った吉田は、個別の市町村ではなく一定の
圏域に基づく広域観光への転換、地域連帯感の醸成及び地域の自己診断、地域活性化の拠点としての
アンテナショップの活用が重要であると結論付けている（C-2-4：都 1996）。また新潟県新潟市越前
浜集落における移住者を主体としたイベントを対象に、地域内外の交流の実態及び地域の空間的・社
会的変容を明らかにした長谷川らは、当該イベントが地域行事として定着しつつある中で、建築と社
会の双方向的な変容が地域環境の持続に繋がる可能性を主張している（C-2-5：建 2011）。

3）都市農村交流の実施及び展開のプロセスを扱った研究（C-3：2000-2012）

　都市農村交流の実施及び展開のプロセスを扱った研究は 2000 年代から活発化しており、都市農村
交流の実施内容や展開の動向を総括的に扱った研究、都市農村交流の実施に向けた計画策定に関する
研究、都市農村交流の展開プロセスを扱った研究の 3分類がある。

C-2-1）

C-2-2）

C-2-3）

C-2-4）

C-2-5）

吉田肇：都市と農山漁村の交流促進に関する実証的研究 - 大都市圏に設置されたアンテナショップ事例から
の考察 -、日本都市計画学会学術研究論文集、第 31 巻、pp.325-330、1996.10
［中山間地域 /都市と農山漁村の交流 /アンテナショップ /インタビュー調査］

高橋慎也、十代田朗、加藤純子：グリーンツーリズム型観光が過疎地域に及ぼす影響に関する実証的研究 -
新潟県高柳町を例として -、日本都市計画学会学術研究論文集、第 33 巻、pp.691-696、1998.10
［グリーンツーリズム /過疎地域 /質問調査 /高柳町］

山下仁、林賢一、鎌田元弘、宮澤鉄蔵：中山間市町村における都市・農村交流の生活環境への影響 - 都市・
農村交流における生活環境整備に関する研究　その 2-、日本建築学会計画系論文集、第 544 号、pp.179-
184、2001.06
［都市・農村交流 /生活環境整備 /中山間地域］

全銀景、齋藤雪彦、千賀裕太郎：中山間地域におけるグリーンツーリズムの取り組みと農地管理及び共同空
間管理の可能性に関する考察、農村計画学会誌、第 5集、pp.211-216、2003.11

長谷川崇、岩佐明彦、會澤裕貴、大図健太郎、河野泰教、田沢孝紀：移住者の働きかけによる過疎集落の空
間的・社会的変容 -「浜メグリ」による建築ストック利用の可能性 -、日本建築学会計画系論文集、第 668 号、
pp.1791-1798、2011.10
［建築ストック /利用 /過疎集落 /伝統的住宅 /移住 /イベント］
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　まず都市農村交流の実施内容や展開の動向を包括的に扱ったものとして、全国 525 市町村を対象に、
施設整備の実態を都市との交流による生活環境の変化と紐付けて分析した林らは、各地で不特定多数
の都市住民を迎えるかたちの都市農村交流が実施されている中、とりわけ人口の少ない市町村では、
ある程度密接な関係を築くリピーターの確保に向けた取り組みが行われている傾向を明らかにしてい
る（C-3-1：建 2000）ほか、昭和 60 年前後の時点で都市農村交流事業を実施していた全国 76 市町
村の 636 の取り組みを対象に、都市農村交流事業の類型及びその後の展開の動向を明らかにした小山
らは、単発的に他地域の事例を模倣するのではなく、5年～ 10 年程度の長期的なスパンで事業展開
を描くことが地域振興に繋がると結論付けている（C-3-2：都 2002）。またグリーンツーリズム整備
構想を策定してきた全国 181 市町村を対象に、取り組み内容に基づく類型化を行った渡邊は、わが国
におけるグリーンツーリズムの取り組みの傾向として、単一では無く複数の取り組みを複合させた取
り組みが多く、日帰り型のグリーンツーリズムが多いことを挙げている（C-3-3：農 2003）。
　次に都市農村交流の実施に向けた計画策定に関するものとして、長野県高森町大島山集落において、
農村景観を観光資源として活用すると共にその管理システムを内包させたグリーンツーリズムの計画
を検討した齋藤らは、例えば民泊や民宿といった個人的な動きの立ち上げも含めた、住民との議論に
よる段階的な計画づくりを展望として述べている（C-3-4：農 2002）ほか、関市菊川町南東部の 3集
落を対象に、空き家を活用した都市農村交流施設の整備プロセスを追った山本らは、集落住民が主
体的に改修・増築に関与することによって改修費削減に相当の効果があるとした上で、必然的に発生
し得る実費を賄う為の助成制度の活用を噛み合わせていくことが重要であるとしている（C-3-5：建
2012）。
　更に都市農村交流の展開プロセスを扱ったものとして、山梨県早川町を対象に、学生を対象とした
都市農村交流事業の継続による成果と課題を明らかにした跡部らは、都市住民と地域住民の関係の成
熟度に応じながら交流活動の狙いを適切に変化させていくべきとした上で、人脈のハブとなる中間支
援組織の重要性を指摘している（C-3-6：都 2009）。同様に跡部らは徳島県美波町木岐地区を対象に、
都市農村交流事業の推進を通した小規模魚村の地域運営のパートナーシップの形成プロセスにも着目
しており、基幹産業を含めた多様な主体を巻き込みながら、住民が参加できる環境を涵養していくこ
とが重要であるとし、その上で活動の継続や地場産業従事者との関係構築、及び新たな視点を有する
外部人材の重要性を指摘している（C-3-7：建 2011）。

C-3-1）

C-3-2）

C-3-3）

C-3-4）

林賢一、山下仁、鎌田元弘、宮澤鉄蔵：中山間市町村における都市・農村交流と関連施設整備の実態 - 都市・
農村交流における生活環境整備に関する研究　その 1-、日本建築学会計画系論文集、第 527 号、pp.163-
167、2000.11
［都市・農村交流 /生活環境 /施設整備 /中山間地域］

小山環、十代田朗、津々見崇：農村における都市との交流施策の類型及び展開に関する研究、日本都市計画
学会学術研究論文集、第 37 巻、pp.937-942、2002.10
［交流活動 /地域活性化 /むらづくり］

渡邊正英：グリーン・ツーリズムの類型化、農村計画論文集、第 4集、pp.103-108、2002.11

齋藤雪彦、筒井義冨、椎野亜紀夫：景観管理システムを内包させたグリーンツーリズムの計画に関する検討
- 長野県高森町大島山集落を事例として -、農村計画学会誌、第 22巻（第 2号）、pp.103-111、2003.09
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4）都市農村交流の運営体制に着目した研究（C-4：2000-2012）
　
　前目と同じく、都市農村交流の運営体制を扱った研究は 2000 年代から活発化しており、既に多く
の研究が蓄積されている。これらを大別すると、単一の主体による体制を扱った研究、複数主体の連
携による体制を扱った研究、地域内外の連携による体制を扱った研究、インターネットを活用した情
報発信や交流の為の体制を扱った研究の 4分類がある。

　まず単一の主体による体制を扱ったものとして、北海道鹿追町及び新得町を対象に、農業従事者が
経営するファームインの経営の阻害要因を明らかにした高田らは、ファームインの定着に際しては経
営者の自助努力に加え、旅館業法をはじめとする関係法規の見直しや援助といった公的支援が不可欠
であると述べている（C-4-1：農 2000）ほか、来訪者の確保及び組織運営の 2点から、中山間地域に
おける継続的なグリーンツーリズムの運営について検討した田村らは、活動参加を通じた地元住民の
精神的・経済的活性化と運営の安定化とのサイクルを確立させていくことが重要であるとする一方、
活動の肥大化による運営のコントロールを課題として挙げている（C-4-2：農 2002）。更に大分県宇
佐市安心院地区の農村民泊の経営世帯 15 件を対象に、農村民泊の実態及び持続的経営の為の課題を
明らかにした金らは、受け入れ人数の制限やプライバシーの確保といった面でのガイドラインを設け
ることが重要であると述べている（C-4-3：農 2006）。北海道内の 21 件の山村留学実施校を対象に、
留学生の受け入れ実績に基づく類型ごとの推進体制を比較分析した高橋らは、山村留学による人口増
を第一義とするのではなく、住民の認識を改め、地区再生のプログラムを展開していく為の契機とし
て山村留学を位置づけるべきであると主張している（C-4-4：都 2007）。茨城県八千代町におけるク
ラインガルテンを対象に、参加住民の意識や行動の把握を通して、運営体制の構築に際しての留意点
を明らかにした牧山らは、当該体制が都市農村交流に対して前向きに機能したとする一方で、計画段
階における規約や責任体制の明確化が課題であるとしている（C-4-5：農 2010）。
　次に複数主体の連携による体制を扱ったものとして、岩手県湯田町を対象に、グリーンツーリズム
の実施に関与してきた主体のネットワーク形成に着目した田中らは、グリーンツーリズムの副次的な
意義として、推進を通した都市生協と地元農協との産直交流を皮切りに、行政や地域団体、及び地域
住民の新たな関係の構築によって、地域住民の主体的な活動を引き出したことを指摘している（C-4-6：

C-3-5）

C-3-6）

C-3-7）

山本幸子、中園眞人、利光由江、渡邊弘崇：中山間地域における空き家を活用した都市農村交流施設の整
備プロセス - 集落住民を主体とする改修・増築工事の事例研究 -、日本建築学会計画系論文集、第 676 号、
pp.1423-1430、2012.06
［農村地域 /空き家 /施工組織 /構造補強 /改修費］

跡部嵩幸、後藤春彦、遊佐敏彦、山崎義人：学生を対象とした都市・農村交流の継続に関する研究 - 山梨県
早川町を事例として -、日本都市計画学会都市計画論文集、第 44 号（3）、pp.595-600、2009.10
［学生 /都市・農村交流 /運営戦略］

跡部嵩幸、後藤春彦、遊佐敏彦、山崎義人：小規模漁村における地域運営のパートナーシップ形成のプ
ロセス - 徳島県美波町木岐地区を対象として -、日本建築学会計画系論文集、第 667 号、pp.1601-1609、
2011.09
［漁村 /パートナーシップ /都市・農村交流 /社会関係資本 /漁協］
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農 2000）。また沖縄県 9市町村及び山形県西川町、福島県いわき市を対象に、健康保養を意図したルー
ラルツーリズムと包括ケアサービスとの連携体制構築の為の要件と課題を明らかにした北澤らは、両
者の連携体制を都市・農山漁村間のサービス需給関係から捉えること、またサービスの体系化を構
築することの重要性を指摘している（C-4-7：農 2006）。更に岐阜県恵那市富田地区を対象に、都市
農村交流の枠組みの中で地域の景観づくりを推進する為の要件と課題を明らかにした北澤らは、民間
企業と地域活動との連携を図るにあたっての住民間の合意形成の枠組みの確立、及び公的機関による
マッチング及びコーディネート機能を備えた体制づくりの重要性を指摘している（C-4-8：農 2009）。
長崎県島原半島地域における事例を対象に、複数の主体の関与によって運営されるグリーンツーリズ
ムの体制の特徴と成立過程を明らかにした渡辺は、主体間の協議に基づく機能分業及び専門知識を有
し人脈のハブとなる人材の確保が重要である点を指摘している（C-4-9：農 2010）。
　更に地域内外の連携による体制を扱ったものとして、新潟県上越市における事例を対象に、地域資
源を活用した農山村地域づくりにおける外来者の参画ならびに外来者と地域住民の協働体制について
考察した坂本らは、敬意をもって地域文化を学び、継承していく外来者の姿勢が地域住民との良好な
ネットワークを形成し、また軋轢を解消することに繋がることを示している（C-4-10：農 2009）。京
都府下の 2地区を対象に、都市住民による農村支援ボランティアの継続性を、主体間関係の変化から
考察した藤木らは、ボランティアの実施主体を行政から民間に移行すべきであるとした上で、組織代
表となる人材の選定、都市住民を中心とした実施体制、活動資金の確保、官民でのノウハウの共有の
4点が重要であると述べている（C-4-11：農 2012）。
　最後にインターネットを活用した情報発信や交流の為の体制に関するものとして、都市農村交流の
推進に向けたインターネットの活用の為の条件や課題を明らかにした後藤らは、インターネットによ
る双方向の情報交換やコミュニティ形成等に一定程度有用性があるとした上で、オンラインでの交流
からオフラインでの交流へと発展させていくことが重要であると述べている（C-4-12：農 2001）。ま
た岡山県八塔寺地区を対象に、参加型ホームページとの連動による都市農村交流の推進事例を報告し
た星野は、対外的・体内的両面のメリットから都市農村交流と参加型ホームページの親和性を主張し
ている（C-4-13：農 2005）。

C-4-1）

C-4-2）

C-4-3）

C-4-4）

C-4-5）

C-4-6）

高田哲也、佐藤洋平、石川雅也：北海道におけるファームインの現状と評価 - 鹿追町、新得町を事例として -、
農村計画論文集、第 2集、pp.289-294、2000.12

田村英介、牧山正男：継続的なグリーン・ツーリズムの活動の運営について、農村計画論文集、第 4集、
pp.109-114、2002.11

金俊豪、三橋伸夫、藤本信義：中山間地域における農村民泊の実態と課題-大分県宇佐市安心院地区を事例に-、
農村計画学会誌、第 25巻（論文特集号）、pp.335-340、2006.12

高橋美寛、久保勝裕、赤川友美：北海道における山村留学の活動実態に関する研究、日本都市計画学会都市
計画論文集、第 42 巻（3）、pp.349-354、2007.10
［北海道 /山村留学 /小学校 /推進団体 /地域社会］

牧山正男、北村さやか、井上真美：滞在型市民農園利用者への支援を目的とした地元住民組織の実態および
計画上の注意点 - クラインガルテン八千代の「田舎の親せき制度」を事例として -、農村計画学会誌、第 28
巻（論文特集号）、pp.309-314、2010.02

田中豊、別所辰哉、広田純一：グリーン・ツーリズムによる地域のネットワークの形成過程 - 岩手県湯田町
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5）関連研究のまとめ（3）：都市農村交流に扱った研究の動向

　以上、都市農村交流に関する研究による知見を概括すると、単なるローカルビジネスとしての成果
のみならず地域内外の密接な関係の構築及び地域住民の主体性の萌芽に重きを置いた上で、長期的な
視座の下に段階的なフィードバックを重ねながら、地域の多様な活動や資源を複合させた取り組みへ
と昇華させていくことが求められていることが分かる。また地域内外のハブとしてマッチングやコー
ディネートを担う主体を育てていくことや、地域外の人間或いは組織に役割を設け、一定程度主体性
を求めていくことの重要性は多くの研究で指摘されており、農山漁村の地域振興の視点が交流から協
働へと移りつつあることが窺える。

2-6-4　移住促進の取り組みを扱った既往研究（D-1 ～ D-2）

　都市農村交流を足掛かりに定住人口の増加を図る体制づくりが進められる中、移住促進の為の取り
組みに関する研究は 2000 年代頃から活発化している。これらの研究は、全国の移住促進の取り組み
を不安的に捉えた研究（D-1）、移住促進の取り組みの個別事例を扱った研究（D-2）の 2つに大別さ
れる。

1）全国の移住促進の取り組みを俯瞰的に捉えた研究（D-1：2000-2014）

　移住促進の取り組みに関する研究は、先進事例の分析に先立ち、全国の取り組みを概括した研究が

C-4-7）

C-4-8）

C-4-9）

C-4-10）

C-4-11）

C-4-12）

C-4-13）

を事例として -、農村計画論文集、第 2集、pp.295-300、2000.12
北澤大祐、藤本信義、三橋伸夫、筒井義冨：健康保養の観点からみたルーラル・ツーリズムと包括的ケアサー
ビスとの連携に関する研究、農村計画学会誌、第 25巻（論文特集号）、pp.329-334、2006.12

北澤大祐：都市農村交流を活用した農村景観の保全・形成活動に関する分析 - 岐阜県恵那市富田地区を事例
として -、農村計画学会誌、第 27巻（論文特集号）、pp.185-190、2009.02

渡邊貴史：複数の主体の関わり方からみたグリーンツーリズム運営体制の特徴 - 長崎県島原半島地域におけ
る「がまだすネット」を事例に -、農村計画学会誌、第 29巻（論文特集号）、pp.299-304、2010.11

坂本達俊、弘重穣、中島正裕、千賀裕太郎：地域資源を活用した農山村地域づくりにおける外来者と地域住
民の協同に関する研究 - 新潟県上越市 NPO 法人かみえちご山里ファン俱楽部を事例として -、農村計画学会
誌、第 27巻（論文特集号）、pp.299-304、2009.02

藤木庄五郎、星野敏、中村省吾、橋本禅、九鬼康彰：都市住民による中山間地域への継続的支援組織の形
成プロセス - 京都府「ふるさとボランティア」を事例として -、農村計画学会誌、第 31 巻（論文特集号）、
pp.285-290、2012.11

後藤一寿、新沼勝利：インターネットの活用による都市・農村交流の可能性と課題、農村計画学会誌、第
20巻（第 3号）、pp.215-220、2001.12

星野敏：ウェブサイトを用いた交流型地域づくりの可能性 - 岡山県八塔寺ふるさと村 HP プロジェクト -、農
村計画学会誌、第 7集、pp.199-204、2005.01
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2000 年代よりなされてきた。その多くが、公的な支援のみによる移住者へのケアの不足をはじめと

する、現行の取り組みに題する課題を指摘している。

　住宅・宅地所得関連の支援を伴う公的な移住支援策を設けている全国の 394 市町村を対象に、支
援策の具体的内容とその動向を農業地域類型別に明らかにした藤本らは、とりわけ移住支援を積極的
に進めている中山間地域の事例から、公的な支援策のみならず第三セクターや地域コミュニティによ
る支援も重要であると述べている（D-1-1：農 2000）。またUI ターン促進施策を設けている 723 市
町村を対象に、受け入れに関する認識及び施策の実施状況とUI ターンの潜在・健在ニーズとの比較
を行った住田らは、各自治体のUI ターン促進施策に対し、比較的安易で短期的であり単一化したメ
ニューが多く、特定層に応じた PR方法やアフターケアが不足していることによるミスマッチが存在
していることを指摘している（D-1-2：都 2001）。更に、東日本 24都道府県下の 1068 市町村のホー
ムページを対象に、移住促進の取り組みの有無及びその具体的内容の把握を通し、その傾向を調査し
た牧山らは、複合的な取り組みを行っている自治体が少ないこと、また該当自治体は条件不利な地区
を含む割合が高いことを明らかにしている（D-1-3：農 2014）。

2）移住促進の取り組みの個別事例を扱った研究（D-2：2006-2014）

　2000 年代中葉より、移住促進の取り組みの個別事例が相次いで報告されている。ミスマッチの発
生や長期的な視座の不足等、前目と同様に多くの課題が指摘されている。

　移住者のうち創作家を対象として取り上げ、地域住民との交流を促すコミュニティ施策の再構築を
試みた竹田らは、転入の促進・交流のきっかけ形成・交流の継続の 3段階からなる交流マネージメン
トの機能の有効性を明らかにした上で、行政機関や地域団体による複合的施策とそれを実行する為の
条件整備の必要性を指摘している（D-2-1：都 2006）ほか、定住情報の提供と相談受付、就職促進及
び人材育成、UI ターン受入施策の推進を行う定住促進の総合的推進機関「ふるさと島根定住財団」を
対象に、その実態と課題を明らかにした中園らは、自治体借り上げ型の空き家活用システムの重要課
題として①自治体の初期投資としての改修費用負担額の軽減、②自治体が負担した改修費の回収、③
所有者への家賃収入の確保の 3点を挙げている（D-2-2：建 2006）。また鹿児島県及び島根県の空き
家改修助成制度を対象に、制度の特徴とその展開、及び定住支援事業との関係の把握を通し、二県の

藤本信義、楠本侑司、三橋伸夫：田園移住を促進する住環境整備の公的支援策に関する研究、農村計画学会
誌、第 19巻（論文特集号）、pp.115-120、2000.12

住田和則、渡邊貴介、羽生冬佳：地方自治体における UI ターン施策に関する研究、日本都市計画学会学術
研究論文集、第 36 巻、pp.355-360、2001.10
［地方移住ニーズ /UI ターン施策 /ミスマッチ］

牧山正男、平林藍、細谷典史：東日本における市町村主体の移住促進を目指した取組 - 悉皆的なホームペー
ジ検索を通じた現状把握と傾向分析 -、農村計画学会誌、第 33 巻（論文特集号）、pp.227-232、2014.11
［市町村による移住促進取組 /条件不利地域 /空き家］

D-1-1）

D-1-2）

D-1-3）
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比較分析を行った山本らは、空き家改修助成制度の活用による総合的な移住支援への展開に向けた、
諸制度の拡充が必要であるとしている（D-2-3：建 2013）。更に新潟県長岡市の空き家バンクを対象に、
移住希望者のニーズと空き家所有者の意向との比較から需給ミスマッチの分析を行った高橋らは、賃
貸か売買かの提供形態によるミスマッチが発生していること、空き家の登録件数が不足しつつあるこ
とを明らかにしている（D-2-4：農 2014）。小学校存続の観点から、子育て世代を対象とした移住促
進に取り組む広島県下の活動団体を対象に、その取り組みと移住者の特性の把握を通し、実態と課題
を明らかにした小林らは、自治体による、地域の実情を考慮した転入者への生活支援や活動団体への
財的支援が必要であると結論付けている（D-2-5：建 2014）。

3）関連研究のまとめ（4）：移住促進に向けた取り組みを扱った研究の動向

　以上、移住促進の取り組みを扱った研究による知見を概括すると、移住促進の取り組みや移住者の
受け入れの体制が拡充されつつあるものの、効果的に推進していく上では行政による措置のみでは人
的・財的共に一定の限界があるという点、またそうした状況に応じて地域組織や住民の関与や連携体
制の強化、及び国や県等による財的支援が必要であるとする点で概ね知見が一致していることが読み
取れる。

2-6-5　人的支援とその活用を扱った既往研究（E-1 ～ E-3）

　人的支援の事業や制度としては、前述の通り「緑のふるさと協力隊」（1994 ～）や「地域づくりイ
ンターン」（1996 ～）が 1990 年代から進められてきたが、国による人的支援「集落支援員」（2008
～）、「地域おこし協力隊」（2009 ～）等が拡充され始めたのは比較的近年である為、研究分野として

竹田浩二、吉武哲信、出口近士：定住創作家と住民との交流によるコミュニティ活性化のための交流マネー
ジメントの有効性、日本都市計画学会学術研究論文集、第 36 巻、pp.481-486、2001.10
［交流マネージメント /定住創作家 /ヒアリング調査 /コミュニティ活性化］

中園眞人、山本幸子：「ふるさと島根定住財団」の空き家活用助成制度と自治体の取り組み - 農村地域にお
ける空き家活用システムに関する研究 -、日本建築学会計画系論文集、第 603 号、pp.65-72、2006.05
［農村地域 /空き家 /システム /維持管理 /改修 /契約］

山本幸子、中園眞人：地方自治体の空き家改修助成制度を導入した定住支援システムの運用形態、日本建築
学会計画系論文集、第 687 号、pp.1111-1118、2013.05
［定住施策 /空き家 /情報提供 /改修費 /助成金］

高橋貴生、佐野可寸志、高野靖大：農村地域の空き家市場における需給ミスマッチに関する分析、農村計画
学会誌、第 33 巻（論文特集号）、pp.233-238、2014.11
［空き家 /空き家バンク /UJI ターン］

小林文香、山本幸子、石垣文、下倉玲子、福田由美子：転入促進のための住宅提供に取り組む住民団体の実
態および転入者の属性 - 小学校存続活動を契機とした持続的居住支援システムに関する研究　その 1-、日本
建築学会計画系論文集、第 704 号、pp.2173-2180、2014.10
［小学校統廃合 /住民活動 /空き家活用 /中山間地域］

B-2-1）

B-2-2）

B-2-3）

B-2-4）

B-2-5）
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は端緒に就いたところであるといえる。
　これらの研究は、外部人材の活動実態に関する研究（E-1）、外部人材の任期終了後に着目した研究
（E-2）、人的支援の制度設計や外部人材の育成プログラムに関する研究（E-3）に大別される。

1）外部人材の活動実態に関する研究（E-1：2011-2012）

　外部人材の活動実態に焦点を当てたものとして、新潟県中越地域の地域復興支援員制度を対象に、
外部人材の活動内容の分類及び量的把握を行った古山らは、外部人材の活動の全般性と支援対象の重
層性が重要であるとした上で、外部人材自身の能力のみならず人材配置や活用体制の充実が必要であ
るとしている（E-1-1：都 2011）。また兵庫県内の小規模集落サポーター派遣事業及び丹波市地域づ
くり事業を対象に、外部人材の活動内容と意向を明らかにした西村らは、地域住民と共に外部人材の
立場や役割を作り上げていくこと、また外部人材のスキルの差異をフォローする為の活動の継承やサ
ポートの仕組みを検討していくことの重要性を指摘している（E-1-2：都 2012）。

2）外部人材の任期終了後に着目した研究（E-2：2010 ～ 2015）

　外部人材の活動修了後に着目したものとして、5町村における「地域づくりインターン」を対象に、
活動期間終了後の外部人材の再訪実態とその要因を明らかにした川見らは、活動共有時間や担当者の
継続、他事業との連携といった操作可能な条件を改善することで、外部人材と地域との密接な関係を
構築し、また持続させることが可能であるとした（E-2-1：都 2010）ほか、滋賀県高島市朽木地区に
おける「緑のふるさと協力隊」を対象に、外部人材の活動及び定住の実態を明らかにした桒原らは、
活動を通した地域住民との交友関係の形成が定住促進に繋がるとした一方で、定住後の就職や収入確
保及び仕事の立ち上げ期間を支援する制度が必要であると述べている（E-2-2：農 2014）。また、「地
域おこし協力隊」を対象に、実施の実態及び隊員の意向から、定住促進の方向性について考察した浅
井らは、外部人材の活動を継続的・長期的に行われていくような支援体制の整備の必要性を述べてい
る（E-2-3：2015）。

古山周太郎、川澄厚志、清野隆、青柳聡：中山間地域における人的支援の実態とその役割に関する研究 - 長
岡市山古志サテライトにおける地域復興支援員の取り組みから -、日本都市計画学会都市計画論文集、第 46
巻（3）、pp.901-906、2011.10
［中山間地域 /人的支援 /震災復興 /山古志］

西村奈弓、柴田祐、澤木昌典：中山間地域における地域支援員事業の活動実態と今後の課題に関する研究 -
兵庫県小規模集落サポーター派遣事業及び丹波市地域づくり事業を事例として -、日本都市計画学会都市計
画論文集、第 47 巻（3）、pp.973-928、2012.10
［中山間地域 /地域支援 /人的支援］

E-1-1）

E-1-2）
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3）人的支援の制度設計や外部人材の育成プログラムに関する研究（E-3：2011 ～ 2013）

　人的支援の制度設計に関するものとして、福島県川俣町における「地域づくりインターン」を対象に、
外部人材及び地域住民の意向の SWOT分析によって構造化を試みた佐久間らは、都市と農山漁村と
の相互補完の関係を築き得る事業展開、及び都市農村交流を企画・運営する地域マネージャーの存在
が重要であると述べている（E-3-1：農 2011）。また外部支援の失敗事例からの検討という観点で茨
城県常陸太田市里美地区を対象に、地域内の諸条件から外部支援の活用手法の検討を行った長谷川ら
は、当該地区の住民の主体性の欠如、ビジョンの未共有、コーディネート機能の空洞化を 3点を指摘
した上で、地域内の条件を整える為の支援から具体的な活動実施の為の支援へと段階的に外部支援を
導入していくべきであるとした（E-3-2：農 2012）。更に島根県隠岐郡海士町における商品開発研修
生制度を対象に、制度の運用実態及び地域の相互発展プロセスを明らかにした横山らは、地域内部の
よそ者との交流への順応の程度を考慮した制度の表出的側面を強調する運用から、地域の内部環境の
変化を待ちつつ外部環境に応じた制度の発展させるという地域と制度との相互発展プロセスを見出し
ている（E-3-3：農 2012）。
　外部人材の育成プログラムについては、「集落支援員」及び「地域おこし協力隊」を対象とした人
材育成プログラムの開発及びその有効性を検証した田口らが、現在の集落支援の現場における人材育
成のプログラムや仕組みが充分に普及していないことを指摘している（E-3-4：2013）。

佐久間康富、図司直也、筒井一伸、海老原雄紀：都市農村交流における主体間関係の整理ツールの開発 
- 福島県川俣町における地域づくりインターン事業からの検討 -、農村計画学会誌、第 29 巻（第 4 号）、
pp.473-481、2011.03
［都市農村交流 /事業評価 /協働の段階 /SWSWマトリックス /地域づくりインターン］

長谷川安代、上江洲佐代子、守友裕一：地域づくりを促す地域内の条件と外部支援の効果的活用のあり方、
農村計画学会誌、第 31 巻（論文特集号）、pp.279-284、2012.11
［地域づくり /外部支援 /住民の主体性 /ビジョンの共有 /コーディネート機能］

横山玟洙、中塚雅也：地域インターンシップ制度の設計と運用に関する一考察 - 島根県隠岐郡海士町の商品
開発研修生制度を事例として -、農村計画学会誌、第 26 巻（論文特集号）、pp.281-286、2012.12

田口太郎：地域における人的支援の人材育成プログラムの開発 -「集落支援員」「地域おこし協力隊」などを
対象とした人材育成プログラム開発 -、日本建築学会技術報告集、第 42 号、pp.719-724、2013.03
［人的支援 /人材育成プログラム /地域づくりシミュレーション］

E-3-1）

E-3-2）

E-3-3）

E-3-4）

川見亮介、後藤春彦、佐久間康富：都市農村交流における “ 地域づくりインターン事業 ” 派遣期間終了後の
再訪に関する研究、日本都市計画学会都市計画論文集、第 45 巻（1）、pp.1-7、2010.04
［都市農村交流 /地域づくりインターン事業 /再訪］
桒原良樹、中島正裕：地域サポート人材における定住促進のプロセスと課題 - 滋賀県高島市朽木地区におけ
るみどりのふるさと協力隊を事例に -、農村計画学会誌、第 33 巻（論文特集号）、pp.251-256、2014.11
［地域サポート人材 /緑のふるさと協力隊 /滋賀県高島市朽木地区］

浅井秀子、熊谷昌彦、古川正悟：定住促進の視点からみた地域外人材の役割とその支援について -「地域お
こし協力隊」事業を事例として -、日本建築学会技術報告集、第 47 号、pp.291-296、2015.03
［地域おこし協力隊 /定住促進 /地域外人材］

E-2-1）

E-2-2）

E-2-3）
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4）関連研究のまとめ（5）：人的支援とその活用を扱った研究の動向

　以上、人的支援とその活用を扱った研究による知見を概括すると、人的支援の制度や事業が徐々に
定着しつつある流れの中で、外部人材と地域住民との良好な関係の形成を図りながら、持続的な地域
運営に向けて外部人材を効果的に登用・配置していく為の活用体制を、住民が主体となって段階的に
構築していくことが重要である点、また活用体制の構築に向けたマネジメントやコーディネート機能、
外部人材を育成する為の主体が必要である点が挙げられる。
　一方で「緑のふるさと協力隊」や「地域おこし協力隊」といった比較的任期の長い（1年～複数年）
人的支援については任期終了後の定住可能性に重きが置かれ、研究の関心が払われる傾向にある。都
市農村交流を扱った研究で言及されてきた、都市住民の意識変化やライフスタイルへの影響等にみる
ような視点に基づいた人的支援の多面的意義注2-48）について言及しているものは無い。
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2-7　研究の位置づけと意義

2-7-1　議論の系譜と研究の位置づけ

　前節で整理した既往研究をいま一度概観すると、中山間地域の維持・振興に向けた研究は、1980
年代の過疎地域の人口動態へのアプローチ（図 2-2：A-1 ～ A-2）に始まり、1990 から 2000 年代
における広域ネットワークの活用や都市農村交流を通し、地域外の人間による関与と関係構築（同：
B-1 ～ B-3、C-1 ～ C-4）へと視座を移してきた。更に 2000 年代からの、定住促進の取り組みの把握
や人的支援の実態（同：D-1 ～ D-2、E-1 ～ E-3）に迫りながら、地域外の人間を地域づくりの担い
手として活用し、また定住人口として獲得していく為の知見を今日に至るまでに積み上げている。こ
うした議論の系譜は、人口減少の進む中山間地域を維持していく上で、より即効性があり、また政策
的フォローも進めやすい分野へと、研究関心が移ってきたことを示しているだろう。
　本論文は都市農村交流、及び人的支援に関する一連の研究蓄積の延長上にあり、これまでの知見に
基づいた新たな協働のかたちを指し示すものであるが、その上で、人間の流動が繰り返されていくこ
とによる広域ネットワークの形成とその活用を基層に据えている。既往研究の多くで俎上に載せられ
てきた定住人口の獲得を廃し、広域ネットワークの議論との接続を試みる点に特徴を有している。

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

若年層をはじめとした人口流出及び帰還の実態に関する研究【A-1】

都市農村交流の文脈上に流動を位置づけた研究【A-2】

居住地の集約に向けた流動の潜在的可能性に関する研究【A-3】

全国の移住促進の取り組みを俯瞰的に捉えた研究【D-1】

移住促進の取り組みの個別事例を扱った研究【D-2】

地域外家族による地域活動や産業支援に関する研究【B-2】

地場産業の振興に向けた広域ネットワークの構築に関する研究【B-3】

都市農村交流の実施及び展開のプロセスを扱った研究【C-3】

都市農村交流の成果や実態に着目した研究【C-2】

外部人材の活動実態に関する研究【E-1】

外部人材の任期終了後に着目した研究【E-2】

人的支援の制度設計や外部人材の育成プログラムに関する研究【E-3】

都市農村交流の関係主体による評価や意向に着目した研究【C-1】

都市農村交流の運営体制に着目した研究【C-4】

ネットワーク居住の基礎的事項及び実態に関する研究【B-1】

３
章
▼

４
章
▼

５
章
▼

図 2-2　既往研究の系譜と本論文の位置づけ
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2-7-2　研究の意義

1）フロンティアとしての中山間地域とシステム過疎論

　小田切（2006）は、「今、多くの中山間地域は「人・土地・ムラ」の 3つの空洞のまっただ中にいる。
つまり、中山間地域は、地域空洞化現象の再先発に位置しているといえよう。…（中略）…中山間地

域では、一方では「崩壊」の、他方では「再生」ないしは「再生に向けた新たな仕組み」のフロンティ

アに位置づいているのである。」注2-49）とし、過疎・空洞化先進地として位置づけられる現在の中山間
地域の再生に向けた対応が、今後農山村のみならず、都市も含めた現代的課題に対する取り組みをリー
ドし得ると指摘している。またその上で「再生のフロンティア」としての具体的な動きを、地域自治
の姿に求めている注2-50）。
　また徳野（1998）は、1960 年代以降の農山村地域の人口流出を皮切りとした産業の衰退、住民意
識の後退、集落の解体消滅に至るまでの、基本的な過疎研究の実態分析の枠組みを「実態過疎論」と
し、その研究蓄積を評価しながらも、「農山村への地域対策としては、この「実態過疎論」的視点を
ベースとした政策からは、過疎農山村に新たな展望が開ける可能性は少ない。」注2-51）と結論付けてい
る。併せて現在の過疎現象を、20 世紀のわが国の急激な人口増加、及び人口減少・流出の複合的現
象として理解すべきであるとし、人口増加のパラダイムを前提とした制度やシステムが、現状の農山
村地域の実態と合致しない結果として、今日の様々な問題が生じていると考察している。徳野はこれ
を「システム過疎論」と規定している注2-52）。「システム過疎論」的視点に立った地域運営の方向性は、
いわば「より少数の人的資源によって」地域を運営していくことに他ならず、人口減少社会に適合し
た制度やシステムを備えていくことが求められているといえる。
　以上の小田切、徳野による見解は、成長を前提とした時代からの脱却が意図されている点において
本論文と同様の視座に立ったものであるといえる。小田切は、地域住民の内発性を引き出す為には
地域外からの関わりが重要であるとした上で、地域自治を推進していく為の出発点のひとつとして外
部の地域マネージャーやボランティア等の参加を通した都市農村交流にその可能性を見出しており注

2-53）、徳野は「システム過疎論」に依拠した方策のひとつとして、地域運営の役職を女性が積極的に担っ
ていくことを提案している注2-54）。これらの主張の含意には、これまで担い手として位置づけてこなかっ
た主体を見直し、活用していくことの重要性をみることができるものの、そうした多様な主体の参画
による交流・協働を越えて地域自治を実現していく為の具体的方途は未だ明確に示されたとはいえず、
実践的な取り組みを通し今後更なる議論を積み重ねていく必要があるだろう。

2）研究の意義

　以上のようにわが国の中山間地域は、現代社会がいずれ直視するであろう人口減少、及びそれに応
じる為の取り組みを先進的に経験してきた地域であり、先の小田切の言葉を借りるならば「フロンティ
ア」としての可能性を多分に有する地域であるといえる。本論文はその上で「システム過疎論」を見



67

2章
議論の系譜と研究の意義

据え、減少傾向にある人的資源を的確に活用していく為に、定住人口の獲得のみを第一義とした従前
の地域振興の姿勢ではなく、外部人材の転出を許容するという新たなスタンスに立っている。以上を
踏まえて、広域な社会関係資本の構築による、国土スケールにおける人的資源のシェアを想定した地
域マネジメントの具体的手法を、これまで論じられてきた都市農村交流や協働を越えた視点から導こ
うとしている。
　「地域マネジメントのための外部人材の活用」は、国土の多様性や文化性、精神性の表号である中
山間地域を健全に持続させていくことのみならず、都市を含めたあらゆる地域に先立ち、わが国にお
ける縮減社会への先駆的対応の一翼となることが期待される。
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注釈

三全総は、計画期間が「1977 年から概ね 10 年間」とされており、明確に定められていない（併せて参考文献
2-3 参照）。
参考文献 2-6（pp.179-180）参照。
参考文献 2-7 において、後藤は「この第三次全国総合開発計画は、前 2 回に比べて画期的なものであり、記憶に
とどめるべきものである。これを契機に先進的な地方ではまちづくり、村おこしなどの新しい試みが誕生した。」

（pp.157）と述べている。
参考文献 2-8 において、鈴木は「「三全総」における「定住圏構想」、「四全総」における「多極分散型国土構築」
をめざす「交流ネットワーク構想」そして「第五次全総」において「多軸型国土形成」をめざした「参加と連携」
のキャッチフレーズなどは、厳しい財政事情を反映したものである。」（pp.5）と述べている。また参考文献 2-6 に
おいて田代は「そこには発想の転換以外には定住促進の手立てはなく、国土利用計画の破綻の再確認といえる。…（中
略）…三全総は高度成長という根拠を失い、四・五全総は国内均衡という根拠を失った。」（pp.181）と述べている。
参考文献 2-9 において、藤田は「1997 年、政府は五全総を打ち出し、多軸型の国土計画を打ち出したが、財政が
逼迫する中では実効性はなく、本来山村にとっては最も重要な構想ではあったが、山村を直接対象にすることにつ
いては触れていない。」（pp.17）と述べている。
参考文献 2-1 ～ 2-5 に基づき著者作成。また引用部分の箇所については付表 2-1 参照。

参考文献 2-6（pp.175）ならびに前掲注 1-40 参照。また参考文献 2-8 において鈴木は「中山間地域の抱える問題
として以下の点が挙げられる。第 1 に、厳しい自然条件下での定住条件である。…（中略）…第 2 に、農業生産
条件の不利性である。…（中略）…第 3 に、農業が主産業であり、市場から遠隔な場所にあることや、基盤整備
の不足などで工場の立地や新規産業の参入が困難なことである。第 4 に、若年層の都会への流出などで担い手が
減少し、離農する農家が増えることによる、集落機能の低下である。第 5 に、水源のかん養や洪水の防止、自然
景観などの、農業生産以外の機能が維持できなくなるなど、多面的機能の低下の問題である。」（pp.43-44）とし
ており、中山間地域そのもの存続に係る問題としての過疎問題、条件不利問題の 2 点において両者の指摘は概ね
一致している。
例えば参考文献 2-10 において大野は「周知のように一九六〇年から七〇年にかけての一〇年間は、戦後わが国の
高度経済成長が本格的に展開された時期で、この期は大都市圏への人口集中と農業県にみる地すべり的な人口流出
に特質づけられている。いわゆる過密・過疎問題が激化し社会問題化してきた時期である。」（pp.12）と述べている。
参考文献 2-11 に基づき著者作成。
参考文献 2-6（pp.185-186）参照。
参考文献 2-6（pp.182-184）参照。
参考文献 2-12（pp.7）参照。
前掲注 2-12 参照。
参考文献 2-6 において、田代は「かくして本格的な中山間地域立法の期待を一身に背負った特定農山村法は、現実
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注 2-5）

注 2-6）

注 2-7）

注 2-8）

注 2-9）
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注 2-11）
注 2-12）
注 2-13）
注 2-14）
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Ⅰ-1-2　国土構造転換の必要性
Ⅰ-1-3　多軸型国土構造の形成
Ⅰ-1-4　4つの国土軸の展望
Ⅰ-2　計画の課題と戦略
Ⅰ-2-1　基本的課題
Ⅰ-2-2　課題達成のための戦略
Ⅰ-2-3　特定課題とその対応
Ⅰ-3　計画の実現に向けた取組
Ⅰ-3-1　「参加と連携」による国土づくり
Ⅰ-3-2　国土基盤投資の計画的推進
Ⅰ-3-3　制度・体制の整備
Ⅱ　分野別施策の基本方向
Ⅱ-1　 国土の保全と管理に関する施策
Ⅱ-1-1　国土の安全性の向上
Ⅱ-1-2　豊かな自然の保全と享受
Ⅱ-1-3　流域圏に着目した国土の保全と管理
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Ⅱ-3　地域の整備と暮らしに関する施策
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Ⅱ-4-4　農林水産業の新たな展開
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Ⅱ-5-1　交通体系の整備
Ⅱ-5-2　情報通信体系の整備
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1　総説
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5　国土保全施設の整備
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2-1　前提
2-2　北海道開発の基本構想
2-3　東北地方開発の基本構想
2-4　首都圏整備開発の基本構想
2-5　中部圏開発の基本構想
2-6　近畿圏整備開発の基本構想
2-7　中四国地方開発の基本構想
2-8　九州地方開発の基本構想
3　計画達成のための手段
3-1　基本的課題
3-2　特定課題
3-3　地域開発に関する調査研究
3-4　地域開発関連法令の整備
4　沖縄開発の基本構想

1　計画の基本的目標
1-1　計画の基本的目標
1-2　計画の性格
2　定住構想のフレーム
2-1　定住人口の増加と年齢構造
2-2　定住人口の社会的変化
2-3　生活様式と水準
2-4　経済の成長経路
3　定住構想
3-1　国土の基本的条件　
3-2　定住構想の仕組み
3-3　定住構想の目標
4　主要計画課題
4-1　国土の管理に関する計画課題
4-2　国民生活の基盤に関する計画課題
4-3　大都市及びその周辺地域に関する計画課題
4-4　地方都市及び農山漁村に関する計画課題
4-5　国土利用の均衡を図るための基盤整備に関する計画課題
5　計画の実施

1　計画の基本的考え方
1-1　計画策定の意義
1-2　計画の基本的目標
1-3　交流ネットワーク構想
2　多極分散型国土の姿とその実現
2-1　一極集中の是正と各圏域の役割
2-2　地方圏の戦略的・重点的整備
3　人と国土の枠組み
3-1　人口と国土の利用
3-2　社会変化と生活様式
3-3　経済・産業と地域の就業
3-4　交流の拡大
4　計画実現のための主要施策
4-1　安全でうるおいのある国土の形成
4-2　活力に満ちた快適な地域づくりの推進
4-3　新しい豊かさ実現のための産業の展開と生活基盤の整備
4-4　定住と交流のための交通、情報・通信体系の整備
5　特定地域の活性化とブロック別開発・整備の方向
5-1　特定地域の活性化
5-2　ブロック別整備の基本的方向
5-3　圏域間交流の新たな展開
6　計画の効果的推進

21 世紀の国土のグランドデザイン
（五全総）

全国総合開発計画
（全総）

新全国総合開発計画
（新全総）

第三次全国総合開発計画
（三全総）

第四次全国総合開発計画
（四全総）

付表 2-1　全国総合開発計画の構成
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には、コメ過剰下で稲作振興もダメ、構造政策未達下で直接所得補償もダメ、山振法や過疎法というハード事業主
体の地域振興立法のもとでインフラ整備もダメという条件下で、「青い鳥」としての新規作物探しの支援というソ
フト事業に矮小していかざるをえなかった。」（pp.188）と述べている。
参考文献 2-13 において鶴見は「柳田は、漂泊者のカテゴリーの中に、種々雑多なものをいれている。それは、支
配層に属さないもので、農民でないすべての職業人をさすのである。」（pp.202）と述べている。
参考文献2-13において鶴見は「『山人外伝資料』で、柳田は、山人は人間であることを、はっきり言明する。そして、『山
人考』で、山人とは日本の先住民であるという仮説を展開した。…（中略）…征服者がやってきたとき、それに同
化しえないか、または屈服したくない者が、共同体を離れて、山中を漂泊するようになった。山入りした日本原住
民が、現在の山人の祖先だというのである。…（中略）…これは勇気ある抵抗ということになる。」（pp.181-182）
と述べた上で、「『遠野物語』『山人考』『山の人生』にあわられる思想を、わたしは非暴力抵抗の一つの原型として
特徴づけた。」（pp.193）と結論付けている。
参考文献 2-13（pp.202-209）参照。
参考文献 2-13 において鶴見は「柳田は、明治以来政府官僚を中心として、日本のエリートが一貫して推進した中
央集権型近代化の施策を批判しつつ、他方、被治者のあいだに、地方分権型の発展が可能であることを、力説した。
そのような、可能性を担う主体として、柳田は「常民」を登場させた。常民を一定の土地に定住するものとして定
義して、漂泊民から区別した。…（中略）…漂泊者への着眼は、常民概念の明確化に、先行するのである。漂泊者
の内容を明らかにし、漂泊者と定住者との関係をあきらかにすることによって、社会変化の担い手としての常民と
いう概念がうかびあがった、ということができる。」（pp.199）とし（併せて参考文献 2-14（pp.6）参照）、その
上で「柳田民俗学からみると、常民が社会変動の担い手である、とわたしはこれまでいってきた。しかしこれで
は、不十分である。一方では、定住民としての常民は、漂泊民との出会いによって覚醒され、活力を賦与される。」

（pp.202）と述べている。
参考文献 2-15（pp.661）参照。
参考文献2-16において、大槻は「生活改善普及事業」を「農山漁村民に生活の改善に必要な知識や技術を指導普及し、
農山漁村民自らが問題を発見して実行できるようにすることを目的とする。」（pp.72）、「生活改良普及員」を「生
活改善普及事業の目的を達成するために、農山漁村民に生活の改善に必要な知識や技術を指導する役割を担うもの
をいう。」（同）としている。
参考文献 2-16（pp.74）参照。
参考文献 2-17（pp.15）において、仲間は「農業改良課は生改グループのあり方に次のような指示を出している。
生改グループは「農村生活を改善する意欲をもつた同志の自主的な集り」でなければならない。「個人の意志を無
視して」「部落又は町村の全員」を「網羅的に統合」した「団体」であってはならない。「又他の目的をもつて結合
された団体」を「そのまま改善クラブ」にしてはならない。「部落又は町村の全員」を「網羅的に統合」した「団体」
あるいは「又他の目的をもつて結合された団体」とは、農村の「既成婦人会」である「地域婦人会或は農協婦人部」
をさしている。ここでは特に婦人会が問題になる。婦人会は戦後すぐに再結成されるが「上意下達の官製団体」と
いう戦前の婦人会の性格を引き継いでいた。」（pp.15）と述べており、地縁組織との徹底的な差別化が図られてい
る点を指摘している。しかしながら「鳥取県では自主的なグループを育成するという方針をうちたてた。生改普及
員は、この方針に従って生改グループの育成に取り組んだ。しかしその活動にはかなりの困難がともなった。その
大きな原因に婦人会との関係があった。…（中略）…生改グループの成員は婦人会にも属していた。…（中略）…
そのため生改グループは「婦人会の組織を破る」と警戒する婦人会長がいたのである。…（中略）…聞き取りをし
たすべての生改普及員がこもごもその経験を語っている。」（pp.16-17）と述べているように、農山漁村において
地縁組織から独立した自主団体を立ち上げることは容易ではなく、各地で地縁組織との軋轢が存在していたようで
ある。
参考文献 2-17（pp.14）参照。
参考文献 2-15（pp.661）参照。
参考文献 2-18（pp.459、462）参照。
参考文献 2-19 において、市田は「今は、生活改善の重要性を十分認識した上で、その処方筆として「内科的」す
なわち「家族関係にかかわる封建性、つまり非近代性」の解消が先決であるという問題提起を行ったのであった。
そしてそれは家庭生活というきわめて限定的な領域の中の可視的な秩序を重視するあまり、「外科的」生活改善に
走っているという、家政学に対する批判でもあった。…（中略）…戦前から民家の観察などを通じて農家の生活を
つぶさに見てきた今和次郎の場合、戦後の生活改善普及事業が、「内科病」の重大さを必ずしも充分には認識して
いない面、あまりにも早急に日に見える成果を求める面が目についたのであろう。もちろんそれは、農改に比べて
圧倒的に少ない人数であるにも関わらず、「農家の人びとに直面して、泣きながら努めている」生改に対する応援
でもあった。」（pp.21）とし、「高度成長以前は、燃料を節減する、家事労働を楽にする、トラコーマを予防する
という「外科的」な治療法であったと同時に、因習や迷信を廃絶する、家事に携わる主婦や嫁の意見が家の中に反
映するようにする、家族関係を民主化するという「内科的」な治療法でもあった。少なくともそのような意図をもっ
て普及されたものであった。…（中略）…生活改善課はこうした実際的な生活技術の普及を通して、典型的には今
和次郎に見られたような同課の方針に対する違和感を克服しようとしたといえよう。」（pp.32-33）と述べている。

注 2-15）

注 2-16）

注 2-17）
注 2-18）

注 2-19）
注 2-20）

注 2-21）
注 2-22）

注 2-23）
注 2-24）
注 2-25）
注 2-26）
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参考文献 2-20（pp.39）参照。
参考文献 2-19（pp.36）参照。
参考文献 2-19 において、市田は「これらの発言には生活改善普及事業の対象を、成立期のそれが主として扱って
きた家庭生活から地域生活へ拡張しようという意図がよく現れている。それは少なくとも物的な面に限った場合、
個々の農家のレベルでは、所得上昇、耐久消費財の普及によって従来あった問題が解決されつつあるのに対し、農
村という地域のレベルではインフラの未整備のように問題が積み残されているという認識、あるいは失われつつあ
る地域社会の相互扶助を補完しなければならないという認識に基づいている。生活改善課長をこのような認識に至
らせたのは、いうまでもなく高度成長と、そこから派生した広域化という外在的要因であった。」（PP.49）と述べ
ている。
参考文献 2-21（pp.511）参照。
参考文献 2-15（pp.661）参照。
参考文献 2-22 において、玉は「農村建築研究会（農建）が設立されたのは一九五〇年である。その時の代表は今
和次郎、常任運営委員は竹内芳太郎で、…（中略）…農建は今、竹内が農林省の生活改善普及事業と関係していた
ことから、会員には生活改良普及員も参加していた。…（中略）…農建は、全国各地の農村住宅調査から活動を始
め、生活改善普及事業の一つの柱であった農家の台所改善にも関与した。…（中略）…農建の集落計画論には、い
くつかの特徴を指摘できる。まず、実態調査に際して「ムラは封建制の遺物」といった社会学者に多い先入観が希
薄で、計画論という性格から社会学者のムラ論よりも実践的であった。…（中略）…さらに、もう一点、生活改良
普及員の実践報告が摂取されている点も重要である。…（中略）…農建が、そうした実践報告を議論の対象とした
ことは、機関誌『農村建築』からも見て取れる。…（中略）…これまで十分な評価が与えられてこなかったと思わ
れるのは、農建の集落計画論に貢献した生活改良普及員によるむらづくり指導の実践活動である。…（中略）…「む
らづくり」という政策形成に貢献していたのは、建築計画学並びに生活改良普及員の活動であった。」（pp.152-157）
と述べており、規模拡大政策からの脱却ならびにむらづくりの推進における農建の活動の意義、またそれに際して
の生活改良普及員の貢献を指摘している。
参考文献 2-22（pp.152）参照。
前掲注 2-30 参照。
参考文献 2-19（pp.5-6）参照。
参考文献 2-23（pp.217-218）参照。
参考文献 2-24（pp.52-54）参照。
参考文献 2-25（pp.23-25）参照。
参考文献 2-26（pp.4）参照。
参考文献 2-27（pp.82）参照。
参考文献 2-28（pp.8）参照。
参考文献 2-28（pp.9）参照。
参考文献 2-29（pp.212-215）参照。また参考文献 2-30 において、後藤は「「低生産性」と「周縁性」という地方
の地域が抱える課題を効率よく克服するために、戦後、日本は外発的発展モデルでまちづくりをすすめてきた。…（中
略）…外発的発展モデルのまちづくりはバランスを失した都市や地域を生み、三つの “D”、すなわち「依存型の発展」

（dependent development）、「歪んだ発展」（distorted development）、「破壊的な発展」（destructive development）
に陥るとの批判を受けることになった。…（中略）…バブル経済とリゾートブームの影響は日本列島津々浦々へと
飛び火して、巨額の民間投資をあてこむ手荒な「外発的まちづくり」手法も再登場した。日本列島の各地に残され
た当時の開発の爪跡は未だに癒えていない。」（pp.107-109）と述べている。
参考文献 2-31 において、小山は「国土計画は長期的、広域的な計画であるが故に不確定性を除去することはでき
ないものであり、各主体の行動が相互に作用し積み重なり、国土計画とともに新たな国土の様態を形成していくの
である。」（pp.19）とした上で、参考文献 2-32 において「「構想としての戦略」として全総が策定されたことによ
り影響を受けた結果としての国土の状態に対する反省、批判、点検等の検討を十分に行うこととは別に、「構想と
しての戦略」としての役割を適切に果たし得たのかどうかを評価する必要がある。…（中略）…立場、経験等によ
り全総に対する評価は様々なものとなるであろうが、「構想としての戦略」として全総は大きな役割を果たしたと
いえるのではないだろうか。」（pp.44-45）と述べている。
参考文献 2-33（pp.3-17）参照。
参考文献 2-33（pp.56）参照。
日本建築学会計画系論文集（年 12 巻刊行：1956.06 ～ 2015.09）、日本都市計画学会都市計画論文集（年 1 巻刊行：
1966.11 ～ 2015.10）、農村計画学会誌（年 5 巻刊行（論文特集号含む）：1982.06 ～ 2015.09）を中心に既往研
究の整理を行った（それぞれの継続前誌を含む）。
例えば、参考文献 2-34 において下條は『農村側の受けるメリットは刮目すべきものがあるが、それだけでなく、
農村の教育力を生かした次世代の人材育成という日本社会全体にとっての意義はもっと注目されていいだろうと考
える。』（pp.173）と述べている。
参考文献 2-12（pp.13）参照。

注 2-27）
注 2-28）
注 2-29）

注 2-30）
注 2-31）
注 2-32）

注 2-33）
注 2-34）
注 2-35）
注 2-36）
注 2-37）
注 2-38）
注 2-39）
注 2-40）
注 2-41）
注 2-42）
注 2-43）

注 2-44）

注 2-45）
注 2-46）
注 2-47）

注 2-48）

注 2-49）
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注 2-50）

注 2-51）
注 2-52）
注 2-53）
注 2-54）

参考文献 2-35 において、小田切は地域づくりの柱を「参加の場づくり」（pp.178）、「暮らしのものさしづくり」
（pp.186）、「カネとその循環づくり」（pp.191）とした上で複数地域の事例を取り上げ、「こうした取り組みが、本
章のいくつもの例でみられたように中山間地域で先発している点にも注目する必要がある。…（中略）…都市、農
村を問わず重要な現代的課題である地域自治確立における、中山間地域の先発性は確かに存在している。再生のフ
ロンティアとしての中山間地域の位置を改めて確認することができよう。」（pp.206）と述べている。
参考文献 2-36（pp.166）参照。
参考文献 2-36（pp.167）参照。
参考文献 2-35（pp.184-186）参照。
参考文献 2-36 において、徳野はシステム過疎論的視点に基づく地域社会の再検討事項として「行政、地域運営、
家族のありかた」（pp.168）の三つの分野を挙げている。その上で地域運営について「現実の人口構造や生活構造
の変化に対応させた地域運営システムを再構築する必要がある。具体的には、女性が地域運営の役職をかなりの人
数で積極的に担わなければ、地域活動は機能不全になる。」（pp.168-169）と述べている。
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3-1　本章の目的と構成

3-1-1　本章の目的

　本章では、「地域内組織による外部人材の活用」として、人的支援事業「地域づくりインターン」「田
舎で働き隊 !」「農村六起インターン」の導入によって、一貫した地域づくりを行ってきた宮崎県西臼
杵郡高千穂町の取り組みを事例に、（1）外部人材の活用による地域づくり活動（以下、活動）の内容
及び方針、（2）転出した外部人材の地域との関わりの実態と関わり方を決定付けるスタンスの構造、
及び活動を通じた（3）地域内外のネットワークの構築状況の 3点を明らかにする。
　以上を踏まえ、地域づくりのプロセスを整理し、地域マネジメントのための外部人材の活用におけ
る要点を導くことを目的とする。

3-1-2　本章の構成と調査分析の方法

　本章のフローを図 3-1 に、調査概要を表 3-1 に示す。まず次節で研究対象の概要を把握した上で、
3節では調査 3-Ⅰに基づき、対象地における活動の内容とその成果を時系列で整理する。次に 4節で
は調査 3-Ⅱに基づき、転出した外部人材の地域との関わりを把握すると共に、活動中或いはその前後
における住民との交流や地域に対する心象、ネットワークの構築状況から、地域との関わり方を決定
付けるスタンスを分類した上で、スタンスの変化を導く要因を明らかにする。更に 5節では調査 3-Ⅲ
に基づき、地域側からみた各活動に対する評価を時系列で整理することで、活動方針及び地域内外の
ネットワークの構築状況の変遷を明らかにする。最後に 6節で、本章で明らかになったことをまとめ、
高千穂町の地域づくりのプロセスを整理すると共に、外部人材の活用における要点を整理し、結びと
する。

3 章　地域内組織による外部人材の活用

図 3-1　研究のフロー（3章）

表 3-1　調査概要（3章）注 3-1）

調査対象 人的支援の受入担当者（10 名）
実施日時 2011.08

・当該人的支援の導入年数、外部人材の活動内容
・人的支援の導入による取り組みの成果　等設問内容

実施日時 2011.10-12
・外部人材としての活動経歴、再訪の目的と頻度
・高千穂町に対する心象とその変化　等設問内容

調査 3-Ⅰ：ヒアリング調査（3節）

調査対象 人的支援の受入担当者（13 名）
実施日時 2011.08-12

・人的支援の導入による取り組みの意図
・人的支援の導入による取り組みの評価　等設問内容

調査 3-Ⅲ：ヒアリング調査（5節）

高千穂町で外部人材として活動を行った全 67 名のう
ち、協力者 43 名（実施率 64%）調査対象

調査 3-Ⅱ：ヒアリング調査（4節）

研究対象の概要

本章の目的と構成3-1

3-2

本章のまとめ3-6

3-3

3-5

3-4

調査
No.

転出した外部人材の地域
との関わりとスタンス 3-Ⅱ

外部人材の活用による
地域づくり活動の実態 3-Ⅰ

外部人材の活用方針と
ネットワークの変化 3-Ⅲ
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3-2　研究対象の概要

3-2-1　対象地の概要

宮崎県西臼杵郡高千穂町は、宮崎県の最北端部、熊本県及び大分県との県境に位置する町であ

り、総面積約 237km2 のうち 80% 以上が山林の中山間地域である（図 3-2）。人口は 2010 年時点で

13,723 人であり、長きにわたり減少傾向にある。

3-2-2　高千穂町で導入された人的支援事業の概要

　前述の通り、高千穂町ではこれまでに 3つの人的支援事業が導入されており、延べ 67 名の外部人
材が、高千穂町の住民と協働によって地域づくりに取り組んできた。以下、それぞれの人的支援事業
の概要を示す注3-3）。

1）地域づくりインターン

　「地域づくりインターン」（以下、「地域インターン」）とは、主に首都圏に住む学生が地方の農山漁
村に赴き、そこでの体験・交流を通じ、地域の活性化及びUJI ターン促進を図る為の事業である。国
土交通省による実験事業として 1996 年に創設（～ 1997 年）され、その後地域づくりインターンの

図 3-2 宮崎県西臼杵郡高千穂町注 3-2）

0 20 50km

0 2 5km

：国道・県道

：河川
：等高線（200m）凡

例 [※]人口の推移は
国勢調査に準拠
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鹿児島県
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会（1998 ～ 1999 年）、国土交通省（2000 ～ 2009 年）、地域づくりインターンの会（2010 年～）によっ
て運営されている。
　外部人材は「インターン生」として概ね 2週間～ 1ヶ月程度（7～ 9月の間）、当該地域に滞在し、
地域が設定したプログラムに沿った活動を進める。

2）田舎で働き隊 !

　「田舎で働き隊 !」（以下、「働き隊」）とは、農山漁村地域の活性化を担う人材の確保・育成を安定
的に支える仕組みの構築に向け、農山漁村地域における外部人材の活用に取り組むコーディネート組
織に対し支援を行う事業である。農林水産省によって運営されていた（2008 ～ 2010 年）事業であり、
その後 2015 年度より総務省の「地域おこし協力隊」に統合されている。
　外部人材は「隊員」或いは「研修生」として、概ね数日～数ヶ月の間、当該地域に滞在し、一次産
業の支援や地域資源の活用、課題解決に向けた取り組みに従事する。

3）農村六起インターン

　「農村六起インターン」（以下、「農六インターン」）とは、農山漁村地域における六次産業化に向け
た人材育成の為の事業である。「地域インターン」「働き隊」と異なり、講義研修の受講後、実地研修
希望者の中から選出された人間を対象としている点が特徴である。
　外部人材は「現地研修生」として概ね 2週間程度、当該地域に滞在し、地域活性化に向けた取り組
みに従事する。
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3-3　外部人材の活用による地域づくり活動の実態

　本節では調査 3-Ⅰに基づき、高千穂町で進められてきた外部人材の活用による地域づくり活動を時
系列で整理する（表 3-2）。

3-3-1　導入制度の多様化と受入主体の変遷

　高千穂町における外部人材の活用による地域づくり活動は、2006 年の「地域インターン」導入に
始まっている。「地域インターン」の受入主体をみると、2006 ～ 2009 年は高千穂町役場が主として
受入を担ってきた（P1 ～ P3）が、国交省の事業終了により、2010 年以降はインターンシップ受入
特別委員会、及び高千穂町観光協会がその役割を引継ぎ、主たる受入主体となっている（P6、P11、
P13）。
　2009 年からは「働き隊」（P4～ P7、P12）、2011 年からは当時創設初年度であった「農六インターン」
（P14、P15）を導入し、外部人材の更なる受入を図っている。またこうした導入制度の多様化に伴い、
西臼杵郡雇用拡大協議会、ムラたび活性化協議会、五ヵ村むらおこしグループといった新たな受入主
体が現れており、外部人材を受け入れる為の体制が徐々に拡充されていることが推察される。
　2009 年後半からは、人的支援の制度を用いないかたちでの、外部人材との協働による活動がみら

表 3-2　高千穂町における外部人材の活用による地域づくり活動

06

年度

P1

ID

町内全域

地区

自由提案

分類 名称及び実施期間

観光体験と調査。【体験】観光業、農業【調査】観光業に関する意識調査【提案】
観光業サービス改善案

地域づくりインターン 1期
（08/20-08/23：2 週間）

地域づくりインターン 2期
（08/17-08/30：2 週間）

概要

01st 02sm 03ei 04ho 05hs 06hs 07sn 
08es 09ei（9）

外部人材 備考
受入主体

受
委
役
場
観
協
雇
協
ム
協
五
む

● ● ○

07 P2 町内全域 自由提案 民泊先に任せたフリープログラム。【体験】観光業、農業、民泊業【調査】各自でテー
マを設定【提案】各自のテーマに沿った提案

10ys 11ky 12ya 13fk 14ay 15to 16sy 
17so 18nk 19st 20ss 21hi（12）● ● ○ 提案が事業化され継続

まちなか拠点が完成

地域づくりインターン 3期
（08/20-09/02：2 週間）08 P3 町内全域 自由提案 民泊先に任せたフリープログラム。【体験】観光業、農業、民泊業【調査】地元学

を中心に各自でテーマを設定【提案】各自のテーマに沿った提案
22kt 23ym 24ak 25mk 26yt 27dk 28ny 
29fs 30cf 31mm 32su 33ym（12）

42at 43yn 44hk 45ty 46hf 47kf 48ga
（7）

18nk 19st 34sa 42at 46hf 47kf 48ga
（7）

12ya 16sy 18nk 19st 42at 43yn 47kf  
58yk 59mw 60mt（10）

● ● ○

○

○

○

○

働き隊 !1day やおやWS
（03/09-03/15：1 週間）P4 秋元 実践協力 住民と交流しながら野菜を集め、まちなかの空き店舗で販売。【企画】店のコンセ

プトづくり【調査】物販資源調査【作業】町内の広報、展示、販売 12ya 18nk 19st 34sa 35tt 36th（6）● ノウハウを活かし農産物
直売所が完成

働き隊 !1day ギャラリー
（03/09-03/15：1 週間）P5 岩戸 実践協力 工芸マイスターと交流しながら、空き店舗で展示、販売。【企画】店のコンセプト

づくり【調査】物販資源調査【作業】町内の広報、展示、販売 16sy 37nw 38sm 39ys 40u 41n（6）● 使用した店舗が観光案内
所としてオープン

人的支援の制度を用いな
い取り組み

人的支援の制度を用いな
い取り組み

人的支援の制度を用いな
い取り組み

地域づくりインターン 4期
（08/18-08/31：2 週間）09 P6 神殿 具体提案 神殿地区まちづくり３年計画の1年目。まちなか拠点となる空間の創出の為のハー

ド整備。【調査】聞き取り調査【作業】古小屋の改装 ●●

●●

●●

働き隊 !2 期
（08/16-03/16：7 ヶ月）P7 秋元 戦略共有 組織立ち上げ期のムラたび活性化協議会にて農業体験。【作業】農業、神楽等の集

落行事への参加、WEB ページの作成 49ht（1）●

高千穂展@京都
（09/19-09/27：9 日間）P8 町外 支援協力 町の観光 PR。工芸マイスターの技術体験教室、特産品の販売、ギャラリー展示。【作

業】展示ブースづくり、WSスタッフ 18nk 34sa 35tt 36th 48ga（6）●

旅フェア@東京
（05/28-05/30：3 日間）P9 町外 支援協力 幕張メッセでの PR イベント実施。【企画】展示ブースの計画【作業】展示ブース

づくり 18nk 19st 34sa（3）●

エコミュージアムWS
（08/16-08/21：1 週間）10 P10 秋元 支援協力 ムラたび協議会の事業「エコミュージアム」の展示空間づくり。アートディレクター

の指導の下実施。【作業】小屋の改装、ペンキ塗り、展示 ● 人的支援の制度を用い
ない取り組み
展示ギャラリーが完成、
ツアーの実施地域づくりインターン 5期

（08/23-09/05：2 週間）P11 神殿 具体提案 神殿地区まちづくり３年計画の 2 年目。前年整備されたまちなか拠点の活用提案。
【調査】聞き取り調査【作業】看板作成【提案】まちなか拠点の活用提案 50ma 51ss 52et 53as 54rf 55rk（6）

働き隊 !3 期
（02-03：20 日間）P12 秋元 戦略共有 ムラたび協議会の事業体験。【体験】農業、農家レストラン、お土産品づくり 56ty 57t（2）●

地域づくりインターン 6期
（08/16-08/30：2 週間）P13 神殿 具体提案 神殿地区まちづくり３年計画の 3 年目。これまでの計画を実践する為の具体的提

案。【調査】聞き取り調査【提案】まちあるきルートの提案 58yk 59mw 60mt（3）

農村六起インターン@ム協
（08/18-09/01：2 週間）11 P14 秋元 戦略共有 ムラたび協議会による地域ビジネスの創出プログラム体験。【体験】農業、お土産

づくり 61am 62at 63at 64ki 65rm 66ks（6）●

農村六起インターン@五む
（08/17-08/30：2 週間）P15 五ヵ村 戦略共有 五ヵ村むらおこしグループによる地域ビジネスの創出プログラム体験。【体験】旅

館「神楽の館」・温泉茶屋の職場体験 67km（1）●

旅博@東京
（10/01-10/02：2 日間）P16 町外

分類 受入主体
自由提案【体験】【調査】【提案】
具体提案【体験】【提案】【作業】
実践協力【調査】【企画】【作業】
支援協力【作業】
戦略共有【体験】

外部人材自身の興味関心に基づくテーマの調査を行い、提案や計画を行う為の活動
地域側が設定したテーマや課題に基づく調査を行い、提案や計画を行う為の活動
地域側が設定した取り組みの実践に向けた、調査や企画を行う為の活動
地域側が設定した取り組みへの協力や支援を行う為の活動
地域側が設定した取り組みを体験し、技術や方針を双方向的に共有する為の活動

受委：インターンシップ受入特別委員会
役場：高千穂町役場
観協：高千穂町観光協会
雇協：西臼杵郡雇用拡大協議会
ム協：ムラたび活性化協議会
五む：五ヵ村むらおこしグループ

外部人材（ID は「No.- 頭文字」表記）
00aa
00aa（下線）
00aa（下線＋太字）

1回目の参加
2回目の参加
3回目以降の参加

直接的に受入を行った主体
資金提供など間接的に受入に協力した主体

：
：

●
○

支援協力 東京ビッグサイトでの PRイベント実施。【作業】宣伝、当日のスタッフ ●

凡
例
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れるようになる。これらの活動は東京や京都といった都市部での PR 活動が中心である（P8、P9、
P16）が、外部人材が高千穂町へ再訪して実施された活動（P10）も存在している。

3-3-2　活動の変遷と外部人材の役割

1）2006 ～ 2008 年（P1 ～ P3）

　実施された活動は「地域インターン」の導入によるもののみである。またその全てが、外部人材自
身の興味関心に基づくテーマの調査を行い、提案や計画を行う為の「自由提案」活動となっている。
農山村の暮らしや生業を体験させることに重きが置かれており、提案や企画も、地域側が持つ明確な
テーマや課題に依拠したものではなく、外部人材自身のパーソナリティーに依拠したものとしている。
幾つかの提案は、活動後に地域内で精査された後、事業化や実施に至っている（P2）。

2）2009 ～ 2010 年（P4 ～ P11）

　前年までの「地域インターン」の導入による活動に加え、「働き隊」の導入による活動、及び人的
支援の制度を用いない活動が実施されている。活動内容をみると、地域側が設定した取り組みの実践
に向けた、調査や企画を行う為の「実践協力」活動、地域側が設定したテーマや課題に基づく調査を
行い、提案や計画を行う為の「具体提案」活動、地域側が設定した取り組みを体験し、技術や方針を
双方向的に共有する為の「戦略共有」活動、地域側が設定した取り組みへの協力や支援を行う為の「支
援協力」活動と、活動内容が多様化していることが分かる。また、地域側が明確なテーマや取り組み
を設定し、自らの方針に合わせて外部人材を活用している様子が窺える。更に、外部人材が再び地域
での活動に取り組む例（P4）や、3-3-1 で述べた、人的支援の制度を用いない活動や地域外での活動（P8
～ P10）といった、外部人材の再訪や再参加がみられるようになっている。
　その結果として、活動の経験を活かした農産物直売所の新設、及び集落の物品を町内で販売する仕
組みが活動後も引継がれている例（P4）や、活動中に使用された空き店舗の有効性が認められ、観光
案内所としての活用に至った例（P5）、活動によって整備された展示ギャラリーの恒常的な活用、及
びギャラリーを含めた集落内ツアーの実施に至った例（P10）など、空間の創出や活動の引き継ぎといっ
た具体的成果を挙げた活動も一定数存在している。

3）2011 年（P12 ～ P15）

　前年までの活動に加え、「農六インターン」による活動が実施されている。農家レストラン等の施
設運営をはじめとする高千穂町の地域ビジネスの体験を通した「戦略共有」活動が中心であること、
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また複数回の参加経験者が増加し、高千穂町と継続的な関わりを有する人間（12ya、16sy、18nk、
19st、42at、47kf）が一定数存在していることが特徴的である。

3-3-3　小結（1）：外部人材の活用による地域づくり活動の実態とその変遷

　高千穂町では、2006 年の「地域インターン」以降、「働き隊」「農六インターン」といった他の制
度を段階的に導入し、外部人材の活用による継続的な地域づくりを図ってきた。「地域インターン」
導入初期の 2006 ～ 2008 年は、主として外部人材自身の興味関心を出発点に、地域資源の発掘を目
的とした活動に留まっていたが、2009 年以降は地域側が具体的なテーマや取り組み内容を設けた活
動や、PRを中心とした地域外での活動、及び活動経験を有する外部人材の関与による、人的支援の
制度を用いない活動が実施されている。
　こうした一連の取り組みにより活動が多様化していく中で、受入主体の増加による地域側の受入体
制が整えられていること、また外部人材の活用に際する明確な方向性が現れつつあることが推察され
る。
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3-4　転出した外部人材の地域との関わりとスタンス

　本節では調査 3-Ⅱに基づき、外部人材の地域との関わりを把握すると共に、活動中或いはその前後
における住民との交流や地域に対する心象、ネットワークの構築状況から、地域との関わり方を決定
付けるスタンスを分類した上で、スタンスの変化を導く要因を明らかにする。

3-4-1　転出した外部人材の地域との関わりの実態

　転出した外部人材の地域との関わりを表3-3に示す。確認された地域との関わりは、活動への参加（表
3-3：■…該当人数 14名）、活動への協力（同：□…3名）、地域行事への参加（同：●…10名）、地
域行事への協力（同：○…6名）、地域外のイベントへの参加（同：◆…5名）、私的訪問（同：◇…10名）
の 6種類であり、活動への参加が最も多く、次いで地域行事への参加、私的訪問となっている。
　以上 6種類の関わりの有無から転出した外部人材を分類（表 3-4）すると、①再び活動へ参加して
いる、または協力を行っている者が 15名（うち活動以外での関わりも有している者が 5名（① -1）、
活動以外の関わりは無い者が 10名（① -2）、②活動での関わりを持っていない者が 28名（うち活動

表 3-3　転出した外部人材の高千穂町との関わり
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表 3-4　高千穂町との関わりの有無による
　　　　　転出した外部人材の分類
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以外での関わりも有している者が 13名（② -1）、活動以外の関わりは無い者が 15名（② -2））であり、
転出した外部人材全 67 名のうち、半数近くが活動修了後も地域と何らかの関わりを有していたこと
が分かる注3-4）。
　概ねの傾向として、社会人の期間では活動への再参加や再訪が困難であることが推察されるが、
都市部の活動である P16 では、社会人になってからも活動に参加している外部人材も存在（12ya、
19st、16sy、47kf）している。

3-4-2　地域との関わりを決定付けるスタンス

　転出した外部人材の地域との継続的な関わりを考えるにあたっては、地域に対する心象や、地域内
外のネットワークといった、地域との関わりの有無からのみでは把握し得ない、外部人材の潜在的意
向を把握することが重要であると考える。
　そこで、転出した外部人材の地域との関わりを決定付ける潜在的意向を「スタンス」とし、3-4-1
で把握した高千穂町との関わりに加え、高千穂町や住民に対する心象や地域貢献の意欲、高千穂町内
外のネットワークの有無、及びそれらの変化について聴取した内容をKJ 法に基づき整理、分類を行っ
た結果、５つの類型を得た（図 3-3）。

図 3-3　高千穂町における転出した外部人材のスタンスによる分類

凡
例

地域の方から「手伝いに来て欲しい」って、
初めて頼ってもらえた瞬間だったので嬉し
かったです。その後もイベント時に声がか
かる様になって。在京での関わり方が一つ
示される様になりました。（18nk：P4 後）

初めて具体的な成果を残せて、役割を果た
せた感じがしました。自分の行為が初めて
褒められた活動でした。でも、その後、
P4 みたいな活動はなかなかできなくて、
物足りなさは感じます。もっと高度な出来
る事があれば言って欲しいなと思います。

（19st：P4 後）

「働き隊」で 1 回来て、こういう場所でこ
ういう事をしているなって言う事を知っ
て、自分でもできるのかな ? ってイメージ
ができたので I ターンしました。ビジネス
の立ち上げに関われるっていうのはおもし
ろいかもと思って。（56ty：P12 後）

ⅰ・ⅱのみならず、地域への直接的な貢献を
考え、実践する層

ⅱより更に多くの地域内の人間、及び他
世代の外部人材との繋がり

地域内の複数名の人間、及び活動を共に
した外部人材との繋がり地域内の特定の人間との繋がり

地域内との人間、及び他の外部人材との交流は
殆ど無し

：転出した外部人材（当該層本人）

：転出した外部人材（当該層本人以外）

：地域内の人間

ⅰのみならず、地域への間接的な貢献を考
え、実践する層地域との交流を継続している層地域との交流・再訪の意向がある層

地域との交流・再訪の意向がない層

ⅲ 直接的貢献層0A 消極的層 ⅱⅰ 間接的貢献層交流維持層

地域との関わり有り地域との関わり無し

多世代の外部人材との繋がりがある

自発的に活動に参加する

地域からの信頼を有している

インターン生の次の世代が育ってきている
なっていうのを実感しました。どんどん蓄
積して、高千穂応援団が増えていっている
のを感じて、嬉しかったです。これからも
どんどん関わっていけたらいいなぁと思い
ますね。（12ya：P16 後）

自分にできる事は「広報マン」ですね。 自
分の周りに高千穂の良さを伝えて、行きた
いと思わせて、旅行時に質の高い経験をし
てもらう事で、高千穂のファンを増やすこ
とです。（28ny：P3 後）

自発的に地域の PRを行っている「第二の故郷」みたいになったっていうか。
2 週間で地域のいろんな所を知れて、人が
あったかかったので、より身近な存在にな
りました。この交流は今後もずっと続けて
いきたいと思っています。（15to：P2 後）

文通や SNS を通じて交流があるので、心 
の距離は近い感じ。（37nw：P5 後）

町っていうよりかは、人の魅力に惹かれた
感じですかね。なんで再訪するかというと、
や っ ぱ り 人 に 会 い た い か ら で す し。

（05hs：P1 後）

暇があったら、また遊びに行きたいですね。
社会人になって、やっぱり時間がないので、
何かの活動に参加しようということは特に
考えていません。（54rf：P11 後）

地域へ再訪している

宮崎フェアとか九州フェアがやってたら覗
いてみたり、ちょっと気にする様にはなり
ましたね。（43yn：P6 後）

宮崎とか高千穂とかの物が雑誌に載ってた
ら、注意深く見る様にはなりましたね。高
千穂っていうワードには敏感になっていま
すね。（52et：P11 後）

地域を強く意識している

地域の人間と定期的に連絡をとっている

ⅰ-3

ⅰ-1

ⅰ-2

ⅱ-3

ⅱ-1

ⅱ-2

ⅲ-3

ⅲ-1

ⅲ-2

派遣後に思ったのは「自分は全く役に立た
なかったなぁ」ということ。お世話になっ
た地域に、何ができるかはわからないけど、
何かを返せるまでは帰り続けないとって思
いました。（19st：P2 後）

東京で出来る事をもっと探していきたいで
すね。旅博（P16）みたいな大きなイベン
トは東京だからできる事だし、この他にも
きっとあると思うので。（50ma：P11 後）

地域貢献への意欲がある

それまでは知り合いは地域内の方だけだっ
たけど、町外の自分と同類のポジションの
若手と知り合いになれた事が収穫でした。
その結果、9 月の京都展（P8）の時に声
をかける人ができました 。（34sa：P4 後）

高千穂出身じゃない人達が、高千穂のため
にがんばってるのを知って、地元民の自分
ももっとがんばらないと ! と思いました。 

（35tt：P8 後）

同期の外部人材との繋がりがある

神楽を逃すと行く口実がなく行きづらいっ
ていうのはあります。また行きたいと思う
反面、受け入れてもらえるのだろうかって
不安です。3年も前だから、忘れられちゃっ
ているんじゃないかとか。（24ak：P3 後）

インターン生は結局外の人で、外から関
わってもあまり変わらないのかなって思っ
てしまって。そこから関係を続けていくっ
ていうのはちょっと難しいかなと思いまし
た。（32su：P3 後）

0B 卒業層

いろんな地域の現状を自分の中に蓄積して
いきたいんです。なので、高千穂もその中
の一つという感じかな。でもこの時の高千
穂での体験がなかったら他の地域に行って
みようとかあまり思わなかったと思いま
す。（39ys：P5 後）
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1）地域との関わりのある層（ⅰ・ⅱ・ⅲ）

　調査時現在も地域との関わりを継続している層は、3 類型が確認された。

ⅰ：交流維持層
　地域に関する強い意識があり（ⅰ -1）、文通やメールによって定期的に地域の人間と連絡をとった
り（ⅰ -2）、地域へ再訪する（ⅰ -3）等、地域との交流を継続的に行っている層である。
　『文通や SNS を通じて交流があるので、心の距離は近い感じ。』（37mw）、『町っていうよりかは、
人の魅力に惹かれた感じですかね。』（05hs）や、『暇があったら、また遊びに行きたいですね。…（中
略）…何かの活動に参加しようということは特に考えていません。』（54rf）等のコメントにあるように、
地域内の特定の人間との強いネットワークを有している一方で、活動への参加意向は無く、地域貢献
に関する意欲は低い層であることが窺える。

ⅱ：間接的貢献層
　ⅰの特徴を有しながらも、更に地域貢献への意欲があり（ⅱ -1）、自発的に地域の PR（ⅱ -2）や、
同じ活動に参加していた外部人材同士のネットワークを構築している（ⅱ -3）層である。
　『東京で出来ることをもっと探していきたいですね。…（中略）…きっとあると思うので。』（50ma）や、
『私にできる事は「広報マン」ですね。自分の周りに高千穂の良さを伝えて、…（中略）…高千穂のファ
ンを増やす事です。』（28ny）等のコメントにあるように、自らの役割を見出し、地域外での活動参加
や地域のPRといった、間接的な地域貢献を実践している。また、地域内の複数名の人間とのネットワー
クのみならず、同じ活動に参加した、同期の外部人材同士のネットワークを有しており、『9月の京都
展（P8）の時に声をかける人ができました。』（34sa）のコメントにあるように、ネットワークの活用
によって地域外での活動への参加を促している例や、『派遣後に思ったのは、「自分は全く役に立たな
かったなぁ」ということ。お世話になった地域に、何ができるかはわからないけど、何かを返せるま
では帰り続けないとって思いました。』（19st）のコメントにあるように、活動の成果や自らの外部人
材としての働きに未練を持ったことを契機に、地域貢献への意欲が生まれている例も存在している。

ⅲ：直接的貢献層
　ⅰ、ⅱの特徴を有しながらも、更に地域からの信頼を有しており（ⅲ -1）、自発的な活動への参加（ⅲ
-2）や、多世代にわたる外部人材同士のネットワークを構築している（ⅲ -3）層である。
　『地域の方から「手伝いに来て欲しい」って、…（中略）…その後もイベント時に声がかかる様になっ
て。在京での関わり方が一つ示されるようになりました。』（18nk）のコメントにあるように、新たな
取り組みの際に、地域側から声がかかる層であると同時に、活動の枠組みを広げる役割を担っており、
『どんどん蓄積して、高千穂応援団が増えていっているのを感じて、嬉しかったです。これからもど
んどん関わっていけたらいいなぁと思いますね。』（12ya）のコメントにあるように、地域内外に幅広
いネットワークを有している。またⅱと同様、『「働き隊」で 1回来て、こういう場所でこういう事を
しているなって言う事を知って、自分でもできるかな？ってイメージができたので Iターンしました。』
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（56ty）や『初めて具体的な成果を残せて、役割を果たせた感じがしました。自分の行為が初めて褒
められた活動でした。』（19st）のコメントにあるように、活動の成果を通し、地域貢献への意欲が生
まれている傾向にある。

2）地域との関わりの無い層（0A・0B）

　調査時現在は地域との関わりを有していない層は、2類型が確認された。

0A：消極的層
　再訪や地域貢献への意欲を有している一方で、地域との交流が途絶えていることによって、再び関
わりを持つ事を躊躇っている層である。
　『神楽を逃すと行く口実がなく行きづらいっていうのがあります。また行きたいと思う反面、受け
入れてもらえるんだろうかって不安です。3年も前だから、忘れられているんじゃないかとか。』（24ak）
のコメントにあるように、地域側から機会を与えることで、ネットワークの再構築や活動への参加
を促せる可能性を持つ潜在的な層であることが窺える。一方で『外から関わってもあまり変わらない
のかなって思ってしまって。そこから関係を続けていくっていうのはちょっと難しいかなと思いまし
た。』（32su）のコメントにあるように、活動の成果によって地域との関わりが無くなってしまう例も
存在している。

0B：卒業層
　外部人材としての活動を自らの一経験として昇華させている層である。『色んな地域の現状を自分
の中に蓄積していきたいんです。なので、高千穂もその中の一つという感じかな。』（39ys）のコメン
トにあるように、当該地域のみに留まらず、見聞を深めたいとの意向がみられる。

3-4-3　スタンスを決定付けた契機

　前項で述べた 5つのスタンスのうち、地域との継続的な関わりを持つ交流維持層（ⅰ）、間接的貢
献層（ⅱ）、直接的貢献層（ⅲ）について、それぞれのスタンスを決定付けた要因について聴取し、
KJ 法に基づき分類を行った（表 3-5）。

1）地域に依拠した契機（表 3-5：①行）

　スタンスを決定付ける契機は、地域に依拠したものと、活動に依拠したものの 2つに大別される。
まず地域に依拠した契機についてみると、『民泊はすごく良かったです。自分が本当にそこに暮らし
ている感じで、地域の生活を体験できたので。』（27dk）や、『がむしゃらに活動していたら、最初は
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やる気がなかった町の人の中から、だんだん自分も協力したいって言ってくる人が出てきて。』（50ma）
等のコメントにあるように、地域での生活や自然といった魅力に触れたことや、活動時とは異なる地
域の変化を再訪時に感じ取ったこと、また『突然訪問したのに、当たり前のように受け入れてくれる
所に温かさを感じて、そういう関係性を築けたんだって実感できて嬉しかったです。』（54rf）や、『機
会を用意してもらっていなかったら、1回目の派遣だけで終わってしまっていたかもしれないので、
別の活動で呼んでもらえて良かったです。』（16sy）等のコメントにあるように、地域内の人間との良
好な関係を築いたことや、必要とされたことが挙げられている。

2）活動に依拠した契機（表 3-5：②行）

　次に、活動に依拠した契機についてみると、『1 年前に「地域インターン」で提案したり体験した所

がどうなっているか気になって。』（05hs）や、『前回よりも貢献した感がありました。「こんな事もや

らせてもらえるのか !」と。』（19st）等のコメントにあるように、活動後の地域の状況が気になった

ことや、活動で成果を挙げたことによる充実感が挙げられている。一方で、『2 週間すごく楽しかった

けれど、地域に対してきちんと役立つことができなかった。』（42at）や『地域の人にとっては、夏休

表 3-5　高千穂町における転出した外部人材のスタンスを決定付けた契機
ⅰ　交流維持層 ⅱ　間接的貢献層 ⅲ　直接的貢献層

民泊はすごく良かったです。自分が本当にそこに暮らし
ている感じで、地域の生活を体験できたので。（27dk：P3）

再会できて良かったです。やっぱり「覚えていてくれ
る」っていうのが嬉しいですね。（05hs：P1）

1 年前に「地域インターン」で提案したり体験した所が
どうなっているか気になって。（05hs：私的）

夜神楽を見に行くっていうのを、高千穂の人たちと約束
していたので。（06ys：私的）

「こないだこれはなかったなぁ」とか、どんどん変化し
ていく町を見るのはわくわくしますね。今後もその変化
を見続けていきたいですね。（01mt：P1）

突然訪問したのに、当たり前のように受け入れてくれる
所に温かさを感じて、そういう関係性を築けたんだって
実感できて嬉しかったです。（54rf：私的）

フリープログラムだと、実際に何を求められて受け入れ
てもらえたのか、何をすれば良かったのかっていうのが
あんまりよく分からなかったです。（24ak：P3）

小屋の改修は中途半端で終わってしまって、「結局何も
できてないな」という無力感が残りました。2 週間すご
く楽しかったけれど、地域に対してきちんと役立つこと
ができなかった。（42at：P6）

言えば何かになるっていうのを実感しましたね。すぐ実
現する動きの早さに面白さを感じました。（16sy：P5）

結構具体的なことを体験させてもらえて、やりがいが
あった。（16sy：P5）

高千穂は遠いのでなかなか帰る事ができないので、東京
で応援できる活動があるのは嬉しいです。（59mw：P16）

地域の人にとっては、夏休みの短期間に来て、提案とか
言うだけ言って、去って行くっていうのが、それで良かっ
たのか？って気になっています。（20ss：P2）

アートディレクターの指導があったので、P6 でつくっ
た小屋よりも完成度が全然違って素晴らしい空間ができ
ました。（47kf：P10）

高千穂出身じゃない人たちが、高千穂の為に頑張ってい
るのを知って、地元民の自分ももっと頑張らないと ! と
思いました。（35tt：P4）

ブランクがあったので、1人だとちょっと参加しづらかっ
たんですが、「地域インターン」同期が参加すると聞いて、
行こうかなって。（43yn：P16）

前回よりも貢献した感がありました。「こんな事もやら
せてもらえるのか !」と。（19st：P4）

担当者にたった一言だけど「やって良かった」って言っ
てもらえて。自分の行為が初めて褒められた活動で、嬉
しかったですね。（19st：P4）

「地域インターン」を経験した後、高千穂に役に立つ事
が何もできていなかったから、夏の続きの何かをした
かったんです。（12ya：P4）

「働き隊」では交通費も出て、給料まで出るので、ちょっ
とすごいなと思いました。なかったら参加していなかっ
たかも。（56ty：P12）

前日準備は徹夜だったけど、いつもお世話になっている
恩がようやく返せるチャンスだったので一生懸命でし
た。（18nk：P4）

前回は、むらの日常を楽しむ時間を持てなかったんです
が、今回は高千穂の自然をたっぷり楽しむ事ができまし
た。（42at：P10）

がむしゃらに活動していたら、最初はやる気がなかった
町の人の中から、だんだん自分も協力したいって言って
くれる人が出てきて。（50ma：P11）

機会を用意してもらっていなかったら、1 回目の派遣だ
けで終わってしまっていたかもしれないので、別の活動
で呼んでもらえて良かったです。（16sy：P5）

廃村を扱った映画を観て、民泊先のお母さんが「私たち
も頑張っていかないとね」って言っていたのがすごく印
象的で。限界集落も見せてもらって、ここはそういう地
域なんだっていうのを実感して、自分も何か力になれな
いのかなって思いました。（18nk：P2）

活
動
の
内
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みの短期間に来て、提案とか言うだけ言って、去って行くっていうのが、それで良かったのか？って

気になっています。』（20ss）等のコメントにあるように、活動の善し悪しに関わらず地域貢献の意欲

が生まれている例も多く、活動の成果の有無が必ずしも継続的な地域貢献に繋がらないことが窺える。

また『「働き隊」では交通費も出て、給料まで出るので、ちょっとすごいなと思いました。なかった

ら参加していなかったかも。』（56ty）や、『高千穂は遠いのでなかなか帰る事ができないので、東京

で応援できる活動があるのは嬉しいです。』（59mw）のコメントにあるように、地理的・財的なハー

ドルが無くなったことや、『ブランクがあったので、1 人だとちょっと参加しづらかったんですが、「地

域インターン」同期が参加すると聞いて、行こうかなって。』（43yn）のコメントにあるように、他の

外部人材との繋がりによって、地域貢献への意欲が生まれている例もみられた。

3）転出した外部人材のスタンスの推移

　これらを踏まえ、転出した外部人材のスタンスの推移を時系列でみる（表 3-6）と、間接的貢献層（ⅱ）
及び直接的貢献層（ⅲ）は活動による関わりを持つ者（① -1、① -2）の中に多く、とりわけ直接的
貢献層（ⅲ）は活動のみならず活動以外の関わりも持つ者（① -1）だけであった。各年におけるそれ

表 3-6　高千穂町における転出した外部人材のスタンスの推移

：交流維持層（ⅰ） ：
：
間接的貢献層（ⅱ）
直接的貢献層（ⅲ）

[※]その他の凡例は
　　表 3-3 に準拠

：
：
消極的層（0A）
卒業層（0B）
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ぞれの層の人数をみる（図 3-4）と、毎年一定人数の交流維持層（ⅰ）及び間接的貢献層（ⅱ）が生
まれており、2009 年以降は直接的貢献層（ⅲ）が出現し、その後は各層安定的な分布となっている。
活動への参加状況（表 3-2）と併せてみると、活動の継続によって転出後も地域貢献への意欲を持つ
外部人材が増加していくとともに、複数回の活動への関わりによって、徐々に外部人材相互のネット
ワークが広がっていることが窺える。

3-4-4　小結（2）：転出した外部人材の地域との関わりとスタンス

　外部人材は活動を終えた後も、半数近くが地域と何らかの関わりを有しており、中には活動に再び
参加し、地域づくりに寄与している人間も存在している。
　また、活動中に築いた地域内の人間との関係や地域への印象、活動の内容や成果、他の外部人材と
の関係等によって、転出後の地域との関わりに対する外部人材のスタンスが異なっている。その多く
は継続的な交流や、直接的、間接的な地域貢献への意欲を持つ層であり、彼らは地域側の呼びかけに
よって、或いは自らの判断によって、地域への再訪のみならず、活動の一部を積極的に担いながら、
地域内外のネットワークを広げてきた。
　一方で、転出後交流が途絶えている外部人材であっても、関係の構築や活動の参加に対し潜在的な
意向を抱く層も存在しており、地域側が呼びかけることや、外部人材相互のネットワークの活用によっ
て、地域づくりの担い手としての活躍が期待される。

図 3-4　高千穂町における各年末時点の転出した外部人材のスタンスの分布
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3-5　外部人材の活用方針及びネットワークの変化

　本節では調査 3-Ⅲに基づき、3-3で述べた活動の実態、3-4で述べた外部人材の地域との関わりや
スタンスの推移に伴う、地域側の活動方針及びネットワークの変化を明らかにする（表 3-7）。

3-5-1　2006 ～ 2008 年（P1 ～ P3）

　3-3-2で述べた通り、「地域インターン」のみを導入していた 2006 ～ 2008 年は、外部人材自身の
興味関心を出発点とした、地域資源の発掘を主たる活動方針としている。「それぞれの得意な部分が
活かせたようです。地域側もいくつかの気付きが得られたように思います。」（AI：P2、P3）のコメ
ントにあるように、一定程度の成果を挙げたとする一方で、「調査や提案は表層的ではあった。」（AI：
P1）や「「テーマなし」に合う学生と合わない学生がいることが分かった。」（AI：P2、P3）のコメン

表 3-7　高千穂町における外部人材の活用方針の変化とネットワークの拡大

地域づくりでは、地域の内発性を喚起する事はなかなか難
しい。都市部の若い人の外的なパワーに期待して「地域イ
ンターン」を導入。期間が短かったので、調査や提案は表
層的ではあった。作業が多く、「インターン」をさせてあ
げられなかった印象。 （AI）

外部人材の個性に依拠した地域資源の発掘（地域インターン）

P1

自由
提案

インターン生 OB である若者が、イベントの応援に来てく
れることで、ブースに活気が出て、お客さんにも好印象だっ
た。彼らの存在は、住民スタッフの奮起にも繋がったよう
に思う。人手不足の解消や交通費削減にもおいてもメリッ
トが有る。（YH）

P16

支援
協力

他地域の事例を参考に、「集落の野菜を町に販売する仕組
み」を高千穂でもできないかと思って「働き隊」でやって
みた。結果的に、P4の農産物直売所や P5の観光案内所等、
この時の活動が空間として残った。活動の成果が、目に見
えて残せたのは大きかったですね。今までの「地域インター
ン」は提案だけだったから、住民からすれば「結局何が残っ
たの？」という反応だったので。このプログラムがきっか
けで、初めて経済活動と結びついた。（NI、FT）

地域資源の発掘という大きな課題はあったが、「テーマな
し」に合う学生と合わない学生がいることが分かった。 
テーマをフリーにした事で、報告会の提案はそれぞれの得
意な部分が活かせたようです。地域側もいくつかの気付き
が得られたように思います。 （AI）

自由
提案

P2
P3

実践
協力

P4
P5

P4 や P5、P8 を見て、そのイメージで東京で宣伝活動を
したかった。P8 でやったことを凝縮されていて、参加し
た地域内の人が「これでいけるんだ」っていう確信を持て
たと思うし、それが徐々に浸透し始めた良かった点。また、
高千穂が東京ではあまり知られていないことも分かり、翌
年の P16への布石にもなった。（YS）

受入の主メンバーが変わり、活動場所も集落から町中に変
わった。活動の成果が、目に見えて残せたのは良かったし、
次年度以降の活動のしやすさにつながる布石になった。

（FT）

長期計画へのシフトによる具体的提案の誘因（地域インターン）

地域空間の創出による地域ビジネスへの展開（働き隊・農六インターン）

ネットワークの活用による地域 PRの推進（制度非導入）

P6

P11

具体
提案

P4 の活動で撮影された写真を使って村の HP を作成した。
長期間の滞在だったので、村の行事にも参加して、村人と
何かを一緒にやるという機会をたくさん設ける事ができ 
た 。（AI）

P7

戦略
共有

高千穂の宣伝活動をしたいと思って、観光協会で予算を
とって実施した。何人かの OB が手伝 いに来てくれて地
域外のネットワークをどう使うかという指針にもなった。

（NI）

P8

支援
協力

具体
提案

受入主体を観光協会に一本化した。P4 からの活動計画を
見直し、町の 3 年計画（P6、P11、P13）として位置づけた。

（HK）

P10
支援
協力

集落部では、慢性的に人手不足が続くから、愛着で帰って
きてくれる人を増やした方がいいと思い、外部人材 OB に
声を かけた 。（SA）

P13
具体
提案

個人での活動としてプログラムを設定したので、それぞれ
のテーマに沿って自由に活動できました。参加者の満足度
も高く、提案も具体的なものだった。（HK）

P12
戦略
共有

「働き隊」制度の問題点を実感することになった。移住者
としての自立支援の面で継続は難しく、これ以降は受入を
断っている。（AI）

P14
戦略
共有

参加者の中に、30～40 代のスキルを持った人がいた為、
ビジネスの意見交換等、学生とは違うかたちの交流ができ
た。（AI）

P15
戦略
共有

住民と交流しながら、様々な活動ができた。直売所の店舗
空間の改善によって見栄えも良くなり、売上のアップにも
繋がった。（HK）

2006-2008 2009-2010 2011

支援
協力

P9

担当者は人的支援の導
入による活動に関わっ
ていなかったが、P8 
のでインターン生 OB 
に協力してもらったと
いう話を聞き、関係者
を通じて協力を仰い
だ 。（YH）

短期間で成果を出せた
のは、インターン生
OB がチーム内に居た
のが大きいと思う。高
千穂のことや、初めて
の住民との関係の作り
方が分かっているか
ら。（NI、FT）

P1～P3 全てで実施し
てきた民泊で、人と人
との接点ができた。今
でも来てくれる
OB ができたのは良
かった点です。（AI）

更なるネットワークの広がりと受入主体間の連携ネットワークの広がりと転出した外部人材の活用限定的なネットワークの形成

受入主体 転出した
外部人材

転出した
外部人材

転出した
外部人材

受入主体受入主体

活
動
の
方
針
と
評
価

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
状
況

凡
例

活動の評価に関する
コメント
[※]外部人材OBの参加した

活動は濃色表記

：制度の継続

：方針の継続及び
   成果のフィードバック

活動の方針（導入制度）
ID・
分類
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トにあるように、目に見える具体的な成果が少なかったこと、外部人材自身の主観や能力に依存する
ところが大きいことが課題として挙げられている。また、「P1 ～ P3 全てで実施してきた民泊で、人
と人との接点ができた。今でも来てくれるOBができたのは良かった点です。」（AI）のコメントにあ
るように、転出した外部人材と、受入主体や民泊先の住民とのネットワークが生まれている。

3-5-2　2009 ～ 2011 年（P4 ～ P16）

　2009 ～ 2011 年は、新たに「働き隊」「農六インターン」を導入した上で、前述の成果と課題をフィー
ドバックするかたちで活動が実施されている。「活動の成果が、目に見えて残せたのは良かったし、
次年度以降の活動のしやすさにつながる布石になった。」（FT：P6）、「P4 からの活動計画を見直し、
町の 3年計画（P6、P11、P13）として位置づけた。」（HK：P11）のコメントにあるように、成果を
可視化させる方針や、複数の活動を一連の地域づくりとして位置付け、長期計画とする方針がみられ
る他、「他地域の事例を参考に、「集落の野菜を町に販売する仕組み」を高千穂でもできないかと思っ
て「働き隊」でやってみた。…（中略）…、短期間で濃密な活動をすることができたし、色んな注目
も浴びた。」（NI、FT：P4、P5）、「何人かの OB が手伝いに来てくれて地域外のネットワークをどう
使うかという指針にもなった。」（NI：P8）のコメントにあるように、実践的な活動による地域ビジネ
スの創出や、これまでの活動を通して構築されたネットワークの活用が図られている。
　とりわけ 2011 年では、「彼らの存在は、住民スタッフの奮起にも繋がったように思う。人手不足の
解消や交通費削減にもおいてもメリットが有る。」（YH：P16）のコメントにあるように、より戦略的
に転出した外部人材を活用する姿勢がみられる他、「P8 のでインターン生OB に協力してもらったと
いう話を聞き、関係者を通じて協力を仰いだ 。」（YH）のコメントにあるように、転出した外部人材
の活用を通じた、地域内の受入主体同士の連携が生まれている。
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3-6　本章のまとめ

3-6-1　本章のまとめ

（1）外部人材の活用による地域づくり活動の内容及び方針（3節・5節）

　高千穂町では、人的支援事業「地域インターン」「働き隊」「農六インターン」を段階的に導入し、
外部人材との協働による地域づくりを継続してきた。
　2006 ～ 2008 年は「地域インターン」のみの導入であり、外部人材の個性に依拠した、地域資源
の発掘を主たる目的とした活動に取り組んでいる。この時期の活動の成果、及び課題をフィードバッ
クするかたちで、2009 年からの活動はその目的を、長期計画のシフトによる具体的提案の誘因、地
域空間の創出による地域ビジネスの創出、ネットワークの活用による地域 PRの促進へと移し、転出
した外部人材の活用を含め、戦略的に地域づくりを進めている。

（2）転出した外部人材の地域との関わりの実態とスタンスの構造（4節）

　外部人材の多くは、活動を終えて転出した後も継続的に地域との関わりを有しており、その内容は
地域行事への参加や私的訪問、活動への協力等多岐にわたっている。
　こうした地域との関わりの有無、及び地域貢献への意欲や地域内外へのネットワークから、転出し
た外部人材のスタンスは「交流維持層」「間接的貢献層」「直接的貢献層」「消極的層」「卒業層」に分
類される。中でも「間接的貢献層」「直接的貢献層」は地域づくりへの協力を積極的に行っている層
であるが、転出後、地域との関わりが途切れている外部人材であっても、地域貢献への意欲を持つ潜
在層も存在している。
　これらのスタンスは活動中や活動前後の出来事や地域との関係性によって変化しており、前述の地
域づくりの継続に伴い、「直接的貢献層」の出現、及び「交流維持層」「間接的貢献層」の増加がみられる。

（3）活動を通じた地域内外のネットワークの構築状況（4節・5節）

　活動の継続によって、地域内外のネットワークに広がりがみられる。2006 ～ 2008 年は、受入主
体と転出した外部人材、住民と転出した外部人材とのネットワーク、同一の活動に参加していた外部
人材間のネットワークがみられるが、2009 年以降は、活動の継続に伴う外部人材のスタンスの変化、
及び活動方針の変化によって、外部人材の世代間ネットワーク、及び転出した外部人材の活用に向け
た、受入主体間のネットワークが構築されている。
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3-6-2　本章の事例にみる地域づくりのプロセス

　以上を踏まえ、地域づくりのプロセスを整理すると、地域づくりに向けた足掛かりを模索しながら、
その継続によって、転出した外部人材とのネットワークを構築していく段階（2006 ～ 2008 年）から、
地域づくりに向けた一定の方向性を見出し、転出した外部人材の助力を受けながら実践を図っていく
段階（2009 ～ 2010 年）、地域づくりの一定の成果が生まれると共に、地域内の連携が生まれ、転出
した外部人材とのネットワークを戦略的に活用していく段階（2011 年）に移行していくと考えられる。

3-6-3　地域マネジメントのための外部人材の活用における要点【1】

　人的支援を始めて導入する地域において、前項で述べた 3つの段階からなるプロセスに沿って外部
人材の活用による地域づくりを進めていく為には、まず初動の段階で、①外部人材との交流や提案に
基づき、地域づくりの方向性を一定程度集約すること、また②転出した外部人材とのネットワークを
維持しながら地域づくり活動を進めていくことが肝要となる。その上で、徐々に③受入主体を中心と
した地域内のネットワークの構築を図りながら、④拠点となる空間づくり、及び⑤地域ビジネスの創

図 3-5　本章のまとめ

初動の段階における要点 継続の段階における要点
①地域づくりの方向性の集約

②外部人材OBとのネットワーク維持
③地域内のネットワーク構築
④空間づくりへの活動展開
⑤地域ビジネスへの展開

地域マネジメントのための外部人材の活用における要点

活
動
の
内
容
及
び
方
針

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
状
況

地
域
内

地
域
外

転
出
し
た
外
部
人
材
の

地
域
と
の
関
わ
り
と
ス
タ
ン
ス

３
節
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節

外部人材の個性に
依拠した地域資源の発掘

ネットワークの活用による地域 PRの推進
支援協力：再参加

自由提案

直接的貢献層

交流維持層

間接的貢献層

単一の人的支援事業による活動 複数の人的支援事業による活動及び事業によらない活動

地域空間の創出による地域ビジネスの創出
実践協力：再参加 戦略共有

外部人材の世代間ネットワーク

受入主体間の
ネットワーク

外部人材の
同期間ネットワーク

地域内の人間と外部人材とのネットワーク

限定的な
ネットワーク

ネットワークの
広がり

ネットワークの
更なる広がり

継続的に地域と関わる
外部人材の出現

地域づくりに向けた足
掛かりを模索しなが
ら、その継続によって
転出した外部人材との
ネットワークを構築し
ていく段階

地域づくりに向けた一
定の方向性を見出し、
転出した外部人材の助
力を受けながら実践を
図っていく段階

地域づくりの一定の成
果が生まれると共に、
地域内の連携が生ま
れ、転出した外部人材
のネットワークを戦略
的に活用していく段階

継続的に地域と関わる
外部人材の増加

直接的に地域貢献する
外部人材の出現

継続的に地域と関わる
外部人材の更なる増加

長期計画へのシフトによる具体的提案の誘因
具体提案

2006-2008 2009-2010 2011



92

中山間地域における地域マネジメントのための
外部人材の活用に関する研究

出等の、具体的な地域づくりへと展開させていくことが求められる。
　これらの要点に基づいた外部人材の活用を進めていくことが、より望ましい地域マネジメントの推
進に繋がっていくと考えられる。
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注釈

参考文献

調査 3-Ⅰ～ 3-Ⅲに関しては、ヒアリング内容をテキスト化した上で、発言の主旨を変えない範囲で修正を行い、デー
タソースとして用いている。
国土地理院標準地図（1:25000）に基づき筆者作成。

「地域づくりインターン」については参考文献 3-1 及び地域づくりインターンの会事務局員へのヒアリング調査、「田
舎で働き隊 !」については参考文献 3-2 ～ 3-6、「農村六起インターン」については参考文献 3-7 を参照した。
転出した外部人材のうち、調査 3-Ⅱの実施ができなかった 24 名については、活動への再参加がみられない（表
3-2）ことから、その多くが「0A 消極的層」「0B 卒業層」であり、「ⅰ交流継続層」「ⅱ間接的貢献層」「ⅲ直接的
貢献層」は殆どいないと考えられる。

宮口侗廸、木下勇、佐久間康富、筒井一伸：若者と地域をつくる　地域づくりインターンに学ぶ学生と農山村の協
働、原書房、2010.8
矢崎栄司：僕ら地域おこし協力隊　未来と社会に夢をもつ、学芸出版社、2012.12
農林水産省農村振興局都市農村交流課：平成 20 年度田舎で働き隊 ! 事業実績概要、農林水産省、2009.6
農林水産省農村振興局都市農村交流課：平成 21 年度田舎で働き隊 ! 事業実績概要、農林水産省、2010.11
農林水産省農村振興局都市農村交流課：平成 22 年度田舎で働き隊 ! 事業実績概要、農林水産省、2011.8
農林水産省 HP　http://www.maff.go.jp（2013.09.01 参照）
ふるさと起業塾 HP　http://www.furusatokigyo.net（2015.07.01 参照）
金子奈津：地域ビジネスの創出に向けた地域と外部人材の協働に関する研究 - 宮崎県高千穂町における成長構造を
ケーススタディとして -、早稲田大学修士学位論文、2012.02

注 3-1）

注 3-2）
注 3-3）

注 3-4）
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4-1　本章の目的と構成

4-1-1　本章の目的

　本章では、「地域外コーディネート組織による外部人材の活用」として、人的支援「緑のふるさと
協力隊」を事例に、当事業におけるコーディネート組織である（1）緑化センターのマッチングの実態、
及び（2）サポートの実態、（3）緑化センターの潜在的な有用性と課題の 3点を明らかにする。
　以上を踏まえ、地域づくりのプロセスを整理し、地域マネジメントのための外部人材の活用におけ
る要点を導くことを目的とする。

4-1-2　本章の構成と調査分析の方法

　本章のフローを図 4-1 に、調査概要を表 4-1 に示す。まず次節で研究対象の概要を把握した上で、
3節では調査 4-Ⅰに基づき、「緑のふるさと協力隊」隊員の活動内容と実施理由の整理を行い、受入
年数を基に分類した上でその傾向を把握し、ケーススタディ対象を選定する。4～ 5節では調査 4-Ⅱ
～Ⅳに基づき、緑化センターによるマッチング及びサポートの実態を、自治体の活用体制と併せて把
握する。6節では調査 4-Ⅲ、及び 3～ 5節の結果に基づき、緑化センターの潜在的な有用性と課題を
整理する。最後に 7節で、本稿で明らかになったことをまとめ、「緑のふるさと協力隊」導入自治体
の地域づくりのプロセスを整理すると共に、外部人材の活用における要点を整理し、結びとする。

4 章　地域外コーディネート組織による外部人材の活用

図 4-1　研究のフロー（4章）

表 4-1　調査概要（4章）注 4-1）

配布 /回収方法
回収票 /回収率

実施日時
調査対象

設問内容

実施日時
調査対象

設問内容

実施日時
調査対象

本章の目的と構成

研究対象の概要

「協力隊」受入年数からみた自治体の傾向

本章のまとめ

緑化センターの潜在的な有用性と課題

緑化センターによる
マッチングの実態

緑化センターによる
サポートの実態

4-1

4-2

4-3

4-4

4-5

調査
No.

4-Ⅰ

4-6

4-7

4-Ⅲ

4-Ⅲ・Ⅳ

4-Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

実施日時 2012.11.30-12.16
郵送配布 /郵送回収
有効回答 28 票 /68.3%

調査対象 2012 年度「協力隊」受入 41 自治体の担当
者（各 1人・計 41 人）

・隊員の活動内容
・個々の活動を実施させる理由
・活動の担い手の過不足の状況
・「協力隊」の評価　など

配布 /回収方法
回収票 /回収率

設問内容

調査 4-Ⅰ：アンケート調査（3節）

実施日時 2013.09.25
緑化センター事務局員（計 2人）調査対象

・「協力隊」の概要
・マッチング及びサポートの内容　など設問内容

調査 4-Ⅱ：ヒアリング調査（4節）

実施日時 2013.10.15-29
4-3 で抽出した自治体の担当者（各 1人・計 6人）調査対象

・緑化センターのマッチングに対する意向
・活用体制の状況　など設問内容

調査 4-Ⅲ：ヒアリング調査（4・5・6節）

実施日時 2013.10.15-29
4-3 で抽出した自治体の隊員（各 1人・計 6人）調査対象

・自治体の選定理由
・活用体制の状況　など設問内容

調査 4-Ⅳ：ヒアリング調査（4・5節）

4-Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ
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4-2　研究対象の概要

4-2-1　「緑のふるさと協力隊」の概要

　「緑のふるさと協力隊」（以下、「協力隊」）は、当該自治体へ派遣された概ね 18～ 35 歳までの男女
が、隊員として 1年間現地に住まいながら、自治体内の主体との協働によって地場産業の補助や地域
行事への参加、課題解決に向けた取り組み等を行う事業である。
　1994 年の 6市町村への第 1期生 16 名の派遣以降、受入を行った自治体は延べ 111（2012 年度終
了時、受入当時の旧市町村数で算出）、派遣された隊員は 654 名にのぼり、数年にわたり受入を継続
している自治体も多くみられる（図 4-2）。2013年度は 37市町村に対し、40名の隊員を派遣しており、
隊員の平均年齢は 23.5 歳である。各年度における自治体の平均受入年数をみると、直近の 10年間で
は概ね 4年弱～ 6年強で推移しており、自治体側での受入継続における事業評価の一定基準となって
いることが推察される。

4-2-2　緑化センターの業務

　「協力隊」の流れ、及びコーディネート組織である緑化センターの業務内容を図 4-3 に整理した。

1）自治体と隊員とのマッチング（図 4-3：①）

　「協力隊」は自治体及び隊員志望者の両方に対し、緑化センターが公募を行い、とりまとめる形式
をとっている。自治体に対しては、隊員の役割、地域振興の方針等を審査し、志望者に対しては書類
審査と面接によって選考を行っている。
　選考後は隊員及び担当者の要望を考慮し、より互いに適したかたちになるように配属を決定した上

図 4-2　「協力隊」受入自治体数の変遷
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で、隊員に対しては事前研修を設けており、円滑に自治体に入れるよう配慮がなされている。また原
則として、隊員の出身地や居住地に近い自治体には派遣されない。

2）活用体制に対するサポート（図 4-3：②）

　隊員の派遣後、現地で活動を行う期間においては、6～ 7月に全ての自治体を訪問し、活動状況の
確認や自治体内の主体との情報共有を行うほか、5月に担当者会議、9月に隊員の中間研修を開催し、
自治体同士のネットワークの構築による相互交流や情報の共有をはかっている。
　また隊員の任期中において、担当者は活動計画、隊員は活動日誌の提出が毎月義務づけられている。
これにより現地の様子を常に把握し、随時指導や提案を行う等、年間を通じコーディネート組織とし
ての活動に取り組んでいる。

図 4-3　「協力隊」の流れと緑化センターの業務
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4-3　「協力隊」受入年数からみた自治体の傾向

　本章では調査 4-Ⅰに基づき、「協力隊」の受入年数注4-2）分類ごとにみた自治体の傾向を把握し、ケー
ススタディ対象の選定を行う。図 4-4 に、隊員の活動内容（複数選択、うち特に重要と考えるものを
5つまで選択）、活動の自治体の担い手状況、及び隊員に個々の活動を実施させる理由（各活動に対し
1つ選択）を集計したものを示す。

4-3-1　隊員の活動内容と自治体の担い手状況

　隊員が行う活動のうち、過半数の自治体で一次産業の手伝い（① -1）、高齢者サロン等への参加（④
-2）、恒例行事・イベントへの参加（⑥ -1、⑥ -3、⑥ -5）が挙がっており、重要であると位置づけて
いる割合も高い。またその他の活動として、観光施設の業務（② -1）や自治体内を対象とした交流活
動（⑤ -4）、恒例行事・イベントの企画運営（⑥ -4）が多く挙がっているが、重要視している割合は
その半数以下であった。また特産物等の加工や販売、開発（① -2 ～ 4）、HP・ブログの運営（③ -1）、

A

直接活用 間接活用交流
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自治体で実施している活動）

（グラフ内数値は指摘自治体数。各活動に対し指摘数が最も多かったものは濃色表記）
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①-2：①-1 による生産物の加工や販売
①-3：①-1 以外の特産物の加工や販売

①-4：①-1 以外の特産物の開発
②-1：観光施設の業務
②-2：公共施設の業務

③-1：HP・ブログの運営
③-2：広報誌や広告の作成
③-3：自治体外での PR活動
④-1：高齢者への労力提供

④-2：高齢者サロン等の会合への参加
④-3：高齢者の見回りや訪問

⑤-1：自治会・協議会への参加
⑤-2：住民に対する調査活動
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⑥-5：⑥-1、⑥-3 以外の行事への参加
⑥-6：⑥-5 の企画・運営
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図 4-4　「協力隊」における隊員の活動内容と自治体の担い手状況、及び実施理由
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調査及びその他の特定活動（⑤ -2 ～ 3、6）、伝統的行事の企画・運営（⑥ -2）を隊員が担う自治体
は少ない。
　多様な活動に隊員が携わる一方で、自治体の担い手は殆どが『やや不足している』『不足している』
ものであり、「協力隊」の受入を契機に新たに取り組んでいる活動は極めて少数に留まっている。こ
のことから、多くの自治体において、主として既存の活動を担う存在として「協力隊」が位置づけら
れていることが推察される。

4-3-2　活動の実施理由と「協力隊」への評価

1）実施理由の分類

　担当者が、隊員に個々の活動を実施させる理由（以下、実施理由と表記）について、『A. 地域の住
民に頼まれたから』『B. 地域の特定組織に頼まれたから』『C. 若者の方が向いている活動だから』『D. 地
域外の人間の方が向いている活動だから』『E. 隊員の視点やアイデアを参考にしたいから』を 1）直
接活用、『F. 地域の人との交流を深めてもらいたいから』を 2）交流、『G. 地域の良さを知ってもらい
たいから』『H. 地域の問題を知ってもらいたいから』『I. 技術や知恵を学んでもらいたいから』を 3）
間接活用注4-3）とし、考察を行う。

実施理由 A～ E：直接活用
　地場産業における加工や販売（① -2 ～ 4）、高齢者への労力提供（④ -1）において高い割合で挙げ
られている。また広報誌や広告の作成（③ -2）をはじめとする広報・PR（③）や調査及びその他の
特定活動（⑤ -2 ～ 3、6）、恒例行事・イベントの企画運営（⑥ -4、6）において『D. 地域外の人間
の方が向いている活動だから』『E. 隊員の視点やアイデアを参考にしたいから』という、外部人材で
あることを活かす実施理由の割合が多いのが特徴的である。

実施理由 F：交流
　一次産業の手伝い（① -1）、公共施設の業務（② -2）、高齢者サロンへの参加（④ -2）自治会・協
議会への参加（⑤ -1）、自治体内を対象とした交流活動（⑤ -4）、地域行事への参加（⑥ -3）におい
て高い割合で挙げられており、各活動の実施自治体数も多い。

実施理由G～ I：間接活用
　『G. 地域の良さを知ってもらいたいから』という実施理由は前述の交流に次いで指摘数が多く、伝
統的行事への参加（⑥ -1）をはじめ、恒例行事・イベント（⑥ -2、4～ 5）において高い割合で挙げ
られている。一方で高齢者の見回りや訪問（④ -3）や住民に対する調査、及びその他の特定活動（⑤
-2、6）において『H. 地域の問題を知ってほしいから』という実施理由が高い割合で挙げられている。
『I. 技術や知恵を学んでもらいたいから』という実施理由は一次産業の支援（① -1）をはじめ少数み
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られるが、その割合は少ない。

2）　実施理由及び「協力隊」への評価からみた自治体の傾向

　延べ受入年数からみた自治体の傾向を把握するために、調査Ⅰの対象である 2012 年度の「協力隊」
受入自治体の平均受入年数（4.97 年）を基準に、受入 1年目（新規受入）、及び平均受入年数を上回
るもの（受入 5年目以上）とそうでないもの（受入 2～ 4年目）とに分類した。その上で各自治体で
隊員が行っている個々の活動に対する前節 1）～ 3）ごとに実施理由の割合を算出し、担当者による「協
力隊」の評価に関する自由回答をKJ 法に基づき分類したものと併せて整理したものが図 4-5 である。
　実施理由の割合をみると、新規受入の自治体では過半数を占めていた間接活用が 2～ 4年目になる
と減少し、交流が増加している。
また受入 5年目では直接活用、交流、間接活用ともにほぼ同じ割合になっている。自由回答と併せて
みると、はじめは主として自治体のことを知ってもらうための活動を中心に「協力隊」の受入が行わ
れ、初年度の問題や反省を活かし、その後の継続受入によって「協力隊」が徐々に自治体内に定着し、
多様な目的にバランス良く応じた活用が可能になっていくことが推察される。一方で受入 4年目の自
治体で「協力隊」の廃止を検討している例がみられた（4-b）。

図 4-5　「協力隊」の受入年数分類別にみる担当者の意向

：直接活用（実施理由 A～E） ：間接活用（実施理由G～I）
：交流（実施理由 F）

※グラフ内数値は該当する活動数
※各コメント末尾の（）内は受入年数及び ID凡例

自治体：6
活動総計：68

自治体：12
活動総計：131

自治体：10
活動総計：101

27.9%54.4%

37

12
46 31
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37.4%27.5% 34.7%34.7%

（+9.5%）（-26.9%） （-2.7%）

（+17.4%） （-4.5%）

（+7.2%）

17.7% 35.1% 30.6%

新規受入
継続受入

2～4年目 5年目～

●初めての事業で、試行錯誤
があってうまくいかなかっ
た点も多くあったと思いま
す（1-b）

●取り組みさせる側もなかな
か成果を見出すのが難しい
（1-b）

●一年間でその成果を求めら
れることについては難しい
ところがある（1-b）

●短期間で半強制的に地域を
変えたいのなら「地域おこ
し」のように専門業務を担
う人材の配置が望ましいと
思う（1-c）

●受入 1 年目で、目に見えて
変わったという部分はない
（1-c）

●受け入れ側がバタバタして
しまい、隊員も戸惑ってし
まい、本来の力が発揮でき
なかったと思う（1-h）

●ひとつの方向が見えてくる
のは 3～4 年後ではないかと
思う（1-i）

●「協力隊」によって、住民は
活性化されているが、来年
度からは「協力隊」を頼り
にせず、活動したい（4-b）

●まちづくりという視点で考
えたときに、それ目的とし
て派遣される地域おこし協
力隊の方が活動の場が広が
るのではないかという意見
が出ている（6-c）

●来年度もどんな協力隊の方
が来るか楽しみである（3-a）

●地域住民にもだいぶ浸透し
た（4-c）

●集落が楽しみに待っている
（4-c）

●こちらも悩むこと多し（2-f）
●単年度での効果検証はなか

なか難しい（2-b）

受入の反省 /長期目標へのシフト

「協力隊」の地域への浸透

課題の明確化 /他事業の検討

●「協力隊」を受け入れる中で
地域の課題が明確になった
（6-a）

●何か明確な成果が出る事業
ではないため、受け入れも
難しくなってきている（6-c）

●今後は地域おこし協力隊と
のリンクを検討（6-b）

●もっと有利な事業がないか
考えないといけない（11）

●住民も毎年協力隊が来る事
を楽しみにしている（8-b）

●地域で 1 年間若者を預かっ
て成長する姿を見ることに
より、地域住民が自らの地
域力に自信を持ってきてい
る（12-b）

●緑のふるさと協力隊を受け
入れて 12 年が経ち、地域に
定着している（12-c）

●第 1 期から受け入れを行っ
ており、地域での取り組み
も広がりつつある（19）



103

4 章
地域外コーディネート組織による

外部人材の活用

　受入 5年目以上の自治体では、地域の課題が明確になったとする例（6-a）や、住民の意識変化を
見出す例（12-b）がみられる他、「協力隊」の評価をふまえ、前述の例と同様に「協力隊」の廃止
を検討する自治体や、「地域おこし協力隊」等の他事業を検討している自治体が発生している（6-b、
6-c、11）。

4-3-3　小結：「協力隊」受入年数からみた自治体の傾向

　「協力隊」において、隊員は自治体の担い手が不足しているものを中心に多岐にわたる活動を行っ
ている。また自治体の概ねの傾向として、新規受入から 2～ 4年目にかけて、長期目標への方針の転
換、及び活動の実施理由における交流の割合の増加がみられること、受入 2～ 4年目から 5年目以降
にかけて「協力隊」の自治体内への定着、及び「協力隊」の廃止、他事業の検討が行われていること
が明らかになった。

4-3-4　ケーススタディ対象の抽出

　本章の結果をふまえ、次章では緑化センターによるマッチング及びサポートの実態を受入年数分類
ごとに把握する。ケーススタディ対象として、2013 年度「協力隊」の受入を行った 38 自治体から、
6つの自治体を抽出注4-4）し（図 4-6）、次節以降の分析に用いることとする。

図 4-6　ケーススタディ対象の選定及び隊員のプロフィール

※隊員プロフィール
　【年齢 /職業 / 前居住地】

専…専門学校　　　大…大学生
ア…アルバイト　　無…無職

（新規受入）女性【20/ 専 / 京都】
（新規受入）男性【33/ 専 / 東京】
ⅰ
ⅱ

（2年目）男性【23/ 大 / 山梨】
（4年目）男性【23/ ア / 神奈川】
ⅲ
ⅳ

（13 年目）男性【23/ 大 / 神奈川】
（19 年目）男性【23/ 無 / 東京】

新規受入
2 自治体

2～4 年目
19 自治体

5 年目～
17 自治体

ⅴ
ⅵ

2

3

ケーススタディ対象の選定フロー
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4-4　緑化センターによるマッチングの実態

　本節では、「協力隊」のマッチングにおける、各項目に対する回答を調査 4-Ⅱ～Ⅳにより聴取し、マッ
チングの方針と実態を明らかにした上で、担当者及び隊員の意向、及び自治体の活用体制の状況と併
せて考察を行う（表 4-2）。

4-4-1　マッチングの方針と実態

　緑化センターのマッチングについて聴取し、その方針と実態について内容を分類したものを図 4-6
に示す。
　選考においては、必ずしも特別な技術や知識を持っているわけではない地域外の若者を受け入れ、
地域の活性化に繋げるという目的に整合している自治体を選別し、隊員を派遣するという方針をとっ
ている。一方で、離島をはじめ顕著な条件不利地域である自治体に対しては、隊員の派遣が難しい実
態がある（実態①）。また地域振興の方向性に対し、必ずしも「協力隊」を必要としないと判断でき
る自治体、あるいは労働力としてのみの活用を考える自治体に対し、派遣を行わないケースも存在し
ている（実態②、③）。なお隊員に対しては、選考に際し特別な技能や知識は求めない方針をとって
いるため、結果的に隊員の意識や能力のばらつきを生んでいることがわかる（実態④）。
　隊員の配属においては、自治体の特徴、隊員の志望や興味に対し一定の配慮を行っているとする一
方で、主として自治体との相性や隊員の人間性に対し、緑化センターの主観で配属を行っている状況
にあるため、隊員の志望通りではない配属も多い（実態⑤）。また『元気のない、あまり具体的な意
思の無い隊員』に対し、継続受入の自治体に頼るかたちで行われる配属（実態⑥）も存在している。

表 4-2　4節分析の枠組み

マ
ッ
チ
ン
グ
の
段
階

分
析
対
象

派遣要請 参加志望
選考 選考 配属自治体の選別

配属志望

選考
自治体の選考 隊員の選考

選考の方針と実態（4-1） 配属の方針と実態（4-1）
隊員の選考に対する
意向（4-2-2）

隊員の配属に対する
意向（4-2-2）

自らの配属に対する
意向（4-3）

隊員への要望（4-2-1）

緑化センター

担当者

隊員

隊員の配属

担当者

緑化センター

隊員志望者（選考後は隊員）
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4-4-2　マッチングに対する担当者の意向

　担当者の、A：派遣要請時の隊員に対する要望注4-5）、及び緑化センターによって行われるマッチン
グの各段階（B：隊員の選考、C：隊員の配属）に対する意向とその理由を聴取し、要望の有無を分類
した上で自治体別に整理を行った（表 4-3）。

1）自治体の活用体制と隊員への要望（表 4-3：A列）

　「協力隊」派遣要請の際の、隊員に対する担当者の要望をみると、新規受入の自治体ⅰ・ⅱではい
ずれも性別の指定のみである。その理由として活動先や住居が整っていないこと、自治体内の主体の
ニーズや方向性が不明瞭であることによる活用体制の不備を挙げている（ⅰ -A、ⅱ -A）。受入 2～ 4
年目の自治体ⅲ・ⅳでは性別以外の要望が発生しており、その理由として、昨年度までの「協力隊」

図 4-6　緑化センターによるマッチングの方針と実態

■担当者には「1 年住まう若者を受け入れて下さい」「地域の活性化にうまく繋げて下
さい」とお願いしているのですが…隊員は特別な技術や知識を持ってるわけではない
んですね。本当に毎年色んな子が来ますが、別に知識や資格なんていうのは選考では
ほとんど影響しません。

特別な知識や技術を持たない若者を地域振興に活かしてほしい

■この隊員は活発だから、この地域でこういう場面に繋がるかな、活かせるかなと考慮
しますね。例えば林業に興味ある隊員は、比較的山間部の自治体に派遣するとか。何
らかのきっかけにしてもらえるように。

■地域と担当者と隊員、3 者の関係ですから「絶対に合わない」というようなことは少
なからずあると思います。「この地域は、こういう隊員は絶対に受け入れない」とい
うようなことは感じます。そこには繋げません。

自治体と隊員との相性を考慮する

■隊員の配属については第 3 希望まで取りますけど、その上でこちらの調整がありま
すので、希望通りという事はほとんど無いですね。ある自治体に数人の志望者がいる
と、相応しい 1 人以外は別の自治体になる。そういう場合に実際は第 2、第 3 志望
はほとんど考慮できない部分があります。

■農業に興味がある隊員は農業に繋げたいという思いはあるのですが、例えばこの隊員
は、人間の関係性をもっと深めた上で何をしたいか考えて、その次のステップとして
の農業だと判断し、全く農業と繋がらないところに派遣したという例も沢山あります。

実態⑤：隊員の志望は反映されにくい

■例えば離島で、連絡船が行かないようなところだと、万が一の時を考えた時に…ここ
は大きい組織ではないので。そこの対応が不安で、今までかなりお断りしてきました。
地域側の強い意向もあって最終的には導入を認めたところもありますが。

実態①：条件不利地域への派遣は難しい

■卒業というか…もう「協力隊」は要らないんじゃないかということで、別の事業で何
かきちっとした目標を持ってやっていくかたちで「協力隊」はお休みしましょうと、
こちらから言った自治体もありました。それ自体は良いことだと思います。

実態②：継続受入を必ずしも勧めない

■人間の個性が違うように、色んな経験を積んでいる隊員…ある程度真剣な、真面目な
隊員や、あるいは少し臆病だったり、もう少しビシッと締まって欲しい人もいますね。
こちらとしては、無知だから出てくる好奇心や、チャレンジ性みたいなところに期待
しているのですが…。

実態④：隊員の意識や能力のばらつきが発生する

■自治体にお断りする事もあります。単なる労働力として農協や 3 セクに丸投げしよ
うとしているところは受けないですね。

実態③：労働力としてのみの活用には応じられない

■長い間やっているところは、町のみんなや前の担当者が「協力隊」を知っているので、
スムーズに入りやすいということはありますね。

■元気の無い、あまり具体的な意志の無い隊員だけど「この地域は包容力がある、育て
る力がある」というような自治体に「お願いします」という風に派遣するケースもあ
ります。

実態⑥：継続受入の自治体に頼る場合がある

自
治
体
・
隊
員
の
選
考

隊
員
の
配
属
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の経験による住民のニーズや隊員の具体的使途への対応が挙げられている（ⅲ -A、ⅳ -A）。
　5年以上にわたる継続受入の自治体では、ⅴは特に要望がなく、ⅵは性別の指定のみである。両自
治体ともに、継続受入による活動先の多様化や「協力隊」の定着、担当者自身の経験といった理由か
ら概ね『誰でも良い』という意向を示しており、柔軟な対応が可能な活用体制であることが窺える（ⅴ
-A、ⅵ -A）。

2）隊員の選考と配属に対する意向（表 4-3：B、C列）

　隊員の選考、及び配属に対する担当者の意向をみると、自治体ⅰ・ⅱではいずれにおいても、ノウ
ハウへの信頼から緑化センターに一任するという意向がみられる（ⅰ -B ～ C、ⅱ -B ～ C）。一方で自
治体ⅲ・ⅳでは、隊員と自治体とのミスマッチを危惧する意向がみられ、選考に関しては、事前教育
の質的向上や、担当者自らで隊員の選考を行いたいという意向がみられた（ⅲ -B、ⅳ -B）。配属に関
しても担当者の要望を尊重したかたちを望んでおり、隊員に与えられる自治体の情報の不足を指摘し
ている（ⅲ -C①～②、ⅳ -C①～②）。
　自治体ⅴ・ⅵでは、選考に関しては、ⅴにおいて隊員への最低限の意識付けを望む意向がある（ⅴ

性別の指定のみ ⅰ-A

ⅱ-A

ⅰ-B

ⅱ-B

ⅴ-B②

ⅵ-B

ⅰ-C

ⅱ-C

ⅲ-A

ⅳ-A

ⅲ-B ⅲ-C①

ⅲ-C②

ⅳ-C①

ⅳ-C②

ⅴ-C

ⅵ-C

ⅳ-B

ⅴ-B①ⅴ-A

ⅵ-A

●まだ受け入れる体制がしっかりしていなくて、こういう
事を重点的にやってもらおうとか、積極的に考えていた
訳では無くて…「女性が良い」と伝えてはいましたが、
それ以上の要望はなかったですね。

緑化センターに一任
●事前に性別くらいは知っておきたいと思いますけど、それ以
上は緑化センターにお任せしたいですね。私たちより人間を
見る目があると思いますし、私自身が判断できるかと言われ
るとそれはできないし。

事前教育の質的向上を望む
●今のところ、本当にできる子が来てくれているというのもあ
りますが、そうでない子が実際に当たって大変だという声も
聞きますし…最低限のところはもっと望みたいですね。

事前教育の質的向上を望む
●やっぱり活動先や住民からすると「派遣されて、仕事で来て
いる」という一面もあるので…。最低限の礼儀作法はもう少
し事前に意識付けるようにしてもらえればと少し思いますね。

緑化センターに一任
●事前の選考や教育で、一定以上の隊員が来てくれるので。一
応どういう研修かは把握しているので必要十分だと思います。

緑化センターに一任
●何かを求めるという事ではなく、リスク回避という意味で、
実際に知った上で受け入れたいというのは無くもないですが
…実際のところは、あまりに相応しくない人は選考の時点で
残らないと思いますので、正直そんなに問題でもないかなと。

担当者による選考を望む
●自分で選べるなら選びたいですね。こちらから聞きたい事も
あるし、事前に把握できるのは大きいですし…。その上で緑
化センターさんと配属を相談できるかたちになれば。欲しい
人も選べるし、少なくとも「この人はダメだ」というのははっ
きり分かるので。

性別の指定＋別途要望
●男性を希望しました。それと、より地域の人にとって刺
激的になる為に…コミュニケーション能力や目的意識の
面での要望はありましたね。地域に入っても黙々と作業
しているような人だとだめなので。昨年の「協力隊」受
入を経て、住民の方からも力仕事がこなせる事や隊員の
年齢について等の要望は出てきています。

性別の指定＋別途要望
●男女 1 人ずつお願いしましたが、結果的には男性 1 人で。
頑張りたい人が来るのは分かってはいるのですが、特に
地域づくりに興味関心のある人が欲しいというのはあり
ました。あとは集落の寄り合いをはじめ、高齢者との関
わりが必然的に多くなるので、柔軟性というか、そういっ
た事が苦にならない人であったり、それなりに体力のあ
る人ですね。単純に田舎暮らしがしたい人が来て、カル
チャーショックで帰られたりしたら困りますので。

誰でも良い
●誰でも良かったですね。性別の指定もこれといった要望
もありませんでした。「協力隊」の概要や活動内容は把握
していたし、過去の隊員との繋がりもあった。そういう
意味では、ずっと受入を行ってきて、ある程度誰が来て
も対応できる体制にはなっている。地域住民も「協力隊」
事業をよく分かっているし、活動先の選択肢も多いので。

性別の指定のみ
●要請書には一応「女性が良い」と。近年はいつもそのパター
ン。他の要望は特にありませんでした。そこまで特に考
える必要もないというか…村でずっと色々やってきてい
るので、活動先には困らない。なのでこちらも強くこだ
わる訳ではないです。結果的に今年は男性の隊員が来ま
したが、実質的には誰が来ても選択肢は用意できる状況
なので。だいたいこういう風にやっているな、というの
は担当になる前からも分かっていた部分もありますし。

担当者の要望重視を望む
●必ずしも行きたい地域に行く必要は無いと思います。
そういう意味では地域よりも活動ですね。こちらの活
動内容がまずあって、隊員のやりたい事が合致さえし
ていればどこでも良いのかなという気はします。

担当者の要望重視を望む
●誰が来るか分からないし、こちらの要望に反して、
例えば休学中の大学生…初めから残る可能性がゼロの
人間も来る。そういった隊員の事情が、自治体側の状
況と関係ないまま配属されているように感じます。

隊員の要望重視を望む
●もう少し本人が行きたいなと思うところに派遣され
ても良いと思います。緑化センターの選考だけでは分
からない隊員の実際の得手不得手もあるし、勉強した
いこともそれぞれで違う。実際に活動をする上で、行
きたくないところに行くよりは、こちらとしては希望
して来てくれた方が望ましいのではと思っています。

隊員の要望重視を望む
●こちらの要望に合った隊員というよりは、ここを希
望した隊員にこそ来てほしいですね。1 年間、濃く活
動する上ではその方が良いのかなと思います。

自治体の情報周知を望む
●隊員も多少リサーチしていると思いますが、現在の
資料だと地域の特色や活動は分かりにくいですね。

自治体の情報周知を望む
●情報をもっと出したいですね。活動内容の一覧だけ
でなく、何かしらの部分でピンと来てくれれば。

要望あり 要望無し凡例

A. 隊員に対する要望 B. 隊員の選考に対する意向

緑化センターに一任
●こちらや隊員がいくら希望を出しても、活動の中で
隊員が地域や担当者と馴染めないというような恐れも
あるので、その辺はもうお任せして…緑化センターの
決めた配属であればそれで良いのだと思います。

性別の指定のみ
●選べるのであればという事で男性を希望しました。住居
を確保できたのが本当に直前で…事前に綿密に体制を整
えられた訳ではなく、僕も地元も「来てもらってみない
と分からんなぁ」というのが正直なところだったので、
隊員への細かい要望を考える余裕はありませんでした。

緑化センターに一任
●センターの方で 20 年間、そういう選考をやっているでしょ
うし。こちらとしては真面目な人が来てくれればという感じ
だったので「こういう人が良い」というイメージも無かった
訳で…そういう意味では一定水準以上の人材を確実に確保で
きるという点ですごく有り難かった。

緑化センターに一任
●まぁそこは緑化センターを通した方が… 20 年の中で
色々な感覚も持たれているようなので。企業の配属と
似たようなものというか、逆にこちらが隊員の要望に
添えない事もある。なのでお任せした方が、こちらと
してはある意味ですっきりはしますね。

C. 隊員の配属に対する意向

新
規
受
入

継
続
受
入

ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ

Ⅴ

ⅵ

２
〜
４
年
目

５
年
目
〜

（概ね誰でも良い）

表 4-3　緑化センターのマッチングに対する担当者の意向
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-B ①）が、自治体ⅰ・ⅱと同じく概ね緑化センターに一任しており（ⅴ -B ②、ⅵ -B）、配属に関しては、
担当者の要望以上に隊員の志望に沿うような配属を求めている（ⅴ -C、ⅵ -C）。

4-4-3　配属に対する隊員の意向

　隊員の自治体の選別理由注4-6）、及び配属結果に対する意向を聴取し、内容を整理したものを図 4-7
に示す。様々な選別理由を持つ隊員のうち、3名が志望通りの配属となっている。
　志望外の配属結果に対し、自治体に抱くイメージの相違に関するコメント（ⅰ）や、受入年数の長
い自治体で『最初はプレッシャーに感じた』というコメント（ⅴ、ⅵ）がみられるが、派遣後には問
題視されなくなっており、総じて顕著な否定的意向はみられない。
　一方で多くの隊員が、自治体ごとの活動内容の違いが不明瞭であると指摘（ⅰ～ⅱ、ⅳ～ⅴ）して
おり、その為に自身の明確な選別理由に至らなかった隊員（ⅴ）も存在している。

図 4-7　「協力隊」における隊員の自治体選別及び配属結果に対する意向

凡
例

地

活

地
年

活
OB
個

活 年

活動で選別（概ねどこでも良い）

（概ねどこでも良い）

▶活動内容は似たり寄ったりで、あまり参考
になりませんでした。農業ができれば別に
どこでも良かったですね。そんな感じなの
で…提出した志望先は覚えていません。

×志望外 自治体ⅰ
▶意外と町だなと思ったくらいで…農業はで
きるので特に不満はありませんでした。

地理で選別
▶違いが分かりにくくて、活動内容は気にし
ませんでした。以前から、独特な自然環境
で魅力的な場所だと知っていたので志望し
たという感じです。

地地理・年数・活動で選別
▶活動内容を見て、できるだけ多様な取り組
みができるところで…感覚的に、あまり西
には行きたくないなという気持ちもありま
したね。あと受入年数が長いところは楽だ
ろうなとは思いましたが、歴代の隊員と比
べられたりしてプレッシャーだったし、逆
に未開拓な部分のあるような場所の方が良
いかなって。

地OB地理・OBの活動で選別
▶東北に行きたくて調べてた時に、ある隊員
OB の事を知って。その方のいた地域が気
になって第 1 志望として選びました。第 2
～3 志望は興味があった離島を。活動内容
はあまり気にしなかったというか…例えば
農業はどの自治体でも書いていて。実際は
全然違うんだろうけど詳しい違いは分かり
ませんでした。

：自治体の受入年数

：自治体の地理的特徴（位置や自然環境）

：自治体の活動内容

：自治体のOB隊員

：自治体に対する個人的関わり

地個地理・過去の関わりで選別
▶なるべく西の方というのがあって、以前活
動で関わった事のある自治体を第 1 志望
に。地域づくりに近い活動をやっていると
ころはチェックしていたんですけど、違い
もよく分からなくて。それ以上深くは考え
ずに決めたという感じです。

年年数で選別
▶東京から出たかったというのと、田舎暮ら
しがしたかったというだけで、漠然と決め
た感じですね。ただ長いところはプレッ
シャーがあって嫌だなと思っていました。

×志望外 自治体ⅴ
▶ずっと受入を行っている地域なので、最初
はプレッシャーがありましたが、結構良い
雰囲気で…ここは楽しそうだな、と。そこ
で切り替えられましたね。

自治体の選別にあたり考慮したこと
▶選別理由に関するコメント

志望の合否 派遣された自治体
▶志望外の配属に対するコメント

×志望外 自治体ⅵ
▶結局 2 番目に長いところになってしまって
「自分で良いのだろうか」と最初は思いま
したが、地域の人も「協力隊」を理解して
いるし、挨拶回りもしやすかったので結果
的には良かったなと思っています。

●第 1志望 自治体ⅱ

●第 1志望 自治体ⅲ

●第 1志望 自治体ⅳ
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4-5　緑化センターによるサポートの実態

　本章では調査 4-Ⅲ・Ⅳに基づき、緑化センターによるサポートの実態を、自治体の活用体制と併せ
て整理し、考察を行う。

4-5-1　目的及び主体別にみたサポートの分類

　各自治体について現在の活用体制を把握し、その運用にあたり隊員及び担当者が受けたサポートに
ついて聴取した内容を、KJ 法に基づき、サポートを行った主体別（A：緑化センターによる直接的な
サポート、B：緑化センターによる間接的なサポート、C：自治体内の主体によるサポート）、及び目
的別（1：活用体制の立ち上げ、2：活用体制の維持）に整理を行った（表 4-4）。

4-5-2　緑化センターによるサポート

1）緑化センターによる直接的サポート（表 4-4：A列）

　緑化センターの直接的サポートをみると、新規受入の自治体ⅰ・ⅱや自治体ⅲに対し、活用体制の
立ち上げに向け、問題への対応や担当者の関与を促す例（ⅰ -A-1、ⅱ -A-1 ①～②、ⅲ -A-1）がみられる。
また継続受入の自治体においても、昨年度までのサポートによって現在の活用体制にあることが窺え
る。受入 2～ 4年目の自治体ⅲ・ⅳに対しては、現在の活用体制において隊員と担当者、及び自治体
内の主体との意思疎通をはかる例（ⅲ -A-2 ②、ⅳ -A-2 ①～②）や、隊員の抱える問題に対応する例（ⅲ
-A-2 ①）がみられる。
　5年以上の受入によって、経験の蓄積がある自治体ⅴ・ⅵに関しては、自治体ⅴに対する非常時の
問題への対応（ⅴ -A-2）がみられるが、それ以外の平常時においては、緑化センターによる直接的サ
ポートはなく、必要であるとする意向もみられなかった（ⅴ -A-×、ⅵ -A-×）。

2）緑化センターによる間接的サポート（表 4-4：B列）

　自治体ⅰ～ⅲにおいては、緑化センターによる交流機会の提供（図 4-3：担当者会議）を通じて
築かれた担当者同士のネットワークを活かし、担当者の抱える問題への対応や共有をはかる例（ⅰ
-B-1、ⅱ -B-1、ⅲ -B-2）がみられる。
　一方で自らの発意による他自治体との交流機会（ⅳ -B-× ②）を設けている自治体ⅳや、前節同様
に経験の蓄積がある受入 5年以上の自治体ⅴ・ⅵに関しては、緑化センターによる間接的サポートは
必要としない意向（ⅳ -B-× ①、ⅴ -B-×、ⅵ -B-×）がみられた。
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4 章
地域外コーディネート組織による

外部人材の活用

表 4-4　「協力隊」における自治体の活用体制及びサポートの実態

隊担緑 緑 担担 隊OBOB 担隊活活 担

：

：

1活用体制の立ち上げ

2活用体制の維持

：×サポート無し

：隊員 ：担当者

：隊員の活動先

凡例

隊

：隊員OBOB 活

担

●担当者のコメント

▶隊員のコメント

サポートの内容

枠の色…サポートの目的

活

担当者が活動先からの依頼を一括管理。活
動内容を設定後、隊員が活動にあたる。

初めの数ヶ月はⅰと同様。その後は隊員が
自身で築いた関係をもとに活動内容を選
択・調整し、活動にあたる。

担当者が、調整役となる自治体内組織に活
動の大枠を指示。組織内で活動内容をとり
まとめ、隊員との協議を経て活動にあたる。

隊員 OB が自治体内組織で活動内容をとり
まとめ、担当者との協議を経て隊員が活動
にあたる。

初めの数ヶ月はⅰと同様。その後は隊員が
自身で築いた関係をもとに活動先と活動内
容を設定し、活動にあたる。

担当者の抱える問題への対応
ⅰ-A-1 ⅰ-B-1

ⅱ-A-1①

ⅱ-A-1②

ⅲ-A-1

ⅱ-B-1

ⅰ-C-×

ⅱ-C-×

ⅲ-C-2①ⅲ-A-2①

ⅲ-B-2

ⅳ-B-×①

ⅳ-B-×②

ⅴ-B-×

ⅴ-A-×

ⅵ-A-× ⅵ-B-×

ⅲ-A-2②

ⅳ-A-2①

ⅳ-A-2②

ⅴ-A-2

ⅳ-C-2① ⅳ-C-2②

ⅳ-C-2③

ⅴ-C-2③ⅴ-C-2①

ⅴ-C-2④ⅴ-C-2②

ⅵ-C-2① ⅵ-C-2②

ⅲ-C-2②

ⅲ-C-2③

●初めは依頼も来ないし、役場
の手伝いがどうしても多い状
況で…スケジュールの組み方
も分からなかったので、緑化
センターからアドバイスをも
らった通りに、担当者の私自
身が積極的に住民と繋いでい
くようなかたちにしていって。

または

緑化センターからのサポート

（他自治体）

緑化センターによって関係が生まれた
他自治体の担当者からのサポート

または
自治体に残っている
隊員OBからのサポート

または

活動先の住民からのサポート

●隊員が自分で活動に繋げるのは、ま
だ難しくて…まだ「協力隊」事業が
そこまで浸透していないので。

●活動先に偏りがあり、地元との関係
が築けていないと感じています。

●受け入れて下さる住民の方も去年に
比べて増えましたが、まだ試行錯誤
ですね。もっと広げて、多くの方と
関わって欲しいと思っています。

●当初は担当者が調整していて（ⅰと
同様）、2 年目からこのかたちです。
体制を整えた事もあり、活動先や範
囲も毎年徐々に増えてきています。

●第 1～2 期の頃は、同じ活動先にば
かり行かせていたのですが、だんだ
ん活動先が増えてきて。安定してき
たのは6～7年目くらいからですね。

●昔は林業ばかり。緑化センターから
「林業にこだわらずに」という話が
あり、今の状態に落ち着いています。

▶「協力隊」を知らない人も多いので、
知っている人のところでの活動が集
中してしまう状況ですね。

担当者の関与の促進
●担当者である自分がほとんど
隊員を受け入れる体制に関
わっていなくて、「自治体が直
接受け入れる体制じゃないと
困ります」という事は再三言
われていた部分で。ひとつの
パターンとして良いとは思っ
ているんですが…そういう指
摘に始まるやりとりは何度も
ありましたね。

隊員の抱える問題への対応
▶試行錯誤の中「もっとシンプ
ルに考えなさい」とか、意見
を交わしながら進めています。

担当者の抱える問題への対応
●担当者会議で知り合った自治
体で規模や気候の近いところ
に、受け入れの際の問題につ
いて分からない事を聞いてみ
るような事は数回ありました。
難しくて参考にならない場合
もあるのですが、その時は緑
化センターに相談して。

担当者の抱える問題の共有
●担当者会議で話した他の自治
体との話で、出足から若手主
体の NPO なんかの会議とかに
行かせてしまうと、地元との
関係構築よりもそっちに重き
がいってしまって良くないな
という事を言われていて。あぁ
そうなのかと。こちらは今、
実際そういう感じになりつつ
あって…失敗だったという事
を再認識して…改善したいな
と。

担当者の抱える問題への対応
●担当者会議で知り合った他の
県内自治体と、受入側の問題
というか…ちょっと電話をし
て「こういう事があったんで
すけど、そちらでは無いです
か？」みたいな話をしたり。
何回電話したか分かんないで
すね。去年はもっと多かった
ですね。受入前に話を聞かせ
てもらったりもしていたので。

隊員の抱える問題への対応
▶地域の目線を気にしてなかな
か動けない時期に「いつまで
気にしているんだ、もっと好
きに動くべきだ」と。今はふっ
きれて自分のスタンスで動け
るようになりました。

特に無し
●同年に「協力隊」受入を始め
た自治体とはよく連絡を取り
合って情報交換はしていまし
たが、最近は「うちはこうやっ
ている」と言われても、うち
にとって正しいとは限らない
ので…こっちでできる精一杯
の事をやろうと思っています。

特に無し
●3 年前から県内の自治体同士
で交流会を行っています。横
のネットワークは自分でつく
れるようになりました。

特に無し
●他の地域の状況を聞けるのは
有り難いですが、日常は別段
必要ないかな。相談したりと
いう事もありませんので。

調整役の設置の促進
●隊員の現場が本庁から遠いの
なら、それを担保するような
仕組みを作りなさいという事
で、去年から受入体制につい
て緑化センターの方からお叱
りをよく受けていて。それで
協議会で隊員のコーディネー
ト体制を持つようなかたちに。
だんだんと、お任せできる環
境が整ってきている感じです。

●最初は集落内で動いてもらっ
て、徐々に覚えてもらうとい
うやり方や、その為に隊員の
住居は集落内の一軒家が良い
とかアドバイスをもらって。

非常時の問題への対応
●隊員の取り組む交流事業の数
日前に台風が来て、被災への
対応で、危険だから開催は難
しいなと…それで緑化セン
ターへ相談したら「そういう
時こそやるべきだ」と言われ、
内容を復旧のボランティアに
切り替えて。後からの社協ボ
ランティア受入もスムーズに
進んだので、結果的には良かっ
たなと。

特に無し
●災害等が無ければ…緑化セン
ターに直接連絡するような事
はほとんど無いですね。支援
が必要ないとは言いませんけ
ど、手放しでもやっていける
状態ではあります。

特に無し
●担当者会議や総括研修で会っ
て話すような事はありますけ
ど、少しくどいかな…普段の
情報交換とかで必要はないで
すね。

特に無し
●緑化センターからの指摘は無
いですね。活動内容について
は、前年度のデータを引き継
いで、それを参考に、という
感じです。実際はかなり放任
していますね。特に困るよう
な事はありません。

隊員と担当者との
コミュニケーションの促進

●こっちが大丈夫と思っていて
も、緑化センターから「こう
いう事で悩んでいるのではな
いか」と言われる事はありま
す。その時は担当の方から隊
員に聞いてみたりとか。

活動先の提供・
隊員の抱える問題への対応

▶よく会いますし、OB の仕事に
携わることもあります。存在
として大きい。悩んだ時に相
談に乗ってもらったりとか。

隊員と担当者との
コミュニケーションの促進

●実は隊員が集落に馴染めな
かったようで「しっかりフォ
ローして下さい」と。それで
担当の自分からコミュニケー
ションをとろうと務めました。

隊員と自治体内の主体との
コミュニケーションの促進

担当者が抱える問題への対応
●OB に相談する事はしょっちゅ
うあります。今の体制の中で、
調整役よりも OB がいる事が
大きいかもしれない。自身の
隊員としての経験もあるし。
何かあった時に、自分がこの
時期にこういう事で悩んだ、
みたいな事を「今だから言い
ます」という風に教えてもらっ
たり。本当に助かりますね。

活動内容の設定
●「協力隊」の面倒を見て欲しい
という事で日程管理を任せて

「今年は君が隊員の指導をやっ
てくれ、相談には乗るから」
という事で。1 年間隊員とし
て活動したからこそできる仕
事ですよね。住民も OB との
繋がりがあるし「協力隊」の
事も理解しているんですよね。
スケジュールも組みやすくて。
OB 自身もお手伝いしながら活
動先で「何かやれる事ありま
すか？」「三軒隣の父ちゃんの
ところさ手伝ったら良いん
じゃない？」という感じで。

担当者の抱える問題への対応
●「こういうところで隊員が活動
すべきなのでは」という感じ
で、OB と話しながら助言をも
らうことはよくあります。

隊員の抱える問題への対応
▶何かあった時や悩んだ時は、
緑化センターというよりは…
OB に相談しています。今後の
進路についても、相談すると
したら OB の方ですね。

隊員の抱える問題への対応
▶隣にすんでいる住民の方に…
代々「協力隊」を見てきてい
る方なので、以前の活動の様
子を聞いて参考にしたり、何
かあった時に相談に乗っても
らったりしています。

隊員の抱える問題への対応
▶OB が活動をセッティングしてく

れる事もあって、活動の相談には
よく応じてもらっています。

隊員の抱える問題への対応
▶活動の方向性とか今後の進路
とか、迷った時は OBOG です
ね。地域に残っている人がい
るのはありがたいです。

活動内容の設定
●担当者が決めるというより、
活動先の住民の方に、取り組
み内容について柔軟に対応し
てもらっているイメージです。

活動内容の設定
●今年はアタマから地区組織に
隊員のスケジューリングは任
せています。たたき台をこち
らで作って、後は隊員と話し
合ってもらって。

特に無し
●「若い子が来てくれて助かる
ね」という感じで、それ以上
のことはありません。

特に無し
●特にないですね。地元の方で
もっと積極的に活動して欲し
いのですが、高齢者ばかりの
ところで…隊員本人がコミュ
ニケーションの苦手な方だと、
どうしても関係が深まりにく
い。

活動先で起こる問題への対応
●自分自身結構放任しているよ
うな感じで、殆どのトラブル
は全て地域内で解決しても
らっている状態ですね。

活動先で起こる問題への対応
●「協力隊」事業を分かっていな
いが為に起こるようなトラブ
ルはここ最近はないですね。
だいたいの問題に関しては、
活動先で解決してくれている
ような感じです。

現在の活用体制の状況

※コメントは、現在の活用体制に対する
評価と昨年度までの経緯

緑化センターによるサポート
A：直接的サポート C：自治体内の主体によるサポートB：間接的サポート

新
規
受
入

継
続
受
入

ⅵ

ⅴ

ⅳ

ⅲ

ⅱ

ⅰ

２
〜
４
年
目

５
年
目
〜

依頼

活動の実施

活動の
設定
及び通知

調整

隊

隊
OB

活

活
担

隊

活動の実施

活

担

隊

依頼

活動の実施

選択・調整

活

活担

通知
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選択・調整
活動の設定

活動の設定
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活

活
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概要設定

活動の
概要設定

活動の設定
活

活

活動の実施

担 調
整
役

OB

OB

活

初めの数ヶ月はⅰと同様。その後は隊員が
自身で築いた関係をもとに活動内容を選
択・調整し、活動にあたる。

隊

依頼

活動の実施

選択・調整

活

担
活動の
概要設定 OB

（必要無し） （必要無し）

（必要無し）

（必要無し）

（必要無し）

（必要無し）
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4-5-3　自治体内の主体によるサポート（表 4-4：C列）

1）活動先の住民によるサポート

　活用体制の状況に対する担当者のコメントからも、「協力隊」の継続による自治体内の活動先の増
加に伴い、活用体制に関わる住民は増加していくと考えられる。住民が調整役を務める自治体ⅲをは
じめ、継続受入の自治体では、活動内容の設定や隊員の抱える問題への対応が住民によって行われて
いる例（ⅲ -C-2 ①、ⅳ -C-2 ①、ⅴ -C-2 ①）がみられる他、自治体ⅴ・ⅵでは活動先での問題への対
応を行っている（ⅴ -C-2 ②、ⅵ -C-2 ①）等、住民が積極的にサポートを行っている。
　また多くの自治体において、担当者は活動方針の大筋を定めるのみに留まっている。しかし住民に
よるサポートが不十分な新規受入の自治体では、自治体ⅱのように隊員の活動先の偏りを生み、地元
との関係が希薄化する恐れも有している（ⅱ -C-×）。

2）隊員 OBによるサポート

　継続受入の自治体ⅲ～ⅵでは、「協力隊」の任期を終えた後も自治体内に残る隊員OBが存在して
おり、担当者や隊員に対し、隊員OB自身の経験を活かしたサポートを行っている（ⅲ -C-2 ②～③、
ⅳ -C-2 ③、ⅴ -C-2 ③～④、ⅵ -C-2 ②）。特に自治体ⅳにおいては、隊員OB自身が活動先に対する
窓口となっており、活用体制の中心的存在となっている（ⅳ -C-2 ②）。
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4-6　緑化センターの潜在的な有用性と課題

　本節では、調査 4-Ⅲで聴取した担当者の自由回答をKJ 法に基づき整理を行い、コーディネート組
織が恒常的に自治体と関わること注4-7）により発生する、緑化センターの潜在的な有用性と課題につい
て考察を行う。

4-6-1　情報のハブ及び自治体と隊員OBとのネットワークの紐帯としての有用性（図 4-8：1、2）

　自治体ⅰ・ⅳの担当者のコメントにもあるように、「協力隊」の特性上、継続受入によって隊員・
担当者ともに入れ替わっていくことは避けられない。こうした状況において、緑化センターは情報や
ノウハウを蓄積し、共有するための役割を有していることがわかる（図 4-8：1）。
　また、5年以上の継続受入である、自治体ⅳにおける歴代の隊員OBの交流機会や自治体ⅵにおけ
るイベントにおいて、緑化センターが、転出した隊員OBの円滑な参加を促す例がみられた（同：2）。
これらの例は、緑化センターがコーディネート組織として継続的に自治体に関わりながら、転出した
隊員OBとの関わりも維持していることに起因しており、自治体と隊員OBとのネットワークの紐帯
としての役割を果たしている注4-8）ことが窺える。

図 4-8　緑化センターの潜在的な有用性と課題

OB

1. ノウハウの蓄積、共有
●来年私も担当者かどうか分からないし、隊員も変わりますよね。それを
考えるとずっと居続けて見守ってくれる存在がいるのは頼もしいという
か…他の地域での受け入れ方とか、情報をストックしてる部分もありま
すし、地元の私よりよっぽど田舎に詳しかったりしますので（ⅰ）

5. 活用体制における現行制度との齟齬
●仮に隊員が「地域おこし協力隊」で残るとなると、自治体で直接報酬支
払いをする関係になる。具体的な業務を改めて固めないといけない（ⅲ）

2. 自治体と隊員OBとの関わりの維持・促進
●緑化センターの現地訪問の時に「緑化センターさんが来るのなら」と言っ
て歴代の隊員 OB が来てくれた事がありました。隊員同士が知らない間
柄でも、緑化センターの人間は皆知ってるし、お世話にもなってきたの
で。隊員も担当者も次々と入れ替わる中で、変わらず関わり続けている
のは大きいと感じますね（ⅳ）

●来年で「協力隊」受入 20 周年で、何かやろうと思っているのですが、
過去の隊員との連絡調整等、そういう時に協力してもらえるのは有り難
いです（ⅵ）

3. マッチングへの依存
●公募はともかく、こちらで人選できるだけのノウハウは無いですね（ⅲ）
●10 年以上やっていますが、自力での人材取得は難しい（ⅴ）

4. 活用体制の自立によるマンネリ化
●隊員の活動については、マンネリ化しているのかもしれない（ⅴ）
●とりあえず今のパターンで継続しているという感じ（ⅵ）
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4-6-2　現行制度への移行に向けた課題（図 4-8：3～ 5）

　複数年の「協力隊」受入を経て、「地域おこし協力隊」に代表される現行制度への移行を検討する
自治体は一定数存在している（4-3-2）。また隊員に対し、担当者による性別以外の要望が発生すると
ともに自治体とのミスマッチを危惧する傾向にある受入 2～ 4年目の自治体（4-4-2）や、柔軟な活
用体制を理由に、隊員に対し『誰でも良い』という意向を示し、『隊員の要望重視を望む』配属を求
める傾向にある受入 5年以上の自治体（同）が現行制度へ移行し、自らの公募選考によって外部人材
を登用し、活用にあたることは効果的であると考えられる。
　しかし、継続受入である自治体が外部人材の登用を自力で行える状態には無く、緑化センターのマッ
チングに依存している状況にあること（図 4-8：3）、また自立した活用体制にある受入 5年以上の自
治体において、担当者の意識や隊員の活動におけるマンネリ化が引き起こされていること（同：4）、
更に、緑化センターのサポートによって立ち上げられた「協力隊」の活用体制が必ずしもそのまま適
用できるとは限らないこと（同：5）から、現行制度への円滑な移行がなされにくくなっている危険
性がある。
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4-7　本章のまとめ

4-7-1　本章のまとめ

（1）緑化センターのマッチングの実態（4節）

　緑化センターのマッチングに対する担当者の傾向として、活用体制が未成熟である新規受入の自治
体は緑化センターに一任する姿勢をとっている。受入 2～ 4年目の自治体では、隊員に対する要望が
明確であることから担当者がミスマッチを危惧しており、担当者の要望重視の配属を求める傾向にあ
る。また更に長期の継続受入を経た受入 5年以上の自治体では、柔軟な対応が可能であることから、
選考を緑化センターに一任するとともに、より隊員の要望を重視した配属を望む傾向がみられた。
　一方、多数の隊員・自治体に対し、マッチングが緑化センターの主観によって行われること、自治
体の差異や活動内容に関する情報の不足が、隊員の明確な選別理由を生みにくい要因となっているこ
とが課題として挙げられる。前述の傾向より、とりわけ継続受入の自治体に対し、結果的にミスマッ
チとなる恐れがある。

（2）緑化センターのサポートの実態（5節）

　「協力隊」における自治体の活用体制に対し、新規受入の自治体では、活用体制を立ち上げるため
のサポートが主に緑化センターによって行われている。またその後の継続受入によって、自治体に残っ
た隊員OBや活動先の住民によるサポートが活発化し、自治体内の主体のみによる、自立した活用体
制が整えられていく傾向にある。一方でこうした傾向に伴い、平常時における緑化センターの需要は
徐々に減少しており、コーディネート組織としての必要性の喪失が課題として挙げられる。

（3）緑化センターの潜在的な有用性と課題（6節）

　自治体との恒常的な関わりによって発生する緑化センターの潜在的な有用性として、情報のハブ、
及び自治体と隊員OBとのネットワークの紐帯の役割を果たしていることが挙げられる。一方で現行
制度への円滑なシフトを妨げる恐れがあるという課題が挙げられた。

4-7-2　本章の事例にみる地域づくりのプロセス

　以上を踏まえ、外部人材の活用による地域づくりのプロセスを整理すると、活用体制が未成熟であ
り、外部人材の使途も不明瞭な状況（新規受入）から、活用体制が概ね確立し、それに応じた外部人
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材を求める状況（概ね受入 2～ 4年目）へと推移し、更に、自立した活用体制を擁し、外部人材を選
ばない状況（概ね受入 5年目～）に移っていくと考えられる。

4-7-3　地域マネジメントのための外部人材の活用における要点【2】

　人的支援を導入し、複数年の受入を継続していく地域において、前項で述べた 3つの段階からなる
プロセスに沿って外部人材の活用による地域づくりを進めていく為には、まず初動の段階で、コーディ
ネート組織のマッチングによる一定水準に基づく外部人材の供給や、活用体制の立ち上げのサポート
を受け、地域の負担を軽減することが有用である（図 4-9：①、②）。また、継続の段階においては、
コーディネート組織が地域振興の方向性や現行制度に適合するよう地域の活用体制を見直し続けるこ
と（同：③）や、外部人材の自力登用に向けた自立を促すこと（同：④）が求められる。
　また 4-5-2でみられた非常時に対するフォロー（同：⑤）や、情報を幅広く蓄積し、その共有にあ
たること（同：⑥）、また地域と転出した外部人材とのネットワークの紐帯となり、その維持に努め
ること（同：⑦）は、上記 2つの段階を問わず、地域に関わり続けるコーディネート組織が有すべき
役割として位置づけられる。
　これらの要点に基づいた外部人材の活用を進めていくことが、より望ましい地域マネジメントの推
進に繋がっていくと考えられる。

図 4-9　本章のまとめ
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注釈

参考文献

調査 4- Ⅱ～Ⅳに関しては、ヒアリング内容をテキスト化した上で、発言の主旨を変えない範囲で修正を行い、デー
タソースとして用いている。
3 節で取り扱う自治体の受入年数は、調査 4- Ⅰ実施時点（2012 年度）での延べ受入年数である。また、図 4-5 に
おいて抜粋されたコメントに関しては、同一受入年数の、異なる自治体のものとして 1-a、1-b、…と区別している。
例えば、参考文献 4-1 において『農村で数日間を過ごしたほとんどの学生からは、農村に暮らす人たちが、いかに
都市の人にはない生きるワザを持っているかに気づいたことが、感動をもって語られる。…（中略）…この体験に
よって、直接農村に住まないまでも、農業に少しでもかかわれる職場に就職を希望したり、すなおに I ターンした
学生がかなりいる』（pp.12）とあるように、人的支援における自治体への間接的なメリットとして、受け入れた
地域に対する外部人材自身の学びが挙げられている。
受入年数分類ごとのケーススタディ対象を抽出するにあたっては、受入年数分類ごとの代表性を担保することが最
も望ましいと考えられる。しかし「協力隊」においては、隊員の年齢及び人数が自治体の受入年数に関係する傾向
が認められなかった（以上、調査 4-Ⅱより聴取）ことから、受入自治体全体における代表性を担保する方針とし
た。以上に基づき、図 4-6 に示す『1：受け入れた隊員が 1 人である』『2：隊員の年齢が平均値に該当する』とい
う 2 つの条件を設定し、「協力隊」受入の標準的なケースにおける、受入年数分類間の差異を見出すこととしている。
なお 2013 年度の新規受入自治体は 2 つのみであったため、その両方を受入 1 年目の自治体として抽出すること
とした。

「協力隊」において、担当者は隊員に対する要望を『人数』、『性別（①男性、②女性、③どちらでも良い）』、『協力
隊員に望むこと（自由記述）』の項目ごとに派遣要請書上に記すことができ、また別途緑化センターとの直接連絡
で要望を伝えるケースも複数例存在している（以上、調査 4-Ⅱより聴取）が、自治体のより詳細な状況を把握す
るため、本章におけるデータソースは担当者へのヒアリング（調査 4-Ⅲ）により聴取した内容であることに留意
されたい。
図 4-6：実態⑤のコメントにもあるように、隊員は配属前に、各自治体の活動内容に関する書類を通読した上で第
3 志望まで配属先の自治体を選定することができる（以上、調査 4-Ⅱより聴取）。
例えば、参考文献 4-2 において『つまり、コーディネート組織としては、…（中略）…、地域側のマネジメント
は継続した関係となり、現地のいわば「地域力」を育てるべく、寄り添い続ける姿勢が不可欠となろう』（pp.105）
とあるように、自治体と恒常的に関わるという、コーディネート組織の特徴が挙げられている。
例えば、参考文献 4-3 において、『「協働の段階」の都市農村交流に参画する流動性の高い若者にとって、当然のこ
とではあるが「定住」は連続する居住地選択の一段面であり、状況に応じて次の進路を選びうる』（pp.40）とし
た上での、『地域外住民も含めた「うごめく人々」による総体が、これからの農山村のコミュニティの一つのモデ
ルになりうる。』（同頁）という提言にあるように、人的支援を導入する自治体が、転出した外部人材との関わりを
維持することの必要性が述べられている。

宮口侗廸、木下勇、佐久間康富、筒井一伸：若者と地域をつくる　地域づくりインターンに学ぶ学生と農山村の協
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2010、農文協、2010.3
佐久間康富、青山幸一、筒井一伸：「協働の段階」の都市農村交流と「うごめく人々」によるコミュニティモデル、
都市計画（302）、pp.38-41、2013.4
野田満、後藤春彦、山崎義人：人的支援の効果的活用に向けたコーディネート組織の役割 -「緑のふるさと協力隊」
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5-1　本章の目的と構成

5-1-1　本章の目的

　本章では、「財源・意思決定の担い手としての外部人材の活用」として、「池田町まちづくり自治制度」
の下、地域外からの寄付金を財源とし、及び地域外の寄付者と住民からなる意思決定機関「池田町ま
ちづくり自治委員会」による地域づくりを進めてきた福井県今立郡池田町の取り組みを事例に、池田
町まちづくり自治委員会の主要な事業である（1）「小っちゃな幸せ実現事業」の成果と課題、（2）池
田町まちづくり自治委員会の人員構成と方針の変遷の 2点を明らかにする。
　以上を踏まえ、地域づくりのプロセスを整理し、地域マネジメントのための外部人材の活用におけ
る要点を導くことを目的とする。

5-1-2　本章の構成と調査分析の方法

　本章のフローを図 5-1 に、調査概要を表 5-1 に示す。まず次節では調査 5-Ⅰに基づき、池田町まち
づくり自治制度の概要を把握する。次に 3節では調査 5-Ⅰ・Ⅱに基づき、「小っちゃな幸せ実現事業」
の実態を時系列で把握し、その成果と課題について考察を行う。更に 4・5節では調査 5- Ⅲに基づき、
前節の時系列に従い、4節では人員構成から、5節では方針から、池田町まちづくり自治制度におけ
る意思決定機関である池田町まちづくり自治委員会の変遷を明らかにする。最後に 6節で本稿で明ら
かになったことを踏まえ、池田町まちづくり自治制度による地域づくりのプロセスを整理すると共に、
外部人材の活用における要点を整理し、結びとする。
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図 5-1　研究のフロー（5章）

表 5-1　調査概要（5章）注 5-1）
調査対象
実施日時

設問内容

実施日時

設問内容

調査 5-Ⅰ：ヒアリング調査（2・3節）

調査内容

調査対象

調査 5-Ⅱ：文献調査（3節）

調査対象

調査 5-Ⅲ：ヒアリング調査（4・5節）

研究対象の概要

本章のまとめ

本章の目的と構成 調査
No.

自治委員会の
人員構成とその変遷 5-Ⅲ

5-Ⅰ

「実現事業」による
地域づくり活動の実態 5-Ⅰ・Ⅱ

人員構成の変化に伴う
自治委員会の方針の変遷 5-Ⅲ

5-1

5-2

5-6

5-3

5-4

5-5

調査対象 池田町まちづくり自治委員会事務局担当者（2名）
実施日時 2014.07.25、2014.12.22、2015.03.22

・池田町まちづくり自治制度の概要
・採択地域づくり活動の具体的内容　等設問内容

実施日時 2014.08.11-14、11.04-07
・池田町まちづくり自治委員着任の経緯
・着任期間における取り組み及び評価　等設問内容

調査 5-Ⅰ：ヒアリング調査（2・3節）

・採択地域づくり活動の具体的内容と申請主体の概要
・活動費総額、助成総額及びその具体的使途　等調査内容

池田町まちづくり自治委員会ならびに「小っちゃな幸
せ実現制度」報告書、またはそれに準ずる資料調査対象

調査 5-Ⅱ：文献調査（3節）

歴代の池田町まちづくり自治委員全 16 名から故人と
筆者を除く 14 名のうち、協力者 11 名（実施率 79%）調査対象

調査 5-Ⅲ：ヒアリング調査（4・5節）

調査
No.

5-Ⅲ

5-Ⅰ

5-Ⅰ・Ⅱ

5-Ⅲ
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5-2　研究対象の概要

5-2-1　対象地の概要

　福井県今立郡池田町は、福井県の東部、岐阜県との県境に位置する町であり、総面積約 195km2 の
うち 90%以上が山林の典型的な中山間地域である（図 5-2）。
　人口は 2010 年度時点で 3047 人であり、長きに渡り減少傾向にある。谷に沿って点在する全 38の
集落の中には、世帯数が 10 を下回るものも存在しており、これらの集落では道普請や祭事をはじめ
とする地域運営が困難に陥っていることが推察される。

図 5-2　福井県今立郡池田町注 5-2）
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5-2-2　池田町まちづくり自治制度の概要

　池田町まちづくり自治制度（以下、自治制度）の概要を、池田町におけるふるさと納税の活用の流
れと併せ、図 5-3 に示す。

1）池田町における寄付金の使途

　池田町では、寄付金の使途について、『池田町まちづくり自治委員に委任』を含めた 17の事業分野
注5-3）を設けており、寄付者が寄付金の納付時に選択できるしくみとなっている。
　寄付者には感謝状及び町報等の資料の送付を行っているが、特産品の贈答等、物品による直接的な
リベートは行っていない。

2）自治制度の概要

　自治制度は、住民及び寄付者の意思に基づき、寄付金を挑戦的で機知に富んだ取り組みに充てる為
に創設された制度である。
　寄付金を積み立てた「池田町まちづくり自治基金」（以下、自治基金）のうち、使途が『自治委員に委任』
と選択された分（￥1,000,000/ 年：不足分は町の一般財源から補填、超過分は積立）を原資とし、そ
の具体的使途についての意思決定及び事業の実施を自治委員会が行うしくみとなっている。またその
際、役場は事務局を務めるのみに留まり、自治委員会による意思決定の直接的な反映を図っている。
　自治委員会の構成員となる池田町まちづくり自治委員（以下、委員）は、町内外から毎年度 6名が
着任することになっている。町外からの委員（以下、町外委員）の選出にあたっては、原則として前
年度の寄付者から立候補を募るかたちをとっており、町内からの委員（以下、町内委員）については、
町長・町議会議長・区長会長による選考委員会によって委員を選出注5-4）することとしている。

図 5-3　ふるさと納税の活用の流れと自治制度の概要
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5-2-3　「小っちゃな幸せ実現事業」の概要

　「小っちゃな幸せ実現事業」（以下、「実現事業」）は、自治基金を財源とした地域づくり活動への助
成事業である（表5-2）。2009年に開催された第1回自治委員会において自治基金の使途を議論した際、
「寄付金を池田町の住民に使って欲しい」との意見が一致し、町民が直接的に寄付金を活用できるし
くみとして同年度より創設された。
　池田町内で活動を行う法人或いは個人からの申請に対し、『地域づくりやまちづくりの一端を担い
得る、公共的かつ具体的なものであること』『自然・環境・景観・里山保全、子育て・教育、地域づ
くり・イベント実施、伝統文化継承など幅広くまちづくりに関すること』（表 5-2：助成条件）という
基準の下、隔月に行われる自治委員会による審査を経て、「採択」「条件付採択」「不採択」が決定さ
れる。「条件付採択」の場合は指摘箇所を修正した上で再申請となる。5-2-2で述べた通り、自治委員
会による直接的な意思決定を重視している為、事務局は申請の際の窓口や申請主体に対しての通知等、
事務的役割を務めるのみとしている。
　申請に対する審査を自治委員会が務める点、また申請書類を簡素化し、敷居を一定程度低く設定し
ている点、助成額が総事業費の 80%以内、原則 10万円までと小規模である点、同一の団体及び個人
が何度でも申請可能である点が特徴である。自治制度創設から 2014 年度に至るまで継続されており、
自治委員会の主要な事業注5-5）となっている。

表 5-2　「実現事業」の概要
■池田町内で活動を行う法人・NPO・その他団体（集落や実行委員会等）
■池田町内に住所を有する個人 ※同じ団体、個人が何度でも申請可

助成対象

■地域づくりやまちづくりの一端を担い得る、公共的かつ具体的なものであること
■自然・環境・景観・里山保全、子育て・教育、地域づくり・イベント実施、伝統文化継承
など幅広くまちづくりに関すること

助成条件

■原則として新規の活動を対象とする
　（既存の活動や、継続的な活動の申請の場合は新たな取り組みを含む活動とする）
■申請は通年受付。審査は奇数月に実施
■他の助成金・補助金の交付を受けている事業は申請不可
■個人を対象とした備品購入は不可
■収益の出る可能性のある事業については、固定費への助成のみ可

備考

助成内容 材料・備品購入費、イベント運営費、調査経費等

助成金額 総事業費の 80%以下（￥100,000 を上限額とする）
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5-3　「実現事業」による地域づくり活動の実態

　本章では調査 5-Ⅰ・Ⅱに基づき、自治委員会の主要な事業である「実現事業」を総括するとともに、
池田町の地域づくりにおける「実現事業」の成果と課題について考察を行う。

表 5-3　「実現事業」採択地域づくり活動の一覧

凡例

0 2 5km

年度

09

10

11

12

13

14

分類及び名称 概要 申請主体活動費総額・助成総額 備考 活動場所

一期

二期

三期

09-A1 空間形成

09-A2 空間形成

09-A3 空間形成

09-A4 空間形成

10-A1 空間形成

11-A 空間形成

10-A2 空間形成

12-A1 空間形成

12-A2 空間形成

10-A3 空間形成

10-A4 空間形成

13-A1 空間形成

13-A2 空間形成

13-A3 空間形成

13-A4 空間形成

09-A5 空間形成

09-A6 空間形成

09-A7

09-B1

空間形成

EV実施

09-B2

09-C1

分類及び名称　IDは「年度 - 分類」（分類は下記参照。灰色表記は継続） 申請主体

▶ ：活動の内容について
□ ：活動の主体について
★ ：活動のその後の動向について

09-C2

09-D

EV 実施

10-B1 EV 実施

11-B EV 実施

10-B2

10-C1

12-C

10-C2

10-D

13-C1

13-C2

14-B2

13-D

11-D

12-D

EV 実施

13-B EV 実施

14-B1 EV 実施

EV 実施

集落環境美化事業 地区案内看板の設置、集落センター
前の花壇・植栽の整備 地 東俣区￥115,480 ￥92,384

明後日朝顔プロジェクト 先進地への視察交流、花壇の整備 属

地

金山農家組合￥58,168 ￥32,000

大本区環境保全事業 河川清掃、道路補修、草刈り、禊の
場の整備 大本区￥180,000 ￥65,000

個ビオトープ改良事業 登山道、展望台、ビオトープ、作業
小屋の整備 M.F（個人 / 男性）￥194,815 ￥100,000

個雛人形の館整備事業 町内の雛人形の収集、及びそれらを
年中鑑賞できる場所の整備 M.S（個人 / 女性）￥139,348 ￥100,000

属稲荷山登山道整備事業 天然記念物「稲荷の大杉」に至る登
山道の草刈り、階段の補修 稲荷壮年会￥152,000 ￥100,000

属沿道美化事業 国道 476 号線沿道の美化に向けた草
刈り、花壇の整備 下池田体育振興会￥34,899 ￥27,919

テ雪どけ村の工房市 地域の名産品や手作りの物品・食品
を扱うフリーマーケットの実施 ￥38,519 ￥30,000

環境パートナー
池田

農村力デザイン
研究所

町内周遊
レンタサイクル事業

池田観光連絡
協議会

プロモーションビデオ
制作事業

物品制作
・充実化

物品制作
・充実化
物品制作
・充実化

物品制作
・充実化

物品制作
・充実化
物品制作
・充実化

物品制作
・充実化
物品制作
・充実化

物品制作
・充実化
体制・
商品開発

体制・
商品開発

体制・
商品開発

体制・
商品開発

体制・
商品開発

体制・
商品開発

国際有機農業
映画祭実行委員会

子供向け野外活動事業 環境パートナー
池田

史跡案内板事業 M.F（個人 / 男性）

M.U（個人 /男性）

憩いの広場整備事業 松ヶ谷区

地産食材食育事業 Vage ママクラブ

ネイチャー冒険隊合宿 ボランティア
スタッフ RICE

伝統文化継承事業 板垣区

交通安全マスコット
制作事業 板垣公民館

池田町体験パンフレット
制作事業

いけだ農村交流
ネットワーク

大本環境保全事業 大本区

いけだ新メニュー試作研究
事業

いけだ新メニュー
試作研究会

イルミネーション・カウン
トダウン花火事業 角間夫婦会

大本区伝統行事継承事業 大本区

伝統文化継承事業 神事「さかずき取り」の広報、町外
の一般参拝者の為の環境整備

清水谷区
・柿ヶ原区

記念誌発行事業 町の老人クラブ 50 周年記念誌の制
作・発行

池田町老人クラブ
連合会

稲わらの商品開発事業 藁草履付きの命名書と写真付きウェ
ルカムボード、ストラップの制作

いけだ農村交流
ネットワーク

集落環境美化事業 花壇の補修・整備、及び水道栓の設
置 新保区

交通安全モニュメント制作・
景観づくり事業 ▶10-A3 の補修を含む

▶09-A4 の補修を含む
□区内住民との協働

▶09-A3 の補修を含む
★11-A として継続
★次年度以降「実現事業」
の助成を受けずに継続
★次年度以降「実現事業」
の助成を受けずに継続

★商品化に至る

□町内住民との協働
★同イベントHPに掲載

□町内小学生との協働

□町内デザイナーとの協
働

★次年度以降「実現事業」
の助成を受けずに運用

★次年度以降「実現事業」
の助成を受けずに運用

★10-B1 として継続

★10-A4 として継続

□区内婦人会との協働

□町内環境団体との協働

□町内住民との協働

▶全国 22 箇所で行われて
いる同取り組みの一環

★次年度以降「実現事業」
の助成を受けずに継続

▶申請者宅の一部を一般
開放した取り組み

▶09-A3 の補修を含む

★町内施設にて配布

▶09-A3 の補修を含む

交通安全モニュメントの制作 板垣中年会￥133,438 ￥100,000

公共施設緑化事業 町内公共施設に花や野菜等によるグ
リーンカーテンを設置 庁舎緑化委員会￥41,247 ￥26,560

河川美化事業 川沿い 10 箇所にゴミ不法投棄禁止看
板を設置 東俣区￥152,250 ￥100,000

チーム Tシャツ制作事業 チーム Tシャツの制作 池田なるこ屋￥62,800 ￥50,240

民俗芸能保存伝承事業 祝い謡や御座敷謡の歌や振り付けの
映像保存、衣装の新調

池田町
慶祝謡クラブ

銭太鼓クラブ講演事業 町内外の施設での太鼓の演奏

A　空間形成
新たな空間の創
出及び既存の空
間の機能追加を
行う活動

【11-A】大本区
環境保全事業

C　物品制作・充実化
物品や記録の制
作、及び更新を
行う活動

【10-C2】池田町
体験パンフレッ
ト制作事業

D　体制・商品開発
新たなシステム
やプロダクトの
開発を行う活動

【13-D】図 書 館
プロジェクト

B　イベント（EV）実施
新たな行事及び
イベントを行う
活動

【09-B1】雪どけ
村の工房市

池田町
銭太鼓クラブ

￥166,738 ￥100,000

大本みそぎ保存事業 大本区￥77,000 ￥52,000

図書館プロジェクト 町内店舗及び公共施設内に、本の貸
借・譲渡が自由にできる本棚を設置

バレーボール大会に合わせた池田町
産の食材を使った炊き出しの実施

天体望遠鏡のレンタル事業及び天体
マップの制作

池田町青年団￥125,265 ￥100,000

￥127,144 ￥100,000

池田町
バレーボール協会￥136,900 ￥100,000

子育て力アップセミナー
開催事業

バレーボール大会
地域活性化事業

天体観測セット
レンタル事業

子育てに関する相談会、及び専門家
による講演会の実施

いけだ農村交流
ネットワーク￥120,480 ￥100,000

テ昔遊び体験事業 町内外の子供を対象とした昔の遊び
の体験イベントの実施 ￥78,597 ￥60,000

テ「国際有機農業映画祭 in 池田」開催
に向けた町の PR映像の制作 ￥170,000 ￥100,000

テオリジナル鳴子製作事業 オリジナル鳴子の製作、及び振り付
け講習会の実施 池田なるこ屋￥163,400 ￥100,000

属

個

地

地

地

テ

テ

地

テ

テ

地

属

テ

地

地

属

テ

属

テ

地

地

テ

テ

テ

属

テ

テ

14-C1 老人会健康管理事業 歌や体操を行う為の設備の購入 池田町老人クラブ
連合会￥69,800 ￥55,840 属

14-C2 子供みこし用半被作成事業 子供みこし用の半被の制作 水海鵜甘神社
氏子総代会￥197,800 ￥100,000 地

14-D ￥135,000 ￥100,000 個

自転車の周遊コース・観光ツールの
整備 ￥142,615 ￥100,000

ビオトープ敷地内の史跡案内板の整
備、及び植樹の実施 ￥170,000 ￥70,000

集落内の広場の整備、砂場の設置

河川の階段の整備、禊の場の再整備

河川の階段及び禊の場の補修・清掃

￥96,051 ￥76,000

交通安全マスコットオブジェの制作、
及び花壇の整備 ￥125,330 ￥80,000

河川清掃、道路の側溝清掃、草刈り、
禊の場の清掃 ￥78,308 ￥62,646

町内外の子供を対象とした登山・地
域行事・植林体験イベントの実施 ￥27,395 ￥15,900

町内外の子供を対象とした自然体験
合宿イベントの実施 ￥128,422 ￥80,000

「名開祭」の継承に向けた法被購入 ￥150,000 ￥100,000

町内の観光・体験事業に関する情報
を集約したパンフレットの制作 ￥150,000 ￥100,000

町内農家の協力による食材収穫、郷
土料理教室及び先進地視察の実施 ￥115,782 ￥92,000

￥130,000 ￥100,000

年末のイルミネーションの設置、及
び花火打ち上げイベントの実施 ￥162,740 ￥100,000

町内の食材を用いた料理メニューの
検討・開発と試験販売の実施 ￥50,958 ￥30,958

￥77,360 ￥60,000

￥400,000 ￥100,000

￥640,710 ￥100,000

￥152,427 ￥100,000

09-A3

11-A

13-A4

14-C2

13-D

12-C

13-C1

14-D

13-C2

12-D

10-A4

10-A2

09-C2

09-B1

09-D

09-A6

10-B2
10-C2

09-A2

10-A3
10-C1

09-A4
10-A1

09-A5

13-A2

13-A1
14-B2

13-A3

14-C1
13-B

09-A1

12-A2

11-D

12-A1

11-B

09-C1

09-A7

地：
属：
テ：
個：

備考 活動場所
● ：採択地域づくり活動
● ：採択地域づくり活動（継続）
○ ：過去の採択地域づくり活動

採択地域づくり活動件数：
うち継続（図中太字）件数：

13
6

採択地域づくり活動件数：
うち継続（図中太字）件数：

7
2

採択地域づくり活動件数：
うち継続（図中太字）件数：

21
3

［同一の集落内の住民で構成される組織］
［職業・年代等の共通する属性の住民で構成される組織］
［上記に該当しないサークルやNPO、任意団体等の組織］

地縁型組織
属性型組織
テーマ型組織
個 人

09-B2 10-B1 10-D
町外含む複数箇所で実施

14-B1
町外含む複数箇所で実施
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　これまでに「実現事業」に採択され、自治基金による助成を受けて実施された地域づくり活動（以下、
採択地域づくり活動）について、活動分類と概要、活動費総額、助成総額、及び申請主体を整理した
ものを表 5-3 に示す。全 41 件注5-6）の採択地域づくり活動が実施されており、活動場所も町内全域に
跨がっている（表 5-3：活動場所）。

5-3-1　採択地域づくり活動の実施状況

　全 41 件の採択地域づくり活動を、新たな空間の創出及び既存の空間の機能追加を行う活動である
『空間形成』、新たな行事及びイベントを行う活動である『イベント実施』、物品や記録の制作及び更
新を行う活動である『物品制作・充実化』、新たなシステムやプロダクトの開発を行う活動である『体
制・商品開発』に分類し（表 5-3：分類及び名称）、採択件数及び採択率と併せて年度別に整理したも
のを表 5-4 に示す。
　「実現事業」創設から 2年間（2009 ～ 2010 年度）は活動件数が 12件、9件と比較的多く、全 41
件の活動のうち約半数がこの期間に行われている。その後 2年間（2011 ～ 2012 年度）は、活動件
数が 3件、4件と大きく減少している注5-7）が、直近の 2年間（2013 ～ 2014 年度）では 8件、5件
と微増している。全体としては減少傾向にあるものの、採択された年度の後、「実現事業」の助成を
受けずに継続或いは運営されている活動（表 5-3：09-B1、09-D、10-B1、10-B2、13-D）や、町内
施設での配布や商品化等、一定の目的を果たしたとみなせる活動（同：10-C2、12-D）、また 9世帯
以下の小規模集落と他集落との連携による活動（同：12-A2）も存在しており、町内の地域づくり活
動の創出に一定程度寄与していることが窺える。
　こうした採択地域づくり活動の実施状況を踏まえ、2009 ～ 2010 年度を一期、2011 ～ 2012 年度
を二期、2013 ～ 2014 年度を三期とし、以降の分析に用いることとする。

表 5-4　採択地域づくり活動の実施状況

一
期

二
期

三
期

分類別の採択地域づくり活動の概況

凡例

09

B C=B-A

申請
件数

不採択
件数

D=100×A/B

採択率（%）

A’

採択

A=A’+A”

合計

採択件数

A”

12 0 100.01212 0

9 0 100.099 0

3 0 100.023 1

5 1 80.034 1

9 1 88.978 1

6 1 83.335 2

条件付
採択

10

11

12

13

14

空間形成：

物品制作・充実化：
体制・商品開発：

イベント実施：
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5-3-2　採択地域づくり活動の継続状況

　5-2-3に示した通り、「実現事業」は同一の主体が何度でも申請し、採択地域づくり活動を実施する
ことが可能である点が特徴である。この特徴が採択地域づくり活動にどう反映されているかを把握す
る為、該当する例注5-8）（表 5-3：灰色表記）を抽出した上で、活動内容に基づいた継続パターンを 2
つに分類した（図 5-4）。
　ひとつは、一定の範囲内の場所において、以前の採択地域づくり活動の内容や方針を一定程度引き
継ぎながら、段階的に新たな『空間形成』が採択地域づくり活動として継続されているパターンであり、
もうひとつは、以前の採択地域づくり活動の内容とは異なる新たな活動の実施により、ソフト的活動
の多様化がなされているパターンである。
　前者は主として地縁型組織によるものであり、後者は主としてテーマ型組織によるものである。こ
れらの要因としては、『空間形成』に該当する住環境の整備、或いは祭事空間の整備といった活動が、
地縁型組織によって行われてきた慣習的な自治活動やその延長上に位置づけられやすいものであるこ
とが考えられる。対してテーマ型組織は、同一の集落や属性の住民によって構成された組織ではない
為に地域空間に依拠した『空間形成』の活動がなされにくく、結果として『イベント実施』や『物品
制作・充実化』といったソフト的活動に偏りがちとなっていることが推察される。
　以上 2つの継続パターンを時系列でみると、三期における継続件数が 6件と最も多く、活動件数の
半数近くに及んでいる。調査Ⅰによって得られた事務局のコメント注5-9）を踏まえると、「実現事業」
が毎年度、一定程度新たな地域づくり活動を生み出しながらも、活動件数が落ち込んだ二期以降は、
事務局による、採択地域づくり活動の経験者への呼びかけによって、既存の採択地域づくり活動の段
階的な継続及び多様化の促進へと、その役割が一定程度シフトされてきたことが窺える。

図 5-4　採択地域づくり活動の継続パターン

凡例

大本区環境保全事業

大本区（地）

M.F（個）

池田なるこ屋（テ）

環境パートナー池田（テ） 池田町老人クラブ連合会（属）

いけだ農村交流ネットワーク（テ）

板垣公民館（地）

①『空間形成』の継続による段階的な整備（4主体）

②ソフト的活動の継続による活動の多様化（4主体）

09-A3
大本環境保全事業

10-A4

ビオトープ改良事業
09-A4

史跡案内板事業
10-A1

昔遊び体験事業
09-B2

子供向け野外活動事業
10-B1

交通安全マスコット
制作事業

10-A3

池田町体験パンフレット
制作事業

10-C2

交通安全モニュメント
制作・景観づくり事業

13-A1

子育て力アップセミナー
開催事業

13-B

大本区伝統行事継承事業
11-A

大本みそぎ保存事業
13-A4

一期 二期 三期

記念誌発行事業
12-C

老人会健康管理事業
14-C1

稲わらの商品開発事業
12-D

東俣区（地）

集落環境美化事業
09-A1

河川美化事業
13-A3

オリジナル鳴子製作事業
09-C2

チーム Tシャツ制作事業
13-C1

[※1]主体の分類及び活動 IDは表 5-3 に準拠　　[※2] 太枠の活動は継続
[※3]10-B1 は次年度以降「実現事業」の助成を受けずに継続

主体名（分類）

活動名称
活動 ID
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5-3-3　小結（1）：「実現事業」の成果と課題

　「実現事業」は町内 41件の地域づくり活動に対して助成を行ってきた。結果として、地域づくり活
動の初動の支援のみならず、一方では主として地縁型組織によるハード的活動の段階的な継続を支え、
他方では主としてテーマ型組織によるソフト的活動の多様化を促している。また、翌年度以降に助成
を受けず継続している活動も 5件存在していることから、地域づくり活動の自立を促す役割も果たし
ていたといえる。
　しかしながら、『空間形成』をはじめとする採択地域づくり活動の件数が全体的に減少傾向にあり、
とりわけ二期で大きく減少したこと、またこうした状況に対し、活動件数を担保する上で、事務局に
よる PR、つまり町の関与に頼らざるを得なかったことが、住民主体の地域づくり体制を推進してい
く上での課題として挙げられる。
　今後、こうした役割を自治委員会が主体的に担っていくことが求められるが、一方で、「実現事業」
の PRや地域づくり活動の採択 /不採択の判断のみならず、12-A2 の例にあるような集落間連携によ
る小規模集落の採択地域づくり活動の例や、5-3-2で述べた採択地域づくり活動の段階的な継続や多
様化、及び自立の例を住民間で幅広く共有し、実践に結び付けていく為、自治委員会がこうした事例
やノウハウを継続的に蓄積し、状況に応じた助言等を積極的に行っていく必要がある。
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5-4　自治委員会の人員構成とその変遷

　本章及び次章では自治制度における意思決定機関である自治委員会に着目する。まず本章では調査

5-Ⅲに基づき、現在までに委員を務めてきた者（2014 年度現在着任中の委員を含む。以下、歴代委員）

の略歴を把握するとともに、自治委員会の人員構成の変遷を明らかにする。

5-4-1　歴代委員の分類（図 5-5）

　歴代委員全 16 名について、現在の居住地による分類（ⅰ：町外委員、ⅱ：町内委員）、及び現在に

至るまでの居住地の変遷による分類（ⅰ a ～ c、ⅱ a ～ b）を行い、それぞれの分類に該当する人数

を整理した。

　各分類において最も該当人数が多いのは『町外出身であり、町内での居住経験を有さない者』（ⅰ a：

7 名）であるが、池田町での居住経験を有する転出者（ⅰ b：2 名、ⅰ c：1 名）や I ターン者（ⅱ a：

2 名）等の歴代委員が存在している。

5-4-2　町外委員の略歴と着任経緯

　前節の分類を基に、全 16名の歴代委員のうち、調査 5-Ⅲによって直接的に略歴と着任経緯を把握
した 11 名に、調査Ⅰ及びⅢによって間接的に略歴を把握した 2名を加えた計 13 名（IDは「頭文字
- 性別」表記）を対象に、①着任以前の池田町との関係（町外委員のみ）、②寄付及び着任の経緯、③
着任年度及び採択地域づくり活動への関与注5-10）を併せて整理したものが表 5-5 である。

図 5-5　自治委員会歴代委員の分類

歴代委員 16

町外委員ⅰ

町内委員ⅱ

10

6

現在までの居住地の変遷 該当人数

町内出身
居住経験

分類とその概要

［※1］転出・転入は住民票の移動を指す
［※2］居住経験の有無は現在進行形を含む

ⅰa 町外出身であり、町内での
居住経験を有さない者 現

在
誕
生

町外

ⅰb 町外出身であり、町内での
居住経験を有する転出者

町内 町外町外 転
出

転
入

ⅰc 町内出身の転出者

町内出身の町内居住者

転
出

町内 町外

ⅱa 町外出身の町内居住者
（I ターン者）

転
入

町外 町内

ⅱb 町内

7

2

1

2

4

-

-

●

-

●

-

●

●

●

●
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1）着任以前の略歴（表 5-5：ⅰ行①列）

　町外委員 9名の、着任以前の池田町との関わりを整理した結果、両親や自身の出身地が池田町であっ
た『血縁』に 3名が該当（S.A-m、C.K-f、M.Y.-m）、自身の業務や町内の地域づくり活動への関与に
よる『活動』に 5名が該当（M.Y-m、T.S-m、T.T-m、S.M-m、S.S-m、重複含む）、『血縁』『活動』
以外の私的な付き合いによる『私的』に 2名が該当（S.S-m、A.A-f、同）、関わりが確認されなかった『特
に無し』に 1名（Y.M-m）が該当した。各委員のコメントと併せてみると、ほぼ全ての町外委員が一
定程度定期的に、着任以前から池田町と何らかの関わりを持っていたことが分かる。
　町外委員の居住地の内訳をみると、県内の自治体が多い（鯖江市、坂井市、福井市各 2名）が、3
名の委員が他都県（愛知、東京、大阪各 1名）であり、うち前述の『特に無し』を除いた 2名は「緑
のふるさと協力隊」注18）の任期を終えて転出した外部人材であった（T.T-m、S.M-m）。

地域づくり・私的交流

T.S-m

40 代

60 代
鯖江市

S.A-m

年齢

居住地

ID

坂井市

分類 ①着任以前の池田町との関係 ②ふるさと納税寄付及び自治委員着任の経緯
③着任年度及び採択地域づくり活動への関与

09 10 11 12 13 14
一期 二期 三期

池田町への愛着（自治委員会立ち上げ時からの関与）
池田との関わりの延長上というか、自治委員会は立ち上げの時から関わっ
ていて。もともとは池田町とは長い付き合いなので応援したかったし、
また色んな人に応援してもらいたかったので。

地域づくり・自身の業務
はじめは 2005 年に池田町でのイベントに参加して、その数年後からはス
タッフとしても活動していて。それと併行して、町の観光ホームページ
の作成業務等、仕事としても色々と行っていました。

活

私

S.S-m

60 代

福井市

制度への共感・池田町への愛着
自分の町が平成の大合併で統合された時くらいに自治制度を知って…ま
ず良い制度だと思ったし、市に税金を収めるぐらいなら、古い付き合い
だし、合併せずに頑張ってる池田町を応援する方が良いと思って。

池田町はうちと隣同士で、同じ川の上流と下流という事もあって…まち
づくりでもそれ以外でも、昔からしょっちゅう交流や意見交換はしてい
ました。青年団をやっていた 20～ 30 代から、知り合いも多かった。

A.A-f

40 代

福井市

制度への共感・池田町への愛着
自治制度のことは知っていて、良い制度だなと思っていたのと…委員の
なり手が少ないという話もそれとなく聞いてはいたので、池田町に思い
入れもあるし、それでふるさと納税をして…という感じです。

私的交流
一番最初は仕事というか…取材で池田町には来ていたのですが、1993 年
頃から、気の合う人たちに出会ったりして、それ以降はどちらかといえ
ばプライベートで遊びに行くことが多くなってきたという感じです。

M.Y-m

40 代

鯖江市

池田町への愛着
普段から池田町の方から、町の様子をよく聞いているのですが、最近は
特に衰退が激しいみたいで…思い出の多い場所なので、とにかく何か力
になりたいと思って寄付をして、自治委員に立候補しました。

両親の出身地・自身の業務
両親の出身が池田町で、小さい頃からよく池田で遊んでいました。現在
は隣町で美容室をやっていますが、お客さんの半分以上が池田町民の方
で、仕事柄よくおしゃべりしたり、交流はありましたね。

S.M-m

30 代

東京都

制度への共感・池田町への愛着
任期後に定住しなかったこともあり、池田町を離れても関わり続けたい
と思っていて…手段を模索していた中で、この制度を知って。こういう
関わり方ができるんだと思って、委員になりたい旨を伝えました。

地域づくり（転出した外部人材）
2008 年度の「緑のふるさと協力隊」の隊員で、1 年間池田町に住んで、
農業や祭、それ以外も色々と活動をしていました。そのまま定住という
訳では無く、任期を終えて次の年からは東京に戻っていました。

T.T-m

20 代

大阪府

制度への共感
任期を終え、既に転出を決めていましたが…自分は純粋に制度自体を面
白いと思った部分が強いですね。池田町に 1 年住んで分かった地域の問
題もある程度感じていて、このままでは良くないなと思って。

地域づくり（転出した外部人材）
大学卒業後に就職しましたが退職して、2009 年 4 月から 2010 年 3 月ま
での1年間、「緑のふるさと協力隊」の隊員として池田に住んで、町内で色々
と活動をしていました。その後は地元に戻って。

ⅱa

ⅱa

ⅰa

ⅰa

ⅰa

ⅰa

ⅰa

ⅰa

ⅰb

ⅰb

ⅰc

「実現事業」採択地域づくり活動の経験
依頼を受けたのが最初で…「実現事業」は以前から知っていて、活動の
お手伝いもしていました。それでどうせならそちらに使ってほしいとい
う事で、ふるさと納税をして。その後は毎年自然にという感じ。

A.K-f

30 代

ⅱb

ⅱb

「実現事業」採択地域づくり活動の経験
形式的には依頼を受けたかたちですが、過去に助成を受けて活動してい
たこともありますし、まぁ…自治委員もやってみようかなと思って。

Y.M-m

40 代

「実現事業」採択地域づくり活動の経験
池田町のまちづくりや「実現事業」は前から知っていて…過去に活動に
関わった事もあったので、面白そうだと思っていたので。

M.U-m

30 代

C.K-f

30 代

坂井市

池田町への愛着
役場の方に自治制度の事を教えてもらって。初めは、自治制度に関して
も詳しくは知らない状態で…私にできるかなと思いましたが、生まれ育っ
て愛着があるまちなので、協力したいと思いました。

自身の出身地
生まれも育ちも池田町で… 30 年近く池田で過ごして。2011 年に結婚し
て隣の市に引っ越しました。引っ越してからもちょくちょく池田には帰っ
ていて、町報なんかは毎号見ていました。

両親の出身地 S.A-m：①

T.S-m：①

S.S-m：①

Y.M-m：①

A.A-f：①

M.Y-m：①

S.M-m：①

T.T-m：①

C.K-f：①

T.S-m：②

S.S-m：②

A.A-f：②

M.Y-m：②

S.M-m：②

T.T-m：②

C.K-f：②

A.K-f：②

Y.M-m：②

M.U-m：②

両親の出身地 [※2]。

縁

活 私

活

活

活

縁

縁

30 代
愛知県

Y.M-m 特に無し
従前の関わりは特に無し [※2]。

09-A2
09-A4
09-B1
09-B2

09-B1

09-B1

09-B1

09-B1

13-D

10-B2
10-C2
10-D

09-B1

J.M-m

20 代

前任者の影響
自分も「緑のふるさと協力隊」隊員として、自治委員の着任以前から町
内で色々な活動をしてきて、その延長というか…代々隊員 OB が自治委
員をやっていた関係もあり、頼まれて自然にという感じです。

J.M-m：②

13-D

13-D

13-C112-A210-B109-B2
09-C2

ⅰ 

町
外
委
員

ⅱ 

町
内
委
員

[※1]IDは「頭文字-性別」（ヒアリング対象者は太字）
[※2] ヒアリング対象者ではない委員については、

実情を知る担当者または他委員の発言に準拠
[※3]活動 ID が太字のものは当該委員が申請主体と

して関与した活動、そうでないものは当該委
員が部分的に協力した活動

自身の出身地
両親の出身地

血縁による関係
町外委員 町内委員

：町外委員

：町内委員

活動 ID
（表 4参照）

①列

活動による関係

縁

私的交流による関係私

特に無し

活

池田町との関係
コメント

②列
凡例

③列

経緯の分類
コメント

X-XX
X-XX

地域づくり
自身の業務

池田町との関係の分類
制度
への共感

池田町
への愛着

実現事業
への関与

その他

表 5-5　自治委員会歴代委員の略歴
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2）寄付の経緯（表 5-5：ⅰ行②列）

　町外委員の寄付の経緯について、その要因を整理した結果、『池田町への愛着』に 6名が該当（C.K-f、
M.Y.-m、T.S-m、S.M-m、S.S-m、A.A-f）、『制度への共感』に 4名が該当（T.T-m、S.M-m、S.S-m、
A.A-f、重複含む）した。前節の結果と併せてみると、概ねの傾向として、池田町と『血縁』による
関係を有していた人間は『池田町への愛着』によって、『活動』『私的』による関係を有していた人間
は『池田町への愛着』に加え『制度への共感』によって寄付を行い、委員に着任していることが分かる。『1
年住んで分かった地域の問題みたいなものもある程度感じていて、このままでは良くないなと思って』
（T.T-M：②）や、『池田町を離れても関わり続けたいと思っていて…（中略）…手段を模索していた』
（S.M-m：②）のコメントにあるように、任期を終えて転出した外部人材OBが継続的な地域との関
わりを求めて寄付に至る例や、『市に税金を納めるぐらいなら、古い付き合いだし、合併せずに頑張っ
てる池田町のまちづくりを応援する方が良い』（S.S-m：②）という、市町村合併による自身の居住地
への不信感から寄付に至る例もみられた。なお池田町以外の自治体への寄付を行ったことのある人間
は 0名であった。

3）採択地域づくり活動への関与（表 5-5：ⅰ行③列）

　町外委員のうち 5名は、着任前において採択地域づくり活動への関与がみられた。うち T.T-m は、
自身の外部人材としての活動の中で採択地域づくり活動への協力を行っている他、委員退任後も採択
地域づくり活動への協力を行っており、とりわけ関与が多い。

5-4-3　町内委員の着任経緯（表 5-5：ⅱ行）

　5-2-2に示した通り、町内委員は選考委員会によって選出される為、多くが依頼を受けて着任され
るかたちとなっているが、自身の関与していた採択地域づくり活動（表 5-5：ⅱ行③列）の多くが次
年度以降も継続していること（表 5-3：09-B1、09-B2、10-B1、10-B2、13-D）や、『過去に活動に関わっ
ていた事もあったので、面白そうだと思っていたので』（M.U-m：②）をはじめとする各委員のコメ
ントと併せてみると、採択地域づくり活動における成功経験が着任への意欲に影響していることが窺
える。
　また町内委員は必然的に町の納税者である為、町外委員の着任条件である「ふるさと納税による池
田町への寄付」を行う必要は無いが、『どうせならそちらに使ってほしいという事で、ふるさと納税
をして』（A.K-f：②）という、着任を契機とした財源の使途への意識から、町内委員が池田町へ寄付
を行う例もみられた。
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5-4-4　自治委員会の人員構成

　5-4-1に示した分類ごとに、歴代委員全 16名を年度別に整理し、自治委員会の人員構成を整理した
ものが図 5-6 である。内訳をみると、一期は 5：1（町外委員：町内委員）、二期は 4：2、三期は 3：3と、
町内委員の割合が徐々に増加していることが分かる。とりわけ、二期から三期にかけての変化をみる
と、町外委員、町内委員ともに町内出身者（ⅰ c、ⅱ b）の割合が増加しており、自治委員会が地域
外の寄付者を中心とした人員構成から、池田町の住民や池田町に血縁を持つ寄付者を中心とした人員
構成へと変化していることが分かる。
　5-4-3及び調査 5-Ⅰによって得られた事務局のコメント注5-11）を踏まえると、こうした人員構成の変
化の背景に、寄付者からの立候補の減少による町外委員の担い手不足があること、またそれを補う為
の町内委員の確保にあたり、採択地域づくり活動の経験者が積極的に着任していたことが窺える。

図 5-6　自治委員会の人員構成

凡例 ：町外委員 ：町内委員

09
一期 二期 三期

10 11 12 13 14（年度）

1 22

1 2 2 1 1

1 1

1 1

4 4 4 4 2 2 ⅰa

ⅰb

ⅰc

ⅱa

ⅱb

ⅱ 

町
内
委
員

ⅰ 

町
外
委
員
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5-5　人員構成の変化に伴う自治委員会の方針の変遷

　本章では調査 5-Ⅲに基づき、前章で明らかにした人員構成の変化に伴う、自治委員会の方針の変遷
を明らかにする。
　まず、歴代委員を着任年度から「一期委員」「二期委員」「三期委員」「通期委員」に分類した。う
ち二期委員に関しては該当者が J.M-mのみであることから、二期当時の自治委員会の方針を正確に
把握するに至らなかった為、本稿では一期当時及び三期における自治委員会の方針の差異に着目し、
その変化を見出すこととした。
　一期・三期委員には各々の着任期間における自治委員会での取り組みや姿勢に対する評価、通期委
員には一期から三期にかけての自治委員会での取り組みや姿勢の変化についてそれぞれ聴取し、発言
内容をKJ 法により分類・整理を行った。
　以上の結果、『①意思決定に関する方針』『②「実現事業」の採択に関する方針』『③寄付金の使途
に関する方針』の 3項目において、一期と三期との差異が確認された（表 5-6）。

表 5-6　歴代委員の発言にみる自治委員会の方針の変化
一期 三期

①-1：池田町に関わる地域外の人間同士のコミュニティ

①-2：町外委員による意思決定を重視

②-1：採択まちづくり活動の創出を重視した審査の緩和

③-1：「実現事業」以外の使途に対する不安

①-3：町内委員の問題意識の芽生え

①-4：町内委員による意思決定を重視

②-2：公平性を重視した審査の厳格化

③-2：「実現事業」以外の使途の模索

②-3：地域の実情を重視した基準の改善

○委員会の場の雰囲気は凄く良かったと思います。東京からだったけど、池田に行くこと自体も含めて、
自治委員会が楽しみでしたね。（S.M-m：09）

○僕らの時は手探りだった感じもあり、池田が好きな人たちが、皆で楽しく言いたい事を言っているよう
な感じでした。（T.T-m：10）

○基本的に通していたような…これはだめ、みたいな話は無かったですね。僕らが良い、面白いと思えば（助
成金を）あげれば良いという感じでした。（T.T-m：10）

○使い切る事にそこまでこだわっていなかった気がしますね。使い切れなくても、基金として貯める分に
は良いというようなスタンスでした。無駄遣いするよりは良いかなという感じですかね。（T.T-m：10）

○色んな申請が上がってくる中で、審査して選ぶのは寄付者であるというところが自治制度のポイント
だった。（S.S-m：09）

●昔からのメンバーは、外から池田にずっと関わっている方々で、そういうコミュニティとしては良いな
と思いましたが…大丈夫かな、という気持ちもあった。（M.U-m：14）

○委員会で話してても、やっぱり町内の事情を知る町民の人が居た方が…地域の意見として、ふるさと納
税の使い方に対して最低限の「必要ある」「ない」の判断がスムーズだと思いますね。（C.K-f：13-14）

●町外の方もそれぞれの生活がある中でずっと付き合って頂けるか分かりませんし、地域の大雑把なとこ
ろしか分からない。いずれは地域内で意思決定していくかたちが良いのかなと思います。（Y.M-m：13-14）
●今後の方針については、町内の僕らがしっかり意思表明していかなければと思っています。（M.U-m：14）

○町民の幸せの為だからといって、何でも良いから使えという事ではないと思うし、寄付してもらった大
事なお金だから、もっとちゃんと議論すべきだと思います。（C.K-f：13-14）

○初めに強く言ったのは、寄付金がこんなに余っているのはおかしいという事。池田町の為に寄付金を活
用することについてもっと議論すべきだと思います。（M.Y-f：14）

●専門家でも行政でもないので、他の使途が打ち出せなかったというのはあると思いますが、申請に○×
△を付けるだけでは自治委員の存在意義があまりないので、考え直さないといけない。（M.U-m：14）

●ようやく今年から、自治委員のかたちが出来てきたのかもしれません。「実現事業」以外でも、地域の人
が気付いたところをふるさと納税でカバーしていければと。（Y.M-m：13-14）

●最近は町内の方も増えて発言権も強くなってきて…委員の中に寄付者がいなくなっても、『自治委員に委任』されている以上は大丈夫な訳ですよね。地域外の委員の情報やアイデアを参考にしたいというのはあるけど、
寄付者の殆どは「池田町の判断で使って欲しい」ということだろうし…私は Iターン者なのでどっちつかずの部分もあるのかもしれませんが、委員会での町内の委員の意見は重要だと思います。（A.K-f：10-14）

○自治委員会の面白さは「池田の人を含まずに池田の事を考える」ことだったんですよね。町民が話し合うのは、何も自治委員会じゃなくても良いと思いますし。なので池田の人はゼロでも良いと思っていましたが…池
田から遠いと委員会に出られないし、委員にふさわしくない人もいる。そう考えると、必ずしも寄付者でなくても、やりたい人、やれる人が委員を務めるのが良いという感じになっていっていた感じです。（A.A-f：10-13）

○住民側の要求に、結構簡単に折れてしまっていたというか…ハードルをぎりぎりまで下げてしまっていたが故に、自治力は逆に落ちていたのかもしれない。お金だけあげていたような気がしなくもないですね。そこは
自分の中でも問題意識がありましたね。今は何でも出してはいけないという姿勢になってきている。（T.S-m：09-14）

○「実現事業」以外の、自治委員の決定による事業は「いけだ展」だけど、「自治委員の趣味でやっているのか」と言われるかもしれないなという不安も正直あったので、あれをやった年は（ふるさと納税で）例年より多
めに…￥50,000 寄付しましたね。ここ数年は「実現事業」の申請もやや頭打ちなので、自治委員独自の事業を打ち出していこうという空気になってきています。（T.S-m：09-14）

●使い方について、と言われても困ってしまうので…私が入った年は「実現制度」をやる委員、みたいな位置づけだったというか…「今年も（「実現事業」を）やりますか？」というところから始まってはいましたが、「実現事業」
以上のものを何も出せなかったというか、事務局が役場でも「実現事業」以外の使途に自信が持てなかったという感じでした。「実現事業」以外の使途をきちんと議論し始めたのは去年ぐらいからですね。（A.K-f：10-14）

○私自身はどんどん OK を出せば良いんじゃないの ? と思っていました。その年に集まったお金を、その年に集まった委員で使い方を決める制度なんだし、皆池田町を応援したい人たちだったし。ただまちづくりなん
だから、助成をもう少し厳しくして、その分は別途基金にするとかの意見も出てきていましたね。それも分からなくもないです。（A.A-f：10-13）

●悪い言い方ですが、知り合い同士で会って話す雰囲気に見えなくもないというか…去年の初めは凄くそ
れを感じました。今になって、ちゃんと真剣にというか、池田町のお金の話をしている雰囲気が芽生え
た気がします。（C.K-f：13-14）

●助成の基準に対しては、厳しく見ていかないといけないというのもありますが、例えば、悪用はされな
いまでも、物品購入のようなものは私物化される恐れもあるので、同時に共有のルールも決めるように
しています。そういう細かいルールの追加は町内の委員の役割なのかもしれませんね。（M.U-m：14）

●自分が以前「実現事業」を申請した時に感じた事でもありますが…池田町の人にとっては、まちづくり
は奉仕活動なんですね。花壇の整備をするのに、皆で飲むお茶代をバックアップしてほしいとか…それ
ができずに上限 10 万円だと、何に使えば良いのか分からないという気持ちがあった。そんな経緯をふ
まえて議論して、今は奉仕作業の際の飲み物に関しては OK になりました。材料費や燃料費ではなく、
本来必要なものはそっちだったと。池田町なりのルールを作ったような感じでしょうか。今は利益を生
む事業に関しては固定費のみで原則 NG ですが、「実現事業」をきっかけに利益を生むのであれば、そ
れも良しとすれば良いのかなとも思います。（Y.M-m：13-14）

○「個人の趣味みたいな活動は自分の金でやるべき」という声もあったけど…池田町の「実現事業」は何
でもありで良いんじゃない？って。きちっとした書類は書けないけど、まちの為に一生懸命汗をかく人
が1人でも増えれば、我々はもうそれで理由は必要ないという思いでした。悪用する人もいないだろうし、
なるべく沢山の活動が生まれるように。（S.S-m：09）

①
意
思
決
定
に
関
す
る
方
針

②「
実
現
事
業
」
の
採
択
に
関
す
る
方
針

③
寄
付
金
の
使
途
と
活
用
に
関
す
る
方
針

○皆殆ど池田を通じた知り合いだったし、今までは外から池田のファンだけが来ていたような感じで…ここ数年で委員ががらっと変わってからは…良い意味でピリピリしてきたという気がします。（T.S-m：09-14）

●ここ数年はそうでもないかもしれないけど、昔は申請は簡単に通していました。私自身もとにかく池田町のまちづくりを応援してあげたいという気持ちが強かったので。（A.K-f：10-14）

○仲良しの集まりみたいになっていたのかもしれない。良いのか悪いのか、凄く和気あいあいとまちづくりについて話していた感じはあります。私が居た頃は、ちょうど変わりつつある時期だったのかな。（A.A-f：10-13）

○楽しかったですね。池田が好きな人が集まって、和気藹々とやっていました。（S.S-m：09）

○町外委員のコメント ●町内委員のコメント

凡例

［※1］現役（14 年度）委員ではない者の発言は破線表記
［※2］コメント末尾の（）内は ID：着任期間
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5-5-1　意思決定に関する方針の変化（表 5-6：①行）

　はじめに自治委員会の意思決定に関するコメントをみると、一期は、池田町に愛着のある人間が町
外委員として集まり、池田町のまちづくりについて楽しく話し合っていたという旨のコメントが多く
みられ、池田町に関わる地域外の人間同士のコミュニティとしての意味合いが強かったことが分かる
（表 5-6：① -1）。また、寄付者である町外委員による意思決定が、自治委員会を特徴付けていた様子
が窺える（同：① -2）。
　こうした状況に対し、三期は町内委員の問題意識の芽生え（同：① -3）に伴い、今後も町外委員の
情報やアイデアを取り入れたいとしつつも、町内委員が主体性を持ち、意思決定を行いたいとするコ
メントがみられるようになっている（同：① -4）。

5-5-2　「実現事業」の採択に関する方針の変化（表 5-6：②行）

　次に、「実現事業」の採択に関するコメントをみると、一期においては、池田町を応援したいとい
う思いの下、なるべく多くの採択地域づくり活動を創出する為、採択基準の解釈を広げ、可能な限り
申請された地域づくり活動を採択していたことが分かる（表 5-6：② -1）。
　一方で三期では、公平性の重視による審査の厳格化（同：② -2）や、地域の実情に応じて採択基準
を柔軟に改善していく動きがみられるようになっている（同：② -3）。

5-5-3　寄付金の使途と活用に関する方針の変化（表 5-6：③行）

　2013 度までの自治基金の金額の推移を表 5-7 に示す。ふるさと納税の創設間もない 2008 年度、
2009 年度を除くと、近年では概ね寄付額は￥800,000 前後、件数は 10 数件となっている。また
2010 ～ 2012 年度においては、寄付金額が自治委員会事業費（￥1,000,000）に至らず、町の一般財
源より補填が行われている。しかし「実現事業」によってその満額が活用された年度は無く、2013
年度終了時点で事業費の半分以上が未使用分として積み立られている状況にある。これには、5-3-1
に示した通り、「実現事業」による採択地域づくり活動の件数が二期の 2年間で大きく減少したこと
が要因として考えられる。
　しかしこうした状況にありながらも、A.K-f のコメント（表 5-6：③ -1）にあるように、一期及び
二期の自治委員会においては「実現事業」以外の寄付金の使途について殆ど議論されておらず、また
T.T-m のコメント（同）にあるように、自治基金の未活用に関してはとりわけ問題視されていない。
こうした方針の背景として、 T.S-m や A.K-f のコメント（同）にあるように、町外委員を中心とした
一期及び二期の自治委員会が、自らの下す判断に自信が持てず、実質的に具体的使途を住民に託す「実
現事業」以外の寄付金の使途を見出せなかったことが挙げられている。
　一方で三期では、こうした自治委員会の状況に対し、町内委員をはじめとする三期委員による問題
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意識の現れや、自らの意思決定によって新たな使途を見出したいとの意向（表 5-6：③ -2）がみられ
るようになっている。

5-5-4　小結（2）：自治委員会の人員構成と方針の変遷

　自治委員会は住民からなる町内委員のみならず、地域外の寄付者が町外委員として協力することに
よって運営されてきた。
　町外委員の大多数は着任以前から池田町との何らかの関わりを持つ人間であり、町への愛着や自治
制度への共感から寄付を行い、委員に着任している。一方で町内委員の多くは、着任以前に地域づく
り活動の実践及び関与の経験がある住民が積極的に着任している。
　自治委員会の人員構成をみると、一期から三期にかけて、徐々に町内委員の割合が増加するととも
に、池田町と地縁・血縁による関係を持つ町外委員の台頭がみられるようになる。こうした人員構成
の変化による町内委員への意思決定のイニシアチブの移行、及び「実現事業」の継続的な運営によって、
「実現事業」における審査の厳格化や地域の実情に応じるかたちでの採択基準の改善、及び「実現事業」
以外の、寄付金の使途に関する議論の発生といった方針の変化がみられるようになっている。
　一方で、こうした背景には、町外委員の担い手の減少という課題がある。町内委員の『地域外の委
員の情報やアイデアを参考にしたいというのはある』（表 5-6：① -4）というコメントにあるように、
地域外の人間による視点は今後も一定程度必要となる可能性が高い。また町外委員の人数と、自治基
金の金額及び寄付件数との関連性は認められなかったが、今後、自治制度に直接的に関わる寄付者が
減少していくことは、結果的に自治委員会の財源の減少を引き起こす恐れがある。

表 5-7　自治基金金額の推移

F=D＋E+F’D＝A+B-CC E

自治基金
積立累計額

自治基金
積立額

自治委員会
事業額 利息

1,347,2001,347,2000

B

一般財源
補填額

036

A

年度別の概況
自治基金
金額

1,347,200 -

4,738,2653,387,697907,3030254,295,000 3,368

5,065,035323,454676,546215,00014785,000 3,316

5,835,562769,042230,958140,00011860,000 1,485

6,422,291585,275414,725200,00011800,000 1,454

6,843,105419,200628,800016

08

5000 （千円）1000

09

10

11

12

13 1,048,000 1,614

̶6,831,8682,858,332555,0001139,135,200合計 11,237
[※1]A～Fの単位は円　　[※2]寄付件数の合計は年度内の同一名義による重複を含む

寄
付
件
数

一
期

二
期

三
期
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5-6　本章のまとめ

5-6-1　本章のまとめ

（1）「実現事業」の成果と課題（3・4節）

　自治制度における主要な事業である「実現事業」は、一期から三期に至るまで、町内全域にわたる
地域づくり活動の初動の支援のみならず、地域づくり活動の段階的な継続や多様化を促す役割を果た
している。更に、住民が地域づくり活動の経験を契機に、町内委員に着任していることから、「実現事業」
は住民を意思決定機関の担い手として育成する役割を果たしていたといえる。
　一方で「実現事業」による活動件数は全体的に減少傾向にある。更なる地域づくり活動の創出及び
継続を促していく為には、「実現事業」の PRや、採択地域づくり活動の継続や自立、集落間連携といっ
た発展的な事例の共有が必要であり、これらの役割を自治委員会が積極的に担っていく必要がある。

（2）自治委員会の人員構成と方針の変遷（4・5節）

　一期の自治委員会の人員構成は、一定期間の池田町との関わりによって醸成されてきた町への愛着
や、自治制度そのものへの共感を通して、寄付に至った町外委員を中心として組織されていたが、二
期から三期にかけて、町外委員の担い手の減少に伴い、町内委員の割合が増加している。
　また、このような人員構成の変化、及び「実現事業」の継続的な運営によって、「実現事業」の審
査の厳格化や地域の実情に応じるかたちでの採択基準の改善、及び「実現事業」以外の、寄付金の使
途に関する議論が生まれている。

5-6-2　本章の事例にみる地域づくりのプロセス

　寄付者である町外委員を中心とした一期から二期にかけての自治委員会は、財源・意思決定ともに
自治体外の担い手による地域づくり体制であった。当時の自治委員会は寄付金を自らの判断で活用し
きれず、意思決定機関としての脆弱性を有していた一方、「実現事業」における地域づくり活動の創
出を重視したスタンスが、結果として町内委員の出現、及び彼らの自覚と責任を培うことに繋がって
いる。一方で自治体外の担い手を中心とした人員構成は、自治体内への事業の認知や事業のノウハウ
の蓄積・共有が困難であることから、二期における「実現事業」の活動件数の減少を引き起こしてい
たと考えられる。
　三期においては、自治体外からの寄付金を財源としながらも、住民が主体的に意思決定を担う地域
づくり体制が構築されている。自治委員会の運営を継続していく中で、一定人数の町外委員を確保し
ていくことが課題となるが、今後、「実現事業」以外の使途も踏まえ、地域づくりを進めていく為の
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寄付金の積極的活用が期待される。

5-6-3　地域マネジメントのための外部人材の活用における要点【3】

　人的支援の導入複数年を経て、転出した外部人材を一定数有する地域において、前項で述べた 2つ
の段階からなるプロセスに沿って外部人材の活用による地域づくりを進めていく為には、転出した外
部人材の協力による初動の下、①地域内への地域づくりの認知や、②地域内におけるノウハウの蓄積・
共有といった、地域外の協力者を中心とした人員構成が抱える弱みを自治体内で補いながら、住民を
主体とした体制へと緩やかにシフトさせていくことが必要である。また事業の継続段階にあっては、
③住民を主体とした体制構築を第一義としながらも、転出した外部人材によってバックアップしてい
く仕組みを整えていくことが求められる。
　これらの要点に基づいた外部人材の活用を進めていくことが、より望ましい地域マネジメントの推
進に繋がっていくと考えられる。

図 5-7　本章のまとめ

一期 二期 三期

地域づくり活動の創出を重視

町外委員による意思決定を重視

課題
・町外委員の割合の減少による
「地域外の人間の視点」の喪失
・財源の確保が困難となる恐れ

・地域内への事業の認知不足
・事業のノウハウの蓄積が困難
・意思決定機関としての脆弱性

課題

「実現事業」以外の使途に対する不安

公平性を重視、地域の実情への対応

町内委員による意思決定を重視

「実現事業」以外の使途の模索

従前より池田町との関係を有していた
町外委員（寄付者）を中心とした構成

地域外からの寄付を財源とし、
意思決定も寄付者が担う体制

地域外からの寄付を財源としながらも
住民が意思決定を担う体制

町内委員（住民）、及び地縁血縁を有する
町外委員を中心とした構成

地域づくり活動の創出 地域づくり活動の創出
及び段階的な継続・多様化

採択地域づくり活動の経験者が
意思決定機関の担い手として着任
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初動の段階 継続の段階
①取り組みの周知の促進
②事例やノウハウの蓄積

③バックアップの立場としての
転出した外部人材の関与の促進

地域マネジメントのための外部人材の活用における要点
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注釈

参考文献

調査 5-Ⅲに関しては、ヒアリング内容をテキスト化した上で、発言の主旨を変えない範囲で修正を行い、データソー
スとして用いている。
国土地理院標準地図（1:25000）に基づき筆者作成。
池田町へのふるさと納税納付時に選択できる寄付金の使途は、以下の通りである。1：過疎対策、2：定住振興、3：
少子化対策、4：高齢者福祉、5：福祉・保険、6：子育て支援、7：教育・文化振興、8：文化財保護、9：スポー
ツ振興、10：自然環境景観、11：農林業振興、12：商工業振興、13：観光振興、14：道路・河川等整備、15：
まちづくり団体支援、16：池田町まちづくり自治委員に委任、17：その他。うち 1 ～ 15（17 を含む場合有）に
ついては「一般会計等直接繰り入れ事業」として、町が実施している該当事業の財源に充当している。
町内委員の選考基準や選考方法については、選考委員会が認めた者のうち、まちづくりに一定程度精通している者
が望ましいとされている（以上、調査 5-Ⅰより確認）。

「実現事業」以外の事業として、2013 年 2 月に福井市内で行われたイベント「いけだ展」の実施があるが、実質
的には「実現事業」の延長上としての意味合いが強い（以上、調査 5-Ⅰより確認）為、3 節では自治委員会による
主要な事業として「実現事業」のみを扱うこととする。
2014 年度に関しては、調査 5-Ⅰ実施時点で助成金交付が決定されているものを採択地域づくり活動としている。
活動数が急減した要因については、「「実現事業」の認知度が高くはなかったことがまずありますが、特に「何度で
も申請が可能」という点があまり伝わっていない為に、最初の人が申請しなくなってしまっていた。」（以上、調査
5-Ⅰより確認）という事務局員のコメントから、町内での「実現事業」の認知度が要因であると考えられる。また「例
えば、花壇をつくったり看板を設置したりという活動だと、つくったら終わり、設置したら終わり、という事にな
りがちですね。引き続き「実現事業」を活用して、それの維持管理を含めた活動をやっていくというところまでは
難しい。」（同）というコメントからも、前述の要因が、とりわけ『空間形成』の著しい減少に影響を及ぼしている
ことが推察される。
10-A3（交通安全マスコット制作事業）と 13-A1（交通安全モニュメント制作・景観づくり事業）の申請主体はそ
れぞれ板垣公民館、板垣中年会となっているが、10-A1 は実質的には 10-A3 遂行時のメンバーによって進められ
た活動（以上、調査 5-Ⅰより確認）である為、本節の分析では同一主体による活動としている。

「ここ数年はリピーターというか、経験者の方の申請が多くなっています。活動を続けたいけど金銭的に難しいとか、
新しい活動を考えたのでやってみたいとか。「実現事業」を経験したからといって、集落の方がいきなり国や県レ
ベルの補助金の書類が書けるという訳でもないという事もありますし、申請ががくっと落ちた時に、経験者に積極
的に呼びかけたというのもあります。」（以上、調査 5-Ⅰより確認）
③着任年度及び採択地域づくり活動への関与において、着任中の委員（A.K-f）が所属する組織が申請主体となっ
ている例（10-B2）があるが、申請代表者は当該委員とは別の個人であり、自治委員会による審査は表 3 に示す助
成条件に基づき、校正に行われたものである（以上、調査 5-Ⅰより確認）。

「ふるさと納税で寄付をして下さる方は毎年ある程度はいらっしゃるのですが、委員にまでなって下さる方は少な
くて、…（中略）…だんだんと（町外委員だけでは）足りなくなって、それで町内の方に打診して。（採択地域づ
くり活動の）経験者に着任してもらったかたちです。」（以上、調査 5-Ⅰより確認）

野田満、後藤春彦、山崎義人：住民自治の推進に向けたふるさと納税の活用に関する研究 - 福井県今立郡池田町「池
田町まちづくり自治制度」におけるまちづくり体制の変遷に着目して -、日本建築学会計画系論文集、第 717 号、
pp.2533-2543、2015.11
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6-1　本章の目的と論点の整理

6-1-1　本章の目的

　本章では本論文の結論として、3章、4章、5章から得られた知見に基づき、地域マネジメントの
ための外部人材の活用を要点を導くことを目的とする。

6-1-2　論点の整理

　本論文は、縮減社会における国土保全を前提とした、衰退しつつある中山間地域を持続へ導く地域
マネジメントのための外部人材の活用手法を指し示すものである。
　また外部人材の活用を進めていく上で、これまでの地域づくりにおける中山間地域内外の関係性の
変遷に鑑みると共に、地域スケールにおける人的資源の減少への対応として、外部人材を地域内外の
「交流・協働」を担う役割のみならず「自治」の一端を担う存在として位置づける為の①外部人材の
地域への関与の促進、及び担い手の空間的密度の減少を時間的密度のコントロールによって補うこと
を念頭に置き、国土スケールの人的資源の減少への対応として、担い手の入れ替わりを伴う地域づく
りを進めていく為の②外部人材の転出の許容の 2点を前提として設定している。そしてこの前提に基
づき、地域マネジメントのための外部人材の活用を進めていく上での論点を以下の 4つに整理した。

　　論点 1：一貫性ある地域づくり活動プロセスの推進
　　論点 2：転出した外部人材を伴う社会関係資本の広域化
　　論点 3：コーディネート組織による活用体制の成熟化
　　論点 4：地域の自治能力の向上

6 章　地域マネジメントのための外部人材の活用
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6-2　結論

6-2-1　地域内組織による外部人材の活用（3章）

　3章「地域内組織による外部人材の活用」では、宮崎県西臼杵郡高千穂町における、「地域づくりイ
ンターン」を中心とした人的支援の導入による地域づくりの取り組みを事例として取り上げた。
　人的支援を始めて導入する地域において、本章で整理した地域づくりのプロセスに基づき、外部人
材の活用による地域づくりを進めていく為には、まず地域づくりの初動の段階で［3- ①］外部人材と
の交流や提案に基づき、地域づくり活動の方向性を一定程度集約していくこと、また［3- ②］転出し
た外部人材とのネットワークを維持しながら地域づくり活動を進めていくこと、その上で、徐々に［3-
③］受入主体を中心とした地域内のネットワークの構築を図りながら、［3- ④］拠点となる空間づくり、
及び［3- ⑤］地域ビジネスの創出等の、具体的な地域づくりへの展開が求められることが明らかになっ
た。

6-2-2　地域外コーディネート組織による外部人材の活用（4章）

　4章「地域外コーディネート組織による外部人材の活用」では、特定非営利活動法人地球緑化センター
による人的支援「緑のふるさと協力隊」、及び当該事業を導入している 6自治体の地域づくりの取り
組みを事例として取り上げた。
　人的支援を導入し、複数年の受入を継続していく地域において、本章で整理した地域づくりのプロ
セスに基づき、外部人材の活用による地域づくりを進めていく為には、まず初動の段階では、コーディ
ネート組織の［4- ①］マッチングによる一定水準に基づく外部人材の供給や、［4- ②］活用体制の立
ち上げのサポートを受け、地域の負担を軽減することが有用であること、また継続の段階においては、
コーディネート組織が［4- ③］地域振興の方向性や現行制度に適合するよう地域の活用体制を見直し
続けることや、［4- ④］外部人材の自力登用に向けた自立の促進が求められることが明らかになった。
　また［4- ⑤］非常時に対するフォローや、［4- ⑥］情報を幅広く蓄積し、その共有にあたること、また［4-
⑦］地域と転出した外部人材とのネットワークの紐帯となり、その維持に努めることは、上記 2つの
段階を問わず、地域に関わり続けるコーディネート組織が有すべき役割であることが明らかになった。

6-2-3　財源・意思決定の担い手としての外部人材の活用（5章）

　5章「財源・意思決定の担い手としての外部人材の活用」では、福井県今立郡池田町における、転
出した外部人材の活用による地域づくりの取り組みを事例として取り上げた。
　人的支援の導入複数年を経て、転出した外部人材を一定数有する地域において、本章で整理した地
域づくりのプロセスに基づき、外部人材の活用による地域づくりを進めていく為には、転出した外部
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人材の協力による初動の下、地域外の協力者を中心とした人員構成が抱える弱みであった［5- ①］地
域内への地域づくりの認知や、［5- ②］ノウハウの蓄積・共有を地域内で補いながら、住民を主体と
した体制へと緩やかにシフトさせていくこと、また事業の継続段階にあっては、［5- ③］住民を主体
とした体制構築を第一義としながらも、転出した外部人材によってバックアップしていく仕組みを整
えていくことが求められることが明らかになった。
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6-3　地域マネジメントのための外部人材の活用における要点

　以上の結論を踏まえ、地域マネジメントのための外部人材の活用における要点を、1章で示した 4
つの論点「一貫性ある地域づくり活動の推進」「転出した外部人材を伴う社会関係資本の広域化」「コー
ディネート組織による活用体制の成熟化」「地域の自治能力の向上」に沿って整理する（表 6-1）。

6-3-1　一貫性ある地域づくり活動プロセスの推進（論点 1）

　本論文で想定する地域づくりは、外部人材の短期的かつ恒常的な入れ替わりを伴うものである。当
然、その時々における外部人材の能力や具体的な役割は異なってくることが予想されるが、地域づく
り活動の方向性を発散させることなく、地域が描く目標像に向けて一貫した方向性を保ち続けること
が必要となる。
　このような一貫性ある地域づくり活動プロセスを推進していく為には、初動の段階で外部人材との
交流や提案に基づいた地域づくりの方向性の集約（表 6-1：3- ①）、及び受入主体を中心とした地域
内のネットワークの構築（同：3- ③）を図りながら、その継続を通し、拠点となる空間づくり（同：
3- ④）や地域ビジネス（同：3- ⑤）といった具体的な地域づくり活動へと展開していくことが求めら
れる。

6-3-2　転出した外部人材を伴う社会関係資本の広域化（論点 2）

　本論文では、人的支援の一般的な事業評価となる外部人材の定住を第一義としないという認識に
立っている。その上で、これまで「例外」として位置づけられてきた外部人材の転出を、地域外へと
拡張された社会関係資本を構築する機会として肯定的に捉えている。
　このような社会関係資本の広域化を図っていく為には、転出した外部人材とのネットワークの維持
を伴う地域づくり活動を進めていくこと（表 6-1：3- ②）、またコーディネート組織を紐帯とし、地
域と転出した外部人材とのネットワークを構築・維持していくこと（同：4- ⑥）や、地域づくりの情
報の蓄積・共有を進めていくこと（同：4- ⑦）、更にこうした取り組みの継続を通し、転出した外部
人材による住民自治のバックアップのしくみを整備していくこと（同：5- ③）が求められる。

6-3-3　コーディネート組織による活用体制の成熟化（論点 3）

　外部人材の活用による地域づくりを進めていく上で、地域内の主体と外部人材との関係を取り持つ
主体の存在は、外部人材の確保や適切な活用にあたって重要であると考えられる。本論文ではその役
割を地域外のコーディネート組織に求め、より円滑な外部人材の活用に資することを想定している。
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　このようなコーディネート組織による活用体制の成熟化を図っていく為には、初動の段階でマッチ
ングによる外部人材の供給（表 6-1：4- ①）を受けることで地域の負担を軽減しながら、活用体制の
立ち上げのサポート（同：4- ②）を行っていくこと、更に継続の段階においては、コーディネート組
織が活用体制の見直し（同：4- ③）を継続的に行いながら、マッチングに頼らない外部人材の自力登
用を促進していくこと（同：4- ④）が求められる。またこうした段階を問わず、地域の非常時にあっ
ては、コーディネート組織によるフォローを行っていくこと（同：4- ⑤）が有用であると考えられる。

6-3-4　地域の自治能力の向上（論点 4）

　本論文における地域づくりとは、以上 3つの論点を踏まえ、地域住民の自覚と責任を培うことによ
る地域の自治能力の向上を見据えたものとしている。
　外部人材の活用を通し、地域の自治能力の向上を図っていく為には、6-3-1～ 6-3-3で述べてきた
取り組みの成果を踏まえ、地域内への地域づくりの認知（表 6-1：5- ①）、及び地域づくりのノウハ
ウの蓄積・共有（同：5- ②）を通し、住民の参画を促進していくことが求められる。

　以上の要点を、外部人材の活用の方向性を示した図 1-5 に重ねて整理したものが図 6-1 である。地
域マネジメントのための外部人材の活用は、入れ替わりを伴う地域内の外部人材の活用（図 6-1：
a → d）、またそれと併行し、広域にわたるネットワークの構築・維持を通した地域外の外部人材の活
用（同：a→ c、c→ d）に大別することができる。
　地域マネジメントとは、政策的な誘導ではなく、地域社会に根差した姿勢・方法によって地域を少
しずつ動かしていく概念であると同時に、地域づくりの成果を物理空間のみで解釈するのではなく、

表 6-1　4つの論点に基づく外部人材の活用における要点

外部人材との交流や提案に基づく地域づ
くり活動の方向性の集約
受入主体を中心とした地域内のネット
ワークの構築
拠点となる空間づくりへの展開
地域ビジネスへの展開

［3-①］

［3-③］

［3-④］
［3-⑤］

コーディネート組織をハブとする地域と
転出した外部人材とのネットワークの構
築・維持
コーディネート組織による地域づくりの
情報の蓄積と共有

［4-⑥］

［4-⑦］

転出した外部人材による住民自治のバッ
クアップのしくみの整備

［5-③］

マッチングによる外部人材の供給
サポートによる活用体制の立ち上げ
活用体制の見直し
外部人材の自力登用の促進
非常時のフォロー

［4-①］
［4-②］
［4-③］
［4-④］
［4-⑤］

地域内への地域づくりの認知を通した住
民の参画の促進
地域づくりのノウハウの蓄積・共有を通
した住民の参画の促進

［5-①］

［5-②］

転出した外部人材とのネットワークの維
持を伴う地域づくり活動の推進

［3-②］

5 章
財源・意思決定機関の担い手としての

外部人材の活用
4 章

地域外コーディネート組織による
外部人材の活用

3 章
地域内組織による
外部人材の活用

地域づくり活動の担い手としての外部人材の活用

各
章
で
明
ら
か
に
な
っ
た
要
点

人的支援導入複数年の
（転出した外部人材を一定数有する）地域人的支援導入 1年目～複数年の地域人的支援導入 1年目の地域

【論点 4】
地域の自治能力の

向上

【論点 3】
コーディネート組織による

活用体制の成熟化

【論点 2】
転出した外部人材を伴う
社会関係資本の広域化

【論点 1】
一貫性ある地域づくり
活動プロセスの推進

想定する地域の状況
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地域内外にわたる社会空間の拡充に求め、その適切な活用の筋道を立てるものである。本論文で要点
を示した地域マネジメントのための外部人材の活用は、地域づくり活動の成果として立ち現れる外部
人材との関係構築によって国土スケール・地域スケールの人的資源の減少に対応する為の方法論であ
り、中山間地域のみならず縮減社会を迎えるあらゆる地域の持続を下支えしていくことが期待される。

図 6-1　地域マネジメントのための外部人材の活用

登用された

転出した

定住した

転出した

（a）

（c）

（b）

（d）

外部人材の活用 外部人材の活用

外部人材の活用 外部人材の活用
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１
・
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４
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コーディネート組織のマッチングによる外部人材の供給［4-①］
コーディネート組織のサポートによる活用体制の立ち上げ［4-②］
外部人材との交流や提案に基づく地域づくり活動の方向性の集約［3-①］
受入主体を中心とした地域内のネットワークの構築［3-③］

拠点となる空間づくりへの展開［3-④］
地域ビジネスへの展開［3-⑤］
コーディネート組織による活用体制の見直し［4-③］
外部人材の自力登用の促進［4-④］
コーディネート組織による非常時のフォロー［4-⑤］

地域内への地域づくりへの認知を通した住民の参画の促進［5-①］
地域づくりのノウハウの蓄積・共有を通した住民の参画の促進［5-②］

転出した外部人材とのネットワークの維持を伴う地域づくり活動の推進［3-②］
コーディネート組織をハブとした地域と転出した外部人材とのネットワークの
構築・維持［4-⑥］
コーディネート組織による地域づくりの情報の蓄積と共有［4-⑦］

転出した外部人材による住民自治のバックアップのしくみの整備［5-③］
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6-4　外部人材の活用の円滑化に向けた提言

　最後に、こうした外部人材の活用を円滑に進めていく為の提言を行う。

6-4-1　人的支援の制度設計

　現在のわが国では複数の人的支援制度が存在しており、それぞれ給与や活動期間等の条件が異なっ
ているものの、受け入れは概ね行政である為、とりわけ地域づくりの初動の段階では行政担当者によ
る活用方針に基づき、地域づくりが進められていくと考えられる。また 4章でも述べたように、人的
支援を継続的に導入していくにあたって、行政担当者が入れ替わっていくことは避けられない状況に
あり、住民による活用体制や地域づくりの方向性が定まらない段階においては、円滑な継続を妨げて
しまう恐れがある。
　4章では、人的支援「緑のふるさと協力隊」及びそのコーディネート組織を務める緑化センターを
分析対象としたが、こうしたコーディネート組織を伴う人的支援は現在殆どみられない。現行制度に
おいても、こうした第 3の主体の重要性を認識し、その担保に向けた検討が必要であると考える。本
章で対象とした緑化センターは、国内全域の自治体、及び外部人材志望者を一手に引き受け、マッチ
ングとサポートを行うかたちをとっているが、よりきめ細やかな体制とするには、例えば都道府県や
地方スケールといった一定の圏域単位でコーディネート機能を有する機関を整備し、圏域内の地域に
対してマッチングとサポートを行うと共に、地域づくりの情報や手法を蓄積していくことが必要であ
ると考えられる。
　また、地域づくりを行う民間のセクターで直接的に外部人材を受け入れ、活用できるような制度設
計も必要であると考える。その際、併せてコーディネート組織や、転出した外部人材の積極的な活用
によるコーディネート機能を有する人的支援制度を拡充していくことで、より円滑に地域づくりを継
続し、その時々のニーズに合った外部人材を登用していくことが可能となると考えられる。

6-4-2　地域外の人間による寄付のしくみの整備と活用

　3章で取り上げた高千穂町の地域づくりの事例において、とりわけ重要な役割を果たしたのが、外
部人材としての活動を終えた後も地域との関係を保ち、継続的に地域づくりに参画してきた「交流維
持層」「間接的貢献層」「直接的貢献層」の人間である。転出した外部人材の半数近くが、高千穂町外
にいながらも地域との何らかの関わりを持ち、各々の実情に応じた役割を見出し、地域づくりへの貢
献を果たしていた。このような、定住に至らなかった外部人材による当該地域への関与は、今後数的
にも質的にも無視できないものであると考えられる。また 5章では、ふるさと納税制度の活用により、
転出した外部人材が財源・意思決定の担い手となり、住民主体の地域づくり体制の構築を後押しする
役割を担っていた。こうした中山間地域に対する寄付の制度は今後、転出した外部人材の地域づくり
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への参画の受け皿として少なからざる可能性を有していると考える。
　5章で取り上げた福井県今立郡池田町では、ふるさと納税による寄付に対し、特産品の贈答に代表
される直接的なリベートの類は行っていないものの、実際には多くの自治体が過剰なリベート競争に
身を投じている状況であり、寄付金の使途に対する自治体の財政需要が不明瞭であることや、特産品
の贈答をはじめとする寄付金の獲得手法が寄付の原則に反することに対する批判注6-1）注 6-2）もなされて
きた。創設から複数年が経過した現在、改めてふるさと納税の本質的意義に鑑みて、寄付金の「獲得」
を第一義とした姿勢から脱却し、地域づくりを推進注6-3）する為の、地域の実情に応じた「活用」を見
据えた議論を進めていくべきであろう。特産品の贈答による地域 PRやリピーターの確保といった点
で、リベート競争を一定程度容認していくことは止むを得ないが、不特定多数を対象とした通信販売
のようなかたちではなく、例えば外部人材の活用を通じて行われた地域づくり活動の発展に向けた財
源として位置づける等、転出した外部人材の積極的な関与を促し、地域づくりの推進を図っていく為
の、寄付金の具体的使途を明確に示していくことが重要であると考える。
　またふるさと納税のみならず、まちづくり助成制度やクラウドファンディングといった既存のしく
みを、地域づくり活動に対する財源を地域外の人間からの寄付によって確保していく手段として積極
的に位置づけていくことも有用であると考えられる。今後ふるさと納税制度の拡充も含め、地域外の
人間による寄付の仕組みの整備が望まれる。

6-4-3　地域づくりの知識・経験を共有する為の広域プラットフォームの創設

　地域づくりの継続の段階においては、転出した外部人材による地域への関与を積極的に促進してい
くこと、またその際に、外部人材とのネットワークを構築していくことが必要であることは前節で既
に述べた。こうしたネットワークを構築していくことは、外部人材の当該地域への関与を継続させる
ことで、地域づくりを多様化、活発化させる役割のみならず、4章で扱ったコーディネート組織と同
様に、地域づくりの知識や経験を外部人材間で共有・蓄積し、当該地域を含めた複数地域へと幅広く
伝達していく役割をも担い得るものともなるだろう。
　その為には、単一の地域に限定した関わりのみを促進していくのではなく、自治体範域を越えた広
域プラットフォームを構築していくことが必要であると考える。現在、自治体範域を越えて外部人材
が情報や経験を共有する試みがみられつつある注6-4）が、6-4-1で触れたように、例えば都道府県スケー
ルや地方スケール、或いは地理的・文化的圏域に基づいた範域スケールによるプラットフォームの多
層化を図っていくことや、そうした動きを政策的に支えていく仕組みづくりが重要であると考える。
その上で、外部人材の地域への再訪の有無を問わず、より円滑に地域づくりへと参画する為の受け皿
や選択肢を整備すること、併せて、残る「消極的層」「卒業層」に対しても、地域との関係を絶やさ
ないようフォローすることを支援していく必要がある。
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注釈

参考文献

例えば、参考文献 6-1 において片山は『ふるさと納税による寄付金を募る各自治体は、その寄付金を充てるべき
歳出項目を決めていることが多い。…（中略）…しかし、それらの仕事は自治体が住民のために必ず取り組まな
ければならないものばかりだろうか。…（中略）…推測できることは、仮に寄付金が集まらなければやらない仕
事だろうから、住民にとっては必ずしも不可欠ではないということである。実は、自治体が現在行っている事業の
一つ一つが本当に住民にとってどうしても必要なものかどうかは、これまで必ずしも検証されていないのである。』

（pp.20-21）と述べており、ふるさと納税の浸透に伴う自治体の財政需要の真贋について否定的な見解を示してい
る。
例えば、参考文献 6-2 において加藤が『たとえば、制度の主旨からくる制約としては、寄付金獲得のために寄付者
に返礼を贈る場合、あまりに高価な品物だと「もので釣る」ようにもとられかねず、そこには自ずと枠がはめられ
ることになろう。』（pp.128）と述べている他、参考文献 6-3 において永橋は『既にいくつかの地方団体は、イン
ターネットや大都市圏での出張機関を使って、積極的な寄付金獲得活動を展開しているところもあり、中には本制
度の趣旨を逸脱してると思われるようなものも散見される。』（pp.108-109）としている。また参考文献 6-1 にお
いて片山は『例えば、一定金額以上の寄付してくれた人には、地元特産の高級和牛をプレゼントすることを表明し
ている自治体もすでに表れている。…（中略）…そのこと自体は自治体にとって実に合理的である。』（pp.22）と
しつつも、『今後ふるさと納税の認知度が高まるに従って、自治体間の「リベート競争」や「キックバック作戦」
はますますエスカレートするに違いない。以上のような現状において、ふるさとを地元に持つ大都市の住民の多く
が、リベートや手厚いキックバックなどを提供する余裕を持たないふるさとの自治体に、何はさておいても優先的
に寄付することになるだろうか。』（同）と述べており、寄付金獲得の為の手法について懐疑的な指摘がなされてい
る。こうした問題は、参考文献 6-4 において佐藤が『このような動きは、研究会を通して警戒されていたものであ
り、…（中略）…「各地方団体の良識ある行動」への強い期待（報告書 23 頁）の意味は、再三再四、確認すべき
だと思われる。』（pp.161）と述べているように、ふるさと納税の推進当時においても危惧されていたようであるが、
贈呈品の獲得を前提としたマニュアル本やランキングの存在（参考文献 6-5、6-6）等、創設時の意図（参考文献
6-7、6-8 参照）が必ずしも成し遂げられているとはいい難い状況にある。
参考文献 6-7（pp.53）、6-8（pp.73）参照。
例えば参考文献 6-9 の事例等。

片山善博：「ふるさと納税」から税と自治の本質を考える、税経通信 63（7）、pp.17-24、2008.07
加藤慶一：ふるさと納税の現状と課題 - 九州における現地調査を踏まえて -、レファレンス 60（2）、pp.119-130、
2010.02
永橋利志：地方税課税を検討する - ふるさと納税を中心として -、税研（141）、pp.105-110、2008.09
佐藤英明：「ふるさと納税研究会報告書」とふるさと納税制度、ジュリスト（1366）、pp.157-161、有斐閣、
2008.11
金森重樹：完全ガイド　100% 得をする「ふるさと納税」生活、扶桑社、2014
ふるさと納税ポータルサイト　ふるさとチョイス　http://www.furusato-tax.jp（2014.03.01 参照）
特集　動き出した「ふるさと納税」～その手続きからメニューまで、税 63（9）、pp.33-160、ぎょうせい、
2008.09
ふるさと納税研究会：ふるさと納税研究会報告書、自治総研 33（11）、pp.70-110、地方自治総合研究所、
2007.11
野田満、後藤春彦：人的支援における外部人材のための広域プラットフォームの役割に関する考察 -「村楽 LLP」
の取り組みを通して -、日本建築学会大会学術講演梗概集（近畿）、pp.111-112、2014.09

注 6-1）

注 6-2）

注 6-3）
注 6-4）

文 6-1）
文 6-2）

文 6-3）
文 6-4）

文 6-5）
文 6-6）
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文 6-8）

文 6-9）



148

中山間地域における地域マネジメントのための
外部人材の活用に関する研究



7 章
研究の総括





151

7 章
研究の総括

7-1　各章の要約

　バブル経済崩壊を経て、現代社会への問題意識の高まりから、とりわけ若年層を中心に、自己実現
の舞台を農山村に求める動きが芽生え、今日では「田園回帰」や「向村離都」等と呼ばれて、社会的
関心を集めている。他方で中山間地域における地域づくりは転換期を迎えつつあり、国の支援もハー
ドからソフトへ、財政的支援から人的支援へと舵が切られつつある。こうした今日の状況にあって、
地域外の人間を「外部人材」として登用し、当該地域で活用していく取り組みが、人的資源の不足す
る中山間地域の地域づくりの一手法として着目されつつある。しかしながら、元来は「地域外の人間」
であり「一定の任期を有する」という特徴を持つ外部人材を、地域の裁量で効果的に活用していくこ
とは容易ではなく、多くの地域で試行錯誤している状況にある。
　他方で、1970 年代以降長きにわたり地域づくりの旗幟として存在してきた「内発的発展」の限界
が近年議論され始めている。内発・外発の相互作用によって地域の自律を図る「共発的発展」や、外
発力の的確な認識・活用と併せ、地域の自治能力の向上を図る「ネオ内発的発展」の下、地域の経験
蓄積を図りながら自治能力を高めていくことが求められている。
　また 2000 年代中葉に始まった人口減少を契機に、わが国は縮減社会に差し掛かったといわれてい
る。これに伴い、成熟した社会を形成していく為のソフトランディングが求められるようになり、そ
のひとつとして、広域的な社会関係資本の構築による、国土レベルにおけるリダンダンシーの確保が
課題として浮かび上がっている。一方で、縮減社会における課題の根底にあるのは人的資源の減少で
あり、今後「より少数の人的資源によって」「より多くの地域を」持続させていく為の方法論を地域
が備えていくことが重要となる。
　以上の現状認識を踏まえ、本論文は地域づくり活動及びそれに係る財源、意思決定機関を併せた地
域づくり体制を一定の方向性に導く行為を「地域マネジメント」として定義付け、中山間地域の課題
解決ならびに縮減社会における国土保全を図っていく為の、外部人材の活用における要点を導くこと
を目的としている。その上で、前述の社会状況に鑑み、1）地域づくりの継続に伴い、外部人材を「交流・
協働」の担い手としてのみならず、「自治」の一翼を担い、地域づくりにおける意思決定を行う存在
としても位置づけていくために、外部人材の地域への関与を促進させていくこと、2）任期を終えた
外部人材の定住を必ずしも第一義とせず、当該地域及び転出先となる複数地域間の人的資源のシェア
を見据え、任期を終えた外部人材の転出を許容することの 2点を、地域マネジメントの前提として設
定している。

　本論文は 7章で構成される。

　1章「研究の視座」では、研究の背景と目的、用語の定義、研究の視座と枠組み等、研究の前提の
整理を行い、「地域マネジメントのための外部人材の活用」の仮説的枠組みを示すと共に、外部人材

7 章　研究の総括
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の活用にあたっての要点を明確にする為の論点として、人的支援を導入する地域における「一貫性あ
る地域づくり活動プロセスの推進」「転出した外部人材を伴う社会関係資本の広域化」「コーディネー
ト組織による活用体制の成熟化」「地域の自治能力の向上」の 4点を提示した。

　2章「議論の系譜と研究の意義」では、わが国の国土利用計画における中山間地域の位置づけ、及
び中山間地域を対象とした政策、中山間地域における地域外の人間による地域への関与の系譜を整理
した上で、関連研究の潮流における本論文の位置づけを示した。具体的には、これまで論じられてき
た都市農村交流や移住促進の取り組みの延長上にありながらも、広域ネットワークの議論を再度結び
つけ、定住人口の獲得のみを第一義とした従前の地域振興の姿勢から脱却し、中山間地域の課題解決
のみに留まらない縮減社会への先駆的対応に向けた方法論としての本研究の意義を示した。

　3章では、人的支援を初めて導入する地域を想定した「地域内組織による外部人材の活用」として、
宮崎県西臼杵郡高千穂町における「地域づくりインターン」を中心とした人的支援の導入を通した地
域づくりを対象として取り上げた。その上で、一貫性ある地域づくり活動プロセスの推進（論点 1）、
及び転出した外部人材を伴う社会関係資本の広域化（論点 2）に着目し、事例分析を行った。
　その結果、1) 地域づくりに向けた足掛かりを模索しながら、その継続によって転出した外部人材と
のネットワークを構築していく段階、2) また地域づくりに向けた一定の方向性を見出し、転出した外
部人材の支援を受けながら実践を図っていく段階、3) 更に地域づくりの一定の成果が生まれると共に、
地域内の連携が生まれ、転出した外部人材のネットワークを戦略的に活用していく段階の 3段階にわ
たる地域づくりのプロセスが確認された。また、転出した外部人材の地域に対する潜在的意向を分析
した結果、「交流維持層」「間接的貢献層」「直接的貢献層」「消極的層」「卒業層」に分類された。うち「間
接的貢献層」「直接的貢献層」は地域づくり活動への協力を積極的に行っている層であるが、地域と
の関わりが途切れている外部人材であっても、地域貢献への意欲を持つ潜在層が存在していることが
分かった。
　以上を踏まえ、人的支援を初めて導入する地域において、外部人材の活用による地域づくりを進め
ていく為には、まず地域づくりの初動の段階で外部人材との交流や提案に基づきながらも、一定の取
捨選択を重ねながら地域づくり活動の方向性を集約化していくこと、更に地域づくりを継続していく
段階で、徐々に受入主体を中心とした地域内のネットワークの構築を図りながら、拠点となる空間づ
くりへの展開および地域ビジネスの創出といった長期的な目標設定の下、具体的な地域づくり活動を
進めていくことが重要であること（論点 1）が明らかになった。また、転出した外部人材のうち、自
発的に地域との関わりを継続している層のみならず、地域との関わりが途絶えている層についても、
地域への関与を積極的に働きかけ、地域づくりの担い手として位置づけていくことの可能性（論点 2）
を見出した。

　4章では、人的支援を初めて導入する地域、及び人的支援を導入して複数年を経過した地域の両方
を想定した「地域外コーディネート組織による外部人材の活用」として、人的支援「緑のふるさと協
力隊」及びそのコーディネート組織である特定非営利活動法人地球緑化センターのマッチング及びサ
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ポートを介した地域づくりを対象として取り上げた。その上で、転出した外部人材を伴う社会関係資
本の広域化（論点 2）、及びコーディネート組織による活用体制の成熟化（論点 3）に着目し、事例分
析を行った。
　その結果、活用体制が未成熟であり、外部人材の使途も不明瞭な段階、また活用体制が概ね確立し、
それに応じた外部人材を求める段階、更に自立した活用体制を擁し、外部人材を選ばない段階の 3段
階にわたる地域づくりのプロセスが確認された。またそうした段階によって、コーディネート組織に
よるマッチングへの意向やサポートの必要性が異なること、また地域と恒常的に関わるコーディネー
ト組織の潜在的な有用性と課題が明らかになった。
　以上を踏まえ、外部人材の活用による地域づくりを進めていく上で、まず初動の段階で、コーディ
ネート組織のマッチングによる一定水準に基づく外部人材の供給や、活用体制の立ち上げのサポート
を受け、地域の負担を軽減することが有用であること、また継続の段階においては、コーディネート
組織が地域振興の方向性や現行制度に適合するよう地域の活用体制を見直し続けることや、外部人材
の自力登用に向けた自立の促進が求められること（論点 3）が明らかになった。
　また非常時に対するフォローや、情報を幅広く蓄積し、その共有にあたること、また地域と転出し
た外部人材とのネットワークの紐帯となり、その維持に努めることが、コーディネート組織の役割と
して位置づけられること（論点 2）を示した。

　5章では、人的支援の導入複数年を経て転出した外部人材が一定数存在している地域を想定した「財
源・意思決定機関の担い手としての外部人材の活用」として、任意の自治体に寄付を行うことで、寄
付額に相当する税額控除が受けられるふるさと納税制度、及び当制度による寄付金を財源とした、寄
付者と住民からなる意思決定機関「池田町まちづくり自治委員会」を対象として取り上げた。その上で、
転出した外部人材を伴う社会関係資本の広域化（論点 2）、及び地域の自治能力の向上（論点 4）に着
目し、事例分析を行った。
　その結果、財源・意思決定ともに地域外の担い手による地域づくり体制の下で地域づくりが進めら
れる段階、また地域外からの寄付金を財源としながらも、住民が主体的に意思決定を担う地域づくり
体制が構築されている段階の 2段階にわたる地域づくりのプロセスが確認された。また地域づくり体
制の内発化の背景として、任期を終えた外部人材を含めた町外委員を中心とした意思決定機関が、地
域づくり活動の創出を重視した姿勢を維持していたこと、またそうした姿勢によって地域づくり活動
の経験を得た地域住民が意思決定機関の担い手として育成されてきたことが明らかになった。
　以上を踏まえ、人的支援の導入複数年を経て、転出した外部人材が一定数存在している地域におい
て、任期を終えた外部人材の活用による地域づくりを進め、地域づくり体制の内発化を図るためには、
彼らの協力による初動の下、地域内への事業の認知や、事業のノウハウの蓄積・共有といった、地域
外の協力者を中心とした人員構成が抱える弱みを地域内で補いながら、住民を主体とした体制へと緩
やかにシフトさせていくことが重要であること（論点 4）、その継続段階にあっては地域づくり活動の
成功体験を積み重ねながら、住民を主体とした体制構築を第一義としながらも地域外の担い手によっ
てバックアップしていく仕組みを整えていくこと（論点 3）が重要であることが明らかになった。
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　6章では「地域マネジメントのための外部人材の活用」として、これまでに得られた知見の統合を
踏まえ、4つの論点「一貫性ある地域づくり活動プロセスの推進」「転出した外部人材を伴う社会関係
資本の広域化」「コーディネート組織による活用体制の成熟化」「地域の自治能力の向上」に沿って、
地域マネジメントのための外部人材の活用における要点を提示した。

　最後に 7章「研究の総括」で、各章の要約及び今後の研究課題を示した。
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7 章
研究の総括

7-2　今後の課題

　本論文で得られた知見を踏まえ、今後の研究課題について整理する。

7-2-1　より長期的な視座に基づく事例分析の蓄積

　本論文で取り上げた地域づくりの事例は、1章で定義した「地域マネジメント」の含意に鑑み、い
ずれも中長期の取り組みを想定したものである。しかしながら、それぞれの取り組みにおける外部人
材の関与・流動をより詳細に把握し、地域マネジメントに組み込んでいく為には、地域づくりの進捗
は然ることながら、とりわけ外部人材の動向について、より長期間にわたって把握・分析していく必
要があるだろう。
　例えば 3章では、　2006 ～ 2011 年の 6年間にわたる地域づくりの取り組みの中で、転出した外部
人材の継続的な関与の有無とその背景にある地域に対する潜在的意識を明らかにした。しかしながら、
対象とした人的支援「地域づくりインターン」の性質上、彼らの殆どは 20代の大学生及び卒業生といっ
た限られた属性の人間であることに留意する必要がある。事実、近年の農山漁村への流動はその多く
が若年層である為、同章の知見は一定の妥当性を有するものであるが、今後、多様な世代の外部人材
のライフヒストリー等に迫り、地域づくりへの参画や地域外からの継続的な関与の程度、その限界に
ついて評価していくことが求められる。

7-2-2　マクロな視点での人間流動の動態把握との関連付け

　本論文は、近年の「田園回帰」「向村離都」といった社会潮流、及び中山間地域における地域づく
りの方向性の転換に伴う人的支援の台頭に、人間の流動の活発化への兆しを見出し、これからの地域
づくりに組み込んでいくことを想定するものであった。その上で、国土スケール・地域スケールの両
面に対応し得る地域マネジメントの枠組みを提示している。
　今後、本論文の成果をより有用にしていく為には、前節で述べたようなミクロな視点による地域づ
くりの事例分析を積み重ねていくことが重要であるが、併せてそうした知見を、地方スケールや国土
スケールといったマクロな視点に基づいた人間流動の動態把握と関連付け、地域マネジメントの方法
論を補完していくことが必要であると考えられる。
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7-3　おわりに

　これまでの都市計画や農村計画、ひいては国土形成の視座は、都市ならびに中山間地域を含めた農
山漁村を物理空間として捉え、その持続的な発展を図るものであった。しかしながら縮減社会を迎え
た今日、物理空間としてのみならず社会空間として、都市・地域を見つめ直すことが不可欠となって
いる。

　2章で言及した柳田の「漂泊者」の概念は、「山人考」（1910）、「山人外伝資料」（1913-1917）、「山
の人生」（1902）の一連の著作に記された、山中を漂泊する「山人」にその原型を見出すことができる。
彼らは自分たちより明らかに強力な権力に対する「非暴力抵抗」として、表向きは屈服しながらも自
己同一性を堅持する為に、或いは屈服そのものを拒否する為に、結果として共同体を離れ漂泊者となっ
たとされている。冒頭で触れた「田園回帰」「向村離都」による若年層を中心とした流動は、モビリティ
や情報インフラの発達が誘因となっていることは言うまでもないが、人間の流動は元来、各々の価値
観に基づく幸福の追求の為の行動である注7-1）ことから、その本質を社会変動に対する自己同一性の堅
持として、柳田の説く「非暴力抵抗」に重ねてみることもできる。
　こうした人間の流動の実態やその根底にある人間の認識・価値観を的確に捉えながら、成長を前提
としたパラダイムから脱却し、動的に地域の有り様を見直していくことが、中山間地域をはじめとす
る、わが国の地域の健全な持続を実現させていく上での前提となることは自明の理である。他者に勝
つという明確な目的を掲げた若年層のポストモラトリアムを「パック旅行」と揶揄し、失われたモラ
トリアムを求めて「酔いどれ舟の放浪」の時間を獲得しなければならないとする村澤（2012）の比喩
表現注7-2）は、縮減社会における地域づくりの方向性を「新幹線」のような従来のガバメント型から「七
福神の宝舟」のようなガバナンス型へとシフトしていくべきとする後藤（2007）のそれにいみじくも
一致する注7-3）。

　今後更に人間は活発に、また自由に流動していくだろう。本論文は中山間地域を対象に、人的資源
の枯渇によって衰退する物理空間を、流動する外部人材の活用を通した広大な社会空間の構築によっ
て補う方法論の提示を試みるものであった。「地域マネジメントのための外部人材の活用」が、都市・
地域の持続的運営と振興に寄与することを期待する。
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注釈

参考文献

参考文献 7-1 において、黒川は「しかし少なくともオープンな社会生活の場において、人びとは、多用な価値の
中から自分の好みにあった価値を選択することに生きがいを感じるというような行動のパターンを示すことが多く
なっていることも事実なのだ。…（中略）…それは、人びとがある一つの地域に定着しにくくなったという事実と
は別に、たとえその地域に当分のあいだは落ち着くとしても、日々の生活の場においてより広い範囲の選択を求め
て、コミュニティの枠をこえて人びとが動き出したということなのである。」（pp.70）と述べている。また参考文
献 7-2 において山崎は、「流動」を「人間（集団）が地域的空間の間を居住地の変更の有無にかかわらず移動する
こと」（pp.6）と定義した上で、「流動性が高く社会関係が一時的な生活様式の地域社会が増加し、全体として人間

（集団）が地域的空間の間を移動することが広域的かつ頻繁に行われるような性質を持った現代社会」（同）を「高
流動性社会」と定義している。
参考文献 7-3（pp.175-177、217-220）参照。
参考文献 7-4（pp.104-105）参照。

黒川紀章：ホモ・モーベンス　都市と人間の未来、中央公論社、1969.09
山崎義人：高流動性社会を背景とした過疎地の集落環境の利用管理に関する研究、早稲田大学博士学位論文、
2004.03
村澤和多里、山尾貴則、村澤真保呂 : ポストモラトリアム時代の若者たち - 社会的排除を超えて、世界思想社、
2012.11
後藤春彦 : 景観まちづくり論、学芸出版社、2007.10

注 7-1）

注 7-2）
注 7-3）

文 7-1）
文 7-2）

文 7-3）

文 7-4）
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物的環境変化に着目して -

農山漁村地域における外部人材の活用実態と意
向に関する基礎的研究 -「緑のふるさと協力隊」
事業受入自治体を対象に -

生活者の視座からの復興まちづくりのプロセス：
岩手県下閉伊郡山田町での取り組み

生活者の暮らしの記憶から描かれる復興まちづ
くり - 岩手県山田町の漁村集落における取り組
み -

連続講座 -WORK SHOP- 総括シンポジウム
2014 年度企画のまとめと報告

日本建築学会計画系論文集
第 80号（第 717 巻）
pp.2533-2543

都市計画論文集
第 50号（3）
pp.1310-1315

日本建築学会計画系論文集
第 80号（第 705 巻）
pp.2423-2432

都市計画論文集
第 49号（3）
pp.1059-1064

土木計画学研究・論文集
第 27号（2）
pp.391-398

日本建築学会大会（関東）
農村計画部門研究協議会
PD資料集
pp.51-54

日本建築学会関東支部研究
報告集
pp.369-372

日本建築学会大会学術講演
梗概集（近畿）
pp.111-112

日本建築学会大会学術講演
梗概集（近畿）
pp.161-162

日本建築学会大会学術講演
梗概集（近畿）
pp.195-196

日本建築学会大会学術講演
梗概集（近畿）
pp.269-270

日本建築学会大会学術講演
梗概集（北海道）
pp.117-118

日本建築学会大会学術講演
梗概集（東海）
pp.655-656

都市計画ポスターセッショ
ン

建築雑誌（1672）
pp.71-72

2015.11

2015.11

2014.11

2014.10

2010.09

2015.09

2015.03

2014.09

2014.09

2014.09

2014.09

2013.08

2012.09

2012.05

2015.06

論文

論文

論文

論文

論文

講演

講演

講演

講演

講演

講演

講演

講演

講演

その他
（寄稿）

○

○

野田満、後藤春彦、
山崎義人

小林大祐、後藤春彦、
山崎義人、野田満

野田満、後藤春彦、
山崎義人

森田椋也、後藤春彦、
山崎義人、野田満

高倉淳美、野田満、
加藤式男、川上洋司

野田満

野田満、後藤春彦、
山崎義人

野田満、後藤春彦

内田将大、後藤春彦、
野田満

森田椋也、後藤春彦、
山崎義人、野田満

青山春菜、後藤春彦、
野田満

野田満、後藤春彦

石黒雅之、後藤春彦、
佐藤宏亮、野田満、
ほか多数

谷口綾子、佐藤宏亮、
野田満、ほか多数

野田満
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地域の多様性を生かすための「地域資源の活用」
とは何か

人的支援の多面的意義と、協働の本質的意義

活動レポート：WORK SHOP- さまざまな分野
のワークショップ -

日本建築学会関東支部研究発表会
若手優秀研究報告賞

日本建築学会農村計画委員会
学術講演若手優秀発表

都市計画学会都市計画ポスターセッション
優秀ポスター賞

月刊コロンブス（631）
pp.30-31

タマリスク（123）
pp.4-5

建築雑誌（1664）
pp.76

2015.05
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2014.11
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2014.02

2012.05

その他
（寄稿）

その他
（寄稿）

その他
（寄稿）
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受賞

受賞

野田満

野田満

野田満

野田満、後藤春彦、
山崎義人

野田満、後藤春彦

谷口綾子、佐藤宏亮、
野田満、ほか多数
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